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ま え が き 

 
 若年層の失業率が高水準で推移し、無業者やフリーターが増加するなど若年者にとって厳

しい雇用情勢が続いている中で、2003 年 6 月、関係 4 大臣により「若者自立・挑戦プラン」

が策定された。このプランでは、若年失業者等の増加傾向を転換させることを目指して、就

業経路の多様化に対応した若年労働市場の整備を推進することが掲げられるなど、若年層の

雇用に関する問題への対応は一層重要になっている。 
 こうした状況を踏まえて、厚生労働省職業安定局雇用政策課からの要請により、まだ十分

に実態が把握されていないいわゆる「第二新卒者」（学卒未就職者や学卒後早期離職者）の

採用状況等を明らかにすることを目的として、2004 年 4 月から 6 月にかけて、第二新卒者

の採用実態について、アンケート調査（企業調査、個人調査）とヒアリング調査（企業調査）

を実施した。本報告書は、この調査結果をとりまとめたものである。 
本調査では、第二新卒者の採用実態に加えて、企業の第二新卒者に対する意識、第二新卒

者として就職した個人の意識等についても明らかにした。また、報告書には、資料として詳

細な集計表やヒアリングの記録を付け加えた。 
 本報告書が、関係各方面で広く活用していただければ幸いである。 
 ヒアリングに応じていただいた企業の担当者を始め、調査にご協力いただいた皆様には、

この場を借りて御礼申し上げたい。 

 
  2005 年 3 月 

 
                                            独立行政法人労働政策研究・研修機構 

                                                 理事長  小  野   旭 
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第１章 総論 

 

1．調査研究の趣旨・方法 

1-1．調査研究の趣旨 

 若年層の失業率が高水準で推移し、無業者やフリーターが増加するなど若年者にとって厳

しい雇用情勢が続く中で、2003 年 6 月に関係 4 大臣により「若年自立・挑戦プラン」が策

定された。このプランでは、若年失業者等の増加傾向を転換させることを目指して、就業経

路の多様化に対応した若年労働市場の整備を推進することが掲げられるなど、若年層の雇用

に関する問題への対応は一層重要になっている。 
 こうした状況を踏まえて、まだ十分に把握されていないいわゆる「第二新卒者」の採用状

況等を明らかにすることを目的として、2004 年 4 月から 6 月にかけて、「第二新卒者の採用

実態調査」としてアンケート調査（企業調査、個人調査）とヒアリング調査（企業調査）を

実施した（本調査は厚生労働省職業安定局雇用政策課からの要請により実施したものである）。 
 
1-2．調査の方法 

1-2-1．アンケート調査の実施 

 第二新卒者の採用状況等を明らかにすることを目的として、企業調査及び個人調査を実施

した。 
 
【企業調査「第二新卒者の採用実態調査」】 
 調査対象は、株式会社帝国データバンクの企業概要データベース COSMOS2 に登録されて

いる従業員 300 人以上の全数 10488 社である。 
 調査方法は、郵送による調査票の配布・回収で実施した。 
 調査時期は、2004 年 5 月 7 日～5 月 20 日。 
 調査票の回収状況は、2,497 社（有効回答率 23.8％）だった。 
 
【個人調査「第二新卒者調査・新卒者調査」】 

調査対象は、現在、正社員として働いていて、学校卒業後今の仕事につくまでに 6 ヶ月以

上 5 年以下の間隔があいている者（以下「第二新卒者」と呼ぶ）、及び第二新卒者と比較す

るため、学校卒業後すぐ（6 ヶ月以内）就職し、現在もその仕事に就いている者（以下「新

卒者」と呼ぶ）を、株式会社インテージに委託して、Yahoo！リサーチモニターから抽出し

た。 
 調査方法は、インターネットモニター調査。調査時期は、2004 年 4 月 16 日～4 月 26 日。

回収数各 1000 人（男女各 500 人）を目標とし、発信数は調査会社が設定した。調査票の回

収状況は、第二新卒者調査が 1,060 人で、新卒者調査が 1,445 人となっている。 
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1-2-2．ヒアリング調査の実施 

 ヒアリング調査は、15 企業の採用担当者等に対して実施した。15 企業は、当機構が保有

するビジネス・レーバー・モニターから主に選定した。当該ヒアリング調査を実施する前に、

あらかじめ 2004 年 2 月に実施したビジネス・レーバー・モニター調査で、「第二新卒者」の

採用状況に関する設問を入れており、その回答企業のなかから、第二新卒者を対象としてい

る企業と、第二新卒者を採用対象としていない企業に分けヒアリング対象を選定した。 
 ヒアリング内容は、主に、(1)各社の採用方法と実績（求める人物像や重視する人材の優先

順位、採用のイニシアチブ含む）、(2)採用後の処遇、(3)採用者の評価（新卒採用と比して）

である。 
 ヒアリングは、採用担当者等を訪問する方法で実施した。 
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2．アンケート調査結果の要約 

 第 2 章は、企業調査「第二新卒者の採用実態調査」及び個人調査「第二新卒者調査・新卒

者調査」をもとに、第二新卒者の採用状況等を明らかにしている。調査結果のポイントは以

下のとおりである。 
 
2-1．企業調査 

企業調査結果の主な事実発見の第 1 は、過去 3 年間に約 6 割の企業が正規従業員の採用の

際に「第二新卒者」を採用対象にし、そのうち 9 割近くが実際に採用していることである。 
 

過去３年間の第二新卒者の採用実績
（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

85.9 10.5 3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

採用した実績がある 採用した実績はない 無回答
 

 
第 2に、採用対象とした第二新卒者の主な採用枠は、「中途採用者と同じ枠で採用」が 51.9％、

「新卒者と同じ枠で採用」が 40.1％となっている。 
 

第二新卒者の主な採用枠（N=1323）（第二新卒者を採用対象とした企業）

40.1 51.9

2.9 2.0

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第二新卒者は新卒者と同じ枠で採用している

第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している

第二新卒者は新卒者・中途採用者とは別の枠で採用している

その他

無回答
 

 
第 3 に、利用したことがある第二新卒者の採用方法は「ハローワーク」が 57.0％、「自社

のホームページ」が 46.7％、「新聞・チラシ等の求人広告」が 33.0％などとなっており、半

数超の企業が、第二新卒者の採用に「ハローワーク」を利用している。 
 



－6－ 

利用したことがある第二新卒者の採用方法（複数回答）
（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

7.1

0.4

0.5

3.4

11.5

25.7

27.1

27.4

33.0

46.7

57.0

0 10 20 30 40 50 60

その他

インターンシップ

ヘッドハンティング会社

紹介予定派遣

民間職業紹介会社

学校・教師等からの紹介

インターネットの就職情報サイト

就職情報誌

新聞・チラシ等の求人広告

自社のホームページ

ハローワーク

(%)
 

 

 第 4 に、第二新卒者を採用対象とした企業の第二新卒者に対する評価は、新卒者より優れ

ているか劣っているかについて半数以上が「どちらともいえない」としている。 
 

新卒者と比較した第二新卒者の評価
（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

5.8

15.0

23.4

23.7

23.8

26.6

31.1

37.6

4.5

2.5

2.3

3.6

1.9

1.5

2.0

3.5

85.0

77.8

69.6

68.0

69.7

67.3

62.4

54.3

4.7

4.8

4.7

4.7

4.6

4.6

4.6

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

読み・書き・計算などの基礎学力

一般常識・教養

柔軟性・適応力

積極性

コミュニケーション能力

専門知識・技術（資格等）

基本的な生活態度、言葉遣い、マナー

職業観、就労意欲

新卒者より優れている 新卒者より劣っている どちらともいえない 無回答
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2-2．個人調査 

一方、個人調査結果の主な事実発見の第 1 は、第二新卒者で、学校卒業後現在の仕事につ

くまでの間に正社員の勤務経験が「ある」ものが 84.1％と、社会人経験がある人が約 8 割を

占めていることである。 
 

 

 
 
 
 
 
 
第 2 に、第二新卒者の就職活動の方法で、最も効果があった方法は、「ハローワーク」が

23.9％、「家族・友人・知人などの紹介」が 21.0％などとなっている。 
 

最も効果があった就職活動の方法 
(%) 

第二新卒者（N=1060） 新卒者（N=1445） 
ハローワーク 23.9 学校・教師等からの紹介 47.4 
家族・友人･知人などの紹介 21.0 家族・友人･知人などの紹介 14.5 
就職情報誌 12.3 インターネットの就職サイト 12.2 
新聞・チラシ等の求人広告 8.5 就職情報誌 9.9 
直接スカウト 7.6 会社のホームページ 4.8 
インターネットの就職サイト 6.4 ハローワーク 2.7 
学校・教師等からの紹介 4.7 新聞・チラシ等の求人広告 2.0 
勤務先関係からの紹介 4.4 民間職業紹介会社 1.3 
会社のホームページ 2.8 インターンシップ 0.3 
民間職業紹介会社 2.5 紹介予定派遣 0.0 
紹介予定派遣 0.8 その他 4.9 
ヘッドハンティング会社 0.2 － － 
インターンシップ 0.0 － － 
その他 4.7 － － 

（注）「直接スカウト」「勤務先からの紹介」「ヘッドハンティング」は、第二新卒者のみの項目。 

 
第 3 に、就職活動の際に「他社での勤務経験が評価された」とするのは、正社員の勤務経

験がある者では 37.7％、正社員の勤務経験がない者では 9.5％となっており、正社員の勤務

経験がある人のほうが、他社での勤務経験を評価されていると考えている。 
 

図表1　今と違う勤務先で正社員として働いた経験（N=1060）

84.1 15.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正社員として働いたことがある 正社員として働いたことはない
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就職活動の状況（複数回答）

7.7

7.7

14.8

39.6

5.9

18.9

2.4

21.3

9.5

8.1

2.6

4.4

23.2

10.5

14.4

18.6

16.2

37.7

8.0

3.4

6.0

25.8

9.8

15.1

16.0

17.0

33.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評価さ
れた

学校のサポートがないので困った

新卒者と特に違いはなかった

新卒者に比べて採用条件が悪い

新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少ない

離職理由について詳しく質問された

既卒者を採用する企業についての情報が少ない

他社での勤務経験が評価された

(%)

全体（N=1060）

正社員の勤務経験あり（N=891）

正社員の勤務経験なし（N=169）

（注）「正社員の勤務経験なし」の者の詳細については図表5を参照。
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3．ヒアリング調査結果の要約 

 第 3 章は、企業 15 社に対するヒアリングの結果をもとに、第二新卒者の採用実態につい

てまとめている。調査では、第二新卒者の採用枠を基準として、企業を①第二新卒者を新卒

採用と同じ枠で募集する企業（以下、「新卒者枠」と呼ぶ）②第二新卒者を中途採用と同じ枠

で募集する企業（以下、「中途採用者枠」と呼ぶ）③第二新卒者に特定し募集する企業（以下、

「第二新卒者枠」（第二新卒者歓迎も含む）と呼ぶ）――の三つに分け、それぞれ数社につい

てヒアリングを実施した。また、比較のために、第二新卒者を対象としない企業（以下、「第

二新卒者対象外」と呼ぶ）にもヒアリングを実施した。なお、今回のサンプルは比較的大手

の企業やベンチャー企業が多いことに留意する必要がある。 
 その結果、第 1 に、「新卒者枠」で第二新卒者を採用対象にしている企業では、若干名の

採用者がいたものの、ほとんどが海外留学経験者の秋採用や司法試験に失敗し就職に切り換

えた人がほとんどだった。社会人経験のある人が採用されることはあまりなく、フリーター

が採用された実績も少なかった（ヒアリング調査では、フリーターを「正社員の勤務経験が

ない者」と定義）。社会人経験者やフリーターが採用されない理由の一つとして、新卒と同じ

応募枠での、新卒と同じ選考内容であることから、社会人経験を評価するよりも、新卒同様

に「素材」や「ポテンシャル」で選考されるため、新卒に対する評価を超えることが難しい

ことがあげられる。 
 第 2 に、「中途採用者枠」で第二新卒者を採用対象にしている企業では、とくに外食や小

売業で、第二新卒者がかなりの比率で採用されていた。採用者は、社会人経験者が多い。今

回のサンプルではフリーターはあまり採用されておらず、採用対象になりにくいとの判断を

示す企業もあった。その他のネットビジネス業のベンチャー企業では、事業拡大に中途採用

で対応していたため、結果的に第二新卒者が採用されていた。ただしこの企業の場合、即戦

力を求めており、法人相手の営業経験のある人を求めていた。 
 第 3 に、「第二新卒者枠」で第二新卒者を採用対象にしている企業では、社会人経験のあ

る第二新卒者が採用されていた。とくに J 社は社会人経験者のみを対象としており、フリー

ターは対象としていなかった。今回のサンプルでは、第二新卒者として「社会人経験のある

転職組」を期待する傾向が強かった。なお、第二新卒者に特定した採用をする理由は、早期

離転職者のなかに、他社ではフィットしなくとも自社でフィットする人材で、スキルアップ

を考えている人を求めていることがあげられていた。また、早期離転職者であるため、定着

してくれるかどうか（転職理由が明確かどうか）も選考では重要な要素となっていた。 
このように、採用枠別にみると、「中途採用者枠」と「第二新卒者枠」で社会人経験のあ

る第二新卒者が採用されていたが、フリーターをはじめとする正社員未経験者の採用にはな

かなか結びついていなかった。 
 第 4 に、採用後の処遇については、「新卒者枠」の企業は、新卒と同様に格付けするケー

スが多い。既卒者として採用しているのではなく、新卒として採用しているとの意識が強い
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ためである（D 社）。 
「中途採用者枠」の企業は、社会人経験年数を同社で働いたものとみなして、年功的な給

与部分で払うタイプが見られた。社会人経験がない場合は実態を見てケース・バイ・ケース

で対応している。 
「第二新卒者枠」の企業では、例えば、K 社は、第二新卒者の場合、卒後の社会人経験を

カウントして処遇している。 
第 5 に、新卒採用と比較した第二新卒採用者に対する評価としては、「新卒者枠」の企業

は、新卒扱いとして採用しているため、比べてみることはないという意見が多い。一方、「中

途採用者枠」の企業でも、新卒と第二新卒者との比較を意識したことがないとの意見が目立

つ。 
 



－11－ 

4．結論 

以上のアンケート調査（企業調査、個人調査）及びヒアリング調査の結果から、第二新卒

者の採用の実態は以下のように要約できる。 
 
＜第二新卒者の労働市場は「新卒者枠」と「中途採用者枠」に二分化している＞ 
・過去 3 年間に正規従業員を採用した企業のうち、約 6 割の企業が「第二新卒者」（卒業後

おおむね 3 年以内の者）を採用対象にし、そのうち 9 割近くが実際に採用している。これ

は、正規従業員採用を行った企業の約半数の企業が第二新卒者を採用したということであ

り、第二新卒者のための労働市場は一定程度存在しているといえる。 
・ただし、第二新卒者の採用枠は、「新卒者と同じ枠」とする企業と「中途採用者と同じ枠」

とする企業が約半々であり、「新卒」と同一の労働市場への参入を第二新卒者が望むなら

ば、参入機会はかなり限定されている。なお、「新卒者とも中途採用者とも異なる別の枠」

（例えば「第二新卒者枠」）を設けている企業は少数にとどまる。 
・「第二新卒者」を採用する企業でも、「新卒者枠」で採用する企業と「中途採用者枠」で採

用する企業では、業種、求める職種、採用経路、応募条件、採用理由が明確に異なってお

り、「第二新卒者」にとっては、二つの異質な労働市場が並存しているのが現状である。 
・以下、第二新卒者を「新卒者枠」で採用している企業と「中途採用者枠」で採用している

企業の特徴を記述する。 
 ① 第二新卒者を「新卒者枠」で採用している企業 

・過去 3 年間で正規従業員を採用した企業の 22.4％が、第二新卒者を「新卒者枠」で採

用対象とし、そのうち約 9 割は実際に第二新卒者を採用した。 
・第二新卒の「新卒者枠」採用が主流なのは、業種では電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、金融・保険業、教育・学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業。 
・第二新卒の「新卒者枠」採用の対象となる主な職種は、「事務」（「新卒者枠」採用企

業の 46.6％。以下同じ）、「営業・販売」（37.7％）、「技術」（33.4％）、「医療・福祉」

（23.6％）。 
・採用時期は、「4 月一括採用」が約 6 割、通年採用が約 3 割。 
・募集条件は、年齢又は卒業年次のいずれかに上限を設けている企業が 59.8％。その場

合の条件は、過半数の企業が「26 歳以下」又は「卒業後 2 年以内」としている。 
・採用経路は、「自社のホームページ」（53.2％）、「ハローワーク」（42.5％）が多く､次

いで、「インターネットの就職情報サイト」「学校・教師等からの紹介」「新聞等の求

人広告」がいずれも 3 割程度。 
・採用理由は「新卒者と変わらないから」が 6 割を占めており、新卒者の延長線上に第

二新卒者を位置づけている企業が多いことがわかる。一方、「即戦力になるから」は 2
割にとどまる。 
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 ②第二新卒者を「中途採用者枠」で採用している企業 
・過去 3 年間で正規従業員を採用した企業の 29.0％が、第二新卒者を「中途採用者枠」

で採用対象とし、そのうち約 9 割は実際に第二新卒者を採用した。 
・第二新卒の「中途採用者枠」採用が主流なのは、業種では飲食店・宿泊業、運輸業、

卸売・小売業、製造業、建設業、不動産業、その他のサービス業、医療・福祉。 
・第二新卒の「中途採用者枠」採用の対象となる主な職種は「営業・販売」（「中途枠」

採用企業の 41.3％。以下同じ。）、「技術」（31.3％）、「事務」（34.5％）。このほか「医

療・福祉」、「製造」もそれぞれ 1 割強を占める。 
・ヒアリング調査では、外食、小売など業務が急拡大している産業で第二新卒者の採用

比率が高かった。 
・採用時期は「通年採用」が約 8 割。 
・募集条件は、年齢又は卒業年次のいずれかに上限を設けている企業が約 46.1％。その

場合の条件は、過半数の企業が「28 歳以下」又は「卒業後 3 年以内」としている。 
・採用経路は、「ハローワーク」（69.0％）、「自社のホームページ」（42.5％）、「新聞等の

求人広告」（37.7％）、「就職情報誌」（34.5％）が多い。 
・採用理由は、「即戦力になるから」が 4 割、「新卒者と変わらないから」が 25.2％。「中

途枠」で採用する企業が必ずしも即戦力を求めているわけではない。 
 
＜第二新卒者に対する採用後の評価は良好である＞ 
・「第二新卒者」を新卒者と比較した評価では、「職業観」「マナー」「専門知識」などどの項

目をみても、最も多い評価は「（第二新卒者は新卒者と比べて優れているとも劣っている

とも）どちらともいえない」であり、次いで 2～4 割の企業が「第二新卒者は新卒者より

優れている」とほとんどの項目で回答している。一方、「第二新卒者は新卒者より劣って

いる」と回答した企業はいずれの項目でもきわめて少ない。このように、いったん採用さ

れた第二新卒者についての企業の評価は良好である。 
・これを、前段同様に「新卒者枠」採用の企業と「中途採用者枠」採用の企業に分けてみる

と、すべての項目について「中途採用者枠」採用の企業のほうが第二新卒者への評価が高

い。これをやや誇張していうと、第二新卒者として労働市場に参入する場合、「中途採用

者枠」として採用されたほうが、採用後の評価が有利になる可能性が高いということにな

ろう。 
・また、個人調査の「今後の転職の可能性」についての結果を新卒者と第二新卒者で比較し

てみても、転職志向は両者でほとんど変わらず、「第二新卒者は採用してもまたすぐに転

職するのではないか」という企業の懸念はこれを見る限り当たらないといえそうである。 
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＜採用後の処遇は新卒とほとんど変わらない＞ 
・採用後の処遇については、「違いがある」企業は 3 割にとどまり、違いの内容も「初任給」

がほとんどで、配属や昇進・昇格に違いをつける企業はごく一部である。 
・個人調査でもみても、処遇の各項目で「新卒者と第二新卒者の違いはない」と回答する人

が最も多い。 
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5．提言 

 
(1) 企業への提言 

・第二新卒者を実際に採用した企業の評価をみるかぎり、新卒と比較した第二新卒者の評価

は高く、また大半が今後も引き続き採用対象とすると回答している。一方、第二新卒者を

採用対象としていない企業が第二新卒者を採用しない最大の理由は「新卒者で十分人員が

確保できるから」である。しかし、かつてに比べ若年労働者が流動化している現実を踏ま

えると、当該企業に適合する若者が第二新卒者の中に存在する可能性は広がっており、幅

広い層から優秀な人材を選択できるという利点に着目すべきだろう。さらに、キャリア形

成の上で若年期に適職につくことの重要性を考えあわせると、これまで第二新卒者を採用

対象としていなかった企業も、まずは応募条件を緩和し、第二新卒者にも応募の機会を与

えることが望ましいだろう。 
 
(2) 「第二新卒者」への提言 

・第二新卒者の立場に立った場合、「新卒者枠」での採用にこだわらず、「中途採用者枠」で

採用を行う企業にも目を向けて機会を探すことが重要だろう。 
・「新卒者枠」採用の企業でも「中途採用者枠」採用の企業でも、採用後の処遇では新卒者と

第二新卒者に違いをつけていない企業が約 7 割と大勢を占める。違いをつけている企業で

も、そのほとんどは初任給の違いのみで、配属や昇進・昇格に差をつけるところはごく一

部であり、「第二新卒で入社したら、入社後、不利なのではないか」という心配は、この

調査結果を見る限りはあたらない。 
・転職者の場合、初職を辞めたくなったときでも、せめて「中途採用者枠」への応募に有利

になる程度のスキルや経験を積めるまでは働きつづけることも重要である。 
・正社員としていちども就職したことがない者の場合、「新卒者枠」での採用を望むのならば、

「新卒者枠」採用企業の 6 割が年齢や卒業年次に上限を定めていることを踏まえ、できる

だけ早期に就職活動をするほうが有利である。いわゆる「フリーター」としての経験は評

価しない又はマイナスに評価する企業もあるので、やはり早期に正社員としての雇用機会

を探すか、それがすぐには難しく当面、非正規社員として働かざるをえない場合でも、何

らかのスキルを獲得するよう努力することが重要だろう。 
・一方、矛盾するようだが、「中途採用」＝即戦力という一般的なイメージにこだわらず、実

際には「新卒とかわらないから」という理由で中途採用を行っている企業も少なくない。

したがって「経験がないから中途採用者枠に応募するのは無理」と決めてかからず、職探

しの範囲を広げてみることも有効と考えられる。 
・年齢、卒業年次等の応募条件のうえでは既卒者が応募可能な場合でも、実際には書類選考

の際に既卒者であることをマイナスに評価する企業もあると思われるので、第二新卒者は、
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卒業後の活動のプラス面（勤務経験、自己研鑽等）についての積極的な自己アピールを、

就職活動の各段階で心がけることも必要だろう。 
 
(3) 労働力需給のマッチングシステムについての提言 

・企業からは、今後第二新卒者の採用を検討するに際して、「第二新卒者の求職者に関する

情報提供」、「第二新卒者の処遇についての情報提供」を求める声がある。一方、第二新卒

者の側からも「既卒者を採用する企業についての情報が少ない」という意見がある。最近、

第二新卒の求人・求職情報に特化した就職支援サイトも登場しているが、情報提供につい

てはまだ改善の余地があるものとみられる。 
・また、第二新卒者からは「学校のサポートがないので困った」という意見がある。加え

て、「最も効果があった就職活動の方法」として「学校・教師等からの紹介」を挙げる者

が、新卒者では約半数近くを占めているのに対して第二新卒者では 5％弱であることから

も、需給マッチングに果たす学校の役割が、新卒者と第二新卒者では決定的に異なること

がわかる。卒業後まもない者については、求められれば学校が就職活動を支援するような

体制が望まれる。 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 アンケート調査結果 
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第２章 アンケート調査結果 

（企業調査「第二新卒者の採用実態調査」、個人調査「第二新卒者調査・新卒者調査」） 

 
1. 調査の概要 

【調査の趣旨】 
 第二新卒者の採用状況等を明らかにすることを目的として、2004 年 4 月から 5 月にかけ

て、「第二新卒者の採用実態調査」（企業調査）、「仕事についての調査」（第二新卒者調査、新

卒者調査）を実施した。 

 
【企業調査】 
・調査名 「第二新卒者の採用実態調査」 
・調査期間 2004 年 5 月 7 日～5 月 20 日 
・調査方法 郵送による調査票の配布・回収 
・調査対象 全国の従業員数 300 人以上の企業 10,488 社 
      ※株式会社帝国データバンクの企業概要データベース COSMOS2 に登録され

ている従業員 300 人以上の企業全数 
・有効回答数 2,497 社（有効回答率 23.8％） 
・用語について 
 企業調査で用いた用語の定義は下記のとおりである。 

「第二新卒者」：回答企業の中で第二新卒の定義がある場合にはその定義によるものとす

る。特に定義がない場合は、学校（高校、専門学校、短大、高専、大学、

大学院）卒業後おおむね 3 年以内の者とする（学校卒業後すぐに就職する

「新卒者」を除く。また、勤務経験の有無を問わない）。 
「新卒者」：学校を卒業してすぐに就職する者。 
「過去３年間」：平成 13～15 年度（平成 13 年 4 月～平成 16 年 3 月）。ただし、平成 16

年 4 月の採用状況も含む。 

 
【個人調査（第二新卒者調査、新卒者調査）】 
・調査名 「仕事についての調査」 
・調査期間 2004 年 4 月 16 日～4 月 26 日 
・調査方法 インターネットモニター調査 
・調査対象 ①「第二新卒者調査」：現在、正社員として働いていて、学校卒業後今の仕事に

つくまでに 6 ヶ月以上 5 年以下の間隔があいている者（以下「第二新卒者」と

呼ぶ）。②「新卒者調査」：学校卒業後すぐ（6 ヶ月以内）就職し、現在もその

仕事に就いている者（以下「新卒者」と呼ぶ）。 
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具体的には、株式会社インテージに委託して、Yahoo!リサーチモニターから以

下の条件にあう者を抽出した。 
 

第二新卒者調査 

・18～35 歳の男女 
・最終学歴が高校以上 
・正社員 
・学校卒業年月と現在の仕事についた年月の間隔が 6 ヶ月以上 5 年以下 

新卒者調査 

・18～35 歳の男女 
・最終学歴が高校以上 
・正社員 
・学校卒業年月と現在の仕事についた年月の間隔が 6 ヶ月未満 

（注）各調査について回収数各 1000 人（男女各 500 人）を目標とし、発信数は調査会社が設定した。 
 
・有効回答数 第二新卒者調査：1,060 人 新卒者調査：1,445 人 
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2. 調査結果のポイント 

＜企業調査結果＞ 

 過去３年間の正規従業員の採用の際に第二新卒者を「採用対象とした」企業は 56.0％ 

正規従業員採用の際の第二新卒者の扱い（N=2364）
（正規従業員を採用した企業）

56.0 44.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第二新卒者を採用対象とした 第二新卒者を採用対象としなかった

 

 過去３年間に実際に第二新卒者の採用実績がある企業は 85.9％ 

過去３年間の第二新卒者の採用実績（第二新卒者を採用対象とした企業）
（N=1323）

85.9 10.5 3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

採用した実績がある 採用した実績はない 無回答

 

 採用対象とした第二新卒者の主な採用枠は、「中途採用者と同じ枠で採用」が 51.9％、

「新卒者と同じ枠で採用」が 40.1％となっている 

第二新卒者の主な採用枠（N=1323）（第二新卒者を採用対象とした企業）

40.1 51.9

2.9 2.0

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第二新卒者は新卒者と同じ枠で採用している

第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している

第二新卒者は新卒者・中途採用者とは別の枠で採用している

その他

無回答
 

 利用したことがある第二新卒者の採用方法は「ハローワーク」が 57.0％、「自社のホー

ムページ」が 46.7％、「新聞・チラシ等の求人広告」が 33.0％などとなっている 
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利用したことがある第二新卒者の採用方法（複数回答）（第二新卒者を採用対象
とした企業） （N=1323）

7.1

0.4

0.5

3.4

11.5

25.7

27.1

27.4

33.0

46.7

57.0

0 10 20 30 40 50 60

その他

インターンシップ

ヘッドハンティング会社

紹介予定派遣

民間職業紹介会社

学校・教師等からの紹介

インターネットの就職情報サイト

就職情報誌

新聞・チラシ等の求人広告

自社のホームページ

ハローワーク

(%)
 

 第二新卒者を採用対象とした理由は「新卒者と変わらないから」が 40.7％、「即戦力に

なるから」が 32.9％ 

第二新卒者を採用対象とした理由（複数回答）（第二新卒者を採用対象とした企業）
（N=1323）

15.0

2.9

3.5

6.4

6.7

9.1

11.9

14.6

32.9

40.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

新卒者にはよい人材が少ないから

新卒採用より募集経費が少なくてすむから

第二新卒者の能力が高いから

研修期間が短くてすむから

従業員の年齢構成を調整するため

新卒者の応募が少ないから

第二新卒者の職業意識が高いから

即戦力になるから

新卒者と変わらないから

(%)
 

 第二新卒者を採用対象とした企業の半数以上は、第二新卒者の評価について新卒者よ

り優れているか劣っているか「どちらともいえない」としている 
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新卒者と比較した第二新卒者の評価（第二新卒者を採用対象とした企業）
（N=1323）

5.8

15.0

23.4

23.7

23.8

26.6

31.1

37.6

4.5

2.5

2.3

3.6

1.9

1.5

2.0

3.5

85.0

77.8

69.6

68.0

69.7

67.3

62.4

54.3

4.7

4.8

4.7

4.7

4.6

4.6

4.6

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

読み・書き・計算などの基礎学力

一般常識・教養

柔軟性・適応力

積極性

コミュニケーション能力

専門知識・技術（資格等）

基本的な生活態度、言葉遣い、マナー

職業観、就労意欲

新卒者より優れている 新卒者より劣っている どちらともいえない 無回答

Z

 

 今後の第二新卒者の採用予定は、第二新卒者を採用対象とした企業では約 7 割が「引

き続き採用対象とする」としており、第二新卒者を採用対象としていない企業では「採

用対象とする予定である」、「検討中である」をあわせて約 2 割となっている 

第二新卒者の今後の採用予定（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

67.8 27.5
0.5 1.1

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

引き続き採用対象とする 今後は採用対象としない 未定・わからない その他 無回答
 

 

第二新卒者の今後の採用予定（第二新卒者を採用対象としない企業）（N=1041）

6.5 46.0 12.3 30.7
1.4

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

採用対象とする予定である 採用対象とする予定はない 検討中である わからない その他 無回答

 

＜個人調査結果＞ 

 第二新卒者で、学校卒業後現在の仕事につくまでの間に正社員の勤務経験が「ある」

ものは 84.1％、前の会社をやめた主な理由は「自分からやめた」が 83.6％と最も高い 
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前の会社を辞めた主な理由（正社員として働いていたと回答した者）
（N=891）

6.7 83.6 5.5

1.7 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

会社の倒産・廃業 解雇 会社から退職をうながされた 自分からやめた その他

 

 第二新卒者の就職活動で最も効果があった方法は、「ハローワーク」が 23.9％と最も高

く、「家族・友人・知人などの紹介」が 21.0％とこれに次ぐ 

最も効果があった就職活動の方法 

第二新卒者（N=1060） 新卒者（N=1445） 

ハローワーク 23.9 学校・教師等からの紹介 47.4 

家族・友人･知人などの紹介 21.0 家族・友人･知人などの紹介 14.5 

就職情報誌 12.3 インターネットの就職サイト 12.2 

新聞・チラシ等の求人広告 8.5 就職情報誌 9.9 

直接スカウト 7.6 会社のホームページ 4.8 

インターネットの就職サイト 6.4 ハローワーク 2.7 

学校・教師等からの紹介 4.7 新聞・チラシ等の求人広告 2.0 

勤務先関係からの紹介 4.4 民間職業紹介会社 1.3 

会社のホームページ 2.8 インターンシップ 0.3 

民間職業紹介会社 2.5 紹介予定派遣 0.0 

紹介予定派遣 0.8 その他 4.9 

ヘッドハンティング会社 0.2 － － 

インターンシップ 0.0 － － 

その他 4.7 － － 

 
 就職活動の際に「他社での勤務経験が評価された」とするのは、正社員の勤務経験が

あるものでは 37.7％、正社員の勤務経験がないものでは 9.5％ 
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就職活動の状況（複数回答）

7.7

7.7

14.8

39.6

5.9

18.9

2.4

21.3

9.5

8.1

2.6

4.4

23.2

10.5

14.4

18.6

16.2

37.7

8.0

3.4

6.0

25.8

9.8

15.1

16.0

17.0

33.2

0 10 20 30 40 50

その他

フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評
価された

学校のサポートがないので困った

新卒者と特に違いはなかった

新卒者に比べて採用条件が悪い

新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少
ない

離職理由について詳しく質問された

既卒者を採用する企業についての情報が少
ない

他社での勤務経験が評価された

(%)

全体（N=1060）

正社員の勤務経験あり（N=891）

正社員の勤務経験なし（N=169）

 

 第二新卒者、新卒者の転職志向には差はみられない 

今後の転職の可能性

33.1

37.2

30.9

27.7

21.2

22.8

12.6

9.9 2.4

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒者（N=1445）

第二新卒者（N=1060）

もっといい条件があれば転職すると思う

自分の能力や経験をもっと活かせそうな先があれば転職すると思う

多分現在の勤務先を変わらないと思う

わからない

その他
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3. 企業調査結果 

過去３年間の正規従業員の採用の際に第二新卒者を「採用対象とした」企業は 56.0％。 

過去３年間の正規従業員の採用状況をみると、「正規従業員を採用した」とする企業は

94.7％となっている。このうち、正規従業員の採用の際に「第二新卒者」を「採用対象とし

た」が 56.0％、「採用対象としなかった」が 44.0％となっている。 

図表1　過去３年間の正規従業員の採用状況（N=2497）

　第二新卒者を採用
対象としなかった

44.0%

　第二新卒者を採用
対象とした

56.0%

正規従業員を採用し
なかった

4.8%

正規従業員を採用し
たかったができな

かった
0.6% 正規従業員を採用し

た
94.7%

第二新卒者の扱い
（正規従業員を採用した企業）（N=2364）

 

 また、従業員規模の小さい企業、業績が急速に上昇している企業の方が第二新卒者を採用

対象としている比率が高い。 

 

図表2　正規従業員採用の際の第二新卒者の扱い（正規従業員を採用した企業）

42.6

54.9

50.8

59.7

73.8

50.5

52.7

56.9

61.4

56.0

57.4

45.1

49.2

40.3

26.2

49.5

47.3

43.1

38.6

44.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

急速に下降した（N=108）

緩やかながら下降気味に推移した（N=556）

ほぼ横ばいで推移した（N=772）

緩やかながら上昇気味に推移した（N=732）

急速に上昇した（N=130）

5000人以上（N=97）

1000～4999人（N=535）

300～999人（N=1611）

従業員規模300人未満（N=101）

全体（N=2364）

第二新卒者を採用対象とした 第二新卒者を採用対象としなかった

【従業員規模】

【過去3年間の業績（売上高）】

 
 

(1) 第二新卒者を採用対象とした企業について 

過去３年間に実際に第二新卒者の採用実績がある企業は 85.9％。 
過去３年間に第二新卒者を採用対象とした企業の実際の第二新卒者の採用実績は、「採用
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した実績がある」が 85.9％となっている。これは過去３年間に正規従業員を採用した企業の

48.1％にあたる。 

図表3　過去３年間の第二新卒者の採用実績
（第二新卒者を採用対象とした企業）

93.9

86.5

86.4

72.6

86.8

88.4

82.3

85.9

9.6

10.6

19.4

10.5

9.3

12.8

10.5

8.1

2.0

2.3

4.9

3.6

2.6

3.1

3.9

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5000人以上（N=49）

1000～4999人（N=282）

300～999人（N=917）

従業員規模300人未満（N=62）

新卒者・中途採用者とは別枠で採用（N=38）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

全体（N=1323）

採用した実績がある 採用した実績はない 無回答

 

採用対象とした第二新卒者の主な採用枠は、「中途採用者と同じ枠で採用」が 51.9％、「新卒

者と同じ枠で採用」が 40.1％となっている。 

 過去 3 年間に第二新卒者を採用対象とした企業について、第二新卒者の主な採用枠をみる

と、「第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している（以下、中途採用者枠）」が 51.9％、

「第二新卒者は新卒者と同じ枠で採用している（以下、「新卒者枠」）」が 40.1％となってい

る。「第二新卒者は新卒者・中途採用者とは別の枠で採用している」は 2.9％と少ない。 

図表4　第二新卒者の主な採用枠（第二新卒者を採用対象とした企業）

28.6

38.7

40.5

48.4

40.1

57.1

53.2

51.8

45.2

51.9

8.2

2.8

2.7

1.6

2.9

4.1

2.5

1.9

2.0

2.0

3.1

4.8

3.2

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5000人以上（N=49）

1000～4999人（N=282）

300～999人（N=917）

従業員規模300人未満（N=62）

全体（N=1323）

第二新卒者は新卒者と同じ枠で採用している 第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している

第二新卒者は新卒者・中途採用者とは別の枠で採用している その他

無回答
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図表5　第二新卒者の主な採用枠（過去３年間に正規従業員を採用対象とし
た企業）（N=2364）

第二新卒者を採用対
象とした（新卒者と同じ

枠）
22.4%

第二新卒者を採用対
象とした（中途採用者と

と同じ枠）
29.1%

第二新卒者を採用対
象とした（その他）

4.5%

第二新卒者を採用対
象としなかった

44.0%

 

 また、採用枠を業種別にみると、情報通信業、金融・保険業では「新卒者枠」が多く、飲

食店・宿泊業、運輸業、卸売・小売業、製造業では「中途採用者枠」が多くなっている。 

 
図表 6 第二新卒者の主な採用枠（第二新卒者を採用対象とした企業） 

(%) 

  

第二新卒者は

新卒者と同じ

枠で採用して

いる 

第二新卒者は

中途採用者と

同じ枠で採用

している 

第二新卒者は

新卒者・中途

採用者とは別

枠で採用して

いる 

その他 無回答 

建設業（N=33） 36.4 57.6 0.0 3.0 3.0 
製造業（N=282） 27.3 63.1 4.6 1.8 3.2 
電気・ガス・熱供給・水道業（N=5） 80.0 20.0 0.0 0.0 0.0 
情報通信業（N=55） 67.3 23.6 5.5 1.8 1.8 
運輸業（N=91） 24.2 68.1 3.3 0.0 4.4 
卸売・小売業（N=190） 30.0 64.2 1.6 1.6 2.6 
金融・保険業（N=48） 60.4 33.3 4.2 2.1 0.0 
不動産業（N=6） 33.3 50.0 0.0 0.0 16.7 
飲食店・宿泊業（N=35） 22.9 68.6 5.7 0.0 2.9 
医療・福祉（N=232） 47.0 44.8 1.3 3.0 3.9 
教育・学習支援業（N=61） 59.0 34.4 1.6 3.3 1.6 
その他のサービス業（N=197） 40.6 49.7 3.0 3.0 3.6 
その他（N=72） 68.1 25.0 2.8 1.4 2.8 

 

第二新卒者の主な採用時期は「通年採用」が 57.1％、「４月一括採用」が 24.9％。とくに、「中

途採用者枠」の場合は通年採用が 77.3％。 
第二新卒者の主な採用時期については、「通年採用」が 57.1％、「4 月一括採用」が 24.9％

となっている。これを第二新卒者の採用枠別にみると、「新卒者枠」の場合には「４月一括採

用」が 56.6％、「通年採用」が 34.2％となっている。「中途採用者枠」の場合には「通年採用」

が 77.3％となっている。「新卒者・中途採用者とは別枠で採用している」場合には「その他」

が 39.5％あるが、具体的には「欠員が生じたとき」、「秋採用」とする回答が多くみられた。 
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図表7　第二新卒者の主な採用時期（第二新卒者を採用対象とした企業）

42.1

77.3

34.2

57.1

56.6

24.9

39.5

20.2

8.9

15.9

18.4

2.0
0.4

2.0

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒者・中途採用者とは別枠で採用（N=38）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

全体（N=1323）

通年採用 4月一括採用 その他 無回答

第
二
新
卒
者
の
採
用
枠

 

主な採用対象となる第二新卒者の学歴は「大学卒」が 55.9％。 
 採用対象となる第二新卒者の学歴について、主な採用対象となるものは「大学卒」が 55.9％、

「専門学校・各種学校卒」が 15.0％、「高校卒」が 10.6％となっている。 

図表8　主な採用対象となる第二新卒者の学歴
                    （第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

10.6 15.0 3.6 55.9 13.2

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校卒 専門学校・各種学校卒 短大・高専卒 大学卒 大学院卒 無回答

 

第二新卒者を対象として募集した主な職種は、「事務系」が 39.4％、「営業・販売系」が 39.0％、

「技術系」が 32.0％など。 
 第二新卒者を対象として募集した主な職種は、「事務系」が 39.4％、「営業・販売系」が

39.0％、「技術系」が 32.0％などとなっている。これを主な採用対象の学歴別にみると、大

学卒では「営業・販売系」が 52.1％、「事務系」が 44.9％、「技術系」が 37.2％などとなっ

ている。 
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図表9　第二新卒者を対象として募集した主な職種（第二新卒者を採用対象とした
企業）（複数回答）

8.3

5.8

2.5

16.4

6.5

5.5

4.5

40.7

9.7

7.0

5.6

15.0

8.0

33.3

52.1

8.1

22.9

39.0

29.2

44.9

25.8

24.3

39.4

12.5

6.4

74.7

5.0

19.2

62.5

37.2

17.2

23.6

32.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

大学院卒（N=24）

大学卒（N=739）

専門学校・各種学校卒（N=198）

高校卒（N=140）

全体（N=1323）

(%)

技術系

専門系（医療、福祉等）

事務系

営業・販売系

サービス系（飲食店、接客等）

製造系

その他

 
図表 10 第二新卒者の採用枠別 第二新卒者を採用対象として募集した主な職種 

  （%） 

  新卒者と同じ枠 
（N=530） 

中途採用者と同じ枠 
（N=687） 

技術系 33.4 31.3 
専門系（医療、福祉等） 23.6 15.9 
事務系 46.6 34.5 
営業・販売系 37.7 41.3 
サービス系（飲食店、接客等） 5.7 9.9 
製造系 4.7 13.5 
その他 8.1 5.4 

 

採用対象となる第二新卒者の主な条件は「年齢制限」が 43.2％、「資格・免許」が 27.0％、「勤

務経験」が 26.9％など。 
 採用対象となる第二新卒者の主な条件は、「年齢制限」が 43.2％、「資格・免許」が 27.0％、

「勤務経験」が 26.9％などとなっている。「特に条件はない」とする企業も 27.7％ある。こ

れを第二新卒者の採用枠別にみると「新卒者・中途採用者とは別枠で採用する」企業では、

年齢制限、卒業年次等の条件の割合がかなり高い。 
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図表11　採用対象となる第二新卒者の主な条件（複数回答）
（第二新卒者を採用対象とした企業）

15.8

30.7

25.1

27.7

5.3

2.8

2.8

2.8

39.5

19.9

29.6

24.3

31.6

32.5

19.8

26.9

15.8

29.4

24.0

27.0

63.2

41.0

46.4

43.2

0 10 20 30 40 50 60 70

新卒者・中途採用者とは別枠で採用
（N=38）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

全体（N=1323）

(%)

年齢制限

資格・免許

勤務経験

卒業年次

その他

特に条件はない

第
二
新
卒
者
の
採
用
枠

 
図表 12 採用となる第二新卒者の主な条件（年齢と卒業年次の関係） 

  （%） 

  年齢か卒業年次かい

ずれかの制限あり 
年齢、卒業年次いずれ

も制限なし 
新卒者と同じ枠（N=530） 59.8 40.2 
中途採用者と同じ枠（N=687） 46.1 53.8 

 
「年齢制限」の場合の上限年齢は「25 歳」、「30 歳」が多い。 

「年齢制限」の場合の上限年齢は、「25 歳」が最も多く、「30 歳」が「中途採用者枠」こ

れに次ぐ。「卒業年次」の場合は、「新卒者枠」では卒業後「1 年以内」が 36.3％と最も多く、

「中途採用者枠」では「2 年以内」、「3 年以内」がそれぞれ 29.9％となっている。 

 
図表 13 年齢制限の上限年齢（年齢制限がある企業） 

   （%） 

  新卒者と同じ枠 
（N=240） 

中途採用者と同じ枠 
（N=274） 

24 歳以下 7.9  5.1  
25 歳 32.9  28.1  
26 歳 14.6  6.6  
27 歳 8.8  4.0  
28 歳 6.3  9.1  
29 歳 2.9  1.5  
30 歳 15.8  23.0  
31～35 歳 3.8  14.6  

上限年齢 

36 歳以上 7.1  8.0  
（注）上限年齢無回答の企業を除いて集計 
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図表 14 卒業年次の制限（卒業年次の条件がある企業） 
   （%） 

  新卒者と同じ枠 
（N=157） 

中途採用者と同じ枠 
（N=134） 

1 年 36.3  17.9  
2 年 27.4  29.9  
3 年 29.3  29.9  
4 年 0.0  2.2  
5 年 5.7  13.4  

卒業後の年数

（卒業後○年

以内） 

6 年以上 1.3  6.7  
（注）卒業後の年数無回答の企業を除いて集計 

 
「勤務経験」については、「勤務経験あり」を条件とするものが 69.4％、「勤務経験なし」

を条件とするものが 22.5％となっている。採用枠別では、「新卒者枠」の企業では約半数が

「勤務経験なし」を条件としているのに対し、「中途採用者枠」、「新卒者・中途採用者とは別

枠」の企業ではいずれも約 8 割が「勤務経験あり」を条件としている。 

図表15　勤務経験の内容（勤務経験を採用条件としている企業）

83.3

83.0

41.0

69.4

10.3

51.4

22.5

16.7

6.7

7.6

8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒者・中途採用者とは別枠で採用（N=12）

中途採用者と同じ枠で採用（N=223）

新卒者と同じ枠で採用（N=105）

全体（N=356）

勤務経験あり 勤務経験なし 無回答

第
二
新
卒
者
の
採
用
枠

 

利用したことがある第二新卒者の採用方法は「ハローワーク」が 57.0％。 
利用したことがある第二新卒者の採用方法は、「ハローワーク」が 57.0％、「自社のホーム

ページ」が 46.7％、「新聞・チラシ等の求人広告」が 33.0％などとなっている。 
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図表16　利用したことがある第二新卒者の採用方法（複数回答）
（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

15.8

0.0

0.0

2.6

7.9

23.7

39.5

34.2

31.6

42.1

39.5

5.5

0.6

0.7

4.1

15.1

23.9

25.5

34.5

37.7

42.5

69.0

8.5

0.2

0.2

1.5

6.8

27.7

28.7

18.3

26.4

53.2

42.5

7.1

0.4

0.5

3.4

11.5

25.7

27.1

27.4

33.0

46.7

57.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

インターンシップ

ヘッドハンティング会社

紹介予定派遣

民間職業紹介会社

学校・教師等からの紹介

インターネットの就職情報サイト

就職情報誌

新聞・チラシ等の求人広告

自社のホームページ

ハローワーク

(%)

全体（N=1323）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者・中途採用者とは別枠で採用
（N=38）

 

第二新卒者を採用対象とした理由は「新卒者と変わらないから」が 40.7％、「即戦力になるか

ら」が 32.9％。 
第二新卒者を採用対象とした理由についてみると、「新卒者と変わらないから」が 40.7％

と最も高く、「即戦力になるから」が 32.9％、「第二新卒者の職業意識が高いから」が 14.6％
とこれに次ぐ。また、「その他」の中では、「欠員補充のため」、「採用対象者の幅を広げるた

め」等の理由がみられた。 
また、採用枠別では第二新卒者を「中途採用者と同じ枠で採用している」、あるいは「新

卒者・中途採用者とは別枠で採用している」企業では、いずれも、「即戦力になるから」が最

も高くなっている。 
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図表17　第二新卒者を採用対象とした理由（複数回答）
（第二新卒者を採用対象とした企業）

13.2

19.2

8.9

15.0

7.9

2.5

3.2

2.9

2.6

5.4

0.9

3.5

15.8

5.5

6.2

6.4

5.3

9.5

2.5

21.1

11.8

4.7

9.1

13.2

11.5

12.8

11.9

26.3

15.0

12.5

42.1

41.6

20.8

32.9

28.9

25.2

61.7

40.7

6.7

14.6

0 10 20 30 40 50 60 70

新卒者・中途採用者とは別枠で採用
（N=38）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

全体（N=1323）

(%)

新卒者と変わらないから

即戦力になるから

第二新卒者の職業意識が高いから

新卒者の応募が少ないから

従業員の年齢構成を調整するため

研修期間が短くてすむから

第二新卒者の能力が高いから

新卒採用より募集経費が少なくてす
むから
新卒者にはよい人材が少ないから

その他

 

第二新卒者を採用対象とした企業の半数以上は、第二新卒者の評価について、新卒者より優

れているか劣っているか「どちらともいえない」としている。 
第二新卒者を採用対象とした企業の新卒者と比較した第二新卒者の評価をみると、各項目

とも新卒者より優れているとも劣っているとも「どちらともいえない」とする割合が 5～9
割と最も高くなっている。項目間で比較すると、「職業観、就労意欲」では「新卒者より優れ

ている」とする割合は 37.6％、「基本的な生活態度、言葉遣い、マナー」では 31.1％と、他

の項目と比較して高くなっている。 
採用枠別では、「中途採用者枠」の企業の方が、「新卒者枠」の企業よりも第二新卒者に対

する評価が全般的に高い。 

図表18　新卒者と比較した第二新卒者の評価
（第二新卒者を採用対象とした企業）（N=1323）

5.8

15.0

23.4

23.7

23.8

26.6

31.1

37.6

4.5

2.5

2.3

3.6

1.9

1.5

2.0

3.5

85.0

77.8

69.6

68.0

69.7

67.3

62.4

54.3

4.7

4.8

4.7

4.7

4.6

4.6

4.6

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

読み・書き・計算などの基礎学力

一般常識・教養

柔軟性・適応力

積極性

コミュニケーション能力

専門知識・技術（資格等）

基本的な生活態度、言葉遣い、マナー

職業観、就労意欲

新卒者より優れている 新卒者より劣っている どちらともいえない 無回答
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図表 19 新卒者と比較した第二新卒者の評価（「新卒者より優れている」と回答した比率） 
  （%） 

  新卒者と同じ枠 
（N=530） 

中途採用者と同じ枠 
（N=687） 

基本的な生活態度、言葉遣い、マナー 27.7  32.0  
職業観、就労意欲 32.5  40.3  
コミュニケーション能力 20.9  24.0  
読み・書き・計算などの基礎学力 4.7  6.3  
積極性 19.8  25.5  
柔軟性・適応力 19.2  25.5  
一般常識・教養 11.5  16.9  
専門知識・技術（資格等） 20.9  31.4  

 
第二新卒者と新卒者の処遇面に「違いがある」とする企業は 31.6％。 

過去３年間に実際に第二新卒者の採用実績がある企業について、第二新卒者と新卒者の処

遇面の違いをみると、「違いがある」が 31.6％、「違いはない」が 68.1％となっている。これ

を第二新卒者の採用枠別にみると、「新卒者枠」の場合には、「違いはない」とする割合が

80.7％と高くなっており、「中途採用者枠」の場合には、「違いがある」が 41.5％と高くなっ

ている。 

図表20　採用後の第二新卒者と新卒者の処遇面等の違い
（第二新卒者の採用実績がある企業）

36.4

41.5

18.6

31.6

63.6

58.5

80.7

68.1

0.7

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒者・中途採用者とは別枠で採用している（N=33）

中途採用者と同じ枠で採用（N=607）

新卒者と同じ枠で採用（N=436）

全体（N=1137）

違いがある 違いはない 無回答

第
二
新
卒
者
の
採
用
枠

 
 

「違いがある」とした企業について、具体的に違いがある面をみると、「初任給」が 79.7％
と最も高く、「研修・教育訓練」が 42.3％とこれに次ぐ。 

図表21　第二新卒者と新卒者の違いがある処遇面等（複数回答）
（採用後の第二新卒者と新卒者の処遇面等に違いがある企業）

（N=359）

2.8

6.7

7.8

12.0

42.3

79.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

昇進・昇格

評価（考課）

配属

研修・教育訓練

初任給

(%)
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今後の第二新卒者の採用予定は約 7 割が「引き続き採用対象とする」。 
過去 3 年間に第二新卒者を採用対象とした企業の今後の第二新卒者の採用予定は、「引き

続き採用対象とする」が 67.8％、「未定・わからない」が 27.5％などとなっている。これを

実際の第二新卒者の採用実績の有無別にみると、過去３年間に実際に採用した実績がある企

業では「引き続き採用対象とする」とする割合が 70.7％とより高くなっている。また、第二

新卒者の採用枠別にみると、「新卒者枠」の企業では「引き続き採用対象とする」が 72.6％
とさらに高くなっている。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図表22　第二新卒者の今後の採用予定（第二新卒者を採用対象とした企業）

77.6

69.5

67.0

66.1

68.4

65.4

72.6

61.9

70.7

67.8

18.4

25.5

28.7

25.8

31.6

30.6

22.3

33.1

27.7

27.5
0.5

0.4

1.4

0.8

0.1

0.5

0.4

0.8

1.1

1.1

1.6

1.2

0.6
3.6

1.1

4.1

3.5

2.7

6.5

2.8

3.8

0.4

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5000人以上（N=49）

1000～4999人（N=282）

300～999人（N=917）

300人未満（N=62）

新卒者・中途採用者とは別枠で採用（N=38）

中途採用者と同じ枠で採用（N=687）

新卒者と同じ枠で採用（N=530）

採用実績がない（N=139）

採用実績がある（N=1137）

全体（N=1323）

引き続き採用対象とする 今後は採用対象としない 未定・わからない その他 無回答

【第二新卒者の採用実績】

【第二新卒者の採用枠】

【従業員規模】

 
 
(2) 第二新卒者を採用対象としなかった企業について 

第二新卒者を採用対象としない理由は「新卒者で十分人員が確保できるから」が約 8 割。 

 過去３年間に正規従業員を採用したが第二新卒者を採用対象としなかった企業について、

第二新卒者を採用対象としない理由をみると、「新卒者で十分人員が確保できるから」が

77.1％と最も高く、次いで「社内の処遇制度が整備されていないから」が 12.5％、「即戦力

にならないから」が 11.2％となっている。 

図23　第二新卒者を採用対象としない理由（N=1041）（複数回答）
（第二新卒者を採用対象としない企業）

13.6

1.1

1.4

1.6

2.7

6.4

11.2

12.5

77.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

他社での勤務経験があるのは好ましくないから

研修の費用が増加するから

新卒者に比べて能力が低いから

新卒者に比べて柔軟性・適応力が劣るから

新卒者に比べて職業意識が低いから

即戦力にならないから

社内の処遇制度が整備されていないから

新卒者で十分人員が確保できるから

(%)
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今後の第二新卒者の採用予定は「採用対象とする予定である」、「検討中である」をあわせて

約 2 割となっている。 
今後の第二新卒者の採用予定については、「採用対象とする予定はない」が 46.0％、「わか

らない」が 30.7％、「検討中である」が 12.3％、「採用対象とする予定である」が 6.5％とな

っている。 

図表24　第二新卒者を採用対象とする今後の予定
        （第二新卒者を採用対象としない企業）

4.2

6.7

6.8

2.6

6.5

54.2

45.1

46.5

35.9

46.0

18.8

13.0

11.4

17.9

12.3

16.7

32.4

31.0

30.8

30.7

10.3

1.2

2.6

1.4

1.4

2.1

4.2

1.6

2.9

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5000人以上（N=48）

1000～4999人（N=253）

300～999人（N=694）

従業員規模300人未満（N=39）

全体（N=1041）

採用対象とする予定である 採用対象とする予定はない 検討中である

わからない その他 無回答

 
 
 第二新卒者の採用予定について、「採用対象とする予定はない」、「検討中である」と回答し

た企業について、今後、第二新卒者の採用を検討するのに必要なことをみると、「第二新卒者

の求職者に関する情報提供」が 32.6％、「第二新卒者の処遇についての情報提供」が 17.3％
などとなっている。「特にない」とするものも 46.1％ある。 

図表25　今後第二新卒者の採用を検討するのに必要なこと（複数回答）
（今後第二新卒者を「採用対象とする予定はない」「検討中である」企業）（N=607）

3.5

2.6

8.4

17.3

32.6

46.1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

特にない

その他

第二新卒者の採用後の国による研修の実施

第二新卒者の求職者に対する国の職業能力開発

第二新卒者の処遇についての情報提供

第二新卒者の求職者に関する情報提供

(%)
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4. 個人調査（第二新卒者調査、新卒者調査）結果 

(1) 第二新卒者のプロフィール 

第二新卒者で、学校卒業後現在の仕事につくまでの間に正社員の勤務経験が「ある」者は

84.1％、その中で、前の会社をやめたおもな理由は「自分からやめた」が 83.6％と最も高い。 

第二新卒者について、学校卒業後、現在の仕事につくまでの間に正社員として働いたこと

があるとする者が 84.1％となっている。 

図表1　今と違う勤務先で正社員として働いた経験（N=1060）

84.1 15.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正社員として働いたことがある 正社員として働いたことはない
 

 
〔正社員経験のある第二新卒者のプロフィール〕 

「正社員として働いたことがある」者について、今の勤務先の前に正社員として働いてい

た通算の勤務年数は「1～3 年程度」が 58.7％、「1 年未満」が 25.8％となっている。 

図表2　正社員として働いていた通算の勤務年数
（正社員として働いていたと回答した者）（N=891）

25.8 58.7 15.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年未満 1～3年程度 4～5年程度

 
  
「正社員として働いたことがある」者について、前の会社の職種別に現在の職種をみると、

前の職種と現在の職種が同じである場合が多い。 

 
図表 3 前の会社の職種別にみた現在の会社の職種（正社員として働いていたと回答した者） 

          (%)
    現在の会社の職種 

    専門・ 
技術職 管理職 事務職

営業・

販売職

サービ

ス職

保守的

職業

運輸・ 
通信的

職業 

技能工 
・労務職 その他

専門・技術職（N=234） 67.1  4.7 11.5 9.8 2.1 0.0 1.3  2.1  1.3 
管理職（N=17） 11.8  70.6 11.8 0.0 5.9 0.0 0.0  0.0  0.0 
事務職（N=230） 6.5  3.5 80.0 3.0 1.7 0.0 0.4  3.0  1.7 
営業・販売職（N=181） 11.6  6.6 32.0 37.0 4.4 0.0 1.7  3.3  3.3 
サービス職（N=101） 19.8  4.0 26.7 8.9 23.8 0.0 8.9  5.9  2.0 
保守的職業（N=2） 100.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0  0.0 
運輸・通信的職業（N=16） 6.3  0.0 31.3 6.3 12.5 0.0 25.0  12.5  6.3 
技能工・労務職（N=75） 14.7  2.7 13.3 9.3 6.7 1.3 1.3  49.3  1.3 

前
の
会
社
の
職
種 

その他（N=35） 5.7  0.0 42.9 5.7 2.9 0.0 0.0  2.9  40.0 
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「正社員として働いたことがある」者について、前の会社を辞めた主な理由は、「自分か

らやめた」が 83.6％と最も高くなっている。 

図表4　前の会社を辞めた主な理由
（正社員として働いていたと回答した者）（N=891）

6.7 83.6 5.5

1.7 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

会社の倒産・廃業 解雇 会社から退職をうながされた 自分からやめた その他
 

 
〔正社員経験のない第二新卒者のプロフィール〕 

第二新卒者で、学校卒業後現在の仕事につくまでの間に正社員の勤務経験が「ない」者がお

もにやっていたことは「仕事」が 56.8％。そして、その働き方は「アルバイト」が 57.3％、

「契約社員・嘱託」が 24.0％。 
一方、「正社員として働いたことがない」者について、学校卒業後、おもにやっていたこ

とをみると、「仕事」が 56.8％と最も高く、「職探し」が 14.2％、「勉強」が 10.7％とこれに

次ぐ。また、「仕事」をしていた者の働き方についてみると、「アルバイト」が 57.3％、「契

約社員・嘱託」が 24.0％などとなっている。 

図表5　学校卒業後主にやっていたこと
（正社員として働いたことがないと回答した者）(N＝169)

仕事
56.8%

趣味
4.1%

特に何にもしていない
7.1%

病気・けがの療養
1.2%

ボランティア（NPO、NGO
を含む）

1.2%

家事・育児・介護
1.2%

その他
3.6%

勉強
10.7%

　アルバイト
57.3%

　自営業
5.2%
　派遣社員

5.2%

　契約社員・嘱託
24.0%

　その他
8.3%

職探し
14.2%

仕事をしていた場合の働き方（N=96）

 
 
 これを最終学歴別にみると、高校卒では、「特に何もしていない」が 17.4％と他の学歴と

比べて高くなっている。 
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図表6　最終学歴別学校卒業後主にやっていたこと
               （正社員として働いたことがないと回答した者）

51.6

64.0

67.6

52.2

17.2

4.0

8.7

20.3

12.0

8.7

3.1

17.4

2.2

4.0

6.5

12.0

1.6

0.0

2.9

1.6

5.9 11.8

2.2

2.9

5.9

2.2

2.9

4.0

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学、大学院（N=64）

短大・高専（N=25）

専門学校・各種学校（N=34）

高校（N=46）

仕事 家事・育児・介護 趣味

ボランティア 勉強 職探し

病気・けがの療養 特に何もしていない その他
 

 
(2) 現在の仕事に就職したときの状況  

第二新卒者が現在の仕事に就職したときの採用選考は「新卒者とは異なる」が 67.5％。 

第二新卒者について、現在の仕事に就職したときの採用選考の状況は、「新卒者とは異な

る」が 67.5％、「新卒者と同じ」が 18.7％となっている。入社時期については、「新卒者と異

なる」が 78.9％、「新卒者と同じ」が 16.3％となっている。 

図表7　採用選考、入社時期（N=1060）
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第二新卒者の就職活動で最も効果があった方法は、「ハローワーク」が 23.9％と最も高く、「家

族・友人・知人などの紹介」が 21.0％とこれに次ぐ。 
現在の仕事に就職したときの就職活動の方法をみると（複数回答）、「ハローワーク」が

34.1％と最も高く、次いで「家族・友人・知人などの紹介」が 22.6％、「就職情報誌」が 21.2％
などとなっている。これを、学校を卒業してすぐに就職した新卒者と比べると、新卒者では、

「学校・教師等からの紹介」が 53.9％、「インターネットの就職サイト」が 20.2％などとな

っており、第二新卒者と新卒者では就職活動の方法に違いがある。 
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図表8　就職活動の方法（複数回答）
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(%)
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（N=1445）

（注）「直接スカウト」「勤務先関係からの紹介」「ヘッドハンティング」は、第二新卒者のみの項目。

 
 

第二新卒者の就職活動の方法で、最も効果があった方法は、「ハローワーク」が 23.9％、「家

族・友人・知人などの紹介」が 21.0％などとなっている。また、新卒者と比較すると、第二

新卒者では「ハローワーク」、「新聞・チラシ等の求人広告」が効果があったとする割合が高

く、「学校・教師等からの紹介」は低くなっている。 

図表 9 最も効果があった就職活動の方法 

   (%)
第二新卒者（N=1060） 新卒者（N=1445） 

ハローワーク 23.9  学校・教師等からの紹介 47.4  
家族・友人･知人などの紹介 21.0  家族・友人･知人などの紹介 14.5  
就職情報誌 12.3  インターネットの就職サイト 12.2  
新聞・チラシ等の求人広告 8.5  就職情報誌 9.9  
直接スカウト 7.6  会社のホームページ 4.8  
インターネットの就職サイト 6.4  ハローワーク 2.7  
学校・教師等からの紹介 4.7  新聞・チラシ等の求人広告 2.0  
勤務先関係からの紹介 4.4  民間職業紹介会社 1.3  
会社のホームページ 2.8  インターンシップ 0.3  
民間職業紹介会社 2.5  紹介予定派遣 0.0  
紹介予定派遣 0.8  その他 4.9  
ヘッドハンティング会社 0.2  － － 

インターンシップ 0.0  － － 

その他 4.7  － － 

（注）「直接スカウト」「勤務先からの紹介」「ヘッドハンティング」は、第二新卒者のみの項目。

 
就職活動の際に「他社での勤務経験が評価された」とするのは、正社員の勤務経験があるも

のでは 37.7％、正社員の勤務経験がないものでは 9.5％ 
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現在の仕事に就職したときの就職活動の状況については、「他社での勤務経験が評価され

た」が 33.2％と最も高くなっている一方で、「離職理由について詳しく質問された」が 16.0％、

「フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評価された」が 3.4％などとなっている。 
これを現在の仕事につくまでの間の正社員の勤務経験別にみると、正社員の勤務経験があ

る者では「他社での勤務経験が評価された」が 37.7％、「離職理由について詳しく質問され

た」が 18.6％となっている。一方、正社員の勤務経験がない者では「他社での勤務経験が評

価された」が 9.5％おり、「フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評価された」も 7.7％
となっている。 

図表10　就職活動の状況（複数回答）
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フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評価
された

学校のサポートがないので困った

新卒者と特に違いはなかった

新卒者に比べて採用条件が悪い

新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少な
い

離職理由について詳しく質問された

既卒者を採用する企業についての情報が少な
い

他社での勤務経験が評価された

(%)

全体（N=1060）

正社員の勤務経験あり（N=891）

正社員の勤務経験なし（N=169）

（注）「正社員の勤務経験なし」の者の詳細については図表5を参照。

 

 また、就職活動の状況を採用選考の状況別にみると、採用選考が「新卒者と同じ」とした

者では、「新卒者と特に違いはなかった」が 35.4％、採用選考が「新卒者とは異なる」とし

た者では、「他社での勤務経験が評価された」が 38.7％とそれぞれ最も高くなっている。 

図表11　就職活動の状況
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新卒者と特に違いはなかった

新卒者に比べて採用条件が悪い

新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少ない

離職理由について詳しく質問された

既卒者を採用する企業についての情報が少ない

他社での勤務経験が評価された

(%)

採用選考は新卒者と同じ
（N=198）

採用選考は新卒者とは異なる
（N=715）
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就職活動中に、就職したい企業があったが応募条件にあわなかった経験については、「な

い」が 58.2％で新卒者より高く、「ある」が 41.8％と新卒者より低い。 

図表12　就職したい企業の応募条件にあわなかった経験

49.0

41.8

51.0

58.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒者（N=1445）

第二新卒者（N=1060）

ある ない
 

 
あわなかった応募条件は、「職務経験」が 52.8％と最も高い。新卒者と比べて第二新卒者

では、「職務経験」や「年齢」が高くなっている。新卒者では「その他」が 21.6％あるが、

その具体例としては「勤務地」が多くみられた。 

図表13　あわなかった応募条件（複数回答）
（応募条件にあわなかった経験があると回答した者）
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21.9

33.6

34.1
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資格・免許の有無

学歴

職務経験
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第二新卒者
（N=443）

新卒者
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就職活動の際のセールスポイントは、「意欲・積極性」49.6％、「他社での勤務経験」が 42.7％、

「人柄」が 35.3％、「専門知識・技術」が 31.7％などとなっている。なお、新卒者では、「意

欲・積極性」が 60.1％、「人柄」が 46.0％、「一般常識・教養」が 30.9％となっている。 
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図表14　就職活動の際のセールスポイント（複数回答）
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第二新卒者
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(注）「他社での勤務経験」は、第二新卒者のみの項目。

 
 
学校卒業後もしくは前の会社を離職後に自分を磨くためにしたことについては、「特にな

にもしなかった」が 78.2％となっている。第二新卒者と新卒者を比較すると、第二新卒者で

は「おもに公共の職業訓練機関を利用した」とする割合が高くなっている。 

図表15　現在の会社に採用されるまでに自分を磨くためにしたこと
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おもに公共の職業訓練機関を利用した

その他

特に何もしなかった

 
 
(3) 現在の会社の中での新卒者との違い 

現在の会社での新卒者との違いは「違いはない」が各項目で 3 割から 4 割。「研修・教育訓練」

については「新卒者が有利」が 16.0％。 

現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比べた違いについては、どの

項目も「違いはない」が 3 割から 4 割となっている。とくに、「研修・教育訓練」について

は「新卒者が有利」が 16.0％と他の項目と比べて高い。 
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図表16　同時期入社・同学歴の新卒者と比べた違い（N=1060）
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また、これを現在の仕事に就職したときの採用選考の状況別にみると、いずれの項目につ

いても「新卒者と同じ」採用選考であるとする場合の方が「新卒者とは異なる」採用選考と

比較して、「違いはない」とする割合が高い。 

図表17　同時期入社・同学歴の新卒者と比べた違い（採用選考の状況別）
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(4) 今後の転職の可能性 

第二新卒者、新卒者の転職志向には差はみられない 

第二新卒者の今後の転職の可能性については、「もっといい条件があれば転職すると思う」

が 37.2％、「自分の能力や経験をもっと活かせそうな先があれば転職すると思う」が 27.7％、

「多分現在の勤務先を変わらないと思う」が 22.8％となっている。新卒者では、「もっとい

い条件があれば転職すると思う」が 33.1％、「自分の能力や経験をもっと活かせそうな先が
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あれば転職すると思う」が 30.9％となっている。「自分の能力や経験をもっと活かせそうな

先があれば転職すると思う」とする割合は第二新卒者でやや高いものの、第二新卒者、新卒

者ともよい条件があれば転職の可能性があるとする者が 6 割以上となっていて、転職志向に

は差はみられない。 

図表18　今後の転職の可能性
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自分の能力や経験をもっと活かせそうな先があれば転職すると思う

多分現在の勤務先を変わらないと思う
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(5) 第二新卒者の扱いに関する意識 

第二新卒者が新卒者と比べて就職が難しいといわれていることについては、第二新卒者、新

卒者とも「第二新卒者にもいろいろいるのでいちがいにいえない」、「中途採用の枠を広げる

べき」とする者がそれぞれ約４割となっている。 

第二新卒者は新卒者と比べて就職が難しいといわれていることについては、「第二新卒者

にもいろいろいるのでいちがいにいえない」が 39.2％、「新卒者と同じでなくてもよいが、

中途採用の枠を広げるべきだ」が 38.2％となっている。新卒者では、「第二新卒者にもいろ

いろいるのでいちがいにいえない」が 43.3％、「新卒者と同じでなくてもよいが、中途採用

の枠を広げるべきだ」が 35.9％となっている。 

図表19　新卒者と第二新卒者の扱いについての意識
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（参考データ） 

○「第二新卒者の採用実態調査」回答企業の属性 

(%)

回答企業
（N=2497）

建設業 5.0
製造業 25.1
電気・ガス・熱供給・水道業 0.4
情報通信業 4.2
運輸業 6.8
卸売・小売業 15.7
金融・保険業 5.4
不動産業 0.5
飲食店・宿泊業 2.0
医療・福祉 10.2
教育・学習支援業 3.6
その他のサービス業 15.2
その他 4.8
300人未満 4.8
300～999人 68.1
1000～4999人 22.3
5000人以上 4.0
25％未満 62.7
25～50％未満 15.9
50～75％未満 8.7
75％以上 11.1

従業員数（注）

非正規従業員の割合

（注）従業員数は正規従業員と非正規従業員の合計。派遣労働者、職場内の請負社員は除く。

業種

 
 
○「第二新卒者調査」、「新卒者調査」回答者の属性 

(%)

第二新卒者
（N=1060）

新卒者
（N=1445）

男性 50.4 51.4
女性 49.6 48.6
18～19歳 0.1 1.2
20～24歳 16.9 28.2
25～29歳 50.8 40.4
30～35歳 32.3 30.1
高校 27.7 21.5
専門学校・各種学校 19.7 12.9
短大・高専 14.8 12.9
大学 35.4 44.9
大学院 2.4 7.8
専門・技術職 26.2 35.1
管理職 5.0 2.1
事務職 36.6 33.4
営業・販売職 12.6 11.3
サービス職 6.2 5.0
保守的職業 0.2 0.3
運輸・通信的職業 2.1 1.8
技能工・労務職 7.5 8.6
その他 3.5 2.4
建設業 10.9 7.5
製造業 18.0 30.0
電気・ガス・熱供給・水道業 1.4 2.5
情報通信業 14.9 17.5
運輸業 3.5 2.8
卸売・小売業 14.9 11.4
金融・保険業 3.4 6.4
不動産業 2.1 0.7
飲食店・宿泊業 2.2 0.5
医療・福祉 3.2 2.1
教育・学習支援業 2.0 1.4
その他のサービス業 17.9 13.0
その他 5.6 4.3
300人未満 73.9 43.9
300～999人 11.3 18.0
1000～4999人 8.5 20.2
5000人以上 6.3 17.9

（注）雇用者全般に比べて「専門・技術職」「事務職」の比率が高いので、調査結果の
解釈に当たり留意が必要である。

現在の会社の
業種

職種

現在の会社の
規模

性別

年齢

最終学歴
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○各年齢の応募を受け付けている企業の割合 
（採用対象者の年齢制限がある企業を 100 とする。上限年齢の無回答を除いて集計。） 

例：「第二新卒者を新卒者と同じ枠で採用している企業」で採用対象について年齢制限がある

企業のうち、26 歳の者の応募を受け付けている（年齢制限の上限を 26 歳以上にしている）

企業の割合は 59.2％。 

99.6 99.2 99.2 97.9

92.1

59.2

44.6

35.8

29.6
26.7

10.8 10.8 10.8 10.4 10.4
7.1

99.6 98.5
94.9

66.8

60.2
56.2

47.1 45.6

22.6 22.6 21.9 21.9 21.5
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3
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歳

3
5
歳

3
6
歳

以
上

新卒者と同じ枠で採用（N=240） 中途採用者と同じ枠で採用（N=274）

 
 
○各卒業後年数の応募を受け付けている企業の割合 
（採用対象者の卒業後年数の制限がある企業を 100 とする。卒業後年数の無回答を除いて集

計。） 

100.0

63.7

36.3

7.0 7.0
1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

100.0

82.1

52.2

22.4 20.1

6.7 6.0 6.0 4.5 4.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年
以上

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年
以上

新卒者と同じ枠で採用（N=157） 中途採用者と同じ枠で採用（N=134）
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○第二就職者のタイプ別就職活動状況（複数回答） 

 
正 社 員 経
験 有 ×新
卒 者 枠
(n=140) 

正 社 員 経
験 有 ×中
途 者 枠
(n=628) 

正 社 員 経
験 無 ×新
卒 者 枠
(n=58) 

正 社 員 経
験 無 ×中
途 者 枠
(n=94) 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 

他社での勤務経験が評価された 26.4 42.0 1.7 14.9 

既卒者を採用する企業についての情報が少ない 17.9 16.7 20.7 20.2 

離職理由について詳しく質問された 14.3 21.7 1.7 1.1 

新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少ない 18.6 15.0 25.9 14.9 

新卒者に比べて採用条件が悪い 10.7 11.3 5.2 7.4 

新卒者と特に違いはなかった 30.0 19.3 48.3 33.0 

学校のサポートがないので困った 7.1 4.5 17.2 14.9 

フリーター・無職・離職の経験がマイナスに評価された 1.4 3.0 3.4 14.9 

その他 5.7 6.2 0.0 13.8 

 
○採用枠別の採用実績 

  合計 
採 用 し た

実 績 が あ

る 

採 用 し た

実 績 は な

い 

第二新卒者は新卒者と同じ枠で採用している 100.0 86.5 13.5 

第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している 100.0 90.5 9.5 

 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 ヒアリング調査結果 

〔概要〕 



－53－ 

第 3 章 ヒアリング調査結果〔概要〕 

 

１．はじめに ―調査の視点とヒアリング方法 

 企業ヒアリング調査では、第二新卒者を採用対象としている（あるいは採用対象としてい

ない）15 社の人事担当者を訪問し、(1)各社の採用方法と実績（求める人物像や重視する人

材の優先順位、採用のイニシアチブ含む）、(2)採用後の処遇、(3)採用者の評価（新卒採用と

比して）などについてヒアリングを実施した。 

 
1-1．調査の視点 

 ヒアリング調査を実施する前に想定した類型は、①第二新卒者を新卒採用と同じ枠で募集

するタイプ（以下、「新卒者枠」と略）、②第二新卒者を中途採用と同じ枠で募集するタイプ

（「中途採用者枠」）、③第二新卒者に特定し募集するタイプ（第二新卒者歓迎も含む）（「第

二新卒者枠」）、④第二新卒者を対象としないタイプ（「第二新卒者対象外」）―の四つであ

る。採用枠に基づく四つの類型について、以下の作業仮説に基づきヒアリング項目を検討し

た。 
通常、日本企業は、翌年卒業見込みの新規学卒者を対象とする定期採用と、通年または随

時必要に応じ実施する中途採用をもって必要な人材を確保するケースが多いが、上記①～④

の採用枠組みの類型に従えば、これは主に④の「第二新卒者対象外」にあたる。「第二新卒者

対象外」タイプは、新規学卒者を内部昇進により育成しコアとなる層を作り上げ、社内では

育成できない人材を中途採用で補う場合が多いと考えられる。例えば、創業時や事業転換、

急拡大など、基本的には社内のコア人材では不足している場合に即戦力となる経験者を中途

採用するケースがこれにあたる。つまり、④の「第二新卒者対象外」タイプの企業は、新卒

に求めるスキルと中途に求めるスキルとは別であると仮定できる。この種の企業で考えられ

るのは、(1)新卒一括採用が定着し中途は現場の欠員を補うためのキャリア採用に限定してい

るケースか、(2)新卒一括採用がまだ定着していないベンチャー企業などで即戦力の中途採用

で事業拡大に対応しているケース―である。 
今回の調査の「第二新卒者」は、卒業後おおむね 3 年以内の人という定義で聴いているた

め、当然に④「第二新卒者対象外」の企業では、社会人経験 3 年以内の人で即戦力になるほ

どのスキルを持つ人以外は応募の対象にならない。したがって、④「第二新卒者対象外」タ

イプの企業が、新卒者枠の範囲を拡大することで、既卒者も応募可とするケースが①「新卒

者枠」で、中途採用者枠に特定の第二新卒のカテゴリーを作って募集するケースが③「第二

新卒者枠」と仮定することができる（つまり、両者は、本来は④の「第二新卒者対象外」タ

イプだったことが考えられる）。 
なお、「中途採用者枠」の企業でも、新卒一括採用が定着している企業がありうるが、小売

や外食産業など新卒と中途で求めるスキルが同じ業界や、新卒と中途で求めるスキルが近い
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場合でも、「中途採用者枠」で第二新卒者が結果的に採用されている可能性がある。つまり、

「中途採用者枠」で第二新卒者が結果的に採用されていること自体、新卒と中途で求めるス

キルが同じ仕事があるか、新卒と中途で求めるスキルが近い仕事がある可能性があると考え

られる。 

 
1-2．ヒアリングの方法 

ヒアリング調査での第二新卒者の定義は、「学校卒業後、数年間（例えば、おおむね 3 年

程度以内）、就職以外の活動をしたり、就職した会社を数年でやめたりしたあと、企業に就職

しようとする人たち」とした。ヒアリング対象企業は、当機構が保有するビジネス・レーバ

ー・モニターから主に選定した。当該ヒアリング調査を実施する前に、あらかじめ 2004 年 2
月にモニターを対象として、「第二新卒者」の採用状況に関する設問を入れたアンケート調査

を実施した1。ヒアリング調査では、第二新卒者の採用の有無と実態を調べるため、当該ビジ

ネス・レーバー・モニター調査の回答企業のなかから、第二新卒者を採用対象としている企

業と、採用対象としていない企業とを比較できるように、上記４つの類型に基づき、ヒアリ

ング企業を選定した（なお、「第二新卒者枠」タイプで小規模の企業を 1 社、当該モニター

以外から選定している）。 
選定された 15 社の企業属性は図１のとおり。従業員規模（正社員のみ）は、30～99 人が

F 社、L 社、O 社の 3 社、100～299 人が N 社（1 社）、1000～2999 人が A 社、G 社、I 社

の 3 社、3000～4999 人が E 社、H 社の 2 社、5000～9999 人が K 社の 1 社、10000 人以上

が、B 社、C 社、D 社、J 社、M 社の 5 社となっており、大企業に偏っていることに留意す

る必要がある。 
上記類型で 15 社を分類すると、①「新卒者枠」が A 社、B 社、C 社、D 社、K 社、②「中

途採用者枠」が E 社、F 社、G 社、H 社、I 社、③「第二新卒者枠」が J 社、K 社、L 社、

④「第二新卒者対象外」が M 社、N 社、O 社となっている。 
ヒアリング調査項目は、第二新卒者を採用対象としている企業については、(1)過去 5 年の

採用実績（そのうち第二新卒に該当する人（卒業後 3 年程度以内の人）の人数、及び応募者

の概数）、(2)第二新卒を募集対象とする場合の募集内容（第二新卒者を対象とするようにな

った経緯）、(3)採用したいと考えている人材の優先順位、(4)採用でイニシアチブを持ってい

                                               
1 当機構は、2003 年 10 月から、企業、事業主団体、単位労働組合、産業別労働組合をモニターとして、年 4 回、

定点観測的に景気判断や雇用動向、労使の課題などを尋ねるビジネス・レーバー・モニター調査を実施してい

る。「第二新卒者」についての調査実施時期は、2004 年 2 月 24 日～3 月 10 日。調査方法は、インターネット

上の非公開専用 WEB サイトを利用したアンケート方式。本調査の対象（2004 年 2 月時点）は、当機構のビ

ジネス・レーバー・モニターに登録した民間企業 110 社、事業主団体 58 団体、単位労働組合 43 組合、産業

別労働組合 29 組織。回答状況は、民間企業 103 社（回収率 93.6％）、事業主団体 55 団体（同 94.8％）、単組

41 組合（同 95.3％）、産別 23 組織（79.3％）。なお、当該モニター調査では、ヒアリング対象を選定しやすい

ように、「第二新卒者」を「学校卒業後（おおむね 5 年以内）、就職以外の活動をしたり、就職した会社を数年

で辞めたりした後、企業に就職しようとする人たち」と定義している。 
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る部門、(5)第二新卒者の採用直後の処遇（格付け等）、(6)過去 5 年間で、既に採用した第二

新卒者について、新卒に比しての評価、(7)第二新卒者就職促進の社会的課題―などについ

て尋ねた。第二新卒者を採用対象にしていない企業については、第二新卒者を採用対象とし

ない理由などを中心に、比較可能な範囲で上記ヒアリング項目にそって尋ねた。上記の事項

について、各企業の人事担当者に、1 回、1～2 時間程度でヒアリングを実施した。 
以下、採用枠別に採用の実績と選考の特徴、処遇、評価などについてまとめる（表１）。 

 
図１：企業属性 
 
１）主な業種 

出版産業：A 社 
ガス産業：B 社 
化学産業：C 社 
電機産業：D 社、J 社 
小売業：G 社、I 社 
外食産業：H 社 
金融サービス産業：E 社 
印刷産業：K 社 
情報通信産業：M 社 
ネットビジネス：F 社、L 社、N 社、O 社 

 
 
２） 採用のタイプ別に見た選定企業 

① 第二新卒者を新卒採用と同じ枠で募集する
タイプ：A 社、B 社、C 社、D 社、（K 社） 

② 第二新卒者を中途採用と同じ枠で募集する

タイプ：E 社、F 社、G 社、H 社、I 社 
③ 第二新卒者に特定し募集するタイプ（第二新

卒者歓迎も含む）：J 社、K 社、L 社 
④ 第二新卒者を対象としないタイプ：M 社、N

社、O 社 
※K 社は①と③の制度を併用している。便宜上、報

告書では③の項で説明する。 

 
２． 採用枠別にみた採用と選考の特徴 

本調査では、第二新卒者が企業に採用される場合、「新卒者枠」と「中途採用者枠」、「第二

新卒者枠」の 3 種類の採用ルートがあると仮定して、企業にヒアリングした。以下、採用枠

別に特徴をまとめる。 

 
2-1．第二新卒者を新卒採用と同じ枠で募集するタイプ 

「新卒者枠」の企業は、翌年卒業見込みの者に限定せず既卒者も応募対象として認める採

用枠であるため、結果的に第二新卒者が含まれている。このタイプでは、第二新卒者を意識

して募集・選考しているわけではないため、実際に採用されている人も、新卒扱いとして採

用しているのが通常であり、第二新卒者との意識はないことに留意する必要がある。今回ヒ

アリングした企業では、新卒一括採用が定着し、新卒を育成しコア人材を育成するタイプが

ほとんどで、中途採用自体をほとんど実施していなかった。 
募集方法としては、ヒアリング対象の中では「既卒者も応募可」とするケースが多かった

（出版産業 A 社、電気産業 D 社、印刷産業 K 社）。既卒者であっても受け付けないというこ

とではなく、応募や問い合わせがあれば個別に対応するという形である。 
とくに、A 社は、2004 年から、それまでは既卒可としていたものを卒後満 26 歳までに年

齢制限を緩和している。ガス産業 B 社も 2001 年から既卒 3 年以内に年齢制限を緩和した。

化学産業 C 社は 1996 年に、採用シーズンの限られた時期だけでなく留学生や外国人も含め

幅広く採用できるように、年齢制限そのものを廃止し通年による「ボーダレス採用」を実施

している（実際の採用は春の時期に集中）。 
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年齢制限の緩和やボーダレス採用にした理由としては、「新卒に限定するより良い人材に

出会える確率が高まる」など母集団の多様化を挙げる企業が多い（A 社、B 社、C 社）。早期

離転職者の増加や MBA 取得者、海外留学経験者など求職者の多様化への対応をあげる企業

もみられる（C 社）。また、K 社のように、若年者に働く機会や応募する機会を与えることを

企業の社会的責任とみなす考えもある（同社が既卒者可としたきっかけは、2003 年の厚生労

働省の通達に基づく行政の指導を踏まえたものだが、それ以前でも既卒者の応募の問い合わ

せに応えていた）。なお、D 社のように、海外留学経験者や国家試験の不合格者の中から優

秀な人材を確保することを明確な目的として、既卒者可としているが、他社の勤務経験のな

い人（就職未経験者）に限定している企業もあった。 
実際に採用された人を見ると、第二新卒者が採用されるケースはまれで、若干名採用され

た人を見ても、海外留学経験者の秋採用や司法試験に失敗し就職に切り換えた人がほとんど

だった（C 社、D 社）。社会人経験のある人はほとんどなく、フリーターが採用された実績は

少ない（ヒアリング調査では、フリーターを「正社員の勤務経験がない者」と定義。以下、

同じ）。新卒と同じ応募枠であることは、新卒と同じ選考内容で求める人物像も同じであるこ

とを意味する。社会人経験を評価するよりも、新卒同様に「素材」や「ポテンシャル」で選

考されるため、新卒を超えるほどの評価を得るのは難しいようである。「社会人経験のある第

二新卒の場合、新卒よりも年数が経っている分、合格レベルとしては新卒に求めるもの以上」

（C 社）である点も採用にいたらない原因のひとつと考えられる。なお、A 社の 2005 年採

用は、23 人中 3 人が既卒者で、そのうち 2 人はフリーターだったが、同社の出版人としての

可能性を基準とする人物本位の選考で結果的に採用されたなかにフリーターが含まれていた

としている。新卒と既卒を特に差別化した選考をとっていないことが「新卒者枠」の採用方

法の特徴といえる。 
また、年齢制限を緩和しても、そもそも、社会人経験のある人やフリーターの応募自体が

少ないことも、実際の採用者の割合が少ない原因である。フリーターなどは、書類選考の段

階で落ち、面接段階にいかないことも原因として考えられる（A 社、B 社、C 社、D 社）。今

回の調査では人事担当者のほとんどが、フリーターや社会人経験者をじかに面接したことが

なく、書類選考で不合格となった可能性が高い。 

 
2-2．第二新卒者を中途採用と同じ枠で募集するタイプ 

 「中途採用者枠」の企業は、第二新卒者を意識して採用してはおらず、通常の中途採用の

中に結果的に第二新卒者が含まれるというタイプである。このタイプは、流通や外食など、

店舗拡大や事業拡大により、翌年 4 月配置の新卒ではすべての人材をまかなえない業界に多

く見られた（なお、流通や外食産業でも、経理やバイヤーなど社内育成がしづらい人材につ

いては、新卒採用ではなく、経験者（即戦力）重視の採用をしている企業もあった）。そのよ

うな業界では中途の実際の採用者のなかで第二新卒者が半数を上回る企業もあった（外食産
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業 H 社、小売業 I 社）。また、創業間もないベンチャー企業や、事業拡大に積極的な企業で

慢性的に欠員状況にある企業でも、「中途採用者枠」で第二新卒にあたる人が若干名採用され

ていた（金融サービス産業 E 社、ネットビジネス F 社）。 
とくに小売や外食産業の場合は、通常、新店舗立ち上げに伴う異動により既存店に欠員状

態が生まれる。これを埋めるために新規採用が必要となるが、新卒とするか中途とするかは、

出店時期（上半期か下半期か）や、労働市場での新卒者・中途者のレベルなどによって決ま

る。そのため、基本的に、新卒と中途で求める人物像（リーダーシップやコミュニケーショ

ン能力、チームワークなど）に大きな違いはない。社会人経験者でもビジネスマナーなどは

高く評価するものの、前職での業界経験や資格などを重視しているわけではない（H 社、I
社）。当該業界以外の人が採用されているケースも多く、流通業の中では中途の未経験者（他

業界経験者）を選好する傾向もあった。例えば、I 社は、前職の経験・知識がない人のほう

が入社後の成長が速いという認識で、他業種の金融業や不動産業の営業職を多数採用してい

た。ただし、創業間もない小売業 G 社は、百貨店などの流通業界経験者を選好している（「未

経験者可」の扱い）。 
 他方、ネットビジネスや金融サービスなどのベンチャー企業では、事業拡大に迅速に対応

するため、中途採用で即戦力の経験者採用を実施するケースが多かった。この場合、新卒と

中途では求める人物像（コミュニケーション能力や論理的な思考能力など）では同じ部分が

あるものの、中途についてはむしろ業界経験を重視していた（E 社、F 社は法人相手の営業

経験等を求めていた）。ただし、F 社は近年の採用抑制による若手の手薄さを補うため、2003
年頃から 23 歳、24 歳から 27、28 歳ぐらいの年齢層をターゲットに採用を強化しつつある。

この場合、社会人経験 2～3 年程度の既卒者の選考では、「素材」に加え「経験」も見ており、

対象者が若くなるほど、選考基準の「素材」の比重を高めて評価していた。 

 
2-3．第二新卒者に特定して募集するタイプ 

今回のヒアリングでは、第二新卒者を対象にした「第二新卒者枠」での採用は、電機産業

J 社、印刷産業 K 社、ネットビジネス L 社の 3 社で見られた。「第二新卒者枠」は、中途採

用の一部として第二新卒者に特定した枠を設けて採用する方法である。今回のサンプルでは、

新卒一括採用と職種を指定する経験者採用の 2 本立てで人材を確保しているタイプの企業が、

中途採用で「第二新卒者枠」を設けて募集していた（J 社、K 社）。また、創業間もなく、新

卒一括採用が定着していないベンチャー企業では、中途採用で「第二新卒者歓迎」を掲げて

募集していた。 
例えば、J 社は、いままでは新卒一括採用と即戦力の経験者採用の 2 本立てで採用戦略を

立てていたが、2003 年秋口採用から「第二新卒者枠」での採用を開始した（同社は新卒と中

途の比率は半々の企業である）。「第二新卒者枠」採用に踏み切った理由は、①流動化した労

働市場の存在、②入社当時は希望の職種でも事業内容の変更等でやりたい仕事に就けない人
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の増加、③不本意就職の増加―の 3 点から、自分の専門性を理解しスキルアップを目指す

有用な人材が労働市場にいると判断してのことである。 
K 社は、現場のニーズに基づき、1997 年に営業、技術、企画などの業種で「第二新卒者枠」

採用を開始し、最近では営業職に特化して募集している。同社も、以前は、新卒一括採用と

即戦力の経験者採用の 2 本立てで採用戦略を立てていた。しかし、営業職等について翌年 4
月の新卒配置では営業現場に人員不足が生じることや、同社の営業では他社経験があまり通

用しないため、再教育するなら若年のほうが良いとの理由から、第二新卒採用を実施するこ

とがある。同社は、他社ではミスマッチだが、自社ではフィットする人材で、スキルアップ

を考えている人を望んでいる。 
L 社は、「第二新卒者歓迎」と募集要項に掲げており、募集対象者を第二新卒者に限定して

いるわけではない。創業間もなく知名度もあまりないため、募集方法を試行錯誤した結果、

第二新卒者を採用対象に含めるようになった。本来、高度な IT スキルが求められるネット

ビジネスで、第二新卒者が対象になりうるのは、同社が強みとする XML データベースソフ

トが一般に普及していないことにより、IT 経験者でも一から教える必要があることから、未

経験者を教えるのと大差がないとの判断による。むしろ以前の経験にこだわらない人のほう

が吸収で速い面もあるため、第二新卒者にあたる年齢層の人を歓迎している。 
なお、実際の採用者を見ると、例えば J 社の場合、2003 年秋口で 500 人という応募で、

実際の採用は 10 数人。J 社の場合、応募資格に社会人経験を求めているため、フリーターは

入っていない。K 社が採用した 5 人も、社会人経験者ばかりでフリーターはいない。 
選考での特徴は、経験というよりも、ポテンシャルや、入社してキャッチアップできるか

どうかが見られており、何より離職理由がはっきりしているかどうか、志望が明確であるか

が問われる。そもそもミスマッチで離職しているため、採用しても定着してくれるかどうか

がポイントにあるようだ。また、J 社、K 社のように、中途採用の一部として第二新卒者を

入れることから、選考での現場（人材ニーズがある事業部門）のかかわりが大きいことも特

徴の一つである（人事部はサポートの面が強い）。 

 

３．処遇と評価の特徴 

3-1．処遇について 

採用後の処遇については、「新卒者枠」の企業は、新卒と同様に格付けするケースが多い。

既卒者として採用しているのではなく、新卒として採用しているとの意識が強いためである

（D 社）。ただし、賃金制度上、年齢給的な要素があるところでは、卒後の年数をカウント

しているケースが見られる（A 社）。 
「中途採用者枠」の企業は、社会人経験年数を同社で働いたものとみなして、年功的な給

与部分で払うタイプが見られた。社会人経験がない場合は実態を見てケース・バイ・ケース

で対応している。 
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「第二新卒者枠」の企業では、例えば、K 社は、第二新卒者の場合、卒後の社会人経験を

カウントして処遇している。 

 
3-2．評価について 

新卒採用者と比較した第二新卒者の評価としては、「新卒者枠」の企業は、新卒扱いとして

採用しているため、「比べてみることはない」との意見が多い。「第二新卒者枠」で採用した

人については、新卒同様に満足しているケースが多い。 
一方、「中途採用者枠」の企業でも新卒者と第二新卒者との比較を意識したことがないとの

意見が目立つ。とはいえ、外食や小売産業では、第二新卒者に比べ、新卒者のほうが面接結

果や入社後 2～3 年の評価で高いとの指摘もあった。また定着率でも新卒者のほうが高い傾

向もある。第二新卒者のほうが、前職の経験にこだわり職場への適応や業務習得に時間がか

かるため、キャッチアップに時間がかかる傾向もある。また、新卒に比べ年もとっているた

め、小売業、外食産業などでは同世代ですでに主任や店長というケースもみられることから、

「よほどがんばらないと見劣りする」面もあるようだ。定着率が低いことについては、中途

採用は、選考に時間がかけられず、入社までの時間が短いことから、ミスマッチを解消でき

ていない可能性もある。 

 

４．第二新卒者を対象とする理由、対象としない理由 

4-1．第二新卒者を対象とする理由―「新卒者枠」と「第二新卒者枠」の比較から 

「新卒者枠」と「第二新卒者枠」を比較すると、「新卒者枠」は新卒採用の枠内で行われ、

採用のイニシアチブを持っているのは人事部である。一方、「第二新卒者枠」は中途採用の枠

内で行われ、採用のイニシアチブを持っているのは主に現場部門である（創業間もない L 社

除く）。イニシアチブの所在が別であるため、一企業で双方の制度を導入することもありうる

（K 社）。「第二新卒者枠」は、中途採用の一形態であり、現場ニーズに根ざして募集をかけ

ているため、現場での求人ニーズによって募集業種を限定することや募集自体がなくなる可

能性があるのも特徴である。 
両者の導入理由もやや異なる。「新卒者枠」では、応募者の母集団の拡大や採用の多様化な

ど、間口を広げることが主たる目的であるが、「第二新卒者枠」では、ミスマッチで離職した

第二新卒者の中から優秀な人材を得たいという明確な採用戦略がある。 
 年齢制限については、「新卒者枠」で「卒業後 3 年以内の者」（B 社）あるいは「満 26 歳

まで」（A 社）などと、卒後からの許容年数を明示するタイプと、「既卒の方も応募可」と表

現するタイプがあった。既卒可の場合、許容する年数は応募要綱で記述していないが、運用

的には 1～2年程度を目安とするものがあった（K 社）。就職未経験者に限定している D 社は、

だいたい卒後 1 年以内を目安としていた。他方、「第二新卒者枠」でも、「原則として社会人

経験 1～4 年程度の第二新卒の方」（J 社）としているタイプと、第二新卒者対象とするだけ
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で年齢制限を特段に明示していないタイプがあった。年齢制限を特段につけていない K 社の

場合、若手をターゲットにしていることもあり実際の採用者は 28 歳以下の人が多かった。 
 既卒 3 年などの期間については、「新卒者枠」の場合、新卒扱いでの採用であるため、3 年

以上の人を新卒と同じ処遇で扱えないなど処遇上の理由や、「七・五・三離職」2にあるよう

に 3 年を区切りとした若年離職者の増加を参考にしているケースがみられた。ただし、「第

二新卒者枠」は、新卒扱いを念頭におくというよりは、中途採用者として企業内の賃金制度

にのっとり処遇する場合がみられ、ケース・バイ・ケースの対応や、K 社のように社会人経

験の年数分を同社で働いたとみなして処遇するケースがあった。 

 
4-2．第二新卒者を対象としない理由 

 第二新卒を対象としない企業は、新卒を翌年卒業見込み者に限定し、中途採用では即戦力

としての経験者採用（「キャリア採用」）に限定しているケースがほとんどだった。新卒一括

採用が定着し新卒をコア人材として育成するため、中途採用自体もそもそも少ない。中途採

用をする場合は、企業内で育成が質・量ともに間に合わない場合や、新規事業・他事業分野

のスキルを確保する場合に限られているようである。なお、創業間もないネットビジネス O
社は、新卒一括採用が定着しておらず中途採用中心の採用をしているが、IT スキルで求める

水準が高く第二新卒者が対象になりづらかったとしている。 
第二新卒者を対象としない（区別しない）理由では、「新卒と中途では求めるスキルレベル

が違う」という意見（情報通信産業 M 社）があった。M 社の場合、スキルと職務経験によ

り選考しているため、第二新卒者かどうかは採用選考の基準ではないとの考えである。また、

「第二新卒者まで採用範囲を広げなくとも、新卒の応募者で十分」「現場部門に採用ニーズが

ない」「第二新卒者は新卒に近いスキルであるため、中途採用で受け入れるには現場の負担が

大きい」とする意見（ネットビジネス N 社）もあった。「応募者の資質を見極めるために実

務経験は必須」との意見（P 社）もあった。実務経験が選考の有力な尺度となっている可能

性がある。さらに、「創業間もないこともあり、第二新卒者を教育する体制にない」という意

見（P 社）もあった。 

 
５．求める人物像―「素材」か「経験」か 

 今回のヒアリングでは、すべての企業が、面接による人物本位の選考をしていた。人物本

位の中身は、「人間としての魅力」や「自ら考え、自ら行動し、高い成果を出せる人」など各

社独自にキーワード化する企業もあれば、具体的に「コミュニケーション能力」や「リーダ

ーシップ」「理解力」「チャレンジ精神」「好奇心旺盛」などの言葉で表現する企業もあった。 

                                               
2 「七・五・三」とは、1990 年代における新規学卒就職者の 3 年以内に離職する割合が、中学卒で 7 割、高校

卒で 5 割、大学卒で 3 割にのぼる状況を表す言葉。 
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既卒者を応募可とするような「新卒者枠」の企業は、既卒者も新卒扱いとするため、新卒

と既卒で求めるものが全く同じ場合が多かった。そのため、選考基準も新卒同様で、「ポテン

シャル」が通例であり、過去の経験を問わない場合も多かった。就労経験があったとしても

単純にプラスに評価することはない。 
他方、「中途採用者枠」の企業で、新卒と中途で求めるスキルレベルが違う場合、経験者を

求めていることもあり、第二新卒者に対しては、「素材」だけでなく「経験」も見ていた。と

くに IT 職種の募集では、選考で実務経験が重要な評価の要素になっていた。ただし、新卒

採用と中途採用で求めるスキルレベルが同じ企業（例えば、外食産業や小売）では、人物本

位の選考が強く選考基準も新卒同様で、「コミュニケーション能力」や「リーダーシップ」「理

解力」などで評価していた。 
「第二新卒者枠」の場合、卒業後の社会人経験が短いことから、新卒の選考基準に近く、

第二新卒者の「ポテンシャル」をみる場合が多い。具体的には、キャリアのステップアップ

の意識が高いか、吸収力がありそうかなどを評価している。また、第二新卒者は早期離職者

の面もあるため、離職理由が明確であるかどうかも評価対象になっている。転職後に定着す

るかどうかを見定める意味があるようである。 

 

６．第二新卒者の採用結果 

今回のヒアリングでは、第二新卒者を、「卒業後おおむね 3 年程度以内の人」と定義して

きいたため、その中には、社会人経験のある転職組や、いわゆるフリーター、海外留学経験

者、国家試験の不合格者、就職浪人など様々な経歴の人が含まれることになる。今回のサン

プルは、大手企業やベンチャーが多かったことから、「新卒者枠」をとっている企業では、採

用者は若干名ながら、海外留学経験者や国家試験の不合格者の採用が目立った。いわゆるフ

リーターの採用は少なかった（なお、「新卒者枠」の選考は、面接による人物本位であるため、

その属性よりは、結果的に採用された人が第二新卒者だったことに留意）。 
なお、応募者に占める既卒者の割合は数％程度で、年齢制限を緩和したわりに応募者数は

それほど増えていない。ただし、B 社は過去 3 年で応募者に占める既卒者の割合は微増して

いるが、実際の採用者は増えていない。 
一方、「中途採用者枠」と「第二新卒者枠」の企業では、社会人経験者の採用ニーズが高か

った（なお、「中途採用者枠」の選考は、面接による人物本位であるため、その属性よりは、

結果的に採用された人が第二新卒者だったことに留意）。例えば、法人営業や提案営業を経験

として高く評価する企業があった（E 社、F 社、G 社）。とくに、IT 関係やネットビジネス

では、技術革新が速いこともあり、同業種の経験者であることを望んでいる企業が多かった。

ただし、一概に経験者のみとはいえず、技術革新が速いからこそ、経験者、未経験者のどち

らを教育しても、一から教える可能性が高いことから、未経験者でも可としている企業もあ

る（L 社）。経験よりも、むしろ素養や好奇心、吸収力のほうが重要との考えである。また、
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小売や外食産業では、他業界の人が採用される割合も高く、いわば社会人経験のある中途の

当該業界未経験者が採用ターゲットとなりうることもわかる（I 社）。 
「第二新卒者枠」の企業でも、社会人経験者の採用ニーズは高かった。J 社は採用戦略上、

この層をターゲットにしており、ポテンシャルと高い専門性の双方を選考基準にしていた。

また、K 社の営業職では、採用人数は若干名ながら、社会人経験のある若年層がターゲット

になっていた。 
しかし、どのような採用枠であっても、フリーターの採用は難しいとの結果だった。とく

に「新卒者枠」では、既卒者は新卒と内定を争うため、さらに狭き門となるようだ。面接で

は新卒と同じ基準で選考され、職業経験の有無にかかわらずポテンシャルが重視される。し

かし、新卒者に対する評価が高く、これを越えるほどの素養や魅力を兼ね備えていないと合

格はおぼつかないのが現状のようである。 
「中途採用者枠」でも、フリーターは採用されることが難しい。例えば、I 社は中途では

未経験者を選好しているにもかかわらず、フリーター（正社員未経験者）を採用するのは難

しいとしている。これはアルバイト経験を職業経験とみなしていないためであり、「アルバイ

トでどこまでスキルが身についているか疑問」であるためである（ただし、G 社はアルバイ

ト店長経験についてプラスに評価する可能性を示唆している）。 
また、H 社は、人物重視で前職の経験も問わず、フリーターも対象にしている。しかし、

採用者には、同社のアルバイト経験者が多く、中途の 6～7 割を占める。この中で、不合格

となるアルバイト経験者は、正社員の仕事とアルバイトの仕事の違いを理解していない者で

ある。つまり正社員はマネジメント、アルバイトは接客が仕事であり、接客を希望して応募

する人に不合格になる人が多く、仮に採用されても仕事に馴染めず辞める人が見られる。 

 

７．フリーターへの印象 

フリーターに対しては、ほとんどの企業が、選考が人物本位であることから、マイナスも

プラスの評価もないというものだった。しかし、実際の採用につながった例は少なかった。

また、各社に聴くと、応募自体が少ないとの印象が強い。書類選考で落ちている可能性もあ

るが、応募自体が少ない可能性が高い。創業間もないベンチャー企業や小売業の中途採用で

もフリーターの応募は少ないとの印象だった（E 社、F 社、I 社など）。ただし、フリーター

を否定するものではなく、就業意識が高く勉強もしてきた人なら会ってみたいとする企業も

あった（E 社等）。その一方で、就労意識が希薄な人や、モラトリアム型の人は採用の対象に

なりにくいとの意見もあった（A 社、C 社等）。そのため、面接では「誰もが就職する時期に

なぜ就職しなかったのか」などをポイントに質問する場合が多い。 
また、企業によっては、採用の対象になりにくいとしている企業もあり、フリーターをマ

イナスに評価する企業もあった。その理由は、アルバイト経験に、「専門性のレベルをステッ

プアップする仕組みがないから」（I 社、J 社）や、「誰もが就職する時期になぜ就職しなかっ
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たのか」に対する疑問（K 社等）、「好きなときに起きてアルバイトに行くような生活をして

いたら、社会の組織の中にはなかなか入っていけないのではないか」などと勤務態度につい

ての疑問（K 社）があるためである。 

 

８．採用したいと考えている人材の優先順位 

 調査では、採用に当たって、①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験

者）の中でどの層を重視するかとの質問をした。それによれば、「新卒者枠」の採用方式をと

っている企業では、新卒一括採用が定着していることもあり、新卒重視の傾向が強く、次い

で新卒と中途（経験者）の組み合わせをあげる企業があった。 
「中途採用者枠」の企業は、組織内の人員構成が新卒と中途が半々である企業が多く、重

視する人材も新卒と経験者双方という回答がほとんどだった。なお、創業間もないネットビ

ジネス F 社は、事業拡大の必要性から新卒よりも即戦力の経験者を重視していた。小売業 I
社では、新卒重視に次いで、他業界の経験者（中途の未経験者）を求めるとの回答であった。 

「第二新卒者枠」の企業では、新卒、中途いずれも重要との回答が目立つ。 
「第二新卒対象外」の企業では、新卒重視の傾向が強く、次いで中途（未経験者）の組み

合わせをあげる企業があった。なお、創業間もない O 社は、新卒採用自体をまだ開始してお

らず、中途（経験者）重視だった。 

 
９．採用でイニシアチブを持っている部門 

 新卒と中途の採用・配置のイニシアチブについては、ほとんどの企業で新卒は人事部主導、

中途は現場部門主導と、採用のイニシアチブが分かれていた。とくに新卒一括採用が定着し

ている企業（A 社、B 社、C 社、D 社、J 社、K 社など）で、新卒採用について人事主導の

面が強い。ただし、いずれの企業も現場の要望を踏まえた上で計画を立てていた。 
なお、創業間もない企業では、採用、配置ともにトップマネジメントや現場に強いイニシ

アチブがあった（人事部主導ではない）。また、外食や小売業では、新卒と中途の双方につい

て、人事部がイニシアチブを持っているケースが多かった。例えば、G 社は、採用に関して

は人事部が新卒・中途ともにイニシアチブを持ち、配置については店舗運営本部が主導して

いた（現場の欠員状況は店舗運営本部が把握しているため）。 
 「新卒者枠」の採用方式をとる企業では、人事部がイニシアチブをとり新卒同様の選考を

実施しているが、「第二新卒者枠」は中途採用にあたるため、現場のイニシアチブが強く、選

考も現場主導で行っている。「第二新卒者枠」は現場の中途採用のニーズに基づき実施してい

るため、当該枠での募集があるかどうかも現場の要望が左右しているものと思われる。 
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10．職場・会社を知る機会―企業のミスマッチ防止策 

今回ヒアリングをした企業では、採用を投資の一つと考えている企業が多く、新卒、中途

のいずれについても定着率の向上に熱心だった。とくに、近年のウェブ上の就職サイトの発

達によりイメージ先行で求職活動をする人が増えていることに警鐘をならす意見が目立つ。

就職活動の際の企業研究不足が目立つとの認識や、「イメージ」と「就職後の現実」のギャッ

プから早期離職するのではないかとの危惧を抱く企業もあった。 
初職を企業がどう捉えるかで、第二新卒者に対する企業のイメージも分かれていた。「初職

がミスマッチであれば転職すればよい」との考え（「第二新卒者枠」の J 社、K 社）がある

一方で、第二新卒者は就業継続意識が低く初職をしっかり選んでいないのではないかとの印

象を抱いている企業（D 社）もある。ただし、前者も、転職を肯定しつつも、転職理由が明

確であるか、自社に就職したら定着できるかどうかを選考で重視しており、早期離職そのも

のには警戒を示していた。つまり、両者は、初職に対するイメージに違いはあるが、早期離

職の防止では一致している。 
早期離職を防ぐため、ホームページの採用情報は、職場の雰囲気や先輩社員のモデルケー

スなどを積極的に発信するなど充実した内容が多い。その一方で、ウェブ上の情報だけでな

く、職場のナマの情報を伝えるため、積極的に就職セミナーを実施している企業も多かった。

セミナーへの参加自体は選考に関係がなく、セミナーではどんな質問も受け付け、何を語っ

てはいけないという制約を設けないことも特徴だ。職場のありのままを話すことで、ミスマ

ッチの防止に心がけている。 
OB・OG 訪問については、出身大学や首都圏と地方のアクセス面で不公平が生じるなどの

理由で、人事部が仲介して手配する企業はほとんどなくなっている（社員の自己責任の範囲

内で許容する企業が多い）。しかし、入社 2～3 年目の先輩社員に「リクルーティングパート

ナー」として学生からの質問に答えてもらっている会社（K 社）や、学生の質問に面談形式

で若手社員が応える「キャリア・アドバイザー制度」（B 社）など、仕事や職場について本音

で語り合える場を制度化している企業もあった。これらの制度も選考には関係がない。 
インターンシップについても積極的な企業が目立つ。ベンチャー系の企業では、短期間な

がら、学生を新人同様に現場に配置し、取引先に連れて行くこともあった。1 週間程度では

業務内容まではわからないが、現場の雰囲気は伝わるとの考えだ。例えば、E 社は、インタ

ーンシップを同社の認知度アップとミスマッチの解消に役立てている。実際、インターンシ

ップを受けた人の中で、同社の新卒募集を受けた人が 6 割にのぼったこともある。同社はイ

ンターンシップを就職直結型とは捉えていないが、内定を得た人の中にはインターンシップ

経験者もいた。 
また、小売業 I 社では選考の課題の一つとして、同社の店舗を直に見てもらい、どういう

作業・仕事があるかについてレポート提出を課していた。実際の職場を見てもらうことで、

「イメージ」と「現実」のギャップを埋めることがねらいである。 
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内定を出した後にフォローアップをしている企業も目立つ。例えば、H 社は、新卒であれ

ば夏休み期間、中途であれば 1 週間程度、アルバイト経験をしてもらっている。小売業 G 社

は、新卒について内定時から相談相手としてメンター（先輩社員）をつけている。この点、

新卒と中途では、フォローアップ期間に差があり、早期離職にも影響を与えている。新卒採

用者は 6 月頃に内定が出てから翌年 4 月配置までフォローしつづけるため内定辞退によりあ

る程度淘汰がされるが、中途採用者の場合、応募から配属まで 1～2 カ月程度であるためフ

ォローが間に合わず、入社後に悩み早期離職するケースがみられるからである。 

 

11．第二新卒者やフリーターの就職促進のための課題 

 今回のヒアリングでは、第二新卒就職促進のための課題について各企業に尋ねたので、以

下、要点をまとめる。 
第 1 に、フリーターなどの就業意識の向上や、高校生頃からの職業教育の促進をあげる企

業が多かった。そのために、産学連携の強化やインターンシップの必要性をあげる企業も多

い。 
第 2 に、流動化の促進に関連し、各人のステップアップをサポートし、スキルや専門性を

上げるための施策の必要性をあげる企業もあった（J 社）。「社会に飛び込む意識」を植え付

けることの重要性を指摘する意見もある（K 社）。まずは「社会に飛び込み、ミスマッチで

あれば他を探せばいい」との考えである。 
第 3 に、その一方で、早期離職させないための政策の要望も強い（D 社、G 社、N 社）。

フリーターや第二新卒者を出さないよう早期離職の防止に社会が取組むべきという考えであ

る。「企業もせっかく採用し、教育投資しているので、一人前になってリターンしてもらわな

ければ意味がない」との意見もあった。 
第 4 に、早期離職を防止するため就職後に、「自分のやりたい仕事」と「実際に与えられ

た仕事」が食い違った場合の葛藤をうまく処理する「サポートシステム（例えば、キャリア

コンサルティングに係る公共機関等）」があればよいとの意見もあった（N 社）。企業側とし

ては、ミスマッチを動機とする従業員のキャリアや転職の相談にどこまで介入してよいか迷

いがあるため、むしろ中立的な公共機関がキャリアの相談をしたほうが良いとの考えである。 
第 5 に、フリーターや第二新卒者を受け入れる際の企業の負担を軽減するため、最低限の

ビジネスマナーや仕事の進め方、組織内の働き方を習得できるようにすべきとの意見もあっ

た。ただし、資格制度を作ったとしても、企業としては人物本位で選考をするだけとの意見

が圧倒的に多い。その一方で、H 社のように、「コミュニケーション能力」や「リーダーシ

ップ能力」「対人影響力」などのコモンスキルなどの資格であれば、採用にはマイナスになら

ないとの意見もあった。なお、ネットビジネス企業では、資格よりも「実務経験」が見たい

ため、「何らかの形で実務経験が積める制度があると、すぐに採用しやすい」との意見があっ

た（O 社）。 
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第 6 に、フリーターなどに対しては、「自分をどうアピールするか、履歴書の書き方など」

の就職の仕方でのサポートの必要性をあげる企業があった（F 社）。選考の第一歩である書類

審査がクリアでき、面接をうけられるかどうかが採用のポイントになっているからである。 
第 7 に、現行の新卒一括採用の 4 月いっせい入社について、新卒について在学中に通年採

用・配置ができたらよいとの意見もあった。大学 3 年生から入社するなど、「就学しながら

働いてもよいのでは」との意見である（I 社）。 
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表１ 各社の調査結果 

採用方式の類型別 ①新卒者枠；新卒採用と同じ ②中途採用者枠：中途採用

対象となりうる主な第二新

卒者（既卒者）の範囲 

＜未就職、職業経験を問わない＞ ＜学卒後、未就職＞ ＜学卒後、職業経験者＞ 

  1 2 3 4 5 6 8 
会社別 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社 Ｇ社 
事業内容 出版産業 ガス産業 化学産業 電機産業 金融サービス産業 ネットビジネス（ネ

ット広告） 
小売業 

創業（設立） 1909年 1800年代末 1931年設立、2003
年に事業会社・持株

会社制移行 

1921年 1964年 1994年 1989年 

従業員数（正社員） 約1000人 約10300人 分割前に約14000人 約30000人 約3300人 約80人 正社員1000人、パー

ト・アルバイト3000
人 

平均年齢 

 
43歳 44歳 43歳 41歳 36歳 27.5歳 31歳 

採用方式（第二新卒に係る部

分） 

新卒者枠を2004年

より卒後26歳まで

に拡大（それまでは

既卒者可）して募集。

中途は経験者。 

新卒者枠を2001年

から、既卒3年以内で

募集。中途は経験者。

1996年より新卒は、

通年によるボーダレ

ス採用で募集。中途

は経験者。 

新卒は、既卒可の扱

い（ただし、他社就

業経験なし）。中途は

経験者。 

中途の職業経験者が

基本。 
中途採用で経験者を

募集。 
店舗拡大により、中

途採用で経験者を募

集（未経験者も可の

扱い） 

選考方法 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 
採用拡大・対象外の理由 様々な社会経験も含

め、広く人材を求め

る 

転職者の増加などに

よる労働市場の流動

化を踏まえ、採用母

集団を拡大するため

 
 
 

外国人、留学生等幅

広く人材を求める。

海外留学や国家試験

不合格者などへの間

口を広げるため。 

      

実際の採用者 2005年の入社（採

用）者数は23人。そ

のうち既卒者は3人。

その職歴はフリータ

ー（アルバイト中心）

が2人、出版社契約編

集者が1人。面接での

既卒者の割合は5％
程度。 

若干名。フリーター

はいない。 
若干名（海外留学か

らの帰国者等）。 
年間1～2人は採用。

だいたい海外留学経

験者や国家試験に落

ち就職に切り換えた

人 

商社や銀行、コンサ

ルタント出身者が多

い。 

中途は、業界経験が

ある人が望ましい。

若干名。社会人経験

があり、ほとんど営

業経験がある人。ク

ライアントの不動産

会社関係や金融系の

人も入っている。 

採用者には、百貨店

などの流通やサービ

ス経験のある人が多

い。 

求める人物像（面接で重視し

ているもの） 

人物重視、人間とし

ての魅力や出版人と

しての可能性を見

る。既卒者も同様。

就業経験は単純にプ

ラスに評価されな

い。 

人物重視、「自ら考

え、自ら行動し、高

い成果を出せる人」。

既卒者に求めるもの

も同様で、ポテンシ

ャルを見る。経験は

あまり見ない。 

「自分でいろいろな

ことを考え、チャレ

ンジして、経験をし

てきている人」。既卒

者の場合、転職の理

由が明確であるかも

聞く。 

ポテンシャルを見

る。 
新卒は素材、中途で

社会人経験のある第

二新卒者の場合は、

素材に加え、経験。

ここでの経験とは営

業経験のこと。 

新卒・中途ともに、

「コミュニケーショ

ン能力」「前向き」な

ど。 

選考基準は新卒・中

途同じで、人物本位。

「コミュニケーショ

ン能力」と「リーダ

ーシップ」。 

フリーターへの扱い、印象 フリーターをマイナ

スに評価しない。た

だし、就労意識の希

薄な人は難しい 

フリーターの評価に

プラスもマイナスも

ない。新卒同様に見

る。 

フリーター経験はマ

イナスにならない。

フリーターは全く否

定しない。 
フリーターは対象に

なりうる。 
フリーターでも対象

にはなりうるが、フ

リーターをしている

動機については気に

する。 

人物本位。アルバイ

ト店長やアルバイト

リーダーの経験があ

ればプラスの評価。

接客希望では難し

い。 
 
 
 

重視する人材の優先順位：①

新規学卒者（未経験）と②中

途（経験者）、③中途（未経

験者）とでどの層を重視する

か 

新卒と経験者の組み

合わせ 
人数で見れば新卒重

視。 
新卒が多い。 新卒重視。 新卒と経験者が圧倒

的に多い。同社は新

卒・中途の比率は

半々。 

中途のほうが多い。

事業拡大でも即戦力

（中途）が重要。新

卒はきちっと採る。 

新卒重視で、次いで

中途（経験者）。フリ

ーター的な中途（未

経験者）の比重は低

い。 
採用のイニシアチブ 新卒は主に人事、中

途採用は現場主導。 
新卒は、現場の意見

を聴き、人事部主導。

中途は現場主導。 

各社の意見を聴き、

新卒は、グループの

人材という視点から

本社人事が一括採用

窓口になっている。

新卒は本社人事、中

途は現場。 
新卒、また中途の社

会人経験2～3年の

層は、人事が主導。

ただし、中途では現

場が採用を決めるも

のもある。 

採用はトップを中心

で全社参加。 
新卒・中途ともに、

採用は人事、配属は

店舗運営本部で主

導。ただし、選考過

程ではフィフティフ

ィフティで決める。

処遇方法 

 

 

原則、年齢給部分以

外は新卒と同じ。 
新卒扱い。 ほとんどが新卒と同

じ格付け 
新卒と同じ 卒後の社会人経験を

見て格付け 
最初の格付けは新卒

とほぼ同じ格付け。

以降半年ごとの評価

で給与が変動。 

中途採用者は、全員、

新卒と同じ等級的に

格付け。職務範囲給

のレンジ内で前職の

経験を考慮。 
 
 

新卒に比しての評価 新卒と既卒でほとん

ど差がない。 
若干名だが、既卒の

新卒が入り多様性が

はかられた。採用し

た人はすべて評価が

高い。 

意識したことがな

い。 
意識したことがな

い。 
意識したことがな

い。 
違いがない。 新卒のほうが教育効

果が速く出る傾向。

第二新卒採用促進の課題 採用枠の拡大が他の

出版業に口コミで広

がるなどの効果があ

るとよい。出版業界

の活性化につなげた

い。 
 
 
 

  労働市場の環境整

備。インターンシッ

プなどによるミスマ

ッチの防止等。 

大学と企業が連携

し、学生の就業意識

を高める。イメージ

先行型でなく、実際

の仕事を 

フリーターは就業意

識を高める必要。 
履歴書の書き方な

ど、就職の仕方をサ

ポート教育しては。

資格よりも、実務経

験が重要。 

高校生頃から職業教

育を。ミスマッチと

早期離職の防止。同

社ではメンター制等

の工夫をしている。



－69－ 

 
と同じ ③第二新卒者枠 ④第二新卒者対象外 

＜未就職、職業経験

を問わない＞ 

＜学卒後、未就職＞ ＜学卒後、職業経験

者＞ 

＜未就職、職業経験を問わない＞ ＜学卒後、就業経験者＞ 

7 9 10 11 12 14 15 16 
Ｈ社 Ｉ社 Ｊ社 Ｋ社 Ｌ社 Ｍ社 Ｎ社 Ｏ社 
外食産業 
 

小売業 電機産業 印刷産業 ネットビジネス 情報通信産業 ネットビジネス ネットビジネス 

1971年 
 
 

1952年 1946年 1894年 1998年 1937年設立 1995年設立 1999年設立 

正社員4500人、パー

ト・アルバイト12万
人 

正社員1500人、パー

トタイマー・アルバイ

ト4500人 

正社員16000人 9700人 20人 約20000人 274人 26人 

34歳 35歳 39歳 35歳 30代前半～中盤が多

い 
39歳 32歳 31歳 

店舗拡大で中途採用。

第二新卒者は中途採

用に含まれる 
 
 

店舗拡大で中途採用。

第二新卒者は中途採

用に含まれる 

第二新卒者枠で募集

（原則として社会人

経験1～4年程度の第

二新卒等の条件） 

1997年より第二新卒

者枠で随時募集（営業

職採用） 

第二新卒者歓迎 中途採用では、高いス

キルレベルを持つキ

ャリア採用に特化 

中途は経験者採用 中途は経験者採用 

面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 面接重視 
    流動化したマーケッ

トがあるため。ミスマ

ッチやスキルアップ

したい人の増加。 

新卒採用の配置が翌

年4月で、年度途中に

人材が欲しいから。同

社の営業は、他社経験

が通じないことも一

因で、若年採用向き。

同社の技術はあまり

普及しておらず、教え

るのは経験者も未経

験者も同じ。むしろ問

題は飲み込みが速い

かどうか。ITが好き

かどうか。 

新卒採用とキャリア

採用では求めるスキ

ルのレベルが違う。

新卒は同社の中核的

人材を期待。あえて第

二新卒者の人を含め

ない理由は、広げなく

ともエントリー、応募

者数が十分にあるた

め。 

創業間もないことも

あり、第二新卒者を教

育する体制にない。

中途採用者に占める

第二新卒者の割合は

7～8割と高い。社会

人経験のある人では

他業種出身がよく見

られる。同社で採用さ

れたアルバイト経験

者は中途で6～7割。 

多い年では採用の半

数近くが第二新卒層。

採用者は、社会人経験

を有した人がほとん

ど。他業種が6割、流

通業が4割。他業種は

金融、不動産など。フ

リーターはほとんど

いない。 

第二新卒者枠で500
人応募で 10 数人採

用。キャリアステップ

の意識の高い人や、専

門性を磨きたい人、キ

ャパシティーの大き

な人が採用された。 

採用者は若干名。経歴

は、就職経験者（他業

種も多い）や、司法試

験をめざして挫折し

た人、希望の業界にい

けず就職浪人した人。

フリーターはほとん

どいない。 

第二新卒1人、新卒1
人。採用ルートは縁

故。 

      

人物重視。リーダーシ

ップ、コミュニケーシ

ョン能力、チームワー

ク。 

面接による人物重視。

流通業が好きなこと

や、コミュニケーショ

ン能力、向上心、理解

力。前職にこだわる人

より、未経験者のほう

が良い。 

中途は専門性を求め

ているが、同社が求め

る基準には達しない

もののポテンシャル

や素養がある人を第

二新卒として求めて

いる。 

チャレンジ精神、コミ

ュニケーション能力

のある人。第二新卒者

については、過去の勤

務経歴と転職の理由。

同社がフィットして

いるかどうか。 

上昇志向や好奇心旺

盛、ヒューマンスキル

を求めているが、問題

は「素養」。技術革新

が速い分野なので、吸

収が速くないと身に

つかない。 

中途（キャリア採用）

の場合、スキルを見て

おり、同社にいる人と

ほぼ同じレベルのキ

ャリアを既に持って

いること。 

中途採用は、即戦力と

なる経験者採用とし

ている。システム設計

だけでなく、プロジェ

クトを牽引できるよ

うなリーダークラス

的なスキル 

2～3年程度の経験者

を募集している（ただ

し、スキルだけでな

く、チームで働くこと

から、「協調性」も必

須） 

人物重視選考のため、

プラスにもマイナス

にもならない。人との

かかわり合いや新人

の指導をしてきたか

等を聴く。 

アルバイト店長でも、

採用することは難し

い。アルバイトにどこ

までスキルが身につ

いているか疑問。 

専門性のレベルをス

テップアップする仕

組みがフリーターの

なかにビルトインさ

れていない。 

マイナスの印象。「な

ぜ就職しなかったの

か」面接では聞く。好

きな時に起きて働く

アルバイト生活に慣

れていると、社会の組

織の中に入れないの

ではないか、とのこ

と。 

マイナスに評価する

ことはない。なぜフリ

ーターをしているか

洗いざらい聞く。志望

動機が明確でなけれ

ば難しい。 

フリーターにマイナ

スの印象はない。社会

が求めるスキルにあ

った勉強をしていれ

ばいい。 

    

新卒と中途、半々。 新卒、中途（未経験

者）、中途（経験者の

順。なお、フリーター

は対象になりづらい。 

新卒、中途いずれも重

要。 
新卒重視だが即戦力

（中途）も重要。第二

新卒は、新卒の位置付

けに近い。 
 

中途（経験者）が多い

が、どの層も重視。

新卒は継続的に採用。

中途（経験者）はニー

ズが発生したら採用。

新卒（未経験）と中途

（経験者） 
中途（経験）、新卒（未

経験）、中途（未経験）

の順。 

選考・採用は新卒、中

途ともに採用活動は

本社リクルート部主

導。採用時の選考では

ＯＭも参加してもら

い配属も任せている。 

店舗展開の計画をも

とに、採用・配置で人

事部が主導。 

新卒は人事、中途（経

験者）は現場。第二新

卒は、中途なので現

場。 

新卒については、採

用・配置は人事の主

導。中途採用は、人事

のサポートのもと、現

場が主導（第二新卒者

も同じ） 

社長が主導。 新卒・中途ともに、各

事業部の要望に基づ

き、人事が採用を展

開。配属も応募した所

で内定がでたら、決ま

っている。 

人事と現場の協力の

もと採用。新卒につい

ては人事が中心。 

現場の要望。 

新卒・中途ともに、新

入社員はマネージャ

ートレーニーに格付

け。ただし、店長にな

るまでは、年齢給によ

り、初任給に差。 

社会人経験のあるの

第二新卒については、

卒後の社会人経験年

数を、年功給的な部分

で反映。 

2004年4月から年功

的要素を取り払い、ど

ういう仕事をするか

（難易度）でポジショ

ンと給料が決まるブ

ロードバンド的な賃

金体系に変更。 

第二新卒者の場合、社

会人経験をカウント

して格付け。 

年俸制をとっている

ため、賃金相場で。

      

新卒のほうが選考の

総合評価で高い場合

有り。入社2～3年で

も新卒が高い。 
 

中途に早期離職が多

い。年齢が高い分、よ

ほど頑張らないと見

劣りする。 

採用した第二新卒者

の評価は高い。 
新卒も第二新卒者も

同じ。評価は高い。

不明       

職業教育について、あ

まり自分のやりたい

こと中心で就職先を

選ぶことに警鐘。資格

制度についてはを評

価。 

新卒の4月配置につ

いて、卒業前でも随時

採用できる制度がで

きないかとのこと。 

流動化の促進。ステッ

プアップできる環境

整備。外国人労働者の

移入が刺激策になる

可能性。 

働くという意識を植

え付けること。ネット

社会であるがゆえ、学

生に職場の生の情報

を掴む努力を求める。

ミスマッチ防止。 

競争マインドの醸成。スキルと職務経験に

より選考し、第二新卒

者かどうかは採用選

考の基準ではない。

第二新卒者を受け入

れるには企業の負担

が大きい。最低限のビ

ジネスマナー、仕事の

進め方を教える。学生

の職業体験の促進。就

職者の定着率向上。第

三者機関によるキャ

リア相談など。 

会社は実務経験のあ

る人が欲しいので、国

家プロジェクト等に

より実務経験を身に

付けさせてほしい。資

格よりも実務経験が

重要。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 4 章 ヒアリング調査結果 

〔各社の事例〕 
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第４章 ヒアリング調査結果〔各社の事例〕 

 

事例１：出版産業Ａ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 22 日、2005 年 1 月 18 日 
ヒアリング対象者：総務局 

 
１．会社の概要 

 出版産業 A 社は 1909 年創業の老舗。従業員数（正社員）は約 1000 人。平均年齢は 43 歳。

主な業務内容は、大別して、編集（雑誌、図書、デジタルコンテンツ）と営業（広告、販促、

販売）など。今までは、編集と営業を別枠で採用し、両者には人事交流はほとんどなかった

が、2005 年度採用からは「総合採用」一本に切り換える方針である。04 年度採用者も含め、

入社後 3 ヶ月間の研修期間を通じ、新入社員の適性を見て配置し、長期的な人材育成の視点

から、6 年間は営業と編集の双方を経験させ、基礎的なスキルを身に付けてもらう方向で制

度変更中である（それまでは、ほぼ 10 年は編集・営業部門間の異動がほとんどなかった）。

現在の出版業界は広告収入なしでは成立しえないなど編集・営業の一体化が求められており、

広告営業の人脈も編集に生きると考えている。 

 
２． 採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

A 社の採用方式は、従来から翌年卒業見込みの新規学卒者に限定することなく既卒１年ま

でを応募可としていたが、2004 年の採用活動（2005 年度入社）から応募資格を大卒以上の

年齢満 26 歳までに拡大している。第二新卒者枠という形ではなく、年齢制限を緩和するこ

とで就職経験者やいわゆるフリーターでも応募可能とする方向に変更した（図表 1-1、図表

1-2）。 
中途採用は 1994 年以降実施していなかったが、2000 年以降 7 年ぶりに再開し、一部の雑

誌や経理、ライツ、版権の管理関係など具体的な職種を指定する形で募集をかけている。即

戦力としての経験者採用に特化した形だ。7 月に定期人事異動を実施するため、人事異動後

に部署で欠員の希望がある場合、経験者採用という形で募集を行なっている。 
過去 5 年間の採用実績は、定期採用については毎年、応募者概数で約 5000～6000 人で推

移している。その一方で、採用人数は年 20 人前後である（新卒採用が過去 5 年間で、20 人

規模で推移したものが、2004 年に 15 人となったのは選考過程で基準に達する人がいなかっ

たため）。ただし、過去 5 年間で、第二新卒（卒業後おおむね 3 年程度以内の人）にあたる

人はほとんどいない。同社では、出版業界を目指す大卒者が就職に失敗した場合、留年や大

学院に進学し大学に籍を置きながら翌年再チャレンジするケースがよく見られるが、2004
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年度では 15 人中 1 人が卒後にアルバイト等をして採用された例がある。 
2004 年度の採用活動（2005 年度入社予定）から満 26 歳まで応募資格を拡大し、現在、

選考過程中にある。応募段階では約 5700 人が書類選考に入っている。このうち、既卒後 26
歳までがしめる層は 5％程度ではないか、というのが採用担当者の感触である。 

他方、中途採用は、約 1000～2000 人で推移し、5 人から 9 人というスケールで採用され

ている。ほとんど経験者採用だが、2000 年度については具体的なキャリアを指定せず経験者

歓迎という内容で募集したため、23～25 歳あたりの人も受験した。しかし、結果的にはフリ

ーターや第二新卒にあたる人は採用されていない。経験者を中途採用する理由は、新しい分

野の新雑誌の創刊、デジタル媒体への進出、版権ビジネスの展開など、特定のスキルが持っ

た人が欲しい場合に限られている。 

 
図表 1-1 A 社の 2005 年度定期採用募集要項（抜粋） 

 
応募資格：平成 17 年度（2005 年 4 月入社）の社員定期採用の応募資格は以下のとおりです。 

○昭和 53 年 4 月 2 日以降生まれの方。 
○平成 16 年 4 月から平成 17 年 3 月までに 4 年制大学を卒業見込みの方、または 4

年制大学を既に卒業された方。 
なお、当社の採用は国籍も大学名・学部学科も問いません。海外大学を卒業（見込

み）の方もご応募いただけます。 
※上記年齢の範囲内で、上記期間中に大学院を修了見込みの方や在籍中の方もご応募

いただけます。 

 
図表 1-2 Ａ社の採用実績（定期採用と中途採用） 

  （単位＝人） 
【定期採用＝新卒】 【中途採用＝経験者】  

応募者概数 入社数 応募者概数 入社数 
2000 年度入社 5400 23 1200 5 
2001 年度入社 5400 20 実施せず  
2002 年度入社 6800 23 1100 9 
2003 年度入社 6800 21 1900 6 
2004 年度入社 6400 15 未定  

      ※調査時点（2004 年 4 月 22 日）の数値。 

 
2-2．選考プロセス 

 2005 年度入社予定者の採用プロセスは、04 年 2 月から 3 月半ばにかけて、同社指定の応

募書類を自社ホームページのウェブシステムを利用して入手し、必要事項を記入してもらい、郵

送により受け付ける方式である（同社がウェブ上のエントリーシートを活用するようになった

のは 2001 年以降）。3 月下旬に書類選考を実施し、4 月に筆記試験、5 月に面接（通常、面

接 3～4 回を経て内定）。6 月上旬に内定を出す予定である。自社ウェブ中心の採用経路をと

っているが、11 月から 1 月にかけては、周知の意味もあり就職サイトからのアプローチも可

能にしている。年齢制限を緩和した応募資格の変更点についても、大学の就職セミナーや 1
月に実施した「仕事実感セミナー」などで周知を図っている。 
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 今年度は、応募受付が約 5700 人で、このうち書類選考で約 1700 人、筆記試験で約 800
人に絞った。4 回の面接で約 800 人を面接するとしている。応募者総数は、年齢制限を緩和

しても、例年とほぼ同じ。募集コストについてもネットを活用した方法であるため、例年と

ほとんど変わらない1。 

 
2-3．職場・会社を知る機会 

 A 社のホームページは、職場の雰囲気を伝えられるよう、先輩社員から仕事の流れについ

て伝えることに配慮した構成になっている。 
 また、会社説明会は、「仕事実感セミナー」と銘打ち、東京・大阪で、約 2000 人を対象に

実施した。ナマの形で仕事を伝え、分科会形式で質疑応答している。ネット社会になり、地

方出身者も情報入手が可能になっているが、ナマの情報になかなかアクセスできない現状も

あるため、このセミナーは好評を得ているという。 
 OB・OG 訪問は会社として仲介はしていないがものの、頻繁に行われている。学生からの

同じ出身大学の先輩がどこにいるかなど問い合わせにも対応している。該当者が多忙でつか

まりにくい場合などは、「葉書を 1 枚書いて、その後連絡をするとよい」などのアドバイス

もしている。 

 
2-4．求める人物像 

 出版業界の特性上、新卒採用での求める人物像は定義しづらい。面接を重視し、「人物重視」

で選考を実施しているという。具体的には、出版業は、「人（編集であれば作家、営業であれ

ば顧客・企業、広告であればクライアント）」と接して様々なものを作り上げる仕事であるた

め、「人間としての魅力」や「可能性」を見ている。一般的には、「フットワークが軽く、好

奇心が旺盛」などの要素があげられるが、その要素だけで選考しているわけではない。「例え

ば、学生であれば、勉強でも、アルバイトでも、それ以外でも、何かこの期間でなければで

きないことに打ち込んできたかどうか、そこから何を得て人間の魅力にそれが加わっている

か」を面接で見ているという。 
 また、今までは編集と営業を別枠で採用していたものを、2004 年度から総合採用に切り換

えたため、例えば、編集志望だけでなく、他の可能性（伸びる芽）をもっているかどうかも

考慮している。このように、広い意味で「出版人になる可能性」を見ている。 

                                               
1 2005 年 1 月 18 日に実施した追加ヒアリングによれば、年齢制限を緩和した最初の年にあたる 2005 年入社（採

用）者数は、23 名（男子 11 名・女子 12 名）。そのうち既卒者は 3 名。既卒採用者の年齢層は男子 25 歳、女

子 25 歳、女子 24 歳で、既卒者の経歴は、フリーター（アルバイト中心）が 2 名、出版社契約編集者が 1 名

だった。卒後を無駄に過ごしてはおらず、出版人として伸びる可能性を持っていたことが合格の理由である。

Ａ社は、既卒・新卒で特に差別化して採用選考をしていないため、選考では経歴を重視せず、結果的に合格し

た人にフリーターなどが含まれていた。なお、面接受験者の既卒者割合は約 5％。面接での既卒者の印象は、

「社会人経験があるため受け答えが「大人」の印象が強い」としている。既卒者が面接を通過できなかった理

由としては、「個々の問題であり『既卒者』独自の問題があったとは思えない」との意見だった。 
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 既卒者についても求めるものは同様で、応募書類に「職歴」欄を設けているものの、同業

他社の就業経験が単純にプラスに評価されるものではなく、前職でどういう勉強をしてきた

かを質問することで、同社で働く場合の可能性や、そのキャリアが生きているかどうかを見

るとしている。 

 
2-5．応募者の印象 

 担当者によれば、筆記までが難関であるためか、求職者側に、小学生頃から身に染み付い

た受験勉強体質のためか、就職試験でも受験勉強を取り入れている印象があるという。「頭で

っかち」の人が受けに来るが、可能性や人間性を面接で見ているため、そのような人は結果

的に落ちている。 
 コミュニケーション能力については、特に男子が、「口下手プラス元気がない」との印象で、

あまり意欲が伝わってこないという。04 年度採用では男子が少なかったが、結果として採用

のレベルに達する人がいなかったためである。 

 
2-6．フリーターをどう捉えているか 

 フリーターだからということでマイナスに評価することはない。しかし、選考する場合は、

どういうふうにフリーターをしていたのか、その理由については質問している。「ただ漠然

と」とか、「社会に出るのが何となく面倒」など、モラトリアム的な理由であれば評価は低い。

きちんとした理由があり、その経験が同社で生きそうな場合はプラスに評価する。ただし、

就労意識が希薄な人では対象になりにくいという。 

 
３．採用対象拡大の理由 

 年齢制限を満 26 歳までに緩和した理由は、「様々な社会経験も含め、広く人材を求める」

ためである。「出版の仕事の場合、若干いろいろな回り道をして違う経験をするのも、編集現

場や営業現場に生きる」からだ。担当者によれば、「何となく先輩から受け継いできたが、な

ぜ今まで既卒 1 年という縛りをしていたのか」などと、従来の制度に対する疑問も変更に役

立ったようである。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、「新卒と経験者の組み合わせで社員を構成していく」という考え方で

ある。入社後は、本人の能力、実績次第としているので、どの層も重視しているという。新

卒をコンスタントに採用し、必要に応じて経験者を採用する形である。 
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５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 例年、新卒と経験者を含め 25 人ぐらいを基準として採用しているが、毎年の定年退職が

多いため、従業員規模としては緩やかに減っている。 
 定期採用のイニシアチブは、現場での要望を把握しつつ、総務局・人材開発部が基本的に

とっている。とくに 2005 年度から総合採用に切り換えたことにより、現場の希望があるか

らといって配属はさせないようにしている。人材開発の視点から人事主導の配置をしている

形である。 
 新卒の配置は、3 ヵ月の研修期間を経て適性を見て決める。研修では、OJT を取り入れな

がら、書店実習、営業部門実習、編集部門実習、さらに、講義や自分で取材をして原稿を書

くなどの作業も含まれている。 
他方、即戦力の経験者（中途採用）については現場の声が強く反映されている。この場合、

採用では、人事が実務を担当するが、書類選考や筆記試験の問題、面接のあり方など、現場

と綿密に打ち合わせをして実施する。現場の担当者が選考過程に入るなど、主に現場がイニ

シアチブを持ち、人事が実務でフォローする形である。 

 
６．採用直後の処遇（格付け等） 

 A 社は、2004 年度入社まで既卒 1 年まで応募可とし、05 年度入社から 26 歳まで幅を広げ

ているが、新規学卒者と既卒者との処遇の違いはほとんどない。同社の賃金体系では、一律

の学歴給や年齢給などが構成要素として含まれている。したがって、新規学卒者と既卒者で

は、年齢給で差が出る。しかし、既卒者は定年を早く迎えるため結果的に大きな差が出たこ

とにならないとしている。 
05 年度入社から 26 歳まで幅が広がるため、他社での勤務経験がある人を採用する可能性

があるが、キャリアのある人であっても、原則として、1～2 年程度であれば、特別な処遇を

する予定にはない。 
他方、経験者（中途採用）についても、年齢給の部分は同じだが、昇格については、最初

につく役職をなるべく早くすることがある。新卒入社であれば、10 年程度で役職につくが、

経験者採用の場合は、それよりも早く役職につけることがあり、例えば、経験者が採用時に

副編集長の力量が十分にある場合は、入社 1 年半から 2 年程度で肩書きがつくケースもある。 

 
７．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 採用した既卒者と新規学卒者への評価はほとんど差がないという。05 年度入社から 26 歳

まで応募資格を広げたため、社会人経験を有した既卒者と新規学卒者との評価の違いは、今

後を見ないとわからない。 
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８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 応募資格を 26 歳まで広げたことにより、例えば、24、25 歳ぐらいの、A 社を受けたくて

も受けられなかった人が、もう一度、今までの経験を活かして受験するという機会を得るこ

とができた。そういう動きが、同業他社との情報交換や口コミででも、少しずつ拡がってい

けばよいのではとの指摘があった。出版業界は、競争している時代ではなく、ある面では共

存し出版志望の学生に対するアピールを共同戦線で張る必要もあり、「出版の魅力」を知って

もらう仕掛けが必要だと認識している。 
 今後の流れとして、世間全般に秋採用や通年採用が進むのではないかと見ており、「いい人

材は逃さず採る」、それが「決して新卒のこの時期だけで一気にやるということでなく、少し

ずついろいろなタイミングでいい人を入れていく」ようにお互いにすべきとの意見も出た。 
 企業の採用方針が新卒を対象として一時期に集中するという現象については、「習慣的に

この時期に新卒採用をすることが、企業活動の一環に組み込まれていることや、毎年この時

期になったら学生をどれぐらい採るという日本の企業風土を『さして疑わない』ことに理由

があるのではないか」、「やったことのないことをやることで企業風土を壊す不安もある」と

の面も指摘した。年齢制限の緩和や通年採用の好事例が普及することで、企業全般の採用方

針が変わる可能性を示唆している。 
 なお、同社は、2003 年の経験者採用では具体的な職種を指定し「学歴不問」で募集した。

しかし、実際に応募してきたコミック編集や女性誌編集の経験者はほとんど大卒以上だった。

編集者に大卒出身者が多いことが原因であろうが、応募者のうち、専門学校や高卒出身は 5、
6％程度で、学歴不問で応募者の母集団を広げたものの、実際の応募で人材の幅が拡がった

とはいえなかったという。05 年度入社から 26 歳に枠を広げたが、実際の応募者のうち既卒

者の割合が 5％程度だったこともあわせて考えると、条件の緩和が必ずしも母集団の拡大に

つながっていない面もみられる。 
 その他、国や行政が職業訓練や資格を施すなどの政策については、人間の魅力を見る人物

重視であるため、「（既卒後、資格を取ったりすることは）A 社ではそのまま反映するとはか

ぎらない」との答えだった。 
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事例２：ガス産業Ｂ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 13 日 
ヒアリング対象者：人事企画部 

 
１．会社の概要 

 ガス産業 B 社は 1885 年創設。主な事業内容は、ガスの製造・供給および販売、ガス機器

の製作・販売およびこれに関連する建設工事、電気供給事業など。従業員数（正社員）は 9824
人。平均年齢は 44 歳。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

B 社の採用方式は、主に、文系学卒者に対して「営業」「コーポレートスタッフ」など、理

系学卒者に対して「営業技術」、「基盤技術」などの職種別採用枠で、「翌年卒業見込みまたは

卒業後 3 年以内の者」を対象に募集している。2001 年の採用活動（02 年 4 月入社）から既

卒枠を拡大した。第二新卒者枠という形ではなく、年齢制限を緩和することで既卒者への応

募を可とした形だ。それまでは翌年卒業見込みの者のみを対象としていた。 
2002 年度は 63 人、2003 年度は 50 人、2004 年度は 50 人採用している（図表 2-1、図表

2-2）。そのうち、第二新卒者（卒業後おおむね 3 年以内の人）の採用は、毎年、若干名しか

いない。応募者に占める既卒者の割合も数％にすぎない。ただし、応募者に占める既卒者の

割合は、過去 3 年で増加傾向にある。既卒者の応募者数は増えているが、実際の採用数は増

えていない形だ。 
なお、既卒者の応募は増えているが、面接まできた範囲でいえば、いわゆるフリーターは

おらず、ほとんどが正規従業員などの社会人経験がある人ばかりだった。ただし、就職浪人

の人はいる。 
 他方、中途採用は、専門的知識を有した即戦力の人材について職種を指定して募集するキ

ャリア採用を実施している。同社は、実際には、中途採用の募集そのものが少なく、高度な

専門知識を求めているため人材紹介会社からの紹介を中心に採用している。 

 
図表 2-1 Ｂ社の最近の採用実績 

  （単位＝人） 
 2002 年入社 2003 年入社 2004 年入社 
新卒採用 63 50 50 
中途採用 3 0 1 
※ 調査時点現在。 
※ 採用枠の拡大は 01 年の採用活動（02 年 4 月入社）から。 

 



－80－ 

図表 2-2 Ｂ社の応募資格（抜粋） 

 
１．新卒の方  

(1) 2004 年（平成 16 年）4 月～2005 年（平成 17 年）3 月に四年制大学、大学院（修士課程）

および高専専攻科を卒業見込みの方。  
(2) 2005 年（平成 17 年）3 月に、高等専門学校を卒業見込みの方。 

なお、高専卒の方（専攻科卒を除く）は、学校推薦のみとなりますので、学校を通じてお申

し込み下さい。  
２．既卒の方  

(1) 2002 年（平成 14 年）3 月～2004 年（平成 16 年）3 月に四年制大学および大学院（修士課

程）を卒業（含見込み）された方（職歴の有無は問いません）。  
(注) 既卒の方の選考プロセス、処遇は新卒者と同一となります。 

 
2-2．選考プロセス 

 2005 年度入社予定者の採用プロセスは、03 年 10 月より自社ホームページからの個人登録

を募集（ウェブ上での応募者募集は 1998 年以降）。04 年 2～4 月までエントリーシートを受

け付け、04 年 4 月から筆記試験を開始し、面接を実施している（内定に至るまで面接は 3～
4 回）。労働市場の環境にあわせ、採用方針は適宜変更しているという。 

 
2-3．職場・会社を知る機会 

 B 社は、職場を知ってもらう機会として、「キャリア・アドバイザー制度」を設置している。

キャリア・アドバイザーとは、同社の就職希望者の質問に答える若手社員のことで、従来の

OB・OG 訪問を制度化したものである。ただし、出身大学の関係は断ち切り、同時に選考判

断の材料とはしないものとして、希望者が本音で同社の実情を聞くことを可能な制度として

いる。申込は自社サイト上で受け付けており、キャリア・アドバイザーは、フォーラム形式

や、１対１の面談形式で、求職者の質問に答えている。 
 インターンシップについては、自社サイト上で年間 30 人ほど受け入れている。受け入れ

期間は 2 週間程度で、採用には全く関係がない。 

 
2-4．求める人物像 

 B 社は人物重視の採用で、エントリー時は学校名の記入も求めていない。求める人材は、

「自ら考え、自ら行動し、高い成果を出せる人」である。多様性を求めているため、論理的

な人や、コミュニケーション能力にたけた人、計画的な人、発想豊かな人などどんな能力で

もよく、自分のパーソナリティを利用しプラン・ドゥー・シーを回して成果が出せるかを問

題にしている。 
 既卒者に対しても、新卒と求めるものは同じである。社会人経験など特に問うことはなく、

ポテンシャルを見て判断している。経験を問いたいような募集の場合は、中途採用（キャリ

ア採用）でまかなうためだ。中途と第二新卒者は区分けをして考えているが、第二新卒者と

新卒者は、単に卒業年次が違うというだけで、同社としては特別な意識をもって区別してい
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ない。 
 既卒者の配置についても、新卒扱いのため、新卒と同様に配置している。 

 
2-5．応募者の印象 

 バブル期に比べ近年各社とも採用が絞られ厳しい状況にあるので、応募して面接まで上が

ってくる人の職業意識は、昔より高いとの印象で、採用後の定着率も高いという。 

 
2-6．フリーターをどう捉えているか 

 いわゆるフリーターについては、評価するもしないもなく、プラスもマイナスも関係ない。

仮に、フリーターを面接する場合も新卒同様に見るだけだという。 

 
３．採用対象拡大の理由 

 2001 年に採用枠を 3 年以内に広げた理由は、①当時、世の中で、一度就職してもマッチ

ングが図れず転職する人や、MBA を取得するために大学に行き再就職する人が増えている

状況があったこと②B 社としても、新卒採用の多様化や母集団の多様化をめざす方針があっ

たこと――が主な理由である。「基本的にはいい人を採りたいということ。その意味で新卒に

限定するよりは広げたほうが、よい人に出会える確率が高まる」との認識だった。3 年まで

を許容したのは、処遇が新卒と全く同じなため、それ以上の人を新卒と同じ処遇で応募して

もらうのは失礼と考えたことによる。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、同社の人数という面でみれば、新卒採用を重視しているとしている

（B 社の場合、「③中途（未経験者）」にあたる既卒者は新卒のこと）。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 人事企画部が、各部門の要望等を踏まえ年間の採用枠を決め、新卒を一括して採用してい

る。配置についても各部門と話し合って人事企画部が決める。人事企画部が一方的にすべて

決めるのではなく、人事異動計画の中で、各部門からどういう新人がほしいかを聞いた上で、

最終的に採用枠をまとめている。 
中途採用（キャリア採用）の場合は各部門の要望を踏まえて実施するため、採用過程でも

部門の人に選考過程で入ってもらう。配置も部門の要望を踏まえた形で決まっている。 

  
６． 採用直後の処遇（格付け等） 

 既卒者の処遇は、新卒扱いであるため、新卒者と全く同じ。B 社は職能資格制度で、5 年
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経過後に選抜が入る仕組みであり、それまではあまり格差がつかない。年功序列ではないた

め、能力を発揮すれば発揮したなりの処遇をするため、新卒と既卒の違いを意識していない。 
研修面も同様で、仮にマナーを備えた社会人経験者であっても同じ扱い。 

  
７． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒枠を 3 年広げたことに対する評価としては、「採用時に限れば、若干名ではあるが既

卒者も入社し、ある程度多様性は図れている」とし、実際に入社した既卒者についても、配

属後、期待通りに働いてくれているという。 
 今まで採用している人は「素晴らしい人ばかり」とその評価は高い。 

 
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 国や行政が職業訓練や資格を施すなどの政策については、「新卒の応募者も資格をいっぱ

い持っているため、資格を持っていればいいということにならない。考慮はするが、ウェイ

トは人によって異なる」としている。また、B 社の場合、新卒と既卒で分けていないため、

資格を持っているからといって、既卒者をプラスに評価することはない。「キャリア採用に資

格が必要という場合と、卒後 2、3 年のフリーター対策に資格を供する場合とでは意味が違

うのではないか」などの意見もあった。 
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事例３：化学産業Ｃ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 20 日 
ヒアリング対象者：人事部 

 
１． 会社の概要 

 化学産業 C 社は 1931 年設立された。同社は高度成長期に、繊維、石油化学から住宅、医

薬・医療、エレクトロニクスにいたるまで事業を多角化していたが、2003 年 10 月、環境の

変化に機動的に対応するため、中核となる全事業を化学、生活製品、繊維、エレクトロニクス、

医薬・医療、建材、住宅などの七つに分社化することで「事業会社・持株会社制」に移行した。

これにより、従業員は、その時点に従事している事業会社にそのまま移籍した。また、新規採用

については、持ち株会社一つと事業会社六つの合計 7 社については、持ち株会社の採用担当が一

括の窓口となって採用活動を実施している（「事業会社・持株会社制」移行前に同社グループ内

で分社化していた住宅部門を除く。以下同じ）。つまり、就職希望者は、持ち株会社に入ってか

ら分かれるのではなく、事業会社に入る前提で採用されている。 

 同社の従業員数（正社員）は「事業会社・持株会社制」前で約 14000 人で、平均年齢は 43
歳。「事業会社・持株会社制」後は、持ち株会社が約 3000 人、その他の各事業会社は 1000 人か

ら 5000 人の規模で分割されている。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 C 社の採用方式は、1996 年以降、外国人、留学生など幅広く人材を求めるとの観点から、

国籍、新卒・既卒、出身大学、時期、性別等の枠をはずすという意味で「ボーダレス採用」

を実施している。毎月 2 回締切日を設け、同社サイトのエントリーシートに記入してもらい、

書類選考をする通年採用方式だ。「いつでも、誰でも、どこからでも」、受け付ける仕組みで

ある。したがって、特に第二新卒者という区分けはしていない。 
 年間通して応募を受け付けるが、実際の応募は通常、新卒が就職活動をする春の時期に集

中する。採用のピークを過ぎた後でも応募がくるという。ただし、第二新卒者の応募自体は

少ない。 
 最近の採用実績は図表 3-1 のとおり。春の採用の時期で、翌年度採用する人員計画の枠に

達する場合もあるが、達した後についても通年採用での応募は受け付けている。採用に値す

る人であれば採用する。実際に採用された人のうち 9 割は新卒である。第二新卒にあたる人

のほとんどは、司法試験や国家試験が不合格だったことであらためて企業就職をする人や、

海外留学から帰った秋採用の人がほとんどで、新卒とは年齢差があまりかけ離れていないケ

ースが多い。社会人経験を有している第二新卒者はほとんどいないという。第二新卒者は応
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募自体も少ない上、それまで積んできたものがはっきりしていないと合格レベルに達しない

こともあり、実際に採用されたケースは少ない。 
 同社ではこのボーダレス採用を今後も維持する方針だ。 
 他方、C 社の中途採用は、キャリア採用で、即戦力に当たる人材について募集領域を決め

て自社サイトに掲示し、通常、大卒以上 35 歳ぐらいまでの専門能力を有している人を対象

に公募している。例えば、経理や法務、専門性の高い技術者など、同社で補強したい人材を

キャリア採用するのが通例だ。「35 歳ぐらいまで」と明示しているが、実際には 40 歳代も採

用されることがあるという。募集領域の技能を持った人が C 社に問い合わせ、履歴書や自己

PR を受け付ける仕組みである。募集領域によっては人材紹介会社などを利用することもあ

る。キャリア採用は、募集人数自体が少なく、採用される人も数人のレベルだという。 

 
図表 3-1 Ｃ社の最近のボーダレス採用の実績 

  （単位＝人） 
年度 2000年入社 2001年入社 2002年入社 2003年入社 

事務系 36 44 45 11 
技術系 81 86 115 69 

      ※調査時点の数値（2003 年度は住宅部門除く）。 

 
2-2．春の採用時の選考プロセス 

 C 社は、通年採用のため、年間を通じて応募者が申し込むが、通常は新卒が就職活動をす

る春の時期の応募が多い。応募経路はほとんどが自社サイト中心である。一部、就職サイト

も利用しているが基本的には自社サイトに飛ばすためのものだ。春の時期は応募が集中する

が、例えば、事務系では書類選考（エントリーシート）を経て面接する。同社は面接重視タ

イプで、だいたい、内定に至るまでで事務系で 3 回、技術系で 2 回程度、面接を実施してい

る。 
 例えば、面接（1 回目）はだいたい 20 分程度である。基本的にはエントリーシートに設問

されている自己 PR 文について、面接時間内に自由に表現するよう求めている。つまり、自

己 PR 文と、面接のなかでいかにこれを表現でき、面接者に伝えるかが、合格のポイントと

なる。自己 PR 文は、A４紙１枚という制限以外は特に何も決めていない（2004 年選考の場

合）。昨今の学生が決められた設問に回答することに慣れていることから、あえて逆に、白紙

で渡して何をできるかを見るために、こうした出題にしたという。同社自体にあまりマニュ

アルがないことから、「自分で考えて行動できる人に入ってきて欲しい」との意図も込めてい

る。 

 
2-3．職場・会社を知る機会 

 C 社で、自社ホームページで、会社の仕事内容や先輩社員のモデルケースなどを積極的に

発信している。インターンシップについても 1997 年あたりから、セミナーや自社サイト上
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で募集し、年間 50 人ほど受け入れている。 
 OB・OG 訪問については、人事部が仲介して手配をするということは一切やっていない。

問い合わせがあった場合も、首都圏と地方の学生でアクセスに不公平が生じるため、断って

いる。ただし、学生が独自に調べ、個別に社員とつながりがある場合などは、人事部は関与

せず、社員の自己責任の範囲内で対応している。 

 
2-4．求める人物像 

 C 社は面接による人物重視タイプで、求める人物像は「自分でいろいろなことを考え、チ

ャンレンジして、経験をしてきている人」だ。自ら考え行動でき自力で問題を突破していけ

る人材を求めている。面接では、学卒者の場合、単にクラブ活動をしていたというだけでは

不十分で、その中でいろいろな壁をどのように乗り越えて行動してきたかを見ることが多い。 
 既卒者の場合、まず「エントリーシートの中でしっかり自己アピールができているか」、面

接の場合は「職歴のなかで何をしてきたか」「なぜ職を変わろうとしているのか」などを聞い

ている。実際の採用では新卒が多く既卒が少ないことについては、面接による人物評価で、

通常の春のピーク時の採用基準と同じ方式でみるため、「社会人経験のある第二新卒の場合、

新卒よりも年数が経っている分、合格レベルとしては新卒に求めるもの以上のものがなけれ

ば」面接を乗り越えられないという。同社は、ボーダレス採用であるため、年齢制限はない

が、年齢が上になればなるほどそれだけハードルが高くなる。感覚的には、30 代前半がリミ

ットだが、専門性のある人であれば 40 代の人でも採用されている。採用する人の専門性や

年齢を考慮し、ケース・バイ・ケースの対応をしている。 

 
2-5．フリーターをどう捉えているか 

 いわゆるフリーターについては、フリーター経験を逆に強みに活かして、就職に際しフリ

ーターからどう変わったのかをきちんとアピールできれば決してマイナスにはならないとし

ている。多少回り道したからといって、ただちにマイナスに評価しない。 
 ただし、同社にもフリーターが応募してくるが、エントリーシート段階（書類選考）を越

えることは難しいという。例えば、社会にでることを躊躇しているようなモラトリアム型の

フリーターの場合、フリーターになった時と、働こうと思ったときの目的意識の変化をどう

明確に持っているかを問われる。応募で寄せられる自己 PR 文では、この点を表現できてい

る人がほとんどおらず、フリーターで面接まで通過した人はいない。 
 なお、仮に面接段階にいけたとしても、選考では、春の時期の新卒と同じように見るため、

「フリーターをやってきて、就職したいので、こう変わりました」というだけでは不十分で、

新卒を超える強みがないと、合格ラインに達することは難しいという。 
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３．採用対象拡大の理由 

 1996 年に、採用シーズンのある限られた時期だけでなく、幅広く採用していけるようにボ

ーダレスにした。実績でみると、第二新卒者はあまりないが、実際、外国人や留学生には秋

口の申し込みが多く、採用の間口が広がっている。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、特に順番はつけられないが、結果的に新規学卒者が多いとしている。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 採用は、持ち株会社の人事部が一括して、グループの共通人材という視点で選考窓口とな

っている。その際、各事業会社の欲しいスペックや人員数などの要望をよく聞いた上で活動

している。各社がよせる要望については、各社の事業計画にそっていればできるだけ尊重す

る。新卒の選考がピークを迎える 3～4 ヵ月前の 1～2 月あたりでこれらをもとにした人員計

画案を人事部があげ、経営の場でオーソライズされる。 
新卒採用選考の時期に内定された人は、翌年度の 4 月に入社するのが原則だが、同社の場

合、通年のボーダレス採用であるため、数は少ないが国家試験を落ちて秋に採用された人や、

中途採用者で、現場（各事業会社）の要望と、求職者の希望に応じてすぐに配置するケース

もある。 
 なお、配置については、「事業会社・持株会社制」であるため、求職者本人の希望を複数社だ

してもらい、本人が希望する事業会社の中で人事部が適性を考えたうえで、各事業会社の要望も

聞き、内定時に配属先（事業会社）を決定する（各事業会社の人事担当者等は、採用面接に参加

しているので、どの人物が欲しいかの希望を述べることができる）。 

 なお、「事業会社・持株会社制」をとっているため、会社間にまたがる異動は移籍となるが、

これについては個別同意書で対応している。採用活動時の説明会では、この点もオープンに説明

し、各事業会社間の異動がありうることを明示している。「事業会社・持株会社制」設立と同時

に、公募人事制度もつくり、自ら進んで各事業間を越えるチャレンジができる制度も設けている。 

ローテーションについては、「事業会社・持株会社制」に移行したことで、各事業会社の人事

担当が月 1 回集まって、横断的な人事や重要な人事を議論し調整している。持株会社人事部では、

採用や次世代の幹部候補の育成など、長期的視点による育成方針について検討中である。 

 
６． 採用直後の処遇（格付け等） 

 C 社は職能資格制であり、ボーダレス採用で既卒者を採用する場合は、通常、当該既卒者

の大学卒業時を基準にして、仮に同社に新卒で入った場合に現在格付けられるであろう標準

的なレベルの処遇をする場合が多いという。前職の給与は原則考慮せず、あくまで同社の基
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準で処遇することを当該既卒者には確認をとった上で、採用する。なお、実際に採用されて

いる既卒者は、新卒採用者と年齢差がほとんどないケースがほとんどであるため、新卒と変

わらない等級の格付けが多いと思われる。 

  
７． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 C 社では、社会人経験のある第二新卒者やフリーターを採用した経験がないため、不明。 

 
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 第二新卒の定義づけがあまりなく、C 社としても意識していないため、国や行政に望むも

のは基本的にはない。ただ、フリーターや、ミスマッチで離転職する第二新卒者がいること

は現実にあるため、企業としても、インターンシップやミスマッチをなくす作業は必要と考

えている。一般的に、日本の企業は企業内にいる人を重視するあまり、不況になると入り口

を閉ざして生き残ろうとする傾向が見られるが、「若い人の行き先があるということはトー

タルな社会の力としては大事なこと」で、「きちんと志を持って就職しようとする人が、リー

ズナブルな競争で就職できるような大きな雇用構造、例えば、中高年になって社歴が長いが

社内ではうまくマッチできないような人が経済的にも苦しまずに移動できる仕組みを含めて、

国が作る必要があるのではないか」との意見があった。 
 試用期間で採用者の適性を見定められるような環境整備をした場合どう考えるかとの問い

については、「試用期間はたいしたことない。5 年、10 年は見通せても、30 年、40 年を見通

せるわけではない。見通せないだけに、正社員の採用数で実態以上に保守的になっている」

との見解だった。また、今後の年齢構成で団塊の世代が大量に退職する場合、採用方針に変

化があるかとの問いについても、「5 年後から 10 年後ぐらいに退職者が大量に発生する可能

性があるが、そのまま新卒に置き換えるイメージにない。正社員と多様な雇用形態の活用の

中で仕分けしていくのでは」との意見だった。 
 国や行政が職業訓練や社会的に認知された資格を施すなどの政策については、「勉強して

頑張ったことは評価するが、その資格を持って何をどうしたいのかというところまできちん

とビジョンを持てていないと、資格を持っているだけでは難しい」という。同社の面接でも、

資格をたくさん持っている人が来るが、深く掘り下げて聞いてみると、「単に資格を取って安

心したかった」「資格を持っていれば何とかなる」などの回答が目立つという。 
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事例４：電機産業Ｄ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 14 日 
ヒアリング対象者：人事部 

 
１．会社の概要 

 電機産業 D 社は 1921 年創業。ホームエレクトロニクスから通信機器、プラントなどの多

彩なインフラ、さらに国家プロジェクトの宇宙開発関連機器に至るまで、幅広い分野を網羅

している総合電機メーカーである。事業内容は、エレクトロニクス、エネルギー、通信、家

電、半導体などの電気機器の開発・製造・販売などである。同社の全従業員数（D 社単体）

は約 35000 人。正社員は約 3 万人で、平均年齢は 41 歳。 

 
２． 採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 D 社の定期採用の募集職種は、事務系と技術系の二つ。募集要項では、その応募資格とし

て、「①総合職として国内外を問わず勤務可能な方②2005 年 3 月までに大学卒業予定の方、

および大学院（修士・博士）修了予定の方」としつつも、「既卒業者・既修了者で他社での勤

務経験のない方も可」とただし書きしている。第二新卒枠という形はとらず、既卒者を応募

対象に含めているが、他社経験のない学卒未就職者に限定していることが特徴だ。 
 最近の採用実績は図表 4-1 のとおり。技術系と事務系が大卒以上の採用にあたる。短大採

用は、一般事務職採用だったが近年は実施していない（同社の場合、一般事務職の仕事は現

在、派遣社員が担っている）。高卒者は、主として現場の生産要員として採用している。大卒

以上の新卒採用については年間約 3 万人の応募があるという。 
 第二新卒者（大卒後おおむね 3 年以内の人）は技術系ではゼロで、事務系は年間 1～2 人

程度は採用されている。他社での勤務経験のある場合は、中途採用（キャリア採用）での採

用枠で選考され、新卒枠での採用対象には入れない。既卒の年齢の上限ついては、決めてい

るわけではないが、だいたい卒後 1 年以内が目安だという（ただし、大学院修了者なども対

象になっているため年齢制限的なものはない。また、いったん就職後、大学院に入学し卒業

した場合は新卒扱いとなる）。そのため、採用されている第二新卒者は、海外留学をして 7
月頃に帰国した人や、司法試験で卒業試験に不合格になり途中で就職活動に切り換えた人な

どがほとんどだという。 
 就職活動に失敗して、自主留年せずに卒業して、1 年間、もう一度就職活動だけに当てて

受験する人の応募もあるが面接段階で落ちる人がほとんどである。また、既卒のフリーター

も、アルバイト経験は他社就業と認めないため受験資格があるものの、応募も少なく面接で

残る人はいない。 
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 他方、同社の場合、中途採用は、即戦力を求めるキャリア採用である。年齢枠ではマック

スで 35 歳が目安だという。通年採用を設ける動機は、即戦力の補充と年齢構成のいびつさ

を修正することにある。事業が急に立ち上がったと時に内部育成では間に合わない場合、外

部から採用するケースが多い。中途採用の内訳はエンジニアか現場の生産要員がメインだ。

約半数は現場で、学歴は高卒、高専卒出身者がほとんどだという。エンジニアの場合は、同

業他社からの転職が多い。事務系では営業で採用するケースがあるが数は少ない。 
 キャリア採用で実際に採用されている年齢層としては、20 代後半が最も多く、次いで、30
代前半が多いという。エンジニアで即戦力として採用されるため、30 代前後の採用がほとん

どのようだ。求められる職種経験は、社会人の基本的なマナー程度ではなく、募集領域での

高度な専門技術を持っていることである。 

 
 図表 4-1 Ｄ社の最近の採用実績 
  （単位＝人） 

新卒（4 月入社）  
技術 事務 短大 高校 

 
計 

中途 
採用 

 
合計 

2000 年入社 250 50 0 0 300 100 400 
2001 年入社 400 80 0 0 480 150 630 
2002 年入社 500 100 0 120 720 40 760 
2003 年入社 300 60 0 0 360 50 410 
2004 年入社 280 60 0 0 340 50 390 
※調査時点現在。 
※技術、事務は大学卒以上。 
※2004 年入社の中途採用枠は計画値。 

 
2-2．選考プロセス 

 2005 年度入社予定者の採用プロセスについては、03 年 10 月あたりで自社ホームページか

らの個人登録を募集し、事務職であれば 04 年 2～5 月までエントリーシートを受け付け、書

類選考の後、面接を 2～3 回実施し、内々定に至る。採用経路はほとんどが自社サイトだが、

一部、就職サイトも利用している。同社の選考は面接による人物重視タイプである。 
 他方、中途採用の採用経路は、自社サイトの一般公募や、人材紹介会社からの紹介も併用

する場合がある。また、現場の生産要員については、各事業所で、それぞれのエリアのハロ

ーワークを通じて求人しているケースが多い。 

 
2-3．求める人物像 

 D 社は、新卒採用については、面接による人物重視だが、具体的には、本人のポテンシャ

ルを見ている。「その時点でできあがっている人間をとろうとは思ってはいない。要は 10 年

後、20 年後にどうなっているか、ポテンシャルがあるのかどうかを目で見ているつもり」と

している。 
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2-4．フリーターをどう捉えているか 

 フリーターについては全く否定的見方をしていない。自分の価値観で非常に鋭い観点を持

ち、それを積極的に実践しているようなレベルであれば、同社としては人物重視で見るだけ

としている。「1 年間何をしていたかまでは面接では突っ込まないので、人物を見て判断す

る」。アルバイト経験は就業経験としては認めず、「あくまで中身で勝負。合格の可能性とし

ては低いかもしれない」とのことだった。 
 D 社の応募は、既卒の就職浪人タイプが多いため、アルバイトを何年かやって就職のため

に応募してくるようなフリーターはほとんどいない。面接に辿り着くのは、司法試験や公務

員試験に不合格で、就職に切り換えた人がほとんどである。担当者によれば、エントリーシ

ートによる書類選考で、「しっかりした文章、視点が鋭い文章」を選定したところ、フリータ

ーが落ちている可能性が高いのではと分析している。 

 
３．応募資格で既卒可とする理由 

D 社は、新卒採用は新卒と既卒の他社就業経験のない人に限定し、就業経験のある人は中

途採用の対象とする区分けである。主に、海外留学や国家試験の不合格者への間口を広げ、

優秀な人材を確保するため、既卒者への枠を広げたものと思われる。フリーターはアルバイ

トだけでは就業経験とみなされないため対象に含めている。就職浪人タイプの応募者もいる

と予想されるが、結果的に面接に辿り着く人はいない。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、新規学卒者を重視し、中途（経験者）は補助的な役割で即戦力を期

待しているとのことだった。基本的には、「企業体を維持していく観点から、新卒をきちっと

採って、人員構成を考えながら、計画的に育て、コア人材を作る」という。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 新卒の大卒以上はすべて本社一括採用である。採用計画は、各事業部門の採用ニーズを集

計し、人事部が全社的な人員構成のバランスや各事業の人員構成のバランスなどを勘案して、

最終的に人数を少し減らす方向で決めるケースが一般的である。採用者すべてが終身雇用で

定年まで行った場合の人件費シミュレーションを踏まえ決めている。 
 配属についても、人事部が原案をつくり各事業部門との調整のもとで実施する。具体的に

は、人事部が面談で学生の希望を聞いた上で、それをもとに全員の配属の原案を作り各事業

部門の微調整を加え決定する。 
 中途採用の場合は、イニシアチブは逆に事業部門にある。事業部門から欠員等問題がある

場合、中途採用の申請が出され、人事部が全体のバランスなどを考慮して審査し、許可を出
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す方式である。選考や内定は事業部が実施し、結果が人事部に報告される。 

 
６．採用直後の処遇（格付け等） 

 年齢と学歴見合いで、だいたい同じような社員層のところに格付ける。例えば、大学卒で

あれば、25 歳であっても新卒と同じに格付ける。しかし、賃金体系は学歴（大卒、大学院修

士、大学院博士）で違っており、採用枠は同じだが、学歴によって入社後の初任給は異なる

ことになる。なお、中途採用の場合は、年齢・学歴だけでなく、世間相場も見て設定する。 

 
７． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒と同じ扱いをしているので第二新卒者と意識して見ていないので不明。 

 
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 D 社でも、入社 3 年ほどで辞める人が数パーセントおり、これらの人を分析するとやはり

就業を継続する意識が弱い場合が多く、仕事に対して「格好いいイメージしか持っていない」

ケースが見られるという。担当者によれば、「青い鳥症候群」のようなものが見られ、「どこ

かに自分のイメージする職場があるはず」というようにイメージ先行で、いざ「泥臭い営業

の仕事」を与えると「自分はこんなレベルの仕事をやるべき人間ではない」という形で辞め

ていくケースが見られるという。その意味では、就業継続意識が低く初職をしっかり選んで

いないのではないかとの印象を抱いており、同様に第二新卒者に対しても就業意識が低いの

ではないかとの認識を持つという。したがって、ミスマッチで辞められるのであればロスコ

ストであるため、当面、同社としては積極的に第二新卒者枠の採用を作るつもりはない。 
 国への要望としては、若年失業の問題が深刻化しているのは承知しているが、若年失業を

どうするかとの「結果」への対策を考える前に、「原因」を突きとめたうえで、その原因を除

去することに重点をおいて欲しいとの意見だった。 
方法論としては、「一つには、大学と企業との連携を深め、学生間で就業意識、実際の仕事

をイメージさせる教育をすべきではないか。この点、企業にも責任があり、現在のウェブ上

での争奪戦で、学生はほとんど OB 訪問をせず、パソコン上の情報だけで肥大化させたイメ

ージで就職活動をしている。ここにイメージ先行で実際の仕事が全然見えていない問題があ

る。やはり企業が採用の段階で、しっかり仕事内容を伝え本当にその仕事をしたい人を採れ

ば離職率は下がるだろうし、入社後の育成もしっかりできる」などの意見が出た。 
 その他、国や行政が職業訓練や社会的に認知された資格を施すなどの政策については、「資

格や証明書があったとしても、それをもとに機械的に面接をするつもりは一切ない」とのこ

とだった。大学のカリキュラムの中に人格教育や職業訓練を施す例があるが、特別に評価す

ることはなく、学生の質を見て判断するだけとしている。「それらの教育や訓練を受けて、そ

の人がよくなったのか、もともと資質があったのか、こちらではわからないため」である。 
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事例５：金融サービス産業Ｅ社 

 
日時：2004 年 5 月 7 日 
対応者：総務部 

 
１．会社の概要 

 E 社は 1964 年創業。設立時はリース業を専門としていたが、現在では金融サービス業と

して新たなニッチを開拓し続け、一般的な設備リースはもとより、生命保険、不動産関連ビ

ジネス、投資銀行業務、個人向け金融サービスまで多角的に事業を展開している。なかでも、

リース、割賦、融資などの金融商品を選択・組み合わせる「複合取引」は同社の強みで、顧

客の課題解決を提案営業することで、新たな金融商品の開発・販売を行なっている。 
 従業員数は全従業員規模で約 3600 人。そのうち正社員は、約 3300 人。正社員の平均年齢

は 36 歳。正社員には、アソシエイト職（総合職）とスタッフ職（一般職）などがある。ア

ソシエイト職については、全国型と地域限定型がある。業務内容は同じだが、全国型は国内

外の全拠点が勤務地対象で、地域限定型は転居を伴う異動がない。スタッフ職も転居に伴う

異動はなく、仕事内容はアソシエイト職のフォロー業務が中心となる。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 E 社の採用方式は、翌年卒業見込みの大卒以上を対象とする新卒募集と、中途採用に分か

れる。中途採用は、主に経験者を求めており、「アソシエイト職」と、高い専門性を有した人

を対象とした「プロフェッショナル職」や「スペシャリスト職」、50～60 歳くらいの中高年

齢者を対象とした「営業推進役」――に分けて募集を行っている。最近の採用実績は図表 5-1
のとおり（中途については、営業推進役を除いた数値。中途採用では、第二新卒枠としての

採用はしてはおらず、表中の数値は、中途に含まれる卒後 3 年以内の人を抜き出した数値）。 
同社は、新卒・中途双方で通年採用方式をとっているが、新卒募集の場合は、留学生の帰

国時期などに対応するためのもので、基本的には、新卒の応募の時期は他社に一般にみられ

るように春の時期に集中し、配属も翌年度の４月１日配置となっている。 
中途については毎月採用・選考を実施しており、配属も月ごとに実施している。創業以降、

業容が急速に拡大したため、中途採用を採らないと事業展開に追いつかない状況が続いた。

現在の部長クラスでもかなり中途採用出身者が多く、他社経験 3、4 年、あるいは 7、8 年で

転職してきた人が多かった。同社では、中途と新卒の割合は、半々に近い。 
中途採用の応募では、従来、即戦力中心で投資銀行業務や不動産ファイナンスなどの経験

者を年齢に関係なく求めていたが、最近では若手の採用対象も重視し始めているという。こ

れは、同社がまだ若い企業であるだけに大量の定年退職者への対応が必要なく、むしろここ
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数年間の採用抑制による若年の手薄さを補う必要があることによる。2003 年ごろの募集から、

若年層採用に力を入れ、年齢としては 23、24 歳から 27、28 歳ぐらいをターゲットにしてい

る。ほぼ第二新卒者と一致する年齢層だ。その場合、特別なスキルがなくても対象になりう

るが、例えば、銀行や商社で 2、3 年程度の経験がある人が望ましいという。経験もみるが、

「若手の場合は、素材で採る」との方針だ。 

 
図表 5-1 Ｅ社の最近の採用実績 

    （単位＝人） 
 1999 年入社 2000 年入社 2001 年入社 2002 年入社 2003 年入社

新卒 175 86 141 204 160 
中途 58 144 162 104 63 
内「第二新卒者」 12 25 30 13 7 
※ 調査時点現在。 
※ 中途採用については営業推進役除く。 
※ 内「第二新卒者」とは中途に含まれる卒後 3 年以内の人を抜き出した数値。 

 
2-2．選考プロセス 

 E 社の採用経路は、ほとんどが自社ホームページからのエントリーする方式。中途につい

ても、自社サイトからのエントリーを受け付けているが、経験者対象として、新聞広告や就

職サイト、人材紹介会社なども活用している。 
 新卒の場合、自社ホームページ上で選考エントリーを募り、一次選考（筆記試験・面談等）、

二次面接（面接 2～4 回）で約 30 分程度の時間で応募者のパーソナリティなどを見る。 
 なお、中途の経験者で人材紹介会社から紹介を受ける場合などは、不動産ファイナンスや

投資銀行の募集領域を特定するケースもあれば、「法人向けの営業をされていた方」などの募

集内容で、場合によって、年齢で「28 歳ぐらいまでの方々」などの目安を設けることもある。 

 
2-3.職場・会社を知る機会 

 E 社は、ミスマッチを防ぎ、職場のありのままの姿を見せるとの考えから、各種就職セミ

ナーや会社説明会を積極的に開催している（セミナーは選考と直接関係がない）。また、イン

ターンシップにも積極的だ。2002 年ごろから、自社ホームページ上で、9 月頃、インターン

シップの募集をし、選考のもと年間 30 人程度（多い年で約 100 人）、11 月下旬から約 1 週

間の就業体験を実施している。インターンシップの学生は、新人同様に現場に配属され、取

引先へ営業に連れて行くこともよくあるという。1 週間程度では業務内容まではわからない

が、会社の雰囲気が伝わるという。 
 同社が、インターンシップを導入した動機は、認知度アップとミスマッチの解消があげら

れる。同社が B to B の会社であることから、学生にあまり知られていないためである。今ま

でも、就職活動の過程で、同社の業務の奥行きの深さに気が付いてくれる学生は多く、比較

的「玄人好みする会社」との評価だった。しかし、インターンシップを導入以降、その経験
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者が、口コミで他の学生に同社の魅力を伝え、これをきっかけに応募してくる人も増えてき

た。インターンシップを受けた人で、実際に同社の新卒募集を受けた人は 6 割程度にのぼる。

同社は、インターンシップを就職直結型とは考えていないが、内定を得た人の中には結果的

にインターンシップ経験者もいた。 

 
2-4.求める人物像 

E 社は、例えて言えば銀行と商社が合併したような業態であるため、選考では、新卒に対

しては「素材」を、中途については「経験」を見ている。しかし、中途であっても、社会人

経験 2～3 年程度の既卒者も選考対象に入っており、この場合、「経験」だけでなく「素材」

についても見ているという。 
新卒で見る「素材」の中身とは、具体的には「コミュニケーション能力」や「論理的な思

考能力」などである。同社の商品は金融であるため、形のないものを加工して売ることにな

る。そのためには、財務資料を元に顧客（法人企業）を調べ上げる必要があり、複合取引に

よる提案営業の仕組みを理解するだけの素養がいる。また、顧客とのコミュニケーションな

どから、顧客が気づかないような潜在的ニーズを掘り起こし、顧客に気づかせる素養も必要

になる。なお、新卒の場合、提案であれば１年の終わりごろにはできるようになり、本格的

に顧客を知り本当の提案営業ができるまでには 3 年はかかるという。 
一方、社会人経験 2～3 年程度の既卒者の中途採用の場合、「素材」に加え「経験」を選考

で見ている。具体的には営業経験だ。実際に採用された第二新卒者は、商社や銀行、コンサ

ルタント会社などの出身者が多い。ただし、前職の経験を考慮するものの、2～3 年の経験程

度では専門性が高いとはとらえていない。また、同じ営業でも外回りの営業では対象になり

にくいという。同社は、複合取引による提案営業型であるため、完成品を得るタイプの営業

ではなかなか難しいからである。例えば、外食産業の営業でも、相手が法人で、経理や社長、

専務などを顧客とした営業ならば対象になりうる。 

 
2-5.フリーターをどう捉えているか 

 フリーターは採用対象になりうると考えている。実際に、大卒後 1 年間の短期語学留学し

た人が中途入社したこともある。この場合、2～3 年の社会人経験を持つ第二新卒者とは別の

視点で採用を行なっており、新卒の基準と同様に、その人のコミュニケーション能力や論理

的な思考能力などを面接で見ている。担当者によれば、社会人経験がない場合の上限年齢は、

卒後 1～2 年程度で、海外留学の目的が、MBA 取得など明確なものであれば、卒後 2～3 年

程度でも許容するとしている。 
 アルバイト経験しかないフリーターについても、新卒同様、「素材」をみることになるが、

「なぜ就職をせずにそういう道を選んだのか」をポイントにして聞くという。ただし、現在、

アルバイト経験しかないフリーターの応募はほとんどない。E 社としては、アルバイト経験
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程度のフリーターでもその動機次第では「来ていただいていい」と考えている。 

  
３．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、「三つとも重視しているが、実際に受験する人数のボリュームが違う

ため、①新卒と②経験者が圧倒的に多い」としている。なお、新卒と中途でいえば、アソシ

エイト職では配属や職場による違いはない。アソシエイト職では、例えば営業などは 3～5
年で各本部間を異動させることがあるが、専門性の高い投資銀行本部や不動産ファイナンス

本部はそれよりも長い期間配属されることもあるという。中途での専門性の高い経験者につ

いては、通常、その専門性が活かせる部門に配置し、専門性を越える部署に異動することは

ほとんどない。 

 
４．採用でイニシアチブを持っている部門 

 採用のイニシアチブは、新卒と、中途でも社会人経験 2～3 年程度の第二新卒者など、「素

材」で選考するような人は人事部が一括で採用し配属も決めている。スキルの高い中途の経

験者のなかには、現場の部署で面接を１回して人事部に選考結果の紹介があるケースもある。 
 年間の人員計画については、退職者（定年退職者含む）と現場の要望を踏まえた上で人事

部が案を出し、各部署の事業性を経営計画室と人事部で判断することで決定する。例年、人

員計画の範囲内で新卒と中途のバランスを考えるという。新卒と中途の割合は半々を目指し

てはいるが、労働市場の環境によりバランスは適宜変わる。例えば、採用戦略上、中途がた

くさん採れるときは、新卒を抑え、中途の比重を上げることもある。 

 
５．採用直後の処遇（格付け等） 

 E 社は、中途採用については、通年採用で年齢制限を設けているわけではない。したがっ

て、さまざまな年齢の人が採用されているが、社会人経験のある第二新卒者についてはだい

たい同卒年の同期と同じ等級に格付けされる（同社はアソシエイト職が 1～6 等級、7 等級以

上がマネジメント職クラス）。したがって、卒後の社会人経験年数を見て格付けをしているこ

とになる。前職の賃金は考慮しない。 
 社会人経験がなく、短期留学などで 1～2 年程度遅れて入るケースなどは、新規学卒者と

同じ格付けになる。 
 即戦力として経験者採用としてアソシエイト職に採用された場合、たとえば、10 年程度デ

ベロッパーの営業を経験していたようなケースでは、同社で勤続 10 年程度でチーム長に当

たるとしても、プレッシャーになるとことも考慮して、いきなりチーム長にはつけず、その

やや下のポストに格付けることがあるという。 
 研修については、社会人経験のある人は新人研修はせず、同卒年に入社した人と同じよう
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な研修を受けてもらうことになる。同社は、新卒と中途が半々の組織風土であるため、新卒

採用を中心とする入社年次管理は希薄であるが、新卒の同卒年を同期と捉えることで、新卒・

中途間の「同期意識」を植え付けている。より幅の広い価値観を共有し新たな価値観を注入

するため、同期意識による横のつながりを求めているからで、研修も同期意識を醸成するの

に役立っているという。 
 昇進や評価では、新卒と中途の違いはまったくない。 

 
６．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 E 社で採用した既卒者と新規学卒者への評価としては、両者の違いを意識したことがない

との回答だった。 
 中途採用については、価値観の多様化や職場の活性化につながることを期待している。同

社自体がかなり中途採用を積極的にやってきた会社であり、変革を好む会社であることから、

中途採用者が前職で経験してきた風土、慣習、ビジネス気風を、同社での新しい商品開発に

活かしてもらい、良い組織風土を入れていきたいとの期待もある。 

 
７．第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 E 社入社後 1、2 年で習得してもらう資格として簿記や宅建（宅建は任意）がある。ただ

し、同社は資格ありきとの考えではなく努力した結果と評価している（入社後についても同

社は、資格を昇格の判断材料とは見なしていない）。しかし、資格などの知識は実践で役立つ

ため、中途で入ってきても素材さえあれば同卒年の人にキャッチアップしやすいという面も

あるとしている。 
 フリーターに対しては、そもそも同社に応募する人が少ないことから、まず就業意識を高

める必要があると指摘した。就業意識が高いうえに、勉強もしてきたということであれば、

「素材がよければ会ってみたい」との意見もあった。 
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事例６：ネットビジネス産業Ｆ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 11 日 
ヒアリング対象者：総括部総務 

 
１．会社の概要 

 F 社は 1994 年創業で、当初は主にファックスによるダイレクトメールなどのテレマーケ

ティングを手がけていたが、1997 年にインターネットマーケティング事業に進出した。現在

ではインターネットによる広告事業がメインとなっている。顧客企業に対し、ネット広告な

どのマーケティング施策を企画提案し様々なタイプのネット広告を打つことが強みである。

効果を正確に測ることができるインターネットの特性を活かして、広告枠を売るだけでなく、

広告効果測定システムも自社開発した。売上に直結する e マーケティングもめざしている。

2004 年、ジャスダック市場に株式上場している。 
 全従業員数（正社員）は約 80 人（4 月 30 日時点）。事務系が 6、7 人、技術系が 4 人で、

それ以外はすべて営業系。平均年齢は 27.5 歳。同社はベンチャー企業であるため中途採用者

がほとんどで、新卒採用は 2000 年から実施している。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 F 社は、翌年卒業見込みの大卒者に対する新卒採用と、通年の中途採用を実施している。

同社の採用方針は新卒を毎年着実に入れ、中途では即戦力が必要と考えている。中途では、

何らかの業界経験がなくとも少なくとも社会人経験のある人でなければならないとしている。

ただし、第二新卒者層が全くだめということではなく、経験のない人でも卒後数ヶ月の人を

紹介予定派遣で受け入れ、入社に至ったケースもある。最近の採用実績は図表 6-1 のとおり。

新卒については、近年では応募者概数は約 1000 人である。 
同社は、第二新卒枠による中途採用は実施していない。中途採用者のうち既卒で 25 歳以

下の人数をみると、若干名ではあるが第二新卒にあたる年齢層の人も採用されている。2004
年では中途採用者 21 人に占める第二新卒者は 9 人。同社の即戦力を求める採用方針もあり、

この 9 人すべてに社会人経験があり、ほとんどが営業経験を持っている人だった。同社のク

ライアントは不動産会社関係や金融系などがあるため、それらの業界の出身者も多い。 
今後の採用方針として、規模拡大が予想されるため、即戦力による中途採用を拡大する方

向にある。 
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図表 6-1 Ｆ社の最近の採用実績 
  （単位＝人） 

 新規採用 中途採用 中途採用のうち
25 歳以下 

2004 年度入社 4 21 9 
2003 年度入社 9 14 1 
2002 年度入社 5 12 3 
2001 年度入社 4 6 1 

※調査時点。 
※2004 年入社の中途採用は、4 月 30 日現在。 

 
2-2．選考プロセス 

 新卒採用は就職サイトや自社のホームページから応募を受け付けている。中途採用は、営

業経験のある人が望ましいため人材紹介会社からの紹介が多いが、自社ホームページ上でも

応募を受け付けている。また、紹介予定派遣で中途採用された人もいる。 
F 社は面接重視の選考方法で、新卒の場合、選考は 2 ヵ月半かけている。3 月に会社説明

会を開催し、同時に社員 1 人と学生 6～7 人でグループディスカッションを実施（04 年度の

テーマは「ベンチャーに新卒を採用する方法」）。討議では、応募者（学生）が前向きな意見

や建設的な意見を出しているか、人の意見の否定に終始していないか、否定したうえで次の

課題を出しているかなどを見ている（参加者：約 590 人）。次のステップとして、4 月に、社

長座談会を開く（社長が 10 人ぐらいの学生と対談。参加総数は約 140 人）。社長自らが、同

社の考え方を説明した後、「これから何をしたいと思っているのか」「自分の未来像をつかも

うとしているか」などを見る。この座談会で応募者は約 3 分の 1 まで絞り込まれ、次いで、

リーダー面接（部長級）、役員面接を経て内定者が確定する。 
同社は、中途の募集職種として、①「アカウントエグゼクティブ」（営業）、②「マーケテ

ィング」、③「メディアバイイング」（広告商品の仕入れ、進捗管理等）、④「プログラマー」

（システム開発）、⑤「クリエイティブ」（制作）――などを提示している（2004 年から自社

ホームページで掲示）。中途の選考は、2 週間程度で、書類選考や面接を実施し採用の合否を

決定している。現場（事業部の部長）の欲しい人材のタイプを聞いた上で、それに合う人を

面接するケースが多い（事業部の部長も面接に参加）。 

 
2-3．職場・会社を知る機会 

 職場・会社を知る機会として、2004 年、経済産業省のドリームゲート事業での紹介で、5
日間、1 人のインターンシップを受け入れた（大学 1 年生、女性）。同社の社長は、人材育成

に熱心であり、職場をすべて見せたという（役員会を除き）。 
 インターンシップの終了後約 3 ヵ月間にわたり、F 社は、当該学生に電話による営業（テ

レアポの営業）も手伝ってもらっている。当該学生が集めた人（学生約 20 人）で構成する

チームでテレアポ営業をやってもらい、同社の営業法も体験したことになる。 
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2-4．求める人物像 

 F 社が新卒・中途双方の選考で重視しているのは、「コミュニケーション能力」、「前向き

（プラス思考）」などである。プラス思考が重視されるのは、同社が創業 10 年のベンチャー

であることから、知名度や資金、ヒトなど足りないものがあるなかで、どう工夫をしてやれ

るかが起点であることによる。同業他社の大手と企画競争をして、顧客のニーズをいかに引

き出し良いものを提供できるかという点で「前向き」が最も大事な要素だという。 
また、創業間もないこともあり、平均年齢も 27.5 歳で、部長レベルでもだいたい 32、33

歳が多い。中途採用の募集に年齢制限はないものの、年齢ターゲットとしては 33 歳ぐらい

までが望ましいと考えている。実際に採用される年齢層をみると、26、27 歳と 30 歳前後が

最も多い。中途採用者に求められるスキルは、社会人のマナー程度ではなく、2、3 年の営業

経験が求められる場合が多い。26、27 歳で採用される人は、比較的この層である。 

 
2-5．フリーターをどう捉えているか 

 フリーターは採用対象になりうるかとの問いでは、「フリーターでも、例えばアルバイトで

レジを打つだけの人もいれば、品出しや店長をしている人もいるので様々」であるので、フ

リーターは対象にしていないわけではないが、実際の応募自体がほとんどいない。 
フリーター経験をマイナスに評価することがあるかとの問いについては、「一概にフリー

ター経験ということではなく、その人がどう生きてきたのか、何を思ってフリーターをやっ

ているのかについて、選考では気にする」としている。 
F 社のネット広告の仕事は、受注・出稿・回収がワンサイクルで一つの仕事を仕上げるの

に 1 ヵ月程度かかる。一通りの仕事を覚え一人前となるのに 1 年程度だ。一人当たりのクラ

イアント数が多いこともあり、新卒であっても配属初年度から補助ではなくメインで仕事を

担当するため、自分の担当する仕事に責任感と工夫を要求され育つのも早いという。 
 短期間での育成が可能であるため、未経験の新卒と同様に、中途採用で未経験者やフリー

ターの採用は考えられないかとの問いについては、「（未経験という点では）違いがないと思

うが、新卒は、やはりパワーのある人が入っている。中途やフリーターで、そういうパワー

を持っている人であれば同じだと思う」との意見だった。同社に採用されているのは、「少な

くとも、何かしたいと思っている人」だという。 
 なお、短期の語学留学など、卒後 1 年間海外留学をした人は、中途の採用枠で選考がなさ

れ、「何を考え、留学で何をしてきて、これから何をしたいか」が明確に表現できれば、選考

にはひっかかるのではないかという。 

 
３．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中で、どの層を重視す

るかとの問いについては、1994 年創業であることもあり、中途が多く、今後も事業拡大のた
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め中途（経験者）を拡大する方針である。中途（未経験者）を時間をかけて育成するよりも、

中途（経験者）のほうが事業拡大には効率的との判断があるようだ。新卒は、まだ人数は多

くないが、層をきちんとつくる意味もあり採用し続けるという。同社は今後、中途を拡大す

る方針だが、人手が足りないからといって、同社が求めるレベルを下げてまで採ることはあ

りえないとしている。採用後に、ミスマッチで辞めることは、企業と労働者双方にとってマ

イナスであるためだ。 
なお、2000 年以降、新卒採用を開始し 20 人ほど入社しているが、辞めた人が数人いる。

離職者のなかには、勤続 3 年で大手企業に引き抜かれた人もいるが、ネット広告業界でウェ

ブを含めたマーケティングができる人がまだ少ないことから、貴重な人材を失ったとの認識

である。今後の採用では、大企業にはない中小企業の魅力（割り振られた仕事ではなく、や

りたいことができるなど）を伝えていきたいという。 

 
４．採用でイニシアチブを持っている部門 

 中途も新卒も全員参加で採用決定する。新卒と中途の年間の計画については、トップレベ

ル（役員会）で、事業の規模拡大の方向性や現場の不足状況などを勘案し決定する。常時、

トップ自らが、面談やリーダー会議などを通じ、現場の現在の状況（不足状況）をヒアリン

グしている。したがって、中途については大枠の人数だけを決め、事業部の部長から欲しい

人材のタイプを聞いた上でそれに合う人を面接する（事業部の部長も面接に参加）。基本的に

は、現場のニーズにあった人を採用するため、最初から配属も決まっている。 
新卒の場合は、最初の配属は原則として営業である。内定期間中にアルバイトとして事業

部に入り、採用後も同じ部署で働くケースが多い。現場からの要望に配慮しているため、内

定期間中のアルバイト先も、要員不足の部署に配置される場合が多い。 

  
５．採用直後の処遇（格付け等） 

 中途採用者の処遇は、即戦力となる広告業界の経験があれば若干考慮することがあるが、

基本的には最初の格付けは新卒と同じ 1 等級から始まる。1 等級から 8 等級まであり、1 等

級では S、A、B、C、D、E の 6 段階評価になっている（なお、役付きは、3 等級（30 歳前

後）以上から）。新卒者は 1 等級の E に格付けられ、中途採用者は、前職の業務経験を考慮

し 1 等級の S から D のいずれかに格付けられる。 
 同社は年 2 度の評価（自己評価と上司評価）を実施している。2 等級以上は S～D の 5 段

階評価で、例えば 1 等級から 2 等級に上がるには、過去 2 回に S を 1 回、A を 1 回とるなど

の評価がなければ、昇級できない仕組みだ。等級ごとの S～D の 5 段階評価が賃金に直結し

ており、半年ごとの評価で給料が変わることになる。評価方法が皆同じであることから、新

卒と中途の評価面の違いは生じない。 
 研修面については、同社は OJT 中心の育成方法であることもあり、新卒と中途の差はマナ
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ー研修の有無程度である。 

 
６．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 過去に採用した人はマインドが高いため、新卒採用と中途採用に違いはない。 

 
７． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 フリーターなどに対しては、「自分をどうアピールするか、履歴書の書き方などを指導した

ほうがいいのではないか」など、就職の仕方でのサポート面の必要性をあげた。最初の第一

歩（書類審査）がクリアでき、面接を受けられるかどうかが大きなポイントで、「履歴書で、

ちょっと待てよと思わせるものがあれば、とりあえず会ってみようか、ということになる。

会ってみると、その人の良さや考えがわかり、採用に結びつく可能性がある」としている。 
 国や行政が職業訓練や資格を施すなどの政策については、「個人的な意見だが、国の認定に

はメリットを感じない。例えば、社会保険労務士などの国家資格があったとしても、実際に

どういうことをしてきたのかのほうが採用では大事」との意見だった。 
 紹介予定派遣については、「派遣会社のメリットは、派遣会社が最低限の教育を施している

点。その部分は会社の負担にならない。トライアル期間のメリットもある」と好意的な評価

だった。今後、紹介予定派遣の拡大の予定があるかとの問いについては、「紹介予定派遣は、

人材紹介よりはコスト面で安いが、紹介料は発生するため、その辺の年齢層にどれだけコス

トをかけられるかによる」としている。 
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事例７：小売業Ｇ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 27 日 
ヒアリング対象者：人事・総務部 

 
１．会社の概要 

 小売業 G 社は、1989 年の会社設立（いわゆる外資系）。おもちゃ・子供用品専門店チェーン

として、年間平均２桁の安定した出店ペースで全国展開している（現在、約 150 店舗）。対面接

客販売ではなく、スーパーのようなセルフサービス形式による販売により、低価格で商品を

提供できる強みがある。2000 年 4 月には、株式のジャスダック上場を果たした。全従業員数は

約 4000 人、そのうち正社員は約 1000 人、アルバイトは約 3000 人。正社員の平均年齢は 31 歳。

新卒を継続的に採用し始めたのは 1995 年からである。 

 G 社の組織構造は、各店舗を統括する店舗運営本部、出店計画を立案する店舗開発・建設本部、

在庫管理から買い付けなどを行なうマーチャンダイズ本部などよりなる。同社の本部は約 300 人

で、そのうちマーチャンダイズ本部が約 100 人を占めている。店舗運営本部（東日本、西日本）

が統括する各店舗には全国で約 700 人が配置されている。 

各店舗は、店舗運営本部が運営しているが、出店計画については店舗開発・建設本部が立

案し、執行役員会が全社的な討議のうえ決裁している。採用は人事・総務部、各店舗への配

属・異動は店舗運営本部が担当している。転勤の頻度は、1～2 年に一度と高い。転勤の理由

は、新店舗のオープンに伴い、店長、副店長クラスをはじめ新店舗の核となる社員を確保す

るためと、郊外型や都心型など様々なタイプの店舗を経験してもらう人材育成のためである。 
G 社はチェーンストアオペレーションを導入しているため、各店舗の管理方法、商品陳列

などはほぼ共通している。POS システムによる集中管理により、買い付けや在庫管理、売上

データの管理にいたるまで、すべてマーチャンダイズ本部が担当している。各店舗には、発

注権限がなく、マーチャンダイズ本部の仕入れ能力が売上の成否を大きく分けることになる。

逆に、各店舗は、在庫管理や発注などの判断をする必要がないため、少人数でも店を運営す

ることが可能となる。 
1 店舗の社員数は、標準の 900 坪で、店長 1 人、副店長 1 人、社員 3～4 人、アルバイト 30～

40 人（繁忙期は約 80 人）が一般的だ。新卒は原則として店舗に配属。店長へは入社 6 年目（通

常 28 歳）でなるのが最短で、中途採用で経験者の場合は、30 歳前後で入社の場合もあるため入

社 2 年目には店長になることが期待されている。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．最近の採用実績について 

G 社は、翌年卒業見込みの大卒者に対する新卒採用と、店舗販売員や即戦力を対象として
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そのつど実施する中途採用を実施している（中途採用者の 8 割は店舗勤務）。基本的に中途

は職種別採用である。一つは、バイヤーや経理など専門能力を有している人を対象とした、

職種・勤務地を特定している求人で即戦力の募集が目的のもの。もう一つは、店舗勤務者を

募集する場合である（店舗勤務の場合は全国転勤がある）。店舗勤務者の場合、「経験者採用

情報（店舗）」という表現で、自社サイトで募集している。資格要件は、通常、学歴不問で、

上限年齢を目安として 32 歳までとしている。第二新卒者等の標記はないが、「未経験者も可」

とするケースもある。原則として、未経験者が中途採用に応募してきても書類選考段階で機

械的に落とすことはない。 
G 社の最近の採用実績は図表 7-1 のとおり。新卒募集での応募者（会社説明会参加者）の

概数は例年、約 2300 人から多いときで約 4500 人に及ぶときもある。同社は、第二新卒者枠

での採用をしているわけではないが、中途採用者に占める第二新卒者（卒業後おおむね 3 年

以内の人）の割合は 2 割前後である。 
 中途採用の店舗勤務の場合、4 月に新入社員が配属され研修を受ける 4～7 月あたりまでを

外し、8～9 月、または年明けの 1 月あたりに募集するのが一般的（同社は玩具販売がメイン

のため 11 月～1 月がクリスマス商戦の繁忙期にあたる）。応募者には 20 歳代後半層が多い。

経験者を求めていることもあり、採用者には百貨店などの流通やサービス系の経験がある人

が多い。同社としては、「流通、サービス業以外の人でもかまわない」としているが、結果的

にはその種の経験のある人が採用されているという。 
20 代前半層の応募者については、同社の店舗でアルバイト経験者が、大学卒業後に他社に

就職できないときに、同社を受験し受かるケースが見られる。2003 年の応募者の約 4 割は

同社のアルバイト経験があったという。 

 
図表 7-1 Ｇ社の最近の採用実績 

   （単位＝人） 
 1999年入社 2000年入社 2001年入社 2002年入社 2003年入社

新卒採用 139 110 76 75 94 
中途採用 37 82 101 95 63 
中途採用のうち
第２新卒 5 18 26 29 11 

※調査時点。 
 

 G 社は、1997 年から 6 年ほど、アルバイト経験者のみが応募できる正社員登用制度があ

ったが、2002 年度で廃止している。廃止の理由は、アルバイトを特別扱いすることの不公平

性と、応募者本人にとってもアルバイトと正社員の区切りの自覚が希薄になりやすいことを

あげている。アルバイトの仕事が接客販売中心である一方で、正社員の仕事は、店舗の運営

管理やリーダーとしてアルバイトへの仕事の指示、スケジュール管理などで、アルバイトと

正社員では仕事の中身が全く違う。アルバイト経験者のなかには、今まで培った経験を正社

員で生かせないため伸び悩むケースも見られたという。逆に、「新卒で何も知らないで入って
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きたほうが、その人たちよりも伸びがいいという傾向」がでてきた。 

 
2-2．選考プロセス 

 新卒の募集方法は、自社ホームページが中心で、就職紹介サイトも併用している（2002
年頃以降）。例えば、2003 年入社の採用では、応募者に会社説明会に来てもらい（約 3600
人参加）、その後、エントリーシート（応募書類）を提出（約 2300 人）。その際には、適性・

基礎学力を見るためネット上で筆記試験も実施している。これらの選考を通過した人（約

1300 人）に、集団面接に引き続き、2～3 回の面接を実施し内定に至る。だいたい 2 ヶ月程

度で内定を出すという。 
 中途の募集方法も、対象に応じ様々だが、自社ホームページと就職サイトがメイン。中途

採用の場合、同社が全国展開しているため、札幌、大阪、福岡などで、職種説明会も実施し

ている。応募を受け付け書類選考の後、2 回の面接で、新卒同様に約 2 ヶ月程度で内定を出

している。例えば、2003 年 7 月の中途募集のケースでは、577 人が応募し、35 人が内定を

得ている（図表 7-2 参照。なお、図は簡略化している）。24 歳～26 歳あたりの応募者がもっ

とも多い。実際に 2 次面接に合格した人をみると、24 歳～25 歳が多いものの、各年齢層間

に差はなく、年齢にかかわらず採用されていることがわかる。 

 

図表7-2：年齢別選考状況(中途採用の7月のケース）
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2-3．職場・会社を知る機会 

 新卒採用については、近年、会社説明会で、1～2 年先輩のマネージャーが職場の紹介をし

ている。以前、店長級が説明していたが、学生がピンと来ていないようだったので、年の近

い先輩に変え、何を言ってはいけないという制約は一切かけず、全部話すように指導してい

るという。質問も自由に受け付け、答えてはいけないなどの縛りも一切かけない。この説明
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会は、ありのままを話すことでミスマッチを防止し定着効果を高めたのではないかと評価し

ている。 
 OB 訪問については、特定の大学に有利に働くのでやってはいない。 

 
2-4．求める人物像 

 G 社は、面接による人物本位の選考を行なっており、選考基準は、新卒と中途で変わりが

ない。具体的な人物本位の中身は、店舗勤務者の場合、コミュニケーション能力とリーダー

シップなどだ。同社の仕事は、接客のみでなく、仕事柄、アルバイトに正確に指示を出さな

くてはならないため、コミュニケーション能力とリーダーシップは不可欠の要素である。 
 新卒の場合は、職種経験がないことから、純粋にポテンシャルがあるかどうかを見ること

になる。中途の場合は、職歴がある場合、部下にアルバイトがいて指揮命令ができたか、店

舗などの運営ができていたかは選考のポイントになるという。これは、サービス業に限らず、

正社員が少なく、アルバイトが多数いるような形態の職場で仕事をしてきたかどうか、にも

当てはまる要素である。 

 
2-5．フリーターをどう捉えているか 

フリーターついても、一般の中途採用者と同様に人物本位で見る。選考ではアルバイトの

内容をしっかり見て、アルバイト店長やアルバイトリーダーの経験があればプラスの評価に

つながる。「単なる、言われて、時給をもらうだけのアルバイトだと、なかなか難しい」とい

う。また、ただ、作業員、販売員としてアルバイトをしてきて、接客を希望する場合も、同

社にはそのような仕事がないため、合格することは難しい。フリーターには接客希望で同社

を志望する人が多いという。 

 
３．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、年度途中に出店計画を変えたり、下半期に出店がある場合は、翌年

度 4 月配置の新卒では間に合わないため中途を増やすことになるが、同社としては、「新卒

でできるだけやりたい」と考えている。したがって、新卒重視で、中途（経験者）が結果的

に採用されており、中途（未経験者）の比重は低いといえる。 
 なお、同社は短期間で社員を育成する。新卒の場合、一人前と呼べるまでに約 1 年間だと

いう。例えば新卒は、4 月の配属後、研修（13 週間）を終了した段階で即戦力とみなされ、

繁忙期の 12 月、1 月を乗り切ればほぼ一人前と考えられている。中途については、何らかの

職歴があることを前提に採用しているため、年度途中に配置後、繁忙期の 12 月、1 月を超え

たらその時点で一人前と考えているという。 
 店長になるためには、新卒は早くて 6 年目（約 28 歳）。中途の場合、すでに 30 歳前後で
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入社する場合もありえるため、2 年程で店長になって欲しいという期待がある。ただし、経

験的には、「伸びは新卒の方が大きい」場合がある。 
 同社はチェーストアオペレーションを徹底しており、店単位の独立採算の形をとっていな

い。いわば、チェーンストアの 1 店 1 店の合計で稼ぐ方式である。日本の流通業界で経験の

ある人では、店舗の発注権限がないことに驚くこともよくあり、「では、何をするのか、仕事

のメインが何なのか」と聞く人もみられる。これらの人に、同社のシステムに慣れてもらう

ためには相当の時間がかかることがあるという。 

 
４．採用でイニシアチブを持っている部門 

 採用は新卒と中途ともに人事部が決めるが、採用された人の配属は、新卒と中途ともに店

舗運営本部がすべて決めている。中途と新卒の採用比率については、出店計画が上半期に多

いか、下半期に多いかで左右される。新店の立ち上げ時には、経験値の高い人が配置される

ため、その抜けた部分を新人で埋める形だ。 
 採用段階でも、店舗運営本部の役割は大きく、2 次面接段階で店舗運営本部の担当者に入

ってもらう。内定者は、人事と店舗運営本部のフィフティ・フィフティの話し合いで決め、

合意がない限り採用はできない仕組みになっている。 
 なお、G 社の本部配属については、新卒がいきなり入ることはなくすべて中途の経験者（即

戦力）を職種別採用で入れている。例えば、本部のマーチャンダイズ部のバイヤーは、他の

流通業界のバイヤー経験者が採用されている。同社のバイヤーは専門性が要求され、例えば

ゲームやスポーツ、ベビー用品など一つの分野を深く掘り下げられるかがポイントになって

いるため、内部昇進により店舗経験者を充てることはないという。 
 新卒はだいたい 6 年目で店長になるが、店長より上の昇進ルートとしては、エリア・マネ

ージャー（8 店舗。現在、18 人が配属）、東日本運営部長・西日本運営部長などで、店舗経

営がメインの業務である。通常、店舗配属の人は本部に異動することはほとんどなく、一部

に研修やレイアウト、在庫管理の部門に配属されることがある程度である。 

  
５．採用直後の処遇（格付け等） 

 G 社の人事制度は、「年齢、学歴、性別ではなく職務価値を中心として、期待されるその

成果やそれを繰り返し生み出す力を評価して、育成に連動させ、そして処遇に反映する実力

主義」としている。その評価制度は、「職務価値」を占める職務等級がすべての基本である。

等級は 10 等級だ。給与制度は、職務等級に基づく範囲職務給となっている。 
中途採用者は、全員、ストアマネージャーという仕事につくため、新卒と等級的には全く

同じ。最初の格付けは 2 等級だが、レンジ（±20％）があるため、前職に経験がある場合は、

同社の中でのバランスを考慮し、レンジの範囲内で多少考慮するという。そのため、前職よ

りも賃金が下がるケースもあるが、ポテンシャルを見て採用していることもあり、早く店長
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になるために努力するよう呼びかけているという。 
前職で考慮する部分は、主に職務経験年数。ただし、アルバイト経験は職務経験とは見て

おらず、同社の仕事に直結するような経験のみを対象としている。そのため、他の外食産業

などでアルバイト店長の経験がある場合は、職務経験とみなす可能性がありうる。ただし、

同社のアルバイト経験者は、アルバイト店長という制度がないために職務経験があるとは見

ない。 
 研修面については、同社の基本の仕事を学習するため、13 週間の研修プログラムを入社後

全員が受けることになっている（研修期間終了時に試験がある）。新卒と中途の相違点は、新

卒のみに 2 日間のビジネスマナー研修や、研修期間中にメンターという形で先輩社員の相談

相手をつけていることである。メンターは、不安解消のために内定時からつけている。入社

後、副店長や店長に直接に相談しづらい点を配慮しての措置だ。メンターは、同じ店舗の先

輩ではなく、別の店舗のなるべく年の近い先輩をつけている。 
 評価面については、現場の上司は、社会経験のない学卒に比べ中途のほうを厳しくみる傾

向があるかもしれないという。「学卒者は多少長い目で見てあげないと」との認識があるよう

である。 

 
６． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 中途採用者で過去に流通業界で長く働いてきた人は、入社後、かえって適応に時間がかか

るケースがある。「最初は、いったんは過去を忘れてもらわないと、やはり厳しい」という。

現場では、前職のプライドがある経験者よりも、新卒のほうがチェーンストアの仕組みを教

えやすい、との意見が出ているようだが、人事としては、すべて新卒にすると「全部、金太

郎飴」で、純粋培養になるのではないかと慎重な姿勢でいる。他社経験があり、多少でも定

見のある人が入ることで、同社に良い効果をもたらしてくれることを期待しているという。 
 中途の未経験者を採用してはとの問いについては、「あまりそうはならない」との回答だっ

た。「やはり、4 年間大学を終わったら社会に出て働くという意識を持った人を採用したい」

とのことだった。 
 定着率は、かつては中途の方が適応できないなどの理由で低かったが、面接の時にしつこ

いほど仕組みについて確認しているため、今では差はないという。 

 
７． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 フリーターについては、「フリーターにならないようにする政策が必要で、大学を出たらき

ちんと就職するということを、高校生頃から教育したほうがよい」との回答だった。学生が

「企業社会とは何か」について触れられるような機会を早期につけたほうがいいという。ミ

スマッチと早期退職の防止が最も社会が取り組むべき課題との意見だ。同社も、新卒を採り

始めてから、早期離職が続いた時期があった。これに対し、まず仕事の内容をきちんと説明
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し理解してもらうことや、教え方についてもメンターをつけるなどの工夫をして変えていっ

たという。 
担当者によれば、近年、実際に選考で学生と話してきた経験から、志望動機が希薄になっ

ているように感じるという。10 社中 5、6 社の内定を受けている学生もいれば、20～30 社受

けても 1 社も決まらない学生もいるようで、二極化が進んでいるのではないかとの感触を持

っている。 
 「最近は各社の採用も早期化し 6 月頃には選考も終わるため、その時点でフリーターを決

断する人も多いようだが、ベンチャー企業など、これから伸びる企業、新卒を採りたい企業

がまだあるはず。ところが、学生からみると、『就職サイトに出ている会社』が『会社』にな

っている。『無理して就職しても大変そう』」ということでフリーターになってもらっては困

るとのことだった。 
 一方、3 年以内で離職する人が 3 割いるといわれているが、第二新卒者を出さない政策を

とったほうがいいのではないかとの意見も出た。「企業もせっかく採用し、教育投資している

ので、一人前になってリターンしてもらわないと意味がない」との認識である。「我々も協力

して、模擬面接や学内セミナーには行かせていただく限りは行かせて頂く。そういう面で企

業も取り組める。辞めさせないためには、メンターがあり、内定をもらってから疑問を持つ

子もいるが、できるだけそれを解消できるようにしたい」などと語った。 
国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、「資

格の中身がわからないのでなんともいえないが、明確な尺度があればと思うことはある。し

かし、資格があるから評価するかというとちょっと難しい。G 社の仕事に使えるという結び

つきがあればいいが」とのことだった。 
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事例８：外食産業Ｈ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 13 日 
ヒアリング対象者：人事部 

 
１．会社の概要 

 外食産業 H 社は 1971 年創業（いわゆる外資系）。ファストフードレストランをチェーン

展開し、約 3800 店舗を有している。従業員数（正社員）は約 4500 人、パートタイマーは

12 万人。全従業員のうち正社員の割合は 5％程度。平均年齢は 34 歳。 
1 店舗の社員数はだいたい 3～4 人。店長 1 人に、ファースト・アシスタントマネージャー

（第 1 店長代理）1 人、セカンド・アシスタントマネージャー（第 2 店長代理）1～2 人、ア

ルバイトが 40 人程度（図表 8-1 参照）。 

 
図表 8-1：Ｈ社の組織構造 

 
       役員 
        ↑ 
       営業本部長 
        ↑ 

営業部長：OM を 5～6 人管理 
        ↑ 

OM〔オペーレーション・マネージャー〕：OC を指導（７～８名）。 
戦略遂行ユニットの最高責任者 

        ↑ 
OC〔オペレーション・コンサルタント〕（エリア・マネージャー）：10 店舗程度のコンサルタント 

        ↑ 
店長（ストア・マネージャー） 

        ↑ 
ファースト・アシスタントマネージャー（店長代行：第一店長代理）：フロアコントロール 

        ↑ 
セカンド・アシスタントマネージャー（第二店長代理）：シフトの責任者 

        ↑ 
MT（マネージャートレーニー）←入社後格付け 

 
※ヒアリングに基づき作成。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

H 社は、翌年卒業見込みの大卒者に対する新卒採用と、通年の中途採用を実施している。

中途採用では原則、高卒以上での募集で 22～30 歳ぐらいを資格要件にしている。ただし、

同社への応募は、現在では大卒が 9 割を占めている。つまり、中途の場合、同社のアルバイ

ト経験者で正社員になる人のなかに若干高卒がいる程度で、それ以外は、ほとんどが大卒だ

という。 
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最近の採用実績は図表 8-2 のとおり。新卒募集での応募者の概数は例年で約 1 万人。多い

ときで 4 万～5 万人に及ぶときもある。中途採用は、2 ヵ月に 1 回の割合で募集する場合が

多いが、2004 年は毎月 1 回のペースで募集している。1 回の応募での競争率は 3～4 倍程度。

同社は、第二新卒者枠での採用をしているわけではないが、中途採用者に占める第二新卒者

（卒業後おおむね 3 年以内の人）の割合は 7～8 割と多い。 
 新卒と中途の採用割合は半々をめざしているが、年間の店舗展開のペースと労働市場の環

境に応じ、その割合は動く。店舗展開のペースについては、例えば、年末に出店が集中する

場合には新卒を少なくし中途採用でカバーし、翌年の前半に出店が多い場合は新卒を多めに

採るようなケースがそれにあたる（なお、2002 年入社の中途の数が少なかったのは同社が出

店戦略の見直しにより一時的に 2002年後半からの出店をストップさせたことが原因）。また、

労働市場の環境において、中途のほうがレベルが高いと見た場合は、中途の採用人数を増や

すなど、マーケットの人材のレベルでも新卒・中途の割合は変動する。 
 年間の採用人数は決めているが、1 回の募集での定員枠は決めていない。求める人物像と

そのレベルに達しなかったら、何人応募が来ても採用しないが、逆に 1 回の募集で年間の使

用人数に達する人が採れそうなら、全員採ってその時点で年間の採用を終える。 
 なお、H 社は、2003 年後期に希望退職を募ったため、例年の退職率が 7～8％のところ、

03 年、04 年前半は 10～12％とやや高率になっていた。退職率の増加にあわせ、現在、業況

が順調なこともあり、出店ペースを微増させ、若年層の採用をやや拡大させる方向にある。 

 
 図表 8-2 Ｈ社の最近の採用実績  
  （単位＝人） 

 1999 年入社 2000 年入社 2001 年入社 2002 年入社 2003 年入社

新卒採用 466 365 302 378 45 
中途採用 102 87 107 1 57 
中途のうち第 2 新卒 
（25 歳まで） 77 78 82 1 46 

※ 調査時点（2004 年 4 月 13 日）。 

 
H 社の正社員の転勤を伴う異動は通常、1 年～1 年半に 1 回の割合で実施される。この頻

度の異動は店長になるまで続く。店長になるには、速くて 4 年、平均 6～7 年かかる。店長

になるまでに、5～6 店舗経験するのが普通である。異動の範囲は、地域エリア内が一般的だ。 
店舗拡大では、出店を担うだけの能力のある人（優秀な店長やスタッフ）を異動させるこ

とにより、それにより生じる欠員を埋めるため採用者などを充てることになる。 
店長になるまでの人材育成の一環として、ローカルタイプや都心タイプ、ファミリータイ

プ、住宅街タイプ、ドライブスルータイプなど、様々な店舗を経験してもらうために異動さ

せる場合もある。また、1 年以上同じ店舗にいると、「お山の大将」になりがちで、パーソナ

ルパワーよりもポジションパワーで人を動かすようになることを避けるため、慣れる前に動

かすこともポイントだという。 
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新店舗の立ち上げ時には、店長が採用活動、パート・アルバイトの募集や時給の決定、資

材・工事関係、予算、さらに、パート・アルバイトのトレーニングやカウンセリングに至る

まですべてやることになる。同社はチェーン店でありながら、各店舗は独立採算制をとって

いるため、一般の商店主やオーナーとほとんど同じ能力が必要になる。店長になるまでに平

均 6～7 年かかるのはそのためである。店長になると、2～3 年、その店舗を取り仕切ること

になる。 
なお、採用者の最初の配属先は、店舗が原則で、本社に配属することはほとんどない（中

途採用による一部の専門職等を除く）。ただし、従来は店長経験者が本社に配属されるのが普

通だったが、現在では、本社の異動はほとんど公募制度で実施しており入社 1～2 年目の人

でも本社に配属されるケースも出てきた（現在では、本社勤務の 7 割が店舗（店長）経験者）。 
 

2-2．選考プロセス 

 新卒採用では、会社説明会（適性検査含む）の後、エントリーシートの提出を受け付けた

人のみ、グループディスカッションや個人面談、グループインタビューを通じて役員面接に

至る。応募から内定を出すまで 2 ヵ月半を要する。H 社の採用募集は、主に自社のホームペ

ージを通じて公示されているが、ネットを通じた資料請求をエントリーとはみなさず、会社

説明会後のエントリーシート提出者のみを応募者としている。応募者には、各ステップの終

了後に次回に報告する課題が出される。例えば、グループインタビューでは、ある課題テー

マに対して 1 人約 3 分間の発表を行なう。また、役員面接では「あなたの強みを活かして、

H社でどのようにしたいか」をテーマに、1人約10分間のプレゼンテーションが求められる。

これらはすべて、前のステップ終了時に課題として提示されており、独自に勉強し、同社を

理解し、課題をこなせるかが問われている。 
他方、中途採用は、自社ホームページや、就職媒体誌などで募集をかけている。応募者は、

履歴書を各エリアの採用担当宛てに提出し、書類選考の後、面接重視で選考がなされる。中

途の選考は、1 ヵ月から 1 ヵ月半程度だという。 

 
2-3．職場・会社を知る機会 

 H 社は、内定確定後、ミスマッチを防止するため、配属までの間に内定者に対して研修を

実施している。実際に店に入って、働いている人と話し、現場を確認してもらうのが狙いで、

中途であれば、1 週間程度、新卒であれば夏休み期間を使って、体験アルバイトをしてもら

っている。新卒の場合、内定を出すのが早くて 5～6 月、遅くとも 7 月には出ているため、

職場が合わないと感じた内定者の中には自ら辞退する人もいるという。8 月時点なら、就職

活動は間に合うため同社は辞退を受け入れている。「入ってから辞められたら、お互い不幸」

との考えからである。 
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2-4．求める人物像 

 H 社は、新卒も中途も面接による人物重視の採用プロセスである。正社員は、すべて店長

候補として採用されるため、店舗で働くアルバイトを育成しマネージできるかがポイントと

なる。求める人物像でも、リーダーシップやチームワーク、コミュニケーション能力が問わ

れる。 
人物像を徹底して見ることにしており、資格や、ファストフード店やレストラン関係で勤

めた経験もあまりみない。結果的に合格した中途採用者では、同業者よりも、他業種経験の

人が多い（例えば、流通関係や、銀行関係、証券関係の人もいた）。同業のファストフード店

出身者は応募もほとんどないという。担当者によれば、H 社の求めるものやハードルが高い

ため、採用されてもついていけないとの認識が広まっているからではないかという。 
 店舗のアルバイト経験者に対するキャリアパスも設定しており一般の応募者と同様の選考

基準で募集・選考している。採用者のうち、結果的に、同社での店舗でのアルバイト経験者

はだいたい 5～6 割に及ぶ（新卒ではアルバイト経験者が約半数、中途では 6～7 割ぐらいが

経験者だという）。しかし、経験者と一般の応募者との合格率を比較すると、アルバイト経験

者のほうが合格率は低い。また、1 年以内の早期退職も経験者のほうが高い。 
 アルバイト経験者で不合格になる人が多いのは、アルバイトの延長で正社員になっても業

務内容は同じと考えている人が多いことによる。担当者は、「よく、お客さんと接する仕事が

したいとの志望動機があるが、顧客と接するのはアルバイトの仕事で、社員の仕事はマネジ

メント」などと、正社員とアルバイトの仕事内容の違いを強調する。正社員の仕事は、接客

ではなく、店舗運営に必要なヒト、モノ、カネのマネジメントである。例えば、アルバイト

の教育訓練・育成や円滑な店舗運営のための勤務スケジュール（シフト）の作成などがこれ

にあたり、この点を理解していないと面接で落ちることになる。 
 なお、同社は、アルバイトの中でも資格制度を設けているが、その中でスウィングマネー

ジャーは、社員と同じような形態、権利を与え、納品、資材管理、アルバイトのスケジュー

ル関係もやっている（アルバイト約 12 万人のうち約 3 万人がスウィングマネージャー）。応

募ではスウィングマネージャー経験者が多いが、担当者によれば、「そういう人たちが、社員

の仕事ができると勘違いしている部分と、店舗で長期間働いているため自分にはリーダーシ

ップがあり、部下（アルバイト）をまとめる力があると勘違いしている部分」があると分析

している。経験者で採用されたとしても、同社では転勤が頻繁にあるためポジションパワー

よりパーソナルパワーが必要になってくる。採用されても、自分の今までやってきたことと

のギャップを感じて辞める人も多いという。 

 
2-5．応募者の印象 

 面接で見ると、過去に比べ最近の応募者（若年者）は、レベルが落ちているのではないか

との感触を持っているという。言葉遣いが不十分な点に加え、単なる「憧れ的な」志望動機
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をあげる人が増えてきたことも気になる。また、かつてに比べ、会社研究に関する深い突っ

込みが足らず、上っ面だけを見る傾向がある。「例えば、楽しい、面白いという視点で、嫌な

部分はあまり言わない（見ようとしない）など。昔は、嫌な部分もあるが、自分はこう思う

と言っていた」と語る。担当者から見て、楽しいところ、面白いところばかりをみている人

が、いざ採用して「現実」を見たときに耐えられるのかとの疑問がわくという。 
 また、昔の応募者は最初の面接から最終面接にかけて、パスするたびに変わってきた（育

ってきた）という。しかし、最近は、最初の面接のコメントと最終面接で見た感じではそれ

ほど変わっていないとの印象である。 
昨今の応募者はみな、「自分にはコミュニケーション能力がある」と言っていることも気に

なるという。「彼らのコミュニケーションの範囲は、気の合う仲間間でのことで、気の合わな

い人間や嫌な人間とは接していない。そういう人とはコミュニケーションをとる必要がない

と思っているきらいがある。社会に出たらそうはいかない。気の合わない人や嫌いな人とも

コミュニケーションをとらなければいけない。昨今の若者は、気の合う人としか話さないか

ら、（面接でも）仲間言葉が出てくるのではないか」との意見も出た。 

 
2-6．フリーターをどう捉えているか 

 フリーター経験については人物本位の選考であるため、「気にしない。マイナスにもならな

いし、プラスにもならない」という。 
 フリーターでも、過去に組織の中でどう働いているかで全然違うため、必ず、「今まで何を

してきたか」「人とのかかわり合いはどうだったか」「チームとして働いたことがあるか」

「新人が入ったときにトレーニングをしたか」などを聴く。 
 担当者によれば、「彼らの言う、『人と接する仕事がしたい』という『人』とは、総じて『お

客さん』のことではないか」という。同社が求めているのは、顧客と接する仕事ではなく、

チーム（店舗）として成功するために必要な全ての人に接する仕事である（顧客と接するの

はアルバイトの仕事）。 
 この点は、新規学卒者に対する面接でも同様に聞き、アルバイトやゼミ、クラブの経験を

聴くが、なるべく「好き嫌いで人を選べないもの」について問う。例えば、アルバイトやゼ

ミは好き嫌いでは選べないが、クラブは選べるため、クラブについては上下関係（先輩・後

輩関係）のみ聴く。先輩は選べないからである。 

 
３． 採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中で、どの層を重視す

るかとの問いについては、人物本位のため、新卒と中途半々をめざしており、どちらを重視

するわけでもないとしている。H 社では、入社年次管理はまったくない。 
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４． 採用でイニシアチブを持っている部門 

 選考・採用は、新卒、中途ともが本社リクルート部がイニシアチブを持ち実施している。

しかし採用数、採用エリア、時期、配属等に関しては現場（フィールドオペレーション部）

のリクエストに対応して実施している。 
採用計画の決定プロセスは、出店ペースと退職率、採用マーケットの状況などを考慮し、

本社人事部が年間の採用計画と新卒の割合の案を決め現場（フィールドオペレーション部）

との調整により決定し予算化する。 
 したがって、新卒、中途については、採用活動は本社リクルート部主導で行うが、採用時

の面接官等にはフィールドオペレーション部のオペーレーション・マネージャーにも参加し

てもらい配属等に関しては全て任せていることになる。 

 
５． 採用直後の処遇（格付け等） 

 H 社の格付けは、課長などの職位ではなく、店長までのタイトル（職種）として、「マネ

ージャートレーニー」、「セカンド・アシスタントマネージャー」、「ファースト・アシスタン

トマネージャー」、「ストア・マネージャー」――の四つを設定している（前掲図表 8-1）。新

入社員はマネージャートレーニーに格付けられ、各店舗に配属。タイトルに応じた教育研修

コースを受け、OJT で勉強し課題をこなしタイトルアップしていくことになる。タイトルご

とにバンドがあり評価に応じて給与が決まる仕組みである。評価では、各タイトルに対して

求める成果責任が決まっており、その成果責任に基づき半期ごとの目標を決め、個人の業績

と能力の二つを見ることになる。業績はすべてボーナスに反映され、能力は月例給に反映す

る形である。 
 入社後、マネージャートレーニーからセカンド・アシスタントマネージャーになるのに約

3 ヵ月程度かかる（アルバイト経験者では 2 ヵ月程度）。同社では、セカンド・アシスタント

マネージャーになれば一人前とみなす。 
そのため、新卒と中途との処遇については、同じ昇進・評価システムのもとで実施してい

るためほとんど差はない。ただ、入社時の初任給が年齢給により決定され、また店長になる

までは、定期昇給があるため職位基準給部分では差が生じる。店長になれば、管理職である

ため定期昇給はなく、職位基準給部分のベースは保障するが評価によって給与は上下する。 
 教育研修プログラムがあるため、研修面でも、新卒と中途にほとんど差はない。ただし、

新卒者は、社会人としての常識や考え方が低いため、入社前に社内研修を実施している（3
～4 日程度）。中途には入社前の社内研修はやっていないが、フリーターやアルバイト経験の

みの人は新卒と変わらないため、社会人としてのモラルや考え方に関する研修を一部受けさ

せている。 
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６． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒と中途を比較すると、新卒のほうが面接など総合評価でよい。理由としては、新卒の

ほうが、入社試験や面接で事前の準備をしており、知識ももっていることが考えられる。入

社 2～3 年の評価で見ても、新卒のほうがレベルが高い印象だ。中途にも優秀な人がいるが、

上下のばらつきが大きい。平均すると、新卒のほうがいいという傾向になるようだ。 
 なお、定着率は、新卒者のほうが中途採用者より高い。１年間で見ると、離職率は新卒者

が 5％未満のところ、中途は 10％近くとなっている。 

 
７．今後の採用方針 

7-1 アルバイトの正社員登用 

 H 社リクルート部は人物本位の選考をしており、現場で人が足らないからといってもレベ

ルを下げて数合わせの採用は一切やめるよう指示しているという。欠員が生じている場合は、

現存の社員の定着率を高めたり、アルバイトの中でもスウィングマネージャーからの正社員

登用を進めることや、アルバイトの増員で対応するよう呼びかけている。コストをかけて能

力のない人を採用しても、短期的には間に合うが長期的にはマイナスになるためである。現

在、長期不況下にあり、フリーターも増加し、中途を容易に採りやすい環境にあるが、担当

者は、「正直、二極化されているため、本当にいい人は中途のマーケットにいるかというとな

かなか難しい」との印象を持っている。 
 同社では、店舗業務で一人前とみなせるセカンド・アシスタントマネージャーとほぼ同等

の仕事をしているスウィングマネージャーを強化し、その中でも優秀な人について、正社員

登用を進める考えでいる。登用されたスウィングマネージャーは即戦力として使えるからで

ある。該当する優秀なスウィングマネージャーは、全国で約 1000 人はいると見られている。

すでに、アルバイトに対しても 8 段階の資格制度を設けており、タイトルアップを呼びかけ

ることで精神的な動機付けとしている。正社員となり店長となることが、アルバイトにとっ

て魅力的になるよう現在検討中である。 
 

7-2 女性の定着率の向上 

H 社では、女性社員の定着率の向上も課題としてあげている。同社の業界は顧客の 7 割は

女性であることから、女性社員の定着向上は真剣に取り組むべき課題としている。新卒採用

の 4 割は女性だが、全従業員に占める女性の割合は 13％。同社の店長は全国に約 1800 人い

るが、女性店長は約 50 人。同社が新卒女性をメインで採り始めたのは、ここ 7～8 年のこと

である。現在では新卒採用時の成績ランクのトップ 10 のほとんどをすべて女性が占めてい

る。しかし、出産退社により、店長になる前に辞める人も多い。同社は小学校に入るまでの

短時間勤務制度や産休も充実させているが、定着には結びついていない。結婚・出産を自力

で乗り越えた人だけが残っているのが現状だという。 
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 実は同社では、1998 年から 2000 年あたりまで、短大卒者などを対象に地域限定社員の導

入を試みたことがある（募集は男女一緒）。転勤はないが、責任は店長レベルまでいかず、昇

進は店長代理までとしていた。しかし、実際、店舗の仕事では同一労働でありながら地域限

定社員ということで給料が低い。数年経過するうちに、地域限定社員の中から、給与面で不

満が出始めた。採用された時点では本人が選んだ労働条件でも、たんに転勤ができるかどう

かだけで、長期的に同じ労働でありながら出世と給料に差をつけるのはおかしいというわけ

である。同社の動機付けは金銭的な動機付けよりも、タイトルアップのような精神的な動機

付けを重視しているため、昇進が制限されているとモチベーションを高めることが難しい。

そのうえ、現場サイドからも、コストをかけて採用し、教育訓練を施したのに 3 年程度で辞

めるのであれば意味がないとの不満も出てきた。正社員と地域限定社員の仕事内容を切り分

けることも困難なために、地域限定社員制度は廃止された。今では、それらの人たちは、正

社員か、アルバイト（月給制）などの有期雇用に切り替わっている。 

 
7-3 初めての本社採用 

 H 社は、2005 年 4 月入社の新卒から本社配属を初めて実施する予定だ。今までは、各店

舗でキャリアを積んでから即戦力として本社配属になるのが一般的だったが、今回の本社採

用は、将来のエグゼクティブをつくるためのもので、採用ルートも一般の新卒募集とは分け

ている。 
03 年 9 月から採用活動を開始し、大学生 3 年生を対象にビジネスフォーラムを開催した。

ダイレクトメールによる募集をかけ 500 人程度集まった。その後、1 人ずつ面接して、30 人

に絞り、9 月から毎週土曜日、本社で教育した。いわば、H 社を題材にした短期 MBA コー

スである。課題は、近年低迷していた H 社のビジネスを回復させるために必要なことで、12
月末に 6 人のグループごとに分かれプレゼンテーションをやってもらった。 
 2005 年 4 月に、6 人が入社する予定で、現在、本社人事は彼らの受け入れ態勢（配置、研

修等）の構築を検討している。配属後は、仕事に就くが、3～4 年はあくまでトレーニング期

間と捉えている。10 数年ほどかけて経営幹部に育て上げる見込みだ。今後も、毎年数人を採

用する方針だという。 

  
８．第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 最近のフリーターの増加について、「『就職は就社ではない。自分のやりたいことを明確に

持つべきだ』との世間的な風潮が、いざ就職の際に『自分のやりたい就職先が見つからなけ

れば就職する必要がない』との気持ちを生み、フリーターの増加を生んだのではないか」と

指摘した。最近、就職を念頭におき大学を選ぶことを勧める風潮もあるが、高校生でそこま

で考えて対処するだろうかとの疑問も付け加えた。また、「自分にあった就職先がなく、フリ

ーターになって、では将来的にどこか自分の希望をかなえるために、例えば勉学や留学、資
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格取得をするかといえば、そこまでは浮かんでない。待てば何とかなるという感覚でフリー

ターになってしまっているように見える」との意見もあった。 
 国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、「ど

ういう資格の内容かによるが、評価すると思う」との回答だった。実は、H 社は、2003 年、

すでにアルバイトに H 社独自の資格制度を新設した。社内資格でありながら、コミュニケー

ション能力やチームワークなど、広く社会的に使える能力を仕事を通して審査しており、合

格者には認定資格証明書を付与している。履歴書にも書け、社外の就職活動にも役立つこと

も念頭においた制度である。 
 担当者によれば、「資格は関係ないといいながら、履歴書に資格があれば、面接者として、

やはり頭にインプットされる。例えば、2 年間アメリカ留学をしていると履歴書に書かれて

いれば、英語がしゃべれ、コミュニケーションがとれる、チャレンジ精神があるなどのイメ

ージがわく。重視するのではないが、面接の前にインプットされると、悪い印象は受けない」

と語る。 
 「簿記などのテクニカルスキルではなく、コミュニケーション能力やリーダーシップ能力、

対人影響力などのコモンスキル、あるいはコンピテンシーについての資格があれば、すごく

プラスになると思う」などの意見も出た。 
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事例９：小売産業Ｉ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 26 日 
ヒアリング対象者：人事部 

 
１．会社の概要 

 I 社は 1952 年の会社設立。創業時は石油販売業務や損害保険業務などを行なっていたが、1974

年、ホームセンター事業に進出し、以後、生活用品（家庭用品、日用品、園芸、インテリア、カ

ー用品など）を総合的に扱うセルフサービス形式のホームセンターチェーンとして発展している。

全従業員数は約 6000 人、そのうち正社員は約 1400 人、パートタイマー約 4500 人（2003 年 12

月末現在）。正社員の平均年齢は 35 歳。 

同社の特徴は、店舗展開にドミナント戦略を使っていることである。ドミナント戦略とは、あ

る特定の地域に集中出店することで、そこでの購買力を寡占状態にする出店方式のこと。一般の

チェーン展開に見られるような、東京を中心に各地の大都市部に店舗展開する方式とは違う。同

社の場合、関東、甲信、東北、東海、関西地区に集中的に出店し地域密着型で拡大している（現

在、約 189 店舗）。 

組織構造は、各店舗を統括する店舗運営部、出店計画を立案する経営計画部、仕入れを行なう

商品部、店舗の POS システムを集計・分析するシステム部などからなる。職能資格制度で人事

管理しており、1～10 等級あるが、通常、大卒者は 2 等級に格付けられる。3 等級で主任、4
等級で店次長、5 等級から店長（30 歳前後）になるのが一般的である（店長は最高 6 等級［本

社の課長クラス］まで）。6 等級から 7 等級がエリア・マネージャーで、8 等級が統括エリア・

マネージャー（本社の部長級）、9 等級以上が役員である。 

各店舗は、店舗運営部が運営している。出店については、経営計画部が立案し、役員をメ

ンバーとする出店委員会と経営計画部で出店計画を決める。転勤の頻度は、2～3 年に一度（出

店状況により早い人で 1 年以内）。その理由は、教育的見地からと、新店舗のオープンに伴

う大幅な人事異動のためである。 
通常、小規模店舗（150 坪）は 5 人、中規模店舗（1000 坪）は 7～8 人、大規模店舗（3000

坪）は 25 人で運営されている。例えば、1 店舗の社員数は、標準の 1000 坪で、店長 1 人、店次

長 1 人、商品部門を担当する「主任」（例えば、売り場主任など）が 2～3 人、部門担当（商品管

理）が 2～3 人（図表 9-1）。一方、パートタイマーは午前・午後で合計延 60 人、アルバイトも

登録している人数では 30～40 人いる。新入社員は原則として店舗に配属され、部門担当になる。

部門担当の主な業務は、商品管理と補充発注である。 

同社はチェーンストアオペレーションのため、商品陳列は商品部が決めており、店ごとに

特徴が違うことはほとんどない。ただ、POS による集中管理をしているが、自動発注はせず、

店舗の部門担当が商品棚の売れ数を実際に目視し、在庫を確認して補充発注している。商品
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のなかにはバーコードのないものもあるなど POS を通らないケースがあるため、人間の目

でみなければならない。店ごとに売れ筋が違うため、発注量をコントロールし商品を増やす

など裁量を発揮することも可能である。 

 
図表 9-1：Ｉ社の 1 店舗（1000 坪）の標準的な社員構成 

 
店長：1 人 
店次長：1 人 
主任（例：売り場主任）：2～3 人 
部門担当（商品管理（補充発注））：2～3 人  

 
 なお、社員区分には、全国を転勤するナショナル社員と、60 キロ圏内でしか転勤をしない

エリア社員がある。これは、出店エリアが拡大し、労働力不足が生じたバブル期に導入され

たものである。エリア社員はいわゆる地域限定社員に相当する。しかし、昨今の不景気の影

響で募集をかけても容易に人材を採用できるため、エリア社員は 1997 年に採用を中止し、

ナショナル社員のみを募集対象としている。 
ナショナル社員からエリア社員へは、5 年以上勤続すれば転換可能で、エリア社員からナ

ショナル社員へは 1 年以上たてば戻れる。現在では、親の介護や子どもの保育など緊急避難

的にエリア社員を選択するケースが多い。エリア社員は、一番多い時で 200 人ほどであった

が、現在は 80 人ぐらいである。 
 ナショナル社員とエリア社員の処遇上の相違点としては、主に基本給で初任給の 5％程度

差をつけている。その後、昇給でも 5～10％程度の差がある。仕事の内容は全く同じだが、

資格等級でも上限を設けており、エリア社員を選択すると 4 等級までしか昇進できない。5
等級は店長であるため、店次長が最上限のポストとなる。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．最近の採用実績について 

I 社は、翌年卒業見込みの大卒者に対する新卒採用と、主に店舗販売員を対象として通年

採用を実施している。最近の採用実績は図表 9-2 のとおり。中途採用の募集要項では、「店長

候補・販売スタッフ」を募集しており、対象として、「高卒以上 22～38 歳くらいまで」で、

「小売・流通業界の経験者歓迎」「未経験の方歓迎」と提示する場合もある。同社は第二新卒

者（卒業後おおむね 3 年以内の人）での募集採用ではないが、多い年で半数近くが第二新卒

者に近い年齢層で占められている。実際に採用された人の年齢層では、卒業後 3 年目、4 年

目の人が多い。 
同社は未経験者など広く採用範囲を広げているため、採用者の前歴は多様であるが、フリ

ーター経験者の採用はほとんどない。だいたいが何らかの社会人経験を有しており、前職の

ミスマッチを理由に I 社に来た人がほとんどである。前職では、他業種が 6 割で、流通業が
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4 割。他業種出身では金融業、不動産業などの営業職が比較的多い。 
 なお、同社は、新卒の高卒採用も昔は実施していたが、ここ 5、6 年はやっていない。こ

れは大卒者が取りやすくなったことが大きいが、人材育成面で高卒者の定着率の低さもあげ

られる。高卒者は、若さゆえ、髪の毛を染めたいなどのおしゃれをしたい要望があるが、同

社は接客業のため全面禁止にしている。高卒者を大卒者と一緒に研修を施しても、高卒者が

なかなかついていけないというケースもあった。比較的、高卒者は採用数が少なくなるため

疎外されがちになる。会社としては、安い労働力からスタートしてもらったほうがいいとの

考えもあるが、多少無理をしてでも大卒に切り換えたという。 

 
図表 9-2 I 社の最近の採用実績 

  （単位＝人） 
 2000 年 4 月入社 01 年 4 月入社 02 年 4 月入社 03 年 4 月入社 
新卒 20 19 56 124 
中途 3 29 116 85 
うち第二新卒者 1 13 48 42 

※調査時点。 
※第二新卒者は、卒後 4 年以内の採用者の人数。 

 

2-2．選考プロセス 

I 社は、自社ホームページで、新卒と中途の募集を掲示しているが、これは就職サイトへ

飛ばすためのもので、応募者は就職サイトからエントリーすることになる。新卒募集での応

募者の概数は例年、エントリー段階で見れば約 10000 人はあるという。エントリーシートは

書類審査をかねており、すべて目を通す。その後、会社説明会、適性検査にかけ、グループ

面接（面接官 1 対応募者 5 人）、個人面接、役員面接を経て内定をだしている。2004 年度採

用活動の場合、約 1 万人の応募で、書類審査等を経て、約 1000 人をグループ面接し、適性

検査でも絞り込む。その後、約 500 人に個人面接し、役員面接で約 200 人に内定を出してい

る（辞退等があり、最終内定者は 95 人）。 
 中途採用の採用経路は、ほとんどがウェブ上での通年募集で、履歴書や職務経歴書を送付

しエントリーした人だけに、会社説明会を通知している。参加者には、適性検査も実施し、

内定に至るまでに 2 回の面接の後、採否を決定する仕組みである。 

 
2-3．求める人物像 

 I 社は面接による人物重視である。求める人物像として、「流通業が好きなこと」「コミュ

ニケーション能力」「向上心」を見ることになる。求める要素は新卒も中途もかわらない。同

社には接客業務があることから、比較的ノーマルな人が受かりやすいという。この点は適性

検査で職務適性に問題がないことや、学力検査で言語・数学・総合など基礎学力を兼ね備え

ていることは最低条件になっている。 
 面接では、今まで何をしてきたかということはあまり問題にしない。新卒の場合でも、「学
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生時代に何をしてきかた」はあまり聞かない。それよりも、会社説明会での内容をどの程度

理解しているかを質問する場合が多い。いわば、面接は口頭試験のような色彩があり、応募

者の理解力・一般常識・意欲を試す機会になっている。ポテンシャルについては適性検査で

あらかじめわかっているため、確認程度で聴く感じだという。 
 むしろ面接で見ているのは、「へこたれない」かどうか。面接では、答えられないと質問を

立て続けに浴びせ窮地に追い込むことがよくある。これは同社の仕事柄、接客で顧客のクレ

ームが日常的にあるためで、類似の状態に追い込むことによって、被面接者の反応を見るの

が目的である。小売業界では、入社後、顧客のクレームの対応などで対人恐怖症やうつ病に

なるケースがよくあり、対人に強い人のほうが向いているとの認識がある。 
 中途採用の面接では、新卒とほとんど同じ質問をする。ただし、中途については、前職で

何かをしてきたかは聴く。基本は離職理由で、I 社への志望理由とあわせて答えてもらう（前

の職場と I 社とはどこが違うかなど）。前職で何をしていたかはあまり問題にしていない。 
 中途の募集対象では、「小売・流通業界の経験者歓迎」「未経験の方歓迎」としているが、

経験者だけでなく、未経験者を求める理由は、むしろ前職の経験・知識がないほうが、入社

後の成長が速い場合があるからである。中途で入って、「前の会社がこうだった」「前のやり

方はこうだった」と言って、なかなか馴染めないケースがあるのだという。 
やはり理解力は重要な要素で、I 社がどのような会社でどんな仕事をしているかなど予備

知識なしで受験すれば必ず落ちるという。「理解せずに入社して、実はこんな仕事をするつも

りじゃなかったというのが一番困る」ためである。そのため、I 社では選考途中（1 次面接の

後）に必ず応募者に同社の店舗をじかに見てもらい、レポートを提出してもらうようにして

いる。実際の職場を見てどういう作業・仕事があるかを確認してもらうために課題を出して

いるのに、応募者の中には品揃えの良し悪しをレポートする人もあり、そのような人は落ち

るという。入社してすぐ店長ができると勘違いしている人もいるため、ミスマッチの防止に

心がけているという。 

 
2-4．フリーターをどう捉えているか 

 I 社では、フリーターを採用することはほとんどないという。アルバイト店長の経験があ

る場合も同様だ。そもそもアルバイト経験を職業経験とは捉えておらず、人物重視なので人

によるが、仮に入ったとしても初任給でカウントすることはない。そのため、アルバイト経

験やフリーターへの評価は、「マイナスに近い」という。その理由は、「アルバイトでどこま

でスキルが身についているか疑問」という点にある。 

 
３．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、未経験者がいいこともあり、新規学卒者（未経験者）、中途（未経験
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者）、中途（経験者）の順である。I 社としては新卒でまかなえれば最も良いが、出店計画が

上半期から下半期にわたることから、新卒のみであれば下半期まで余剰人員を抱えることに

なるため、中途採用を採る必要がある。中途の未経験者とは、具体的には、他業種での社会

人経験がある人がメインで、フリーターは対象になりにくい。 
 同社は、社員全体での新卒と中途の割合は半々ぐらい。中途採用者が多いため同期意識は

薄い。 

 
４．採用でイニシアチブを持っている部門 

 I 社は、新店舗立ち上げのため、既存店から店長クラスを引き抜き、その抜けた穴を埋め

るため、店次長、主任等々が連鎖的に動き、その欠員状態を埋めるために新規採用が発生す

る。これが新卒であるか中途であるかは、出店の時期が上半期（9 月ぐらいまで）か、下半

期（10 月以降）かによる。つまりこの出店比率が新卒と中途の割合を決めている。 
 出店自体は本社の出店会議（役員と経営計画部で構成）で決める。来期の出店計画が固ま

ると、出店時期に合わせ月別に割り振っていき、それに応じて採用計画を人事部が立てる。

その際、新店舗立ち上げに必要な店長を選定するのも人事部が行なう。 
 採用者の配属も人事部が決める。新卒は、比較的、最近できた店や大型店に行くことが多

いという。小さい店舗には古い店が多いことや、大きい店だと優秀な店長が多いなど OJT
に適しているためである。大型店を切り盛りできる店長は、概して部下の面倒見がいい面も

ある。ただし、あまり大きな店舗に配属されると、全部の仕事を覚えきれないという側面も

ある。この点、中規模クラスであると、何でもやらなければならないため、比較的広く覚え

ることができ、教育に適しているという。 

  
５．採用直後の処遇（格付け等） 

 初任給は、社会人経験のある第二新卒者に対して、卒後の社会人経験年数を同社で働いた

ものと機械的にみなして、年功給的な部分で支払っている。 
 社会人経験がない場合でも、短期留学などで 1～2 年程度遅れて入るケースなどは、その

留学の中身を見てケース・バイ・ケースでその 1、2 年程度を見る場合もある。単なる遊学

と判断した場合はカウントしない。また、アルバイト経験は、その期間を考慮することなく

新卒の初任給を支払うことになる。 
 研修については、入社時点で新卒研修が 1 週間ある程度の違い（中途は入社 1 日目の研修

の翌日から現場に配属）。同社では、1 年間（月 1 回の頻度で 1 日の集合研修）の Off-JT を

実施しているが、その内容は、新卒と中途でほとんど同じである。 

 
６．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 I 社では、一人前と呼べるのは、店舗の主任クラス（3 等級）でだいたい 3 年ぐらいでな
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るのが通常だという。この頃には発注制度も身に付き、パートやアルバイトへの指示もでき

るようになっている。新卒と中途では、一人前になる期間はあまりかわらないが、中途のほ

うが年をとっている分、急ぐように呼びかけているという。中途採用されると、同年輩の新

卒出身者なら主任になっていることもあるからで、「よほどがんばらないと見劣りする」とい

う。 
 また、入社までのフォロー期間が、新卒よりも中途のほうが短いことにも問題があるとい

う。新卒の場合、1 月頃に募集をはじめ 4～6 月ぐらいに内定を出し、その後もフォローしつ

づけ、翌年 4 月に迎えるため、その期間で内定辞退者がある程度淘汰されるという。そのた

め、新卒は、就職後も離職率は低い。一方、中途の場合は、応募が来て面接して最終的に配

属するのに 1～2 ヶ月程度のため短期間であまりフォローができない。このため、入社後に

悩む人が多く、比較的、早期離職が多い。 

 
７． 今後の方針、課題 

 出店計画が採用計画に直結しているため、出店しない年の採用をどうするかという問題を

抱えている（現時点では店舗拡大が続いているため当該問題は実際には生じていない）。また、

社員の年齢構成上で歪みがあるため、それを埋めるには中途で少しずつ埋めるしかない。 
チェーンオペレーションのため、商品開発、商品政策を誤らないことも課題である。I 社では、

商品部が、商品の買い付けから商品の陳列方法、オリジナル商品の開発、店舗への販売計画提案

などを担当し、商品部が本社の中でもっともスタッフが多い（バイヤーは 60 人）。「利益は店舗

であげているが、粗利益は商品部が稼ぐ」という考え方である。つまり、商品部の仕入れ段階で

売上がある程度決まっており、むしろ店舗は、いかに人件費やコストを節約して最終利益を引き

上げるかがカギとなっている。 

商品部は、店長経験者が多くを占める。店舗での仕入れ担当の経験が役立つためだが、やはり、

バイヤーになってから経験を新たに積む事になる。通常、店長経験をしてからバイヤーになると、

30 歳を過ぎている。店舗の経験から商品全般についてはわかっているが、その商品がどのように

作られているかを理解していないと、どこでコストを節約し、最終的にいくらで売れるかがわか

らない。商品開発は一つさえ覚えれば応用がきくという世界ではなく、一つひとつの商品を理解

するには時間がかかり、かなり専門性が要求される業務である。同社の経験のない商品分野であ

れば、他社から専門のバイヤーを引き抜くこともあるという。 

 
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 日本は、新卒一括採用の 4 月いっせいの入社が一般的であるが、担当者によれば、卒業前

でもいつでも随時採用できるシステムのほうがよいとの意見だった。新卒採用で在学中から

通年採用・配置ができたらよいという。「それこそ、大学 3 年生から入ってきてもかまわな

いので、ここからは学校、ここからは就職」という壁をなくし、「就学しながら働いてもよい
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のでは」との意見も出た。 
 アルバイトの正社員登用について尋ねたところ、アルバイトが新卒で受験してくることは

あり、結果的に合格することもあるとのことだった。選考では同じルートに乗せるため、ア

ルバイトをしているからといって有利に働くものではない。適性検査や面接で結果的に落ち

てしまうケースも多いようだ。同社は、アルバイトを採用対象として意識していない。「将来

的には、学生を早めに確保して、囲ってしまう手もあるが、今は労働市場が逼迫していない

ので、そこまで考えていない」という。 
 アルバイトや契約社員を試用期間として扱って、正規転換するような考え方について尋ね

たところ、「一つのやり方ではあるが、転換の際に新たに選抜が行われることになる。現在、

新卒一括採用があるのだからそれができるうちはそれでいいのではないか。それが厳しくな

るのなら考えるが、現在はそこまでしなくとも応募が来る」との回答だった。 
 同社は、出店計画により採用計画が決まっているが、応募者の水準が低い場合どうするか

との問いについては、「追加募集をかけて募集期間を長くするときがある」として、水準以下

の人を採用することがないとの意見だった。 
 フリーターについては、「受かる人はあちこちで内定が取れ、受からない人はどこもとれな

い」などと、二極化への認識を示唆した。「業界を選り好みしなければ、どこかに引っかかる

と思う。どこかに譲れないところがあるのかもしれないが、イメージで選んでいるところも

あるのでは」とのことだった。 
国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、職

務給的な給与になったら、ある程度社会的に評価できる共通の物差しがあると採用はしやす

いだろうが、今は各社独自の給与体系にあるため、難しいとの評価だった。「新たな資格がオ

ーソライズされたときに初めて、採用基準になるかは別にして、給与の決定基準として考慮

されるのではないか」との意見だった。 
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事例 10：電機産業Ｊ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 27 日 
ヒアリング対象者：人事部 

 
１．会社の概要 

 電機産業 J 社は、1946 年創業。主要営業品目は、オーディオ、ビデオ、テレビ、情報通

信（パソコン）、半導体など多岐にわたり、エレクトロニクスからエンターテイメントまで幅

広くグループ経営をしている。従業員数は約 17000 人。そのうち正社員は 16000 人。平均

年齢は 39 歳。 

 
２． 採用方式の概要 

2-1．最近の採用実績について 

J 社は、通常、翌年卒業見込みの大卒者に対する新卒採用と、即戦力を対象として通年採

用する経験者採用（中途採用）を実施している。基本的に新卒・経験者とも職種別採用であ

る。新卒も募集要項では職種を提示しているが、即戦力を意識したものではなく、ポテンシ

ャリティをメインに見る。しかし、同社は、2003 年の秋口に初めて第二新卒者を意識して採

用活動を実施した。同制度は、募集要項では、「原則として社会人経験 1～4 年程度の第二新

卒の方で、募集職種に活かせる業務経験および専門知識を有する方」を対象として提示して

おり、すでに、03 年の秋と、04 年春、04 年夏と 3 回実施した。なお、2003 年秋口に実施

された第二新卒採用の応募者は約 500 人、そのうち、実際に採用された人は 10 数人である。 
新卒採用についていえば、同社は、大学を卒業しただけで即戦力になるとは考えてはおら

ず、むしろ大学での研究のアプローチの仕方を採用するポイントととらえている。例えば、

研究の問題解決のプロセスは、会社での仕事でおこる課題解決のプロセスと同じと捉え、課

題解決のプロセスをきちんと持てるかどうかがポテンシャルを示す基準の一つと考えている。 
一方、同社は、経験者採用（中途採用）について、募集職種に対し、「自分自身の専門性や

キャリアが合っていて、この道を進むのだとわかっている人であれば、年齢にとらわれずす

べて経験者」と捉えている。募集要項では、募集職種がどこ部門の何の仕事をする人でどう

いう専門性・キャリアがある人が対象かが細かく提示されている。第二新卒採用をはじめる

以前は、第二新卒に当たる年齢層の人は、経験者採用として応募していた。担当者によれば、

採用者実績の中で第二新卒にあたるような人は 10～20％程度、常に存在したのではないかと

いう。 
 2003 年夏に実施した第二新卒採用募集は、専門性の観点では J 社が求めている求人のレ

ベルに達してはいないがポテンシャルや向上心の高い人材を、第二新卒者という枠組みで「お

おむね卒業後１～４年目ぐらいまで」を想定して募集したものである。つまり、新卒者に求
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めるものは即戦力というよりもポテンシャル、経験者に求めるものはまさに即戦力としての

専門性で、その中間に位置するのが、第二新卒者と捉えて募集を行なった。 

 
2-2．第二新卒者の選考プロセス 

 経験者採用では、自社採用募集ポータルの他に人材紹介会社などの協力を仰ぐこともある

が、今回の第二新卒採用は自社のホームページでの募集が中心となった。2003 年夏の選考で

は、エントリーしてきた約 500 人を書類審査し、100 人ほどを面接した。 
 ちなみに、新卒者の選考過程の場合、事務系で応募が 5000～6000 人あり 4 回程度の面接

で内定者を出している。例えば、面接では、１対１で、専門面接官が 40 分から１時間程度、

人事面接が 30 分である。 

 
2-3．求める人物像 

 2003 年夏に実施された第二新卒採用の応募者約 500 人のうち、実際に採用された人は 10
数人である。実際に採用された人のタイプをあげてもらったところ、キャリアステップの意

識が高い人や、自分自身の専門性をもっと磨きたいという向上心が高い人が多かったという。

例えば、前職でアナログエンジニアとして、半導体のアナログ回路設計を 2 年ほど経験した

人の場合、前向きでキャリア意識も高く、自分のポジショニングをちゃんとわきまえ、コミ

ュニケーション力もよく、吸収も速そうだとの評価で合格にこぎ着けた。この人は、前職で、

仕事のパターンや流れは理解していたものの、上司・先輩の指示に従っただけで、自分で何

かひとつ仕事を担当したというわけでもなく、自ら新しいアイデアをそこに付加したわけで

もなかった。 
中には、今までやってきたことと全然違う専門性を見出された人もいた。そういう人は、

仕事をするうえでのコンピテンスが高そうで、何かをやってくれそうな気配を感じさせるタ

イプだった。いわば、キャパシティーの大きな人で、基礎学力面も高く仕事に就いたらすぐ

にでもキャッチアップしそうな人である。 

 
2-4．フリーターをどう捉えているか 

 今回の第二新卒者枠での面接ではフリーターはいなかった（募集要項では社会人経験 1～4
年程度としているため）。J 社では、高い専門性の持ち主か、あるいはその素養がないと採用

されない。フリーターについては、「様々なフリーターがいるため、我々の想像を超えたフリ

ーターもいるかもしれないが、現状では、基本的には専門性のレベルをステップアップする

仕組みがフリーターの中にビルトインされていないのではないかと考えている」などの認識

だった。 
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３．採用対象拡大の理由と募集内容 

 J 社は、第二新卒者について、「新卒よりは専門性があり、社会経験から自分の求める方向

性を模索している、会社の中で仕事をする訓練をある程度受けている人」と見なしている。

第二新卒者の採用を実施した理由は、第二新卒者のマーケットが十分に存在するのではない

かと考えたからである。担当者は三つの認識をあげている。第 1 に、大卒後 3 年程度で辞め

る人が増加しつつあるとの「流動化したマーケット」への認識。第 2 に、企業社会の変化が

速く、会社（組織体制）や仕事内容が、短期間で変わることで、当初、大学時代に思い描い

ていた仕事に就けなくなっているのではないかとの認識。第 3 に、新卒時の就職戦線が早期

化したことにより、自己認識が深まらないまま採用面接に臨み、結果的に就職先の仕事とア

ンマッチを起こしている有為な人材がいるのではないかとの認識である。「昔であれば、やり

たくない仕事が与えられても、同じ企業に属していた方が得だとの感覚があったが、昨今で

は、他社に移るチャンスがあればどんどん転職するなど、若者の思考は流動化の促進ととも

に変化しつつある。大学時代にあまり適職について考えなかったために結果的に転職を考え

るにいたった人も、その過程で自分のやりたいことを見つけステップアップする人が増えて

いる」と考えている。 
 なお、同社は、市場の変化に合わせ採用戦略を常に変化させてきた。第二新卒者枠も採用

戦略の柔軟性の一つといえる。同社の企業風土からも経験者採用は定着しており、例えば、

入社式は年 24 回（毎月 2 回、1 日と 15 日）ありいつでも受け入れる態勢ができている。入

社後のオリエンテーションもテープやネット上で閲覧できるようになっており、イントラネ

ットで情報の共有化も図られている。また、同社は、昔から、「多彩な人材を集めたい」との

思いがあり、「多彩な人材の取り方は一様ではない」と考えてきた。2004 年度から、春採用

だけでなく夏採用も定常化させ、学校推薦についても廃止している。そもそも同社は、中途

採用が多い企業であり、異文化を受け入れる土壌ができている。この採用戦略に関する柔軟

性が、第二新卒者採用を実施しやすくしているようである。 
担当者は、日本の採用について、一般的には、「世の中は速く動いていて、自分のキャリア

をもっと高めたいという強い意識を持つ個人が、昔以上に増えている」、「必要な人材を必要

なときに必要なだけ採れれば、これは採用として一番いい」などと語る。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②経験者（中途）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、「時期によって重視する層が違うし、ビジネスが要求する人材の質に

よっても違う。J 社にとってはどれも重要。中途（未経験者）も第二新卒であれば確かにレ

ベルによるが、いずれにしても新卒も必要で、経験者も必要」との回答だった。ちなみに、

05 年４月入社（04 年の就職活動）は新卒が 200 人。04 年 4 月以前の１年間に採った経験者

採用は 400 人程度。「要はどんなマーケットからも必要に応じて採っているということ。ど
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こでなければいけないということはなく、必要があれば採るし、必要がなければ採らない」

としている。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 採用計画は現場からのヒアリングをもとに人事部で決める。新卒については採用・配属を

含め人事部がイニシアチブを持っている（面接では職場から面接官を出してもらうなど協力

体制はある）。経験者採用は、どの仕事につくかがピンポイントで決まっているため、現場と

人事が最終判断の責任を持つ。配属先も最初から決まっている。第二新卒者採用は原則、経

験者採用に近く、採用を最終的に決めるのは職場だが、人事が面接のセッティングなどフォ

ローをしている。 

  
６．採用直後の処遇（格付け等） 

 J 社は、2004 年 4 月から年功的要素を取り払い、年齢、経験年数、入社歴何年目ではなく、

どういう仕事をするか（難易度）でポジションと給料が決まるブロードバンド的な賃金体系

に変更している。 

 
７． 過去に採用した第二新卒者と新規学卒者の評価 

 第二新卒者については、現場から少なくとも「使えない」との声は返ってきてないという。

要は、「新卒といえども、経験者といえども、常にステップアップしていかねばならず、専門

性があると思って採った人でも、会社に入ってステップアップしなければ期待はずれになる。

したがって、個人に由来するところが大きい。第二新卒者だからというふうに自分のポジシ

ョンをよく理解して、人並み以上に頑張ってくれることを期待している。それがいい結果を

もたらす」などと語る。 
また、「職場には、チームワークが重要で、スペシャリストばかりが集まってハイパフォー

マンスを実現するかというとそうでもない。新しいものをつくり上げる人もいれば、フォロ

ーする人もいる。そういううまいバランスの中で成果が上がる。だから、どこに自分自身の

専門性を見出し、位置づけ、各チームの中で活躍するかが大きい。やはり自分自身は常に前

向きで、チームに貢献しようという意思、常にキャリアアップをするためには、今の自分の

実績を一つ一つ積み上げていくのだということを個々人が意識しているのが大切」だとして

いる。 

  
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 担当者によれば、まず流動化を促進すべきとの案が出された。「やはり国が率先してやるこ

とによって流動化を促進するか、呼び水になるような施策が必要。流動化はいいことだと思

うことが大事」などと、各人のステップアップをサポートし、個々人のポータビリティーを
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上げ、スキルや専門性を上げていくための施策の必要性を訴えた。具体的には、産学連携を

深め、企業の実態に合った授業や、企業が求めている人材をつくる機関の新設などの提言が

なされた。企業のニーズを踏まえ、講師の派遣やカリキュラムの策定で国と企業が一体とな

った人材づくりが必要としている。 
また、「第二新卒者という言葉で区別するからよけいにおかしくなるのかもしれない。やは

り新卒であれ、経験者であれ、シームレスにキャリアをつくるという発想が必要。キャリア

とはステップアップするものという意識づけになるものがあるといい」などと、カテゴリー

にこだわらず、すべての人がキャリア開発するよう啓蒙することの重要性も指摘している。 
 就業意識を高めるような政策については、「J 社の応募者を見たかぎりでは、就業意識が低

いとは思わない」との認識を示している。「やはり国益を考えると、就業意識の低い人に無理

に就業意識を高める必要はなく、そこにわざわざフォーカスを当てる必要はない」と指摘し

た。「ただ、例えばベンチャーでも、ボランティアでも NPO でもいいが、そういう若者がも

っと活躍できるようにしていけば、だんだん就業意識は伝播していくので、全然そういう気

持ちのない、白けた人たちにしっかりしろと言うよりも、もっといい手はいっぱいある。一

時的に、例えば東南アジア、東アジアの高いクラスの人材を入れることも、一つの刺激策に

はなるのかもしれない」などと述べた。 
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事例 11：印刷産業Ｋ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 23 日 
ヒアリング対象者：人材開発部 

 
１．会社の概要 

 印刷産業 K 社は 1894 年設立。事業内容は、情報コミュニケーション部門、生活・産業部

門、エレクトロニクス部門と多岐にわたり、広く印刷にかかわるものであれば、雑誌やポス

ター、株券など紙媒体にかかわらず、IC カード、日用品や衣料品の包装材、住宅・家具等の

内外装材、液晶ディスプレイ用カラーフィルタ、電極材などの商品まで扱っている。同社は、

印刷技術と情報技術の二つの技術を融合させた最適なソリューションを提供することをめざ

している。連結従業員数は約 35000 人。そのうち単独では従業員（正社員）は約 9200 人で、

平均年齢は 35 歳。 

 
２．採用方式の概要 

2-1．近年の採用実績について 

K 社は、通常、翌年 3 月卒業見込みの大卒者（大学院卒含む）に対する定期採用と、人材

ニーズに応じ，即戦力を対象として随時採用するキャリア採用（中途採用）を実施している。

また、同社は、主に営業職採用で「第二新卒者」枠の採用も随時募集している。 
定期採用については、2003 年の厚生労働省の通達に基づく行政の指導を踏まえ、2003 年

の採用活動から「既卒の方も応募可」という項目を設けている。電話での問い合わせにも答

え、卒業して 1～2 年程度であれば、新卒と同じ初任給ということで確認をとって応募を受

け付ける場合がある。基本的にはケース・バイ・ケースの対応である。ただし、きっかけは

厚生労働省の通達だったが、同社ではそれ以前でも、既卒者からの問い合わせには対応して

おり、機械的に、翌年 3 月卒業見込みでなければ排除するという体制はとっていなかった。 
近年の定期採用の実績は図表 11-1 のとおり。2003 年入社の既卒者は若干名となっている。

応募者数は 2003 年で、事務系で約 7000 人、技術系で約 1000 人いる。 
 

図表 11-1 Ｋ社の近年の定期採用の実績 
  （単位＝人） 

 2000 年入社 2001 年入社 2002 年入社 2003 年入社 2004 年入社 
事務系 190 150 160 95 100 
技術系 200 160 170 140 155 
計 390 310 330 235 255 
※調査時点。 

 
2-2.選考プロセス 

採用経路は、自社のホームページがメインである。選考では、第一次選考で、総合適性テ
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ストを行い（ウェブ上）、第二次選考のグループワーク選考でコミュニケーション能力を中心

に審査（約 1400 人参加）。第 3 次選考で約 400 人に個人面接をして、チャレンジ精神を審査。

第 4 次選考で約 180 人に個人面接をして内定を決めている。 
一方、現在、随時募集しているキャリア採用は、ほとんどが技術系で、2003 年の実績では

50 人程度である。半導体やディスプレイ関係などで即戦力として採用されている。採用され

た年齢層では、35～40 歳が最も多く、40 歳代や 50 歳過ぎの人も採用されている。 
 第二新卒募集も自社ホームページ上で募集し、応募者には履歴書と職務経歴書を求めてい

る。2003 年の場合、営業職で募集し 5 人採用している。 

 
2-3．求める人物像 

 求める人物像は、チャレンジ精神を持ち、コミュニケーション能力のある人である。チャ

レンジ精神とは、自ら課題を発見して高い目標を設定することであり、その高い目標に対す

る行動力があり、成果を出すことまで含んでいる。その行動ベースにあるのがコミュニケー

ション能力であるという位置付けである。 
 新卒について面接で聞くのは、主に「過去自分がやってきたこと」である。単にサークル

でただ漠然とキャプテンをしてリーダーシップやコミュニケーション能力を身に付けたなど

では不十分で、例えば過去 1 年間、リーダーとしてどういう目標を持ち、その目標遂行まで

にチームをどうまとめて何をしてきたか、具体的に表現できなければ合格は難しい。 
第二新卒者についても同様で、現在の勤務先で何をして、K 社で何をしたいから応募に来

たのかが明確でなければならない。フィットするかどうかをチェックしなければ、転職後も

長続きしないで、またイヤだから辞めるということになりかねないからである。例えば、人

間関係がうまくいかない等の転職理由であれば、どこへいっても良い人間関係ができるとは

限らないため、合格は難しいという。 

 
2-4．フリーターをどう捉えているか 

 K 社の場合、フリーターは、主に「第二新卒者」枠の採用で応募するケースが見られるが、

その数は少なく、面接段階に行く人もなかにはいるが、採用に結びついた人はいない。第二

新卒募集でもかなり応募者がおり、書類選考があるため、その段階で落ちる人がほとんどだ

という。アルバイト経験は「自分自身がどうスキルアップしたか、向上心や目的意識があれ

ばそれなりに評価はできる」としている。 
 しかし、フリーターを評価するかとの問いでは、「マイナスの印象」を持つと述べた。フリ

ーターの面接では「なぜ就職しなかったのか」などを聞くことになるが、明確な回答はない

場合が多い。マナーや話し方を見ても、社会人経験 2～3 ヶ月程度の人と比べても見劣りす

るという。「好きなときに起きてアルバイトに行くような生活をしていたら、社会の組織の中

にはなかなか入っていけないのではないか」と指摘した。 
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３．第二新卒者枠の導入理由 

第二新卒者枠による採用は 1997 年に開始した。ちょうどその頃に若年のミスマッチ状態

が話題になり始めた頃であり、他社で合わなくとも K 社に来ればフィットするような人材を

募集するために実施した。同社にとっての第二新卒者の定義は、「今いるところがミスマッチ

状態で、K 社に来ればフィットする人材」というもの。97 年当初は、営業、技術、企画とい

う業種全般で募集していたが、最近では、営業職の募集に特化して実施する場合がある。 
第二新卒採用は、他の中途採用と同様、定期採用の配置が翌年 4 月であることから、年度

途中で今すぐにでも人材が欲しいという現場の要請に応えて実施するケースが多い。例えば、

営業部門で人材ニーズが生じると、第二新卒者という形で募集をかけ、即座に入社が可能な

人を採用することになる。 
営業部門で第二新卒採用ができる理由は、営業は業界が違うと今までの経験がほとんど活

かせないためで、例えば、他業種の営業部門から印刷業界の営業部門に転職した場合、一か

ら覚えなおさなければならない。この場合、年齢の高い人が一からやるよりは、若年のほう

が習得の期間を考えると適しているため、第二新卒層を採用対象にしている。募集要項では、

年齢的な制限は特段につけていないが、実際に採用するとなると、28 歳以下の人が多い。し

たがって、仮に 30 歳前後の人が応募してきた場合は、本人の専門性やスキルを見ながら、K
社で標準的に 22 歳～30 歳あたりまで勤続した人と同等のレベルにあるかどうかを比較し、

採用を決めているという。 
2003 年の第二新卒者枠での採用者は 5 人。経歴は、職を持っている人や、司法試験をめ

ざして挫折した人、希望の業界にいけず就職浪人した人である。前職が営業職である人だけ

でなく、K 社が進出・強化したい業界の出身である場合もある。比較的目的意識を持ってい

る人が多く、単なるフリーターはいない。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、「大量に採用しているのは①新規学卒者（未経験）だが、②中途（経

験者）も即戦力という意味から重要視している。両者は融合している」などとしている。 
なぜ、新卒者を採りつづけるのかとの問いでは、「新卒は、K 社のコア要員として、伝統、

風土を受け継いで、印刷技術に新しい付加価値をつけて、新技術に発展させていく人材と捉

えている。即戦力は、中期的なパワーで、今ここで力を発揮してもらう。第二新卒は、ほと

んど新卒と同じで、コア要員」としている。 
 コア人材という形で新卒は採用し続けるが、現代のような市場環境の変化が著しい時代に

は、今、来年 4 月時点の人員計画を作っても、すぐに現実にそぐわないものとなるため、新

卒採用は必要最小限で確保し、年度途中でニーズが出れば中途採用を拡大するなど、柔軟な

戦略を K 社は採用方針の基本としている。 
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５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 新卒については、採用計画や、採用・配置に至るまで、人事部門が主導権をもっている。

キャリア採用も第二新卒も、部門からニーズが上がってきて、これを人事部門が承認して、

採用活動に入る。ただ、中途採用の場合、人事部門は募集の手続きなどを担当するが、実際

の選別については現場が入って選考する。例えば、第二新卒採用の選考自体は、営業部門が

やることになる。 

 
６．採用直後の処遇（格付け等） 

 新卒枠で既卒者が採用された場合、既卒者は新卒として採用されるため、初任給などすべ

て新卒と同じである。 
 第二新卒として入社する場合は、例えば、社会人経験が 2 年であれば、2 年前に入社した

新卒入社組と同じとみなし格付けされる。したがって、社会人経験の 2 年を同社で働いたと

みなして処遇している。 
 即戦力のキャリア採用については、ケース・バイ・ケースで、前職の年収と照らし合わせ、

同格か、ある程度プラスになるように処遇する場合もある。 
 なお、研修は、新卒と中途で差異はほとんどない。新卒は入社直後に、集合教育を実施す

るが、中途の場合は、3 ヶ月に 1 度など、何名かそろったときに集合教育を実施している。 

 
７．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒と既卒者の評価の比較では、全然変わりがない。第二新卒で入っている人については、

「それなりに成果をあげている人が多い」とその評価も高い。 
 第二新卒者が、新卒に比べ、数年遅れで入社していることについては、「今の 4～5 年のブ

ランクは長い目でみたら、ぜんぜん差はないという感じだ。今後 65 歳まで働きつづけると

なると、そのぐらいの差は問題ではない」との回答だった。 

 
８．第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 第二新卒者やフリーターの就職促進については、「学生の就業意識を高めることが必要」と

強調した。「昔は、何の意識もなく、卒業イコール就職という図式で、これしか選択の余地が

なかった。落ちたら、採ってくれるところに行くしかなかった。今はもう、選択の幅が増え

すぎている。しかし、学生時代に何かやりたいことが見つかるかというと難しい。まず、社

会に飛び込む意識が大事。第二新卒者のように、1 度、社会に飛び込んで、ミスマッチ状態

だったら別のところを探せばいい。まず『働くという意識』を植え付けることが大事」と語

る。 
企業側にも、若年者に働く機会や応募する機会を与えるという社会的な責任があり、その

ために産学連携の強化の一つとしてインターンシップを充実させることが必要だとしている。
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実は、K 社は、インターンシップにも積極的で 1998 年から実施している。自社サイトで公

募を受け付け、当初 20 人程度を受けいれていたが、3 年ほど前から、80～100 人ほど夏休み

に受け入れている（受け入れ期間は 2 週間）。2003 年の応募数は約 1000 人もあり、「一方で

フリーター現象が見られるが、学生の意識は高まっている」という。 
他方、ネット社会で就職情報を集める危険性も示唆した。近年、企業のホームページが充

実しているため、学生は、ネットで検索しただけで企業のことを理解したと錯覚する人が増

えてきているのではないかとの懸念を示す。同社は、就職活動が本格化すると、学生に、「人

事部の話と、ホームページは信用するな」と必ず注意するという。「人事部とホームページは

『いいこと』しか言わない」をキーワードに、ホームページは情報収集にとどめ、必ず自分

達で「生の声」（現場情報）を取るよう呼びかけている。 
 また、同社は、各部門の入社 2～3 年目の社員を複数名セレクトして、「リクルーティング

パートナー」として、学生からの問い合わせに応えさせている。リクルーティングパートナ

ーには、会社のことを正直に何でも話すようにさせている。選考には全く関係が無いため、

学生側からも生の情報にアクセスできる。また、リクルーティングパートナーにしても、学

生との接点が、数年前の自分の就職活動を思い起こさせるため、一種の教育機会としても機

能している。 
 応募してきた学生の質は過去に比べ変化がないかとの問いについては、「落ちてるとは限

らない。やはりいい人はいい。ここ数年、本当に二極化している感じはする。中間層がだん

だん減ってきているのかもしれない」とのことだった。 
国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、「資

格を評価することは全くない。学生にもよく質問されるが、逆に会社に入ってから資格を取

った方が、資格手当がついて得だと言っている。学生に資格を取って、就職活動の時の武器

にしようという人がいるが、資格そのものではなく、資格をとる目的のほうが大事。資格を

取ろうとした行為そのものは評価するが」とのことだった。 
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事例 12：ネットビジネスＬ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 6 月 25 日 
ヒアリング対象者：代表取締役社長 

 
１．会社の概要 

 ネットビジネス L 社は、1998 年創業。仕事の内容は、法人向けのアプリケーションシス

テムの提案・設計・構築・運用で、特に XML データベース等によるシステム構築を強みと

している。これらの技術をもとにメール配信関連システムの受託開発やコンサルテーション

を提供している。98 年に現社長を含む 2 人で創業後、現在 20 人（契約社員等含む）。その

うちエンジニアは 15 人。社員の年齢層には 30 代前半から中盤が多い。 
 同社には、主に営業系と開発系の二つのセクションがあり、営業部門が 4 人、システム開

発部門が 15 人、総務が 1 人という構成になっている。システム開発部は、SE マネージャー

が 5 人、プログラマーが 15 人の構成である。 

 
２．採用方式の概要 

2-1．最近の採用実績について 

L 社は 1998 年の設立以降、2000 年頃に 7～8 人に増加し、2001 年頃に 17～18 人に増え、

現在 20 人。同社は、4～5 年ほど前から自社サイトで求人欄を立ち上げているが、この 20
人については採用経路はすべて縁故採用である。2002 年に第二新卒者にあたる人を 1 人、

2004 年に新卒を 1 人採用している。この 2 人を除いては、何らかのシステム開発のキャリ

アを持った人が多く、大手企業出身の即戦力タイプがほとんどである。大手企業では、自分

でプログラムする機会が少なく、下請けに出す作業が多い。そのため自分で作りたいとの欲

求から同社に転職するケースがほとんどだという。営業部門の人も前職は IT 関係の営業経

験がある人がほとんどである。 
2002 年採用の第二新卒者は、中途による募集である。「知り合い」程度の人を、やはり縁

故で採用した。前職は大手の SI ベンダーで、同社と同じ業界の出身になる。2004 年に初め

て採用した新卒も、「遠い知り合い」から同社のことを聞き、ウェブを見て応募してきた。大

学は文系で、コンピュータやシステムについては全くの素人だ。学生時代には外食産業のチ

ェーン店で、アルバイトとしてのマネージャー経験があった。2 人とも最初の配属はシステ

ム開発部である。 
 なお、実は、同社では、2002 年に募集広告をうち、3 人を採用したことがある。その際に

は、書類選考で約 50 人に絞り、面接を 1 回した。採用した人の前職はみな IT 関係のエンジ

ニアだ。しかし、3 人とも 1 年程度で同社を離職したという。情報産業はもともと転職市場

だが、当時は、「ウェブを見て来た人はウェブを見て去るということに、気付かなかった」と
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いう。また、「縁故ベースでずっと採用してきたために、職場のチームワークが出来上がって

おり、なかなか馴染みにくい環境にもあったかもしれない」と分析した。 
同社は、新入社員にマンツーマンで教育し、スキルアップを求める企業であるがゆえに、

採用した 3 人ともが離職した損失は大きかった。この経験が、縁故採用に重きを置いた遠因

になっている。経験上、縁故で採用した人は定着率が高いためだ。ただし、採用経路を縁故

に限定したわけではない。現在採用されている人に縁故が多いということだけで、募集広告

は今後も継続する予定だ。昨今では常に人手不足の状態が続いており、最低 2、3 人は増員

したい希望を持っている。 

 
2-3．求める人物像 

 募集要項では、「歓迎する知識・経験」として、「上昇志向」（絶えずスキルアップを目指す）、

「好奇心旺盛」（手取り足取り形式での勉強ではなく、どんどん自分で勉強できる人）、「ヒュ

ーマンスキル」（協調性を含めた社内外とのコミュニケーション力）、「謙虚」――などをあげ

ている。 
 最も大事なのは「素養」であり、具体的には、「ロジカルシンキングや好奇心」が重要だと

いう。特に IT 産業では、技術革新が激しいため、「ノウハウや技術をどうどん吸い取ってい

かなければならない。面白いと思ってわっと食べていかないと、全然身につかない」と語る。 
 そのため、面接では、好奇心を測るため、「仕事のことは取っ払って、好きなことや趣味」

について聞く。好奇心の少ない人に問いかけると、「無趣味」とか、「音楽を聴くぐらい」な

どの答えが返ってくるが、「そういう人は好奇心的な部分が低く、あまり伸びないのではない

か」と捉えている。 

 
2-4．フリーターをどう捉えているか 

 「フリーターだからということでマイナスに評価することはない。なぜフリーターをして

いるのか理由を洗いざらい聴く」という。2002 年に募集広告を打ったときに、フリーターか

らも応募があり何人かと面接しているが、そのときの印象は「人生に対して甘く見すぎてい

るのではないか」というものだった。まず、志望動機が明確でなく、「なぜ就職したいのか、

なぜ SE をやりたいのか」に対する明確な答えがない。「親の建前や世間体があるので定職に

就きたいとの意図」しか伝わらなかったという。志望動機のアピールやロジカルシンキング

に弱い上に、何よりも職業意識が不足している。「単に定職に就いていないと社会的に安定し

ないとか、周りからいろいろ言われるとか、ネガティブな発想だと何をやっても長続きしな

いのではないか」との疑問が湧いたという。 

 
３．第二新卒歓迎の理由 

 L 社の募集要項には、「第二新卒歓迎」と銘打っており、レベルに応じた研修カリキュラム
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と、マンツーマンの育成担当があることを指摘している。応募資格では、「実務経験は問わな

いが、システム開発・プログラミング経験のある人」を歓迎している。 
 ヒアリングによれば、経験者採用を求めているが、必ずしも IT に精通している必要はな

く、むしろ、IT を知っている程度のほうが良いという。その理由は、同社が強みとする XML
データベースが特殊なソフトであまり一般的に普及していないため、IT の経験者でも使った

ことのある人が少ないことにある。つまり、IT 経験者でも一から理解することから始まるた

め、未経験者を教えるのとあまり大差がない。また、あまりに IT に精通していると、以前

の経験にこだわるあまり、同社の様々な指導や教育がしづらい面もある。「すれていない」こ

とが、新しいスキルを身に付けるうえで重要だという。新技術や技術革新が激しい業界では、

経験者も未経験者も変わりがなくむしろ今までの知識にこだわらないほうが教えやすいよう

である。文系の第二新卒であっても採用では問題はなく、むしろ重要なのは飲み込みが速い

かどうかだとしている。 

 
４．採用したいと考えている人材の優先順位 

 ①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、同社の社員構成では、ほとんどが、中途（経験者）が多いものの、

「どの層も重視」しており、たまたま採った人が第二新卒者であったり、新卒者であったり

しただけという。 
 ようは「素養」であり、ロジカルシンキングや好奇心のある人であればよく、採用後に育

成する方針である。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 現段階では、採用から配属に至るまで社長がイニシアチブをもってやっている。募集は、

システム開発部への配属を前提にかけているため、配属もシステム開発部となるのが一般的

である。 

 
６．採用直後の処遇（格付け等） 

L 社は、年俸制をとっている（昇給年 1 回、賞与 2 回）。中途採用の場合、初任給は前職

の賃金を聴取するが、職種別の賃金相場などを考慮し決めるため前職から下がる人もいる。

新卒採用の場合は相場で決める。 
入社後の年俸は、年 1 回（1 月）に、各部門の部長との交渉で、相場と貢献度を考慮し決

まる。今までの実績では、年俸は毎年、据え置きか上がるかのどちらかで、下がるというこ

とはなかったという。 
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７．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒採用は 2004 年に初めてであり、中途と比較できない。 

 
８． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

 若年層改革という面では、「『競争マインド』をもたせるのが一番ではないか」という。「現

在、中国と取引しているが、中国人は気も熱いし、どんどん吸収しようとしている。日本は

やや生ぬるく競争マインドがあまりない。教育の話になるが、競争マインドがないまま、毎

年、やる気のない感じの新卒が野に放たれているのを見ると可哀想に思える。このまま行く

ことは『悪』だと認識させることが一番ではないか」という。その意味では、「今後は、1 億

総中流というわけにはいかない。頑張っている若年をもっと評価し、差別化することが、若

年層対策」になるのではないかと提言した。 
国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、「若

年失業者を集めて職業訓練を施すのは全く意味がない」と主張した。「教育機関は民間にもあ

るので、そこに任せて、自分のお金で行くほうがいい。身銭を切るから必死に勉強する。身

銭を切ればやはり自分のものになる。そこで、心に火がつけば、勝手に勉強するようになる」

などと語った。 
また、資格については、IT 業界では、エンジニアの実務経験をスキルシートで測っている

が、制度の良し悪しは別にして、業界でばらばらだという。これを共通のフォーマットで作

り直す必要はあるのではないかと指摘した。IT 業界は、技術革新が早く、資格の陳腐化も速

い。L 社では、自社独自にスキルマトリックスを作り教育訓練に役立てている。スキル面と

開発工程の 2 軸で技能を測っているが、まだ完璧ではないという。 
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事例 13：情報通信産業Ｍ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 26 日 
ヒアリング対象者：人材企画担当 

 
１．会社の概要 

情報通信産業 M 社はいわゆる外資系企業で、情報処理システムやソフトウェア、通信シス

テムでの顧客のソリューションを提供している。従業員規模（正社員）は約 20,000 人。正

社員の平均年齢は 39 歳。 

  
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 M 社は、新卒採用を翌年卒業見込みの大卒・大学院修了者を中心に、中途採用は即戦力と

なるキャリア採用としている。したがって、第二新卒者はキャリア採用で応募することにな

る。同社は 90 年代に入り、ハードウエア中心の事業構造からサービスの事業領域へ方向転

換したため、90 年代半ばに即戦力ということで 1500 人ほど採用した時期もあったが、この

事業領域も落ち着き、近年では毎年数十名程度をキャリア採用している。 
過去 10 年間の実績（総計）では、新卒で約 5300 人採用しており、キャリア採用では即戦

力となる人を随時採用する形で約 1500 人採用している。キャリア採用で採用したのは、IT
スペシャリスト職種（システムエンジニア）が中心であった。同社のキャリア採用は各事業

部が求める人材ニーズに合致したスキルを持つ者であれば誰でも対象になりうる。過去 10
年間に採用した 1500 人のキャリア採用者のうち、結果的に、第二新卒者にあたる卒後 3 年

程度の人は約 1 割含まれている。 

 
2-2．選考プロセス 

 M 社は新卒・キャリア採用ともに職種別採用を基本とし、面接の際も各事業部門が直接面

接をする方式である。新卒についても、IT エンジニア職や営業職（営業担当員）などの職種

別採用を実施している。新卒採用の場合、文系出身でも IT スペシャリスト職種を希望する

ことができる。 
新卒採用の選考プロセスは、自社ホームページによりエントリーシートで応募を受け付け

（書類選考）、筆記試験（適性検査や英語テスト）を実施し、各部門による個別面接をした後、

人事部門による面接を経て内定となる。 
 中途採用の選考プロセスは、応募書類審査の後、筆記試験、面接などを経て採用すること

となり、この間の選考期間は通常 0.5～1 ヵ月程度で決まる。 
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2-3．職場・会社を知る機会 

 M 社は、採用でも多大なエネルギーとコストをつかって取り組んでいる。学生には、実際

に職場に入らないとわからないとの考えから、大学 3 年生と修士 1 年生を対象として、イン

ターンシップも夏・秋・冬の 3 回実施している（夏の期間は、4 週間で 1 週間は学習、3 週

間は現場実習。秋・冬はそれぞれ 1 週間）。受け入れる学生数は年間約 50 人程度である。 

 
2-4．求める人物像 

M 社は面接による人物重視で選考を実施している。新卒の場合の求める人物像としては、

「指示を待つことなく、自分から何かを創り出していける人。また、つねに自らを向上させ

ていこうとする意欲・姿勢をもった人」である。選考の際には、「大学で何を学んできたか、

または、大学生としての生活をどのような意識で過ごしてきたか」について質問し、応募者

がこれらのことを相手にわかりやすく表現できるかも見ている。各事業部が面接で見ている

ポイントは論理的な思考力や、チームの構成員として能力を発揮できるかどうか（チームワ

ーク）があげられる。 
 キャリア採用については、各部門が求める職種によって求めるスキルや職務経験が違う。 

 
３．第二新卒者を区別しない理由 

中途採用をする動機は、現場に人員不足がある場合に、同社にいる人とほぼ同じレベルの

スキルやキャリアを既にもっている人を採用しビジネスの成長を支援するためである。新卒

であれば、採用後に研修プログラムを通じて育成しているが、キャリア採用については即戦

力としての活躍が期待される。募集に年齢制限はないが、IT スペシャリスト職種の場合、応

募は 20 代～30 代が多い。同社は IT スペシャリストを中心に採用してきたが、アプリケー

ションに関する高いスキルが必須となっている。スキルレベルが高く職務経験が十分であれ

ば、第二新卒者も採用の対象にはなりうる。M 社は新卒者に対する研修制度が完備されてお

り、現場の OJT も含め、半年から 9 ヵ月の研修期間を設けている（終了時に認定試験）。新

卒にとって必要な技能・資格はこの段階でほとんど習得可能と考えている。 
同社は、人口構成のひずみを作らぬよう毎年コンスタントに新卒採用を続けている。 

 
４．フリーターをどう捉えているか 

 フリーターについては、応募の制限がないため、同社が求めるスキルと専門性に合致して

いればキャリア採用の対象になりうる。 

 
５．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、新規学卒者（未経験者）は今後も継続して採用する方針にあるが、
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中途についてはニーズが発生した段階で検討するものであり、毎年定期的に何人採用すると

いうものではない、としている。 

 
６．採用でイニシアチブを持っている部門 

 M 社は、事業部ごとの人員計画案を踏まえ、M 社全体の人員計画を作成し、人事部門が各

事業部の採用ニーズをサポートする採用活動を行なっている。新卒採用でも、個人面接は各

事業部門の責任者が担当している。職種別採用のため、現場が求めているスキルに応募者が

あっているかどうかは現場の担当者が判断する形だ。職種別採用であるため、配属について

も選考の過程を通じ、面接を担当した部門に配属されることが一般的である。 
 同社は外資系企業の日本法人であることから、グローバル経営のマトリックス・マネジメ

ントのなかで事業部門が運営されている。そのため、ワールドワイドな視点により管理され

る事業部門の方針から事業部単位で人員計画が作成され、この人員計画を日本法人という視

点で見て採用枠が固まる仕組みだ。 

 
７． 採用直後の処遇 

 キャリア採用の処遇については、当該事業部門が応募者のスキルや有用度を確認した上で、

処遇が決定される。前職の賃金についてはあくまで参考資料として提出してもらっていると

いう。 

 
８． 過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

新卒と既卒をわけて評価していない。 

 
９． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

昨今では IT エンジニアリングの分野で専門的な知識も高まり、英語を話せる人も増えて

いる。日本人海外で活躍するには、異なる文化を理解すること（異なる文化を受け入れるこ

と）が必要である。英語など語学力については教育訓練で習得可能だが、むしろグローバル

な人材を輩出するために大事なのは異なる文化や物の考え方を理解する力だという。言語は

あくまでツールであり、多様な文化を理解することが重要であると考えている。 
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事例 14：ネットビジネスＮ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 5 月 14 日 
ヒアリング対象者：人事セクション 

 
１．会社の概要 

 ネットビジネス N 社は、1995 年に設立したインターネットサービスプロバイダー。事業

内容は、インターネットの接続サービスやインターネット関連サービス、商品販売など。

ADSL や光通信等のブロードバンド接続サービスを始め、PHS パケット通信サービスや IP
電話サービスなど多角的に事業展開をしている。同社の従業員数（正社員）は約 270 人。そ

のうちエンジニアは 60 人前後を占める。平均年齢は 32 歳。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 N 社は、新卒採用を翌年卒業見込みの大卒以上に限定し、中途採用は、即戦力となる経験

者採用としている（図 14-1）。新卒採用は 1999 年 4 月入社から開始した。職種は制限せず

広く募集しているが、応募者が同社で何をしたいかを重視しているため、面接の過程で配属

先も決めたうえで採用するケースが多い。エンジニアに限ると、理系の大卒出身者がほとん

どである。 
中途採用は、同社の事業拡大に応じて募集をかけている。 

 
 図 14-1 Ｎ社の最近の採用実績   
  （単位＝人） 

 1999 年度入社 2000 年度入社 2001 年度入社 2002 年度入社 2003 年度入社

新卒応募者概数 700 1600   1300 800 1000 
新卒採用者 9 14 12 14 4 
中途応募者概数 1000 1100 2500 300 120 
中途採用者 40 80 70 10 8 
※ 応募者概数は、エントリーシートを提出した人数。 
※ 調査時点。 

 
2-2．選考プロセス 

 採用経路は、新卒では 2003 年までは就職紹介サイトを活用していたが、2004 年からは自

社サイト中心での公募に特化している（同社がインターネット会社であることから、採用も

自社サイトで完結させるため）。中途採用は、一部就職紹介サイトを利用することもあるが、

通常、自社サイトでの公募をメインとしている。中途については、緊急に人材を補充したい

場合や求めるスキルがかなり高度な場合は人材紹介会社も利用することもある。 
 新卒の選考では、エントリーシートによる書類選考で、約半分程度まで絞り込み、面接を
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3 回程度実施する。エントリーシートでは、通常、「学生時代にうちこんできたこと」や「自

分の専門の選択理由やどんな勉強をしてきたか」「学業以外に打ち込んだこと」「同社に入っ

てやりたいこと」などを応募者に書き込むよう求めている。書類選考では中身で判断する。

イメージ先行で同社の表面上のことしか理解していない人は落ちやすいという。 
 面接では、1 回目の面接でマネジャークラスやチーフクラスなど実務に近い人が担当し、2
回目では部長クラス、3 回目（最終面接）は役員クラスと人事などが入ってその人物を見極

める。 

 
2-3．求める人物像 

 N 社は、新卒の場合、面接による人物重視で選考を実施している。選考では、ポテンシャ

ルを見るため、「同社で何がしたいか」「コミュニケーション能力」「前向きさ（ストレスに強

い）」などを見ている。特にストレスに強いことは重要で、「すぐにめげてしまい消極的にな

るのではなく、それでもこうしたいなど前向きに頑張っていける人」を求めている。面接で

は「学生時代に何をしてきたか」「実際に自分が中心になって行動し周りに影響を及ぼした

か」などについて尋ねている。 
中途で求めているスキルとしては、エンジニアであればプログラムのコーディングだけで

なく、その上流工程もできる必要があり、さらに新サービスを始める場合などはシステム設

計だけでなく、プロジェクトを牽引できるようなリーダークラス的なスキルもいる。 

 
３．第二新卒者を採用しない理由 

 新卒採用を、新規学卒者に限定する理由としては、「新卒はまっさらな状態で入ってもらう

層であるため、将来的に N 社の中核を担ってもらうような人材を期待している。あえて第二

新卒の人を含めないのは、広げなくとも応募者数がそれなりにいるから」としている。 
第二新卒者を中途で採用しない理由は、現場部門に採用ニーズがないためである。第二新

卒者は新卒に近いスキルであるため、中途採用で受け入れるには現場の負担が大きいという

面がある。もともと中途比率が高い会社であるため、中途採用者に対する抵抗は少ないが、

一定の経験やスキルをクリアしていれば受け入れる現場の負担感が少なくてすむとの考えで

ある。 
同社のエンジニアで求めるスキルが高くなったのは 2000 年ぐらいだ。それまでは、ネッ

トビジネス界も技術がシンプルで、接続の仕方も１種類程度しかなかったが、接続法も増え

技術革新のテンポも速くなるに従い、求めるスキルが高くなっていった。 
また、募集要項は年齢制限を設けてはいないが、IT 関係の経験者を求めているため、年齢

ターゲットとしては 20 代後半層になる。求めている職種は、補助的な作業がほとんどない

ため、20 代前半層では対象になりづらい。 
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４．採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、新規学卒者（未経験者）と中途（経験者）を重視している。中途の

未経験者は対象になりにくい。 

 
５．採用でイニシアチブを持っている部門 

 総合的には、人事部門と現場が協力して採用している。新卒は、各部門の要望で作成され

る採用計画の中に特に入っていないため、人事部門が中心となって一括して採用している（新

卒の公募をするかどうかは人事部と執行役員以上との定期的な打ち合わせで決定）。ただし、

面接段階で部門の担当者が入り、選考過程のなかで配属は決まっていくため、配属について

まで主導的というわけではない。つまり、新卒公募は人事部主導で行なわれるが、いい人や

見込みのある人がいれば採用するという形で、選考過程で担当した部署に配属を依頼するケ

ースが多い。 
 N 社は、新卒採用をする理由としては、「新卒は同期意識があるため他部署間でのつなが

りができる」ことや、「社会人経験がないまっさらな視点で物事を見る事ができること」「社

内の文化として、（中途ばかりだと）自分の仕事を自分のやり方で回していくということにな

りがちだが、人を育成する考え方を浸透させることができる」ことをあげている。 

 
６．採用直後の処遇（格付け等） 

 N 社は年俸制を採用しており、中途採用の場合、前職と採用後の仕事内容を考慮して決め

る。 
なお、同社は年 1 回（7 月）の給与改定があるが、新入社員は、1 年目は育成途上という

ことで改定しない。翌年 7 月に前年度のパフォーマンスに応じて評価を実施し、その結果で

年俸額の改定が行なわれる。なお、N 社では、人材育成の観点から、先輩社員をアドバイザ

ーとして新入社員につけるチューター制度を持っている（2001 年度から設置）。 

 
７．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

新卒は、最低 2 年程度の経験で一人前になることが期待されている。中途採用者が即戦力

として活躍するには、前職の仕事の内容の違いや社風、取引先などを理解するのに時間を要

するが、だいたい平均 3 ヵ月程度だという。採用した人については期待通りの働きをしてい

るという。 

 
８．第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

就業未経験者や第二新卒者が就職しづらい理由としては、「受け入れる側の負担の大きさ」

がある。そのため、「受け入れる会社側の負担にならないように、既卒者に最低限のビジネス
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マナーや仕事の進め方、組織内の働き方を受験前に理解し実践できるぐらいにして、あとは

仕事を教えればいいだけの状態にするとスムーズにいくのではないか」との意見だった。 
また、新卒の早期離職を防止するため、「自分がやりたい仕事と実際に与えられた仕事が違

った場合の葛藤をうまく処理できるようなサポートシステム」があればよいとの意見もあっ

た。キャリア相談のなかには「別の職業に興味を持った」や「仕事が合わない」など上司に

相談しづらい内容もあることから、むしろ社外の公的機関で気軽に相談に行けるようなとこ

ろがあればよいとの指摘である。例えば中途採用の場合、同社の平均勤続は 4 年弱で離職率

は高く、ステップアップを狙って離職する人もいる。この場合、企業が相談を受け付け、離

職を勧めるべきか止めるべきかで悩むことになる。つまり、企業が社員の人生にどこまで介

入してよいか不明確なため、むしろ、キャリアコンサルティングの機能を企業内に置くより、

企業が外部の中立的な公共機関と連携することや、全く関係のない機関に相談に行けるほう

が、企業・従業員相互にとってもよいのではないかとしている。 
国や行政が職業訓練や資格を施した場合、その資格を評価するかとの問いについては、「資

格だけで判断するのは危険なため、どうしても人物本位になるだろう」とのことだった。 
正社員として採用することの義務感を軽減するため、紹介予定派遣を試用期間として活用

できるかもしれないとの意見もでた。紹介予定派遣に登録されている人のレベルが高くなれ

ば機能するのではないかという。正社員として採用した場合、試用期間での解雇が緩和され

た場合に雇用は増えるかとの問いについては、「数が増えるとは思えない」との答えだった。 
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事例 15：ネットビジネスＯ社 

 
ヒアリング日時：2004 年 4 月 19 日 
ヒアリング対象者：業務部 

 
１．会社の概要 

 ネットビジネス O 社は、1999 年設立。事業内容は、メールの大量拘束配信エンジンを核

に、システムの導入コンサルティングからソフトウエア開発、システム運用までのトータル

ソリューションを提供している。 
同社にはエンジニアでは四つの部があり、ネットワークシステム部（運用、保守・管理）

で正社員 4 人、派遣 5～6 人、システムインテグレーション部（設計からプログラム）で、

正社員 7～8 人、派遣 5～6 人、研究開発（顧客の要望からシステム設計）で正社員 3 人、派

遣 3 人、新規事業開発で、正社員 2 人、アルバイト 5 人の構成となっている。営業は 7 人で

ある。 

 
２．採用方式と採用実績 

2-1．近年の採用実績について 

 1999 年に現社長を含む 2 人で創業後、2000 年に医療コンテンツ系の会社を合併し、2002
年にもメール配信の会社を合併することで事業拡大した。現在、正社員が 30 人、パート・

アルバイトが 5 人で、契約社員 5 人、派遣社員 20 人となっている。創業以降、合併と中途

採用のみで人員を拡充し、新卒採用自体はまだ開始していない。採用者の年齢層は 27、28
歳から 32、33 歳あたりが多い。平均年齢は 31 歳程度。SE がほとんどであるため、転職経

験も 2～3 社という人もざらである。担当者によれば、採用者は独立志向が高く、大手シス

テム会社で経験を積み、ベンチャーで勉強したいと考えて転職してきた人が多いという。 
 O 社は、中途採用について自社ホームページで公募をかけているが、実際の応募はほとん

どない。採用経路は、就職求人サイトを利用するケースが多く、人材紹介会社からの紹介も

活用している。就職求人サイトの場合、一度の公募で 40～50 人集まるため、その中から 1
人程度採ることがあるという。過去 2 年間で約 10 人程度採用している。エンジニアは採用

しても離職率が高かいうえ、なかなか同社が求めるスキルに見合った人材を採用できない課

題があるという。また、人材紹介会社はスキルのある人を紹介してくれるが、年収の約 3 割

を成功報酬として支払うためコスト高になってしまう。現在、現場の慢性的な人員不足につ

いては、派遣で補っているが、派遣社員はいつ契約が切れるか読めないことや、中途採用者

の定着率も高いとは言えないことから、同社は新卒採用開始の体制作りや、トライアル雇用、

紹介予定派遣の活用などを検討している。 
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2-2．求める人物像 

 O 社は、面接による人物重視で選考している。経験やスキルがあったとしても人物（人柄）

に問題があると離職する可能性が高いためだ。仮にスキルが劣っていても、人柄がいいと社

内でスキルが上がるため問題はない。そのため求める人物像としては、「まじめさ」や「協調

性」が必須となる。例えば、面接では協調性や我慢強さの有無を確認するため、つまらない

質問でもちゃんと答えが返ってくるかどうかを見ている。面接の際に反論する人は、職場で

慣れてくると、反発し辞める傾向が見られるためだ。採用して、「一緒にやっていけるかどう

か」が選考では大きなポイントになっている。 
 同社の募集要項（図表 15-1 参照）では、システム開発エンジニアであれば実務経験 1 年

以上、システムエンジニアであれば実務経験 2 年以上、プロジェクトマネージャーであれば

実務経験 3 年以上、営業であれば実務経験 2 年以上などの目安を設けている。担当者によれ

ば、同社でひととおり仕事をこなせる一人前となるには、1 年程度かかるとしている。プロ

ジェクトの納期は 1 ヵ月程度のものが多く、2～3 人でチームを組んでやる。納期が短く少人

数で仕事をこなすため、2～3 年程度の実務経験がある人で人柄がよければ、即戦力として十

分使えるという。 

 
図表 15-1：Ｏ社の募集要項の事例（システムエンジニアの場合を抜粋） 

 
●システムエンジニア 

業務内容：ユーザーのシーズ・ニーズの掘り起こしと、インターネット（Web, mail）システ

ムの構築の実現案を企画／提案する提案型 SE 業務 
資格・経験：○コミュニケーションスキル（意思疎通技術） 

専門分野や思考展開方法の異なるユーザーとパートナーシップを組んで、作業を進

めて行くために、相手の話を理解し、こちらの考えを伝えるスキル 
○情報処理知識 

狭くて深い知識よりも、技術全体を理解できるソフトウェア・ハードウェア・ネ

ットワーク等に幅広い知識を有するスキル 
○実務経験２年以上 

豊かな常識と責任感のあるヒューマンスキルの高い人（コミュニケーション力、

情報収集・整理力、交渉力、企画力、調査・分析力）インターネット（Web, mail)
システム構築に精通している方歓迎 

 
３．第二新卒者を対象としない理由 

創業間もないこともあり、まだ知名度が普及しておらず、なかなか社員として応募・採用、

定着してもらえない現状がある（IT のベンチャー業界は経験者を採用しても、その独立心か

ら、定着率が低いという難点がある）。Java のエンジニアを育てるには最低でも 1 年はかか

ることから、他社ですでに経験している人を引き抜いているのが現在の状況である。したが

って、教育研修をする余裕がないことが第二新卒者を採用対象に含められない理由である（新

卒については募集を検討中）。また、社員全体の年齢も若いため、3 年遅れで未経験者をエン

ジニアにする場合、職場では同じ年齢層で片やスキルが高く、片方は初心者が並存すること
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になり人間関係がうまくいかなくなるのではないかとの不安を抱いているという。 

 
４．フリーターをどう捉えているか 

 経験者採用を考えているため対象にはなりにくい。フリーターでもネットビジネス関係で

アルバイトをしている人は対象になるかもしれない。 

 
５． 採用したいと考えている人材の優先順位 

①新規学卒者（未経験）と②中途（経験者）、③中途（未経験者）の中でどの層を重視する

かとの問いについては、現在、中途（未経験者）がほとんどであり、今後は、定着率を改善

したいため新規学卒者（未経験）の採用を検討している。中途（未経験者）は教育ができな

いため新卒が良いという。新卒を採ることによって、現在中堅のエンジニア（30 歳前後）も、

新卒に教えることができ、さらに上を狙ってスキルアップすることが期待されている。 

 
６．採用でイニシアチブを持っている部門 

 採用（中途採用）では、現場の要望を踏まえ業務部（人事担当）が募集等をかけるため、

採用のイニシアチブは主に現場にある。選考でも現場の上長や部員が「一緒にやっていける

か」で判断する。採用の最終判断も現場の上長である。配属も採用の段階で決まっており、

現時点で、採用後の社内異動はほとんどない。 

 
７．採用直後の処遇（格付け等） 

 O 社の賃金制度は年俸制である。中途採用者に対しては、同社での仕事内容や、前職での

経験や待遇を考慮し、同社の実在者の待遇と比較して決めている。前職よりも賃金が下がる

ケースも見られるという。 

 
８．過去に採用した既卒者と新規学卒者の評価 

 新卒を採っていないので比較できない。今まで採った中途採用者の評価は高い。人柄さえ

良ければ上長の指導でスキルアップしている。 

 
９． 第二新卒者やフリーターの就職促進の課題 

ベンチャー企業では、実務経験のある人が欲しいため、何らかの形で経験が積める制度が

あると、すぐ採用しやすいとのことだった。現場は選考で、資格ではなく実務が見たいとい

う。資格は過去について勉強するものだが、とくにエンジニアの場合、最先端の技術が次々

と発生しているため、それを実務で経験してきた人のほうが使えるとの考えだ。資格は最低

限のスキルを示しているにすぎないため、資格よりも実務経験のほうが評価しやすいという

面もある。 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 

 
 

集計表について 
 
 ・企業調査結果の「TOTAL」には業種、規模等が不明の企業を含む。 
 ・上段には実数、下段には構成比を掲載した。 
 ・－は回答者がいないもの。 
 ・構成比は、表章単位未満を四捨五入してあるので、内訳の合計が TOTAL に 

一致しないこともある。 



アンケート調査集計表（企業調査）

Q１　正規従業員採用状況（過去３年間）

ＴＯＴＡＬ
正規従業員
を採用した

正規従業員
を採用しな
かった

正規従業員
を採用した
かったができ
なかった 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 2364 119 14 -

100.0 94.7 4.8 0.6 -

業種：建設業 126 120 5 1 -

100.0 95.2 4.0 0.8 -

業種：製造業 627 588 34 5 -

100.0 93.8 5.4 0.8 -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - - -

100.0 100.0 - - -

業種：情報通信業 106 102 4 - -

100.0 96.2 3.8 - -

業種：運輸業 169 155 14 - -

100.0 91.7 8.3 - -

業種：卸売・小売業 393 372 18 3 -

100.0 94.7 4.6 0.8 -

業種：金融・保険業 134 128 6 - -

100.0 95.5 4.5 - -

業種：不動産業 12 12 - - -

100.0 100.0 - - -

業種：飲食店・宿泊業 51 51 - - -

100.0 100.0 - - -

業種：医療・福祉 255 253 2 - -

100.0 99.2 0.8 - -

業種：教育・学習支援業 90 87 3 - -

100.0 96.7 3.3 - -

業種：その他のサービス業 379 345 29 5 -

100.0 91.0 7.7 1.3 -

業種：その他 120 116 4 - -

100.0 96.7 3.3 - -

企業規模：３００人未満 119 101 17 1 -

100.0 84.9 14.3 0.8 -

企業規模：３００～９９９人 1701 1611 79 11 -

100.0 94.7 4.6 0.6 -

企業規模：１０００～４９９９人 557 535 20 2 -

100.0 96.1 3.6 0.4 -

企業規模：５０００人以上 100 97 3 - -

100.0 97.0 3.0 - -

非正規従業員割合：２５％未満 1566 1500 58 8 -

100.0 95.8 3.7 0.5 -

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 370 26 2 -

100.0 93.0 6.5 0.5 -

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 201 15 1 -

100.0 92.6 6.9 0.5 -

非正規従業員割合：７５％以上 276 254 19 3 -

100.0 92.0 6.9 1.1 -

業績推移：急速に上昇した 133 130 3 - -

100.0 97.7 2.3 - -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 732 26 2 -

100.0 96.3 3.4 0.3 -

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 772 36 4 -

100.0 95.1 4.4 0.5 -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 556 36 5 -

100.0 93.1 6.0 0.8 -

業績推移：急速に下降した 127 108 16 3 -

100.0 85.0 12.6 2.4 -

充足方法（これまで） 1210 1159 46 5 -

：主に新卒者を採用 100.0 95.8 3.8 0.4 -

充足方法（これまで） 325 278 40 7 -

：主に中途を採用 100.0 85.5 12.3 2.2 -

充足方法（これまで） 912 890 20 2 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 97.6 2.2 0.2 -

充足方法（今後） 908 877 27 4 -

：主に新卒者を採用 100.0 96.6 3.0 0.4 -

充足方法（今後） 242 205 35 2 -

：主に中途を採用 100.0 84.7 14.5 0.8 -

充足方法（今後） 1284 1233 44 7 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 96.0 3.4 0.5 -

無回答 18 18 - - -

100.0 100.0 - - -

－151－



Q２　採用対象の是非

ＴＯＴＡＬ
採用対
象とした

採用対
象としな
かった 無回答

ＴＯＴＡＬ 2364 1323 1041 -

100.0 56.0 44.0 -

業種：建設業 120 33 87 -

100.0 27.5 72.5 -

業種：製造業 588 282 306 -

100.0 48.0 52.0 -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 5 5 -

100.0 50.0 50.0 -

業種：情報通信業 102 55 47 -

100.0 53.9 46.1 -

業種：運輸業 155 91 64 -

100.0 58.7 41.3 -

業種：卸売・小売業 372 190 182 -

100.0 51.1 48.9 -

業種：金融・保険業 128 48 80 -

100.0 37.5 62.5 -

業種：不動産業 12 6 6 -

100.0 50.0 50.0 -

業種：飲食店・宿泊業 51 35 16 -

100.0 68.6 31.4 -

業種：医療・福祉 253 232 21 -

100.0 91.7 8.3 -

業種：教育・学習支援業 87 61 26 -

100.0 70.1 29.9 -

業種：その他のサービス業 345 197 148 -

100.0 57.1 42.9 -

業種：その他 116 72 44 -

100.0 62.1 37.9 -

企業規模：３００人未満 101 62 39 -

100.0 61.4 38.6 -

企業規模：３００～９９９人 1611 917 694 -

100.0 56.9 43.1 -

企業規模：１０００～４９９９人 535 282 253 -

100.0 52.7 47.3 -

企業規模：５０００人以上 97 49 48 -

100.0 50.5 49.5 -

非正規従業員割合：２５％未満 1500 815 685 -

100.0 54.3 45.7 -

非正規従業員割合：２５～５０％未満 370 236 134 -

100.0 63.8 36.2 -

非正規従業員割合：５０～７５％未満 201 115 86 -

100.0 57.2 42.8 -

非正規従業員割合：７５％以上 254 133 121 -

100.0 52.4 47.6 -

業績推移：急速に上昇した 130 96 34 -

100.0 73.8 26.2 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 732 437 295 -

100.0 59.7 40.3 -

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 772 392 380 -

100.0 50.8 49.2 -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 556 305 251 -

100.0 54.9 45.1 -

業績推移：急速に下降した 108 46 62 -

100.0 42.6 57.4 -

充足方法（これまで） 1159 458 701 -

：主に新卒者を採用 100.0 39.5 60.5 -

充足方法（これまで） 278 189 89 -

：主に中途を採用 100.0 68.0 32.0 -

充足方法（これまで） 890 653 237 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 73.4 26.6 -

充足方法（今後） 877 332 545 -

：主に新卒者を採用 100.0 37.9 62.1 -

充足方法（今後） 205 139 66 -

：主に中途を採用 100.0 67.8 32.2 -

充足方法（今後） 1233 827 406 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 67.1 32.9 -

無回答 18 11 7 -

100.0 61.1 38.9 -
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Q３　採用枠

ＴＯＴＡＬ

第二新卒者は
新卒者と同じ枠
で採用している

第二新卒者は
中途採用者と
同じ枠で採用し
ている

第二新卒者は
新卒者・中途採
用者とは別枠
で採用 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 530 687 38 27 41

100.0 40.1 51.9 2.9 2.0 3.1

業種：建設業 33 12 19 - 1 1

100.0 36.4 57.6 - 3.0 3.0

業種：製造業 282 77 178 13 5 9

100.0 27.3 63.1 4.6 1.8 3.2

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 1 - - -

100.0 80.0 20.0 - - -

業種：情報通信業 55 37 13 3 1 1

100.0 67.3 23.6 5.5 1.8 1.8

業種：運輸業 91 22 62 3 - 4

100.0 24.2 68.1 3.3 - 4.4

業種：卸売・小売業 190 57 122 3 3 5

100.0 30.0 64.2 1.6 1.6 2.6

業種：金融・保険業 48 29 16 2 1 -

100.0 60.4 33.3 4.2 2.1 -

業種：不動産業 6 2 3 - - 1

100.0 33.3 50.0 - - 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 8 24 2 - 1

100.0 22.9 68.6 5.7 - 2.9

業種：医療・福祉 232 109 104 3 7 9

100.0 47.0 44.8 1.3 3.0 3.9

業種：教育・学習支援業 61 36 21 1 2 1

100.0 59.0 34.4 1.6 3.3 1.6

業種：その他のサービス業 197 80 98 6 6 7

100.0 40.6 49.7 3.0 3.0 3.6

業種：その他 72 49 18 2 1 2

100.0 68.1 25.0 2.8 1.4 2.8

企業規模：３００人未満 62 30 28 1 - 3

100.0 48.4 45.2 1.6 - 4.8

企業規模：３００～９９９人 917 371 475 25 17 29

100.0 40.5 51.8 2.7 1.9 3.2

企業規模：１０００～４９９９人 282 109 150 8 7 8

100.0 38.7 53.2 2.8 2.5 2.8

企業規模：５０００人以上 49 14 28 4 2 1

100.0 28.6 57.1 8.2 4.1 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 815 338 410 21 19 27

100.0 41.5 50.3 2.6 2.3 3.3

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 94 121 10 4 7

100.0 39.8 51.3 4.2 1.7 3.0

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 43 69 1 - 2

100.0 37.4 60.0 0.9 - 1.7

非正規従業員割合：７５％以上 133 44 76 5 3 5

100.0 33.1 57.1 3.8 2.3 3.8

業績推移：急速に上昇した 96 22 65 2 4 3

100.0 22.9 67.7 2.1 4.2 3.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 149 253 12 9 14

100.0 34.1 57.9 2.7 2.1 3.2

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 166 200 11 9 6

100.0 42.3 51.0 2.8 2.3 1.5

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 143 132 11 3 16

100.0 46.9 43.3 3.6 1.0 5.2

業績推移：急速に下降した 46 22 21 2 - 1

100.0 47.8 45.7 4.3 - 2.2

充足方法（これまで） 458 230 184 19 11 14

：主に新卒者を採用 100.0 50.2 40.2 4.1 2.4 3.1

充足方法（これまで） 189 30 148 4 2 5

：主に中途を採用 100.0 15.9 78.3 2.1 1.1 2.6

充足方法（これまで） 653 260 343 15 13 22

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 39.8 52.5 2.3 2.0 3.4

充足方法（今後） 332 176 125 12 9 10

：主に新卒者を採用 100.0 53.0 37.7 3.6 2.7 3.0

充足方法（今後） 139 21 107 2 3 6

：主に中途を採用 100.0 15.1 77.0 1.4 2.2 4.3

充足方法（今後） 827 320 445 24 13 25

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 38.7 53.8 2.9 1.6 3.0

無回答 11 6 5 - - -

100.0 54.5 45.5 - - -
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Q４　採用時期

ＴＯＴＡＬ
通年採
用

４月一括
採用 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 756 330 211 26

100.0 57.1 24.9 15.9 2.0

業種：建設業 33 23 5 4 1

100.0 69.7 15.2 12.1 3.0

業種：製造業 282 167 57 53 5

100.0 59.2 20.2 18.8 1.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -

業種：情報通信業 55 21 29 5 -

100.0 38.2 52.7 9.1 -

業種：運輸業 91 56 11 23 1

100.0 61.5 12.1 25.3 1.1

業種：卸売・小売業 190 109 39 38 4

100.0 57.4 20.5 20.0 2.1

業種：金融・保険業 48 14 29 5 -

100.0 29.2 60.4 10.4 -

業種：不動産業 6 4 - 1 1

100.0 66.7 - 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 24 5 6 -

100.0 68.6 14.3 17.1 -

業種：医療・福祉 232 175 29 22 6

100.0 75.4 12.5 9.5 2.6

業種：教育・学習支援業 61 18 33 10 -

100.0 29.5 54.1 16.4 -

業種：その他のサービス業 197 116 48 27 6

100.0 58.9 24.4 13.7 3.0

業種：その他 72 20 36 14 2

100.0 27.8 50.0 19.4 2.8

企業規模：３００人未満 62 44 8 10 -

100.0 71.0 12.9 16.1 -

企業規模：３００～９９９人 917 520 233 145 19

100.0 56.7 25.4 15.8 2.1

企業規模：１０００～４９９９人 282 159 73 44 6

100.0 56.4 25.9 15.6 2.1

企業規模：５０００人以上 49 27 10 11 1

100.0 55.1 20.4 22.4 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 815 466 204 128 17

100.0 57.2 25.0 15.7 2.1

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 124 74 34 4

100.0 52.5 31.4 14.4 1.7

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 74 22 17 2

100.0 64.3 19.1 14.8 1.7

非正規従業員割合：７５％以上 133 81 22 27 3

100.0 60.9 16.5 20.3 2.3

業績推移：急速に上昇した 96 67 12 15 2

100.0 69.8 12.5 15.6 2.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 290 70 69 8

100.0 66.4 16.0 15.8 1.8

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 218 103 64 7

100.0 55.6 26.3 16.3 1.8

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 140 109 47 9

100.0 45.9 35.7 15.4 3.0

業績推移：急速に下降した 46 23 13 10 -

100.0 50.0 28.3 21.7 -

充足方法（これまで） 458 186 181 80 11

：主に新卒者を採用 100.0 40.6 39.5 17.5 2.4

充足方法（これまで） 189 145 8 31 5

：主に中途を採用 100.0 76.7 4.2 16.4 2.6

充足方法（これまで） 653 414 133 96 10

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 63.4 20.4 14.7 1.5

充足方法（今後） 332 134 137 52 9

：主に新卒者を採用 100.0 40.4 41.3 15.7 2.7

充足方法（今後） 139 102 4 28 5

：主に中途を採用 100.0 73.4 2.9 20.1 3.6

充足方法（今後） 827 508 178 129 12

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 61.4 21.5 15.6 1.5

無回答 11 5 5 1 -

100.0 45.5 45.5 9.1 -
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Ｑ５　学歴

ＴＯＴＡＬ 高校卒

専門学
校・各種
学校卒

短大・高
専卒 大学卒

大学院
卒 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 473 721 709 1154 501 28

100.0 35.8 54.5 53.6 87.2 37.9 2.1

業種：建設業 33 8 12 15 32 12 1

100.0 24.2 36.4 45.5 97.0 36.4 3.0

業種：製造業 282 114 113 140 258 121 7

100.0 40.4 40.1 49.6 91.5 42.9 2.5

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - 5 4 -

100.0 - - - 100.0 80.0 -

業種：情報通信業 55 7 20 19 52 40 1

100.0 12.7 36.4 34.5 94.5 72.7 1.8

業種：運輸業 91 53 44 53 66 16 4

100.0 58.2 48.4 58.2 72.5 17.6 4.4

業種：卸売・小売業 190 67 105 110 175 59 5

100.0 35.3 55.3 57.9 92.1 31.1 2.6

業種：金融・保険業 48 10 14 21 46 15 -

100.0 20.8 29.2 43.8 95.8 31.3 -

業種：不動産業 6 1 2 4 5 1 1

100.0 16.7 33.3 66.7 83.3 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 22 29 25 32 15 -

100.0 62.9 82.9 71.4 91.4 42.9 -

業種：医療・福祉 232 65 209 131 163 59 3

100.0 28.0 90.1 56.5 70.3 25.4 1.3

業種：教育・学習支援業 61 4 10 17 60 39 1

100.0 6.6 16.4 27.9 98.4 63.9 1.6

業種：その他のサービス業 197 77 113 121 182 87 3

100.0 39.1 57.4 61.4 92.4 44.2 1.5

業種：その他 72 37 42 43 66 29 1

100.0 51.4 58.3 59.7 91.7 40.3 1.4

企業規模：３００人未満 62 25 42 33 47 16 1

100.0 40.3 67.7 53.2 75.8 25.8 1.6

企業規模：３００～９９９人 917 348 520 499 784 312 17

100.0 37.9 56.7 54.4 85.5 34.0 1.9

企業規模：１０００～４９９９人 282 78 126 142 266 132 9

100.0 27.7 44.7 50.4 94.3 46.8 3.2

企業規模：５０００人以上 49 16 26 26 46 35 1

100.0 32.7 53.1 53.1 93.9 71.4 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 815 261 440 432 713 312 16

100.0 32.0 54.0 53.0 87.5 38.3 2.0

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 92 137 130 205 86 5

100.0 39.0 58.1 55.1 86.9 36.4 2.1

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 60 62 67 100 47 3

100.0 52.2 53.9 58.3 87.0 40.9 2.6

非正規従業員割合：７５％以上 133 51 67 64 117 45 3

100.0 38.3 50.4 48.1 88.0 33.8 2.3

業績推移：急速に上昇した 96 37 53 52 87 38 2

100.0 38.5 55.2 54.2 90.6 39.6 2.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 161 245 250 393 188 9

100.0 36.8 56.1 57.2 89.9 43.0 2.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 133 211 192 329 126 6

100.0 33.9 53.8 49.0 83.9 32.1 1.5

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 111 168 169 266 110 9

100.0 36.4 55.1 55.4 87.2 36.1 3.0

業績推移：急速に下降した 46 21 25 24 38 15 -

100.0 45.7 54.3 52.2 82.6 32.6 -

充足方法（これまで） 458 111 188 209 419 187 11

：主に新卒者を採用 100.0 24.2 41.0 45.6 91.5 40.8 2.4

充足方法（これまで） 189 107 115 107 142 51 6

：主に中途を採用 100.0 56.6 60.8 56.6 75.1 27.0 3.2

充足方法（これまで） 653 249 410 383 574 258 9

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 38.1 62.8 58.7 87.9 39.5 1.4

充足方法（今後） 332 79 141 152 296 126 8

：主に新卒者を採用 100.0 23.8 42.5 45.8 89.2 38.0 2.4

充足方法（今後） 139 80 80 76 101 36 7

：主に中途を採用 100.0 57.6 57.6 54.7 72.7 25.9 5.0

充足方法（今後） 827 306 490 467 734 331 13

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 37.0 59.3 56.5 88.8 40.0 1.6

無回答 11 5 6 8 9 4 -

100.0 45.5 54.5 72.7 81.8 36.4 -
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Q５－１　主な採用対象

ＴＯＴＡＬ 高校卒

専門学
校・各種
学校卒

短大・高
専卒 大学卒

大学院
卒 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 140 198 48 739 24 174

100.0 10.6 15.0 3.6 55.9 1.8 13.2

業種：建設業 33 2 1 1 25 1 3

100.0 6.1 3.0 3.0 75.8 3.0 9.1

業種：製造業 282 51 8 9 176 8 30

100.0 18.1 2.8 3.2 62.4 2.8 10.6

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - 3 - 2

100.0 - - - 60.0 - 40.0

業種：情報通信業 55 1 - - 48 - 6

100.0 1.8 - - 87.3 - 10.9

業種：運輸業 91 25 5 3 39 - 19

100.0 27.5 5.5 3.3 42.9 - 20.9

業種：卸売・小売業 190 11 11 5 139 1 23

100.0 5.8 5.8 2.6 73.2 0.5 12.1

業種：金融・保険業 48 2 - 2 39 - 5

100.0 4.2 - 4.2 81.3 - 10.4

業種：不動産業 6 - - - 4 - 2

100.0 - - - 66.7 - 33.3

業種：飲食店・宿泊業 35 4 9 1 17 - 4

100.0 11.4 25.7 2.9 48.6 - 11.4

業種：医療・福祉 232 6 147 12 33 - 34

100.0 2.6 63.4 5.2 14.2 - 14.7

業種：教育・学習支援業 61 - 1 1 50 4 5

100.0 - 1.6 1.6 82.0 6.6 8.2

業種：その他のサービス業 197 28 13 11 119 7 19

100.0 14.2 6.6 5.6 60.4 3.6 9.6

業種：その他 72 8 1 2 41 3 17

100.0 11.1 1.4 2.8 56.9 4.2 23.6

企業規模：３００人未満 62 9 14 3 24 1 11

100.0 14.5 22.6 4.8 38.7 1.6 17.7

企業規模：３００～９９９人 917 113 159 37 491 10 107

100.0 12.3 17.3 4.0 53.5 1.1 11.7

企業規模：１０００～４９９９人 282 16 21 7 184 11 43

100.0 5.7 7.4 2.5 65.2 3.9 15.2

企業規模：５０００人以上 49 1 2 - 36 1 9

100.0 2.0 4.1 - 73.5 2.0 18.4

非正規従業員割合：２５％未満 815 77 136 32 442 13 115

100.0 9.4 16.7 3.9 54.2 1.6 14.1

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 28 32 8 134 6 28

100.0 11.9 13.6 3.4 56.8 2.5 11.9

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 20 13 3 66 2 11

100.0 17.4 11.3 2.6 57.4 1.7 9.6

非正規従業員割合：７５％以上 133 13 14 3 88 1 14

100.0 9.8 10.5 2.3 66.2 0.8 10.5

業績推移：急速に上昇した 96 14 9 2 59 1 11

100.0 14.6 9.4 2.1 61.5 1.0 11.5

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 40 60 13 254 5 65

100.0 9.2 13.7 3.0 58.1 1.1 14.9

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 42 76 20 204 5 45

100.0 10.7 19.4 5.1 52.0 1.3 11.5

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 33 42 10 170 8 42

100.0 10.8 13.8 3.3 55.7 2.6 13.8

業績推移：急速に下降した 46 9 7 - 23 2 5

100.0 19.6 15.2 - 50.0 4.3 10.9

充足方法（これまで） 458 32 34 15 315 7 55

：主に新卒者を採用 100.0 7.0 7.4 3.3 68.8 1.5 12.0

充足方法（これまで） 189 48 27 10 80 3 21

：主に中途を採用 100.0 25.4 14.3 5.3 42.3 1.6 11.1

充足方法（これまで） 653 59 135 21 333 13 92

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 9.0 20.7 3.2 51.0 2.0 14.1

充足方法（今後） 332 21 28 13 227 3 40

：主に新卒者を採用 100.0 6.3 8.4 3.9 68.4 0.9 12.0

充足方法（今後） 139 39 19 6 54 2 19

：主に中途を採用 100.0 28.1 13.7 4.3 38.8 1.4 13.7

充足方法（今後） 827 78 149 28 445 18 109

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 9.4 18.0 3.4 53.8 2.2 13.2

無回答 11 1 2 1 4 - 3

100.0 9.1 18.2 9.1 36.4 - 27.3
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Ｑ６　主な職種

ＴＯＴＡＬ 技術系

専門系
（医療、
福祉等） 事務系

営業・販
売系

サービス
系（飲食
店、接客
等） 製造系 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 423 254 521 516 106 128 86 27

100.0 32.0 19.2 39.4 39.0 8.0 9.7 6.5 2.0

業種：建設業 33 27 - 15 11 1 1 - 1

100.0 81.8 - 45.5 33.3 3.0 3.0 - 3.0

業種：製造業 282 152 4 104 131 5 106 7 5

100.0 53.9 1.4 36.9 46.5 1.8 37.6 2.5 1.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 5 - 4 3 - - - -

100.0 100.0 - 80.0 60.0 - - - -

業種：情報通信業 55 48 3 13 21 1 1 3 -

100.0 87.3 5.5 23.6 38.2 1.8 1.8 5.5 -

業種：運輸業 91 10 - 47 30 9 2 22 7

100.0 11.0 - 51.6 33.0 9.9 2.2 24.2 7.7

業種：卸売・小売業 190 30 4 49 157 13 1 4 4

100.0 15.8 2.1 25.8 82.6 6.8 0.5 2.1 2.1

業種：金融・保険業 48 8 2 32 28 1 - 4 1

100.0 16.7 4.2 66.7 58.3 2.1 - 8.3 2.1

業種：不動産業 6 1 - 3 4 1 - - 1

100.0 16.7 - 50.0 66.7 16.7 - - 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 - - 5 7 31 1 3 -

100.0 - - 14.3 20.0 88.6 2.9 8.6 -

業種：医療・福祉 232 22 215 81 4 4 - 3 3

100.0 9.5 92.7 34.9 1.7 1.7 - 1.3 1.3

業種：教育・学習支援業 61 4 8 44 6 2 - 18 -

100.0 6.6 13.1 72.1 9.8 3.3 - 29.5 -

業種：その他のサービス業 197 89 11 69 69 34 8 10 3

100.0 45.2 5.6 35.0 35.0 17.3 4.1 5.1 1.5

業種：その他 72 24 5 46 37 3 5 11 2

100.0 33.3 6.9 63.9 51.4 4.2 6.9 15.3 2.8

企業規模：３００人未満 62 13 22 15 14 6 5 6 1

100.0 21.0 35.5 24.2 22.6 9.7 8.1 9.7 1.6

企業規模：３００～９９９人 917 285 190 374 339 56 99 63 17

100.0 31.1 20.7 40.8 37.0 6.1 10.8 6.9 1.9

企業規模：１０００～４９９９人 282 105 33 109 133 30 21 13 8

100.0 37.2 11.7 38.7 47.2 10.6 7.4 4.6 2.8

企業規模：５０００人以上 49 18 7 17 25 13 1 2 1

100.0 36.7 14.3 34.7 51.0 26.5 2.0 4.1 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 815 300 181 327 302 36 76 49 15

100.0 36.8 22.2 40.1 37.1 4.4 9.3 6.0 1.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 58 38 106 93 32 24 17 6

100.0 24.6 16.1 44.9 39.4 13.6 10.2 7.2 2.5

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 23 14 42 48 24 16 6 3

100.0 20.0 12.2 36.5 41.7 20.9 13.9 5.2 2.6

非正規従業員割合：７５％以上 133 36 17 35 64 13 9 11 3

100.0 27.1 12.8 26.3 48.1 9.8 6.8 8.3 2.3

業績推移：急速に上昇した 96 31 10 31 44 8 13 5 3

100.0 32.3 10.4 32.3 45.8 8.3 13.5 5.2 3.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 160 76 164 192 38 52 24 7

100.0 36.6 17.4 37.5 43.9 8.7 11.9 5.5 1.6

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 123 100 156 119 30 38 18 8

100.0 31.4 25.5 39.8 30.4 7.7 9.7 4.6 2.0

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 84 48 128 131 26 18 27 9

100.0 27.5 15.7 42.0 43.0 8.5 5.9 8.9 3.0

業績推移：急速に下降した 46 15 9 15 18 4 5 3 -

100.0 32.6 19.6 32.6 39.1 8.7 10.9 6.5 -

充足方法（これまで） 458 159 51 188 218 26 38 19 11

：主に新卒者を採用 100.0 34.7 11.1 41.0 47.6 5.7 8.3 4.1 2.4

充足方法（これまで） 189 47 21 74 64 22 19 22 6

：主に中途を採用 100.0 24.9 11.1 39.2 33.9 11.6 10.1 11.6 3.2

充足方法（これまで） 653 211 179 247 226 58 68 43 10

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 32.3 27.4 37.8 34.6 8.9 10.4 6.6 1.5

充足方法（今後） 332 99 45 146 157 14 25 15 9

：主に新卒者を採用 100.0 29.8 13.6 44.0 47.3 4.2 7.5 4.5 2.7

充足方法（今後） 139 32 13 48 49 20 13 18 5

：主に中途を採用 100.0 23.0 9.4 34.5 35.3 14.4 9.4 12.9 3.6

充足方法（今後） 827 288 192 311 300 71 87 51 13

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 34.8 23.2 37.6 36.3 8.6 10.5 6.2 1.6

無回答 11 2 2 6 4 - 2 1 -

100.0 18.2 18.2 54.5 36.4 - 18.2 9.1 -

－157－



Ｑ７　主な条件

ＴＯＴＡＬ
年齢制
限

卒業年
次

勤務経
験

資格・免
許 その他

特に条件
はない 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 571 322 356 357 37 366 28

100.0 43.2 24.3 26.9 27.0 2.8 27.7 2.1

業種：建設業 33 7 7 6 5 - 16 1

100.0 21.2 21.2 18.2 15.2 - 48.5 3.0

業種：製造業 282 113 80 98 31 10 91 10

100.0 40.1 28.4 34.8 11.0 3.5 32.3 3.5

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 2 3 - - - - -

100.0 40.0 60.0 - - - - -

業種：情報通信業 55 35 23 23 4 - 9 -

100.0 63.6 41.8 41.8 7.3 - 16.4 -

業種：運輸業 91 38 9 13 33 2 28 1

100.0 41.8 9.9 14.3 36.3 2.2 30.8 1.1

業種：卸売・小売業 190 88 54 48 38 7 60 4

100.0 46.3 28.4 25.3 20.0 3.7 31.6 2.1

業種：金融・保険業 48 20 19 18 2 1 13 -

100.0 41.7 39.6 37.5 4.2 2.1 27.1 -

業種：不動産業 6 1 1 3 1 1 1 1

100.0 16.7 16.7 50.0 16.7 16.7 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 17 10 15 4 1 9 -

100.0 48.6 28.6 42.9 11.4 2.9 25.7 -

業種：医療・福祉 232 82 37 53 178 2 31 4

100.0 35.3 15.9 22.8 76.7 0.9 13.4 1.7

業種：教育・学習支援業 61 32 5 15 16 3 18 1

100.0 52.5 8.2 24.6 26.2 4.9 29.5 1.6

業種：その他のサービス業 197 87 57 52 35 7 67 3

100.0 44.2 28.9 26.4 17.8 3.6 34.0 1.5

業種：その他 72 43 13 10 7 3 18 2

100.0 59.7 18.1 13.9 9.7 4.2 25.0 2.8

企業規模：３００人未満 62 24 10 22 29 4 13 1

100.0 38.7 16.1 35.5 46.8 6.5 21.0 1.6

企業規模：３００～９９９人 917 401 212 240 272 26 254 18

100.0 43.7 23.1 26.2 29.7 2.8 27.7 2.0

企業規模：１０００～４９９９人 282 126 80 74 43 6 86 7

100.0 44.7 28.4 26.2 15.2 2.1 30.5 2.5

企業規模：５０００人以上 49 16 16 18 10 1 9 1

100.0 32.7 32.7 36.7 20.4 2.0 18.4 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 815 342 202 231 248 24 208 14

100.0 42.0 24.8 28.3 30.4 2.9 25.5 1.7

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 108 55 50 51 7 73 4

100.0 45.8 23.3 21.2 21.6 3.0 30.9 1.7

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 55 25 37 20 4 37 3

100.0 47.8 21.7 32.2 17.4 3.5 32.2 2.6

非正規従業員割合：７５％以上 133 57 33 35 34 2 42 5

100.0 42.9 24.8 26.3 25.6 1.5 31.6 3.8

業績推移：急速に上昇した 96 37 29 33 19 5 29 3

100.0 38.5 30.2 34.4 19.8 5.2 30.2 3.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 189 120 132 112 14 134 8

100.0 43.2 27.5 30.2 25.6 3.2 30.7 1.8

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 158 88 95 116 9 102 9

100.0 40.3 22.4 24.2 29.6 2.3 26.0 2.3

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 142 62 73 81 6 76 6

100.0 46.6 20.3 23.9 26.6 2.0 24.9 2.0

業績推移：急速に下降した 46 24 16 18 17 2 13 -

100.0 52.2 34.8 39.1 37.0 4.3 28.3 -

充足方法（これまで） 458 224 151 144 95 16 109 11

：主に新卒者を採用 100.0 48.9 33.0 31.4 20.7 3.5 23.8 2.4

充足方法（これまで） 189 82 30 59 58 6 59 4

：主に中途を採用 100.0 43.4 15.9 31.2 30.7 3.2 31.2 2.1

充足方法（これまで） 653 255 134 147 198 15 193 12

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 39.1 20.5 22.5 30.3 2.3 29.6 1.8

充足方法（今後） 332 158 113 95 69 8 80 6

：主に新卒者を採用 100.0 47.6 34.0 28.6 20.8 2.4 24.1 1.8

充足方法（今後） 139 55 15 41 41 5 47 5

：主に中途を採用 100.0 39.6 10.8 29.5 29.5 3.6 33.8 3.6

充足方法（今後） 827 348 184 213 240 24 234 15

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 42.1 22.2 25.8 29.0 2.9 28.3 1.8

無回答 11 4 4 2 3 - 2 1

100.0 36.4 36.4 18.2 27.3 - 18.2 9.1

－158－



Ｑ７－１　上限年齢

ＴＯＴＡＬ
１９歳
以下 ２０歳 ２１歳 ２２歳 ２３歳 ２４歳 ２５歳 ２６歳 ２７歳 ２８歳 ２９歳 ３０歳 ３１歳 ３２歳 ３３歳 ３４歳 ３５歳

３６歳
以上 無回答 平均

ＴＯＴＡＬ 571 - 1 1 1 7 24 163 55 34 43 14 116 - 3 1 1 50 41 16 28.9

100.0 - 0.2 0.2 0.2 1.2 4.2 28.5 9.6 6.0 7.5 2.5 20.3 - 0.5 0.2 0.2 8.8 7.2 2.8

業種：建設業 7 - - - - - - 2 1 - 1 1 2 - - - - - - - 27.6

100.0 - - - - - - 28.6 14.3 - 14.3 14.3 28.6 - - - - - - -

業種：製造業 113 - - 1 1 - 1 37 12 8 7 1 21 - - - - 16 5 3 28.6

100.0 - - 0.9 0.9 - 0.9 32.7 10.6 7.1 6.2 0.9 18.6 - - - - 14.2 4.4 2.7

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - - - - - - - - 1 - - - - - - 1 30.0

100.0 - - - - - - - - - - - 50.0 - - - - - - 50.0

業種：情報通信業 35 - - - - - 1 12 8 4 3 1 4 - - - - 1 1 - 27.1

100.0 - - - - - 2.9 34.3 22.9 11.4 8.6 2.9 11.4 - - - - 2.9 2.9 -

業種：運輸業 38 - - - - 1 3 8 2 2 2 - 7 - 1 - - 5 6 1 30.9

100.0 - - - - 2.6 7.9 21.1 5.3 5.3 5.3 - 18.4 - 2.6 - - 13.2 15.8 2.6

業種：卸売・小売業 88 - - - - 3 4 33 7 6 5 3 18 - - - - 7 - 2 27.3

100.0 - - - - 3.4 4.5 37.5 8.0 6.8 5.7 3.4 20.5 - - - - 8.0 - 2.3

業種：金融・保険業 20 - - - - - 3 9 3 - 1 - 1 - - - - 2 - 1 26.5

100.0 - - - - - 15.0 45.0 15.0 - 5.0 - 5.0 - - - - 10.0 - 5.0

業種：不動産業 1 - - - - - - 1 - - - - - - - - - - - - 25.0

100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

業種：飲食店・宿泊業 17 - - - - 1 3 4 1 1 - 1 3 - - - - 3 - - 27.8

100.0 - - - - 5.9 17.6 23.5 5.9 5.9 - 5.9 17.6 - - - - 17.6 - -

業種：医療・福祉 82 - 1 - - 2 - 11 - - 3 1 27 - - 1 - 9 23 4 33.9

100.0 - 1.2 - - 2.4 - 13.4 - - 3.7 1.2 32.9 - - 1.2 - 11.0 28.0 4.9

業種：教育・学習支援業 32 - - - - - 1 4 7 2 2 2 9 - 2 - - 2 - 1 28.3

100.0 - - - - - 3.1 12.5 21.9 6.3 6.3 6.3 28.1 - 6.3 - - 6.3 - 3.1

業種：その他のサービス業 87 - - - - - 5 22 10 7 12 3 17 - - - 1 4 5 1 28.4

100.0 - - - - - 5.7 25.3 11.5 8.0 13.8 3.4 19.5 - - - 1.1 4.6 5.7 1.1

業種：その他 43 - - - - - 3 17 3 4 7 1 5 - - - - - 1 2 26.8

100.0 - - - - - 7.0 39.5 7.0 9.3 16.3 2.3 11.6 - - - - - 2.3 4.7

企業規模：３００人未満 24 - - - - - - 4 1 - 3 - 7 - - - - 4 4 1 33.3

100.0 - - - - - - 16.7 4.2 - 12.5 - 29.2 - - - - 16.7 16.7 4.2

企業規模：３００～９９９人 401 - 1 1 - 7 19 109 41 21 30 5 83 - 2 1 - 36 32 13 29.0

100.0 - 0.2 0.2 - 1.7 4.7 27.2 10.2 5.2 7.5 1.2 20.7 - 0.5 0.2 - 9.0 8.0 3.2

企業規模：１０００～４９９９人 126 - - - 1 - 5 45 10 10 9 9 20 - - - 1 10 4 2 27.9

100.0 - - - 0.8 - 4.0 35.7 7.9 7.9 7.1 7.1 15.9 - - - 0.8 7.9 3.2 1.6

企業規模：５０００人以上 16 - - - - - - 3 2 3 1 - 5 - 1 - - - 1 - 28.6

100.0 - - - - - - 18.8 12.5 18.8 6.3 - 31.3 - 6.3 - - - 6.3 -

非正規従業員割合：２５％未満 342 - 1 - 1 5 15 90 39 22 24 5 63 - 3 1 1 30 30 12 29.1

100.0 - 0.3 - 0.3 1.5 4.4 26.3 11.4 6.4 7.0 1.5 18.4 - 0.9 0.3 0.3 8.8 8.8 3.5

非正規従業員割合：２５～５０％未満 108 - - 1 - 2 5 35 8 5 11 4 22 - - - - 6 5 4 28.1

100.0 - - 0.9 - 1.9 4.6 32.4 7.4 4.6 10.2 3.7 20.4 - - - - 5.6 4.6 3.7

非正規従業員割合：５０～７５％未満 55 - - - - - - 18 2 2 3 3 19 - - - - 5 3 - 29.3

100.0 - - - - - - 32.7 3.6 3.6 5.5 5.5 34.5 - - - - 9.1 5.5 -

非正規従業員割合：７５％以上 57 - - - - - 4 17 5 4 4 2 10 - - - - 8 3 - 29.1

100.0 - - - - - 7.0 29.8 8.8 7.0 7.0 3.5 17.5 - - - - 14.0 5.3 -

業績推移：急速に上昇した 37 - - - - - 4 11 4 2 3 2 7 - - - - 3 1 - 27.7

100.0 - - - - - 10.8 29.7 10.8 5.4 8.1 5.4 18.9 - - - - 8.1 2.7 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 189 - 1 - 1 2 3 54 18 11 20 2 33 - - - - 18 16 10 29.2

100.0 - 0.5 - 0.5 1.1 1.6 28.6 9.5 5.8 10.6 1.1 17.5 - - - - 9.5 8.5 5.3

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 158 - - 1 - 3 7 36 11 12 10 3 35 - 3 1 1 14 17 4 29.8

100.0 - - 0.6 - 1.9 4.4 22.8 7.0 7.6 6.3 1.9 22.2 - 1.9 0.6 0.6 8.9 10.8 2.5

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 142 - - - - 2 6 47 18 7 6 6 32 - - - - 11 5 2 28.0

100.0 - - - - 1.4 4.2 33.1 12.7 4.9 4.2 4.2 22.5 - - - - 7.7 3.5 1.4

業績推移：急速に下降した 24 - - - - - 3 7 1 - 3 1 5 - - - - 2 2 - 29.4

100.0 - - - - - 12.5 29.2 4.2 - 12.5 4.2 20.8 - - - - 8.3 8.3 -

充足方法（これまで） 224 - - 1 1 2 14 77 24 17 12 5 37 - 1 1 - 17 7 8 27.7

：主に新卒者を採用 100.0 - - 0.4 0.4 0.9 6.3 34.4 10.7 7.6 5.4 2.2 16.5 - 0.4 0.4 - 7.6 3.1 3.6

充足方法（これまで） 82 - - - - - 2 22 7 3 8 1 16 - - - 1 9 10 3 30.4

：主に中途を採用 100.0 - - - - - 2.4 26.8 8.5 3.7 9.8 1.2 19.5 - - - 1.2 11.0 12.2 3.7

充足方法（これまで） 255 - 1 - - 4 8 59 22 14 23 8 62 - 2 - - 23 24 5 29.6

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 - 0.4 - - 1.6 3.1 23.1 8.6 5.5 9.0 3.1 24.3 - 0.8 - - 9.0 9.4 2.0

充足方法（今後） 158 - - 1 1 2 11 49 18 12 10 2 32 - - 1 - 10 4 5 27.6

：主に新卒者を採用 100.0 - - 0.6 0.6 1.3 7.0 31.0 11.4 7.6 6.3 1.3 20.3 - - 0.6 - 6.3 2.5 3.2

充足方法（今後） 55 - - - - - 2 11 6 1 6 2 10 - - - 1 7 8 1 31.0

：主に中途を採用 100.0 - - - - - 3.6 20.0 10.9 1.8 10.9 3.6 18.2 - - - 1.8 12.7 14.5 1.8

充足方法（今後） 348 - 1 - - 4 11 98 30 21 26 10 73 - 3 - - 32 29 10 29.2

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 - 0.3 - - 1.1 3.2 28.2 8.6 6.0 7.5 2.9 21.0 - 0.9 - - 9.2 8.3 2.9

無回答 4 - - - - - - 2 1 - - - 1 - - - - - - - 26.5

100.0 - - - - - - 50.0 25.0 - - - 25.0 - - - - - - -

－159－



Ｑ７－２　卒業年次

ＴＯＴＡＬ １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
１１年以
上 無回答 平均

ＴＯＴＡＬ 322 85 89 94 4 31 1 - 3 - 9 2 4 2.7

100.0 26.4 27.6 29.2 1.2 9.6 0.3 - 0.9 - 2.8 0.6 1.2

業種：建設業 7 3 1 3 - - - - - - - - - 2.0

100.0 42.9 14.3 42.9 - - - - - - - - -

業種：製造業 80 14 26 26 2 7 - - 1 - 4 - - 2.9

100.0 17.5 32.5 32.5 2.5 8.8 - - 1.3 - 5.0 - -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 - - - - - - - - - 2.0

100.0 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - -

業種：情報通信業 23 4 9 7 - 3 - - - - - - - 2.5

100.0 17.4 39.1 30.4 - 13.0 - - - - - - -

業種：運輸業 9 4 2 3 - - - - - - - - - 1.9

100.0 44.4 22.2 33.3 - - - - - - - - -

業種：卸売・小売業 54 16 15 15 1 5 1 - - - - 1 - 2.6

100.0 29.6 27.8 27.8 1.9 9.3 1.9 - - - - 1.9 -

業種：金融・保険業 19 7 5 5 - 1 - - - - 1 - - 2.5

100.0 36.8 26.3 26.3 - 5.3 - - - - 5.3 - -

業種：不動産業 1 - - 1 - - - - - - - - - 3.0

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - -

業種：飲食店・宿泊業 10 2 4 2 - 2 - - - - - - - 2.6

100.0 20.0 40.0 20.0 - 20.0 - - - - - - -

業種：医療・福祉 37 7 7 12 - 5 - - 2 - 2 1 1 3.8

100.0 18.9 18.9 32.4 - 13.5 - - 5.4 - 5.4 2.7 2.7

業種：教育・学習支援業 5 1 1 2 - - - - - - 1 - - 3.8

100.0 20.0 20.0 40.0 - - - - - - 20.0 - -

業種：その他のサービス業 57 18 16 12 1 6 - - - - 1 - 3 2.4

100.0 31.6 28.1 21.1 1.8 10.5 - - - - 1.8 - 5.3

業種：その他 13 6 1 4 - 2 - - - - - - - 2.3

100.0 46.2 7.7 30.8 - 15.4 - - - - - - -

企業規模：３００人未満 10 1 4 1 1 2 - - 1 - - - - 3.4

100.0 10.0 40.0 10.0 10.0 20.0 - - 10.0 - - - -

企業規模：３００～９９９人 212 56 55 63 3 21 - - 2 - 8 2 2 2.9

100.0 26.4 25.9 29.7 1.4 9.9 - - 0.9 - 3.8 0.9 0.9

企業規模：１０００～４９９９人 80 23 26 22 - 5 1 - - - 1 - 2 2.3

100.0 28.8 32.5 27.5 - 6.3 1.3 - - - 1.3 - 2.5

企業規模：５０００人以上 16 3 3 7 - 3 - - - - - - - 2.8

100.0 18.8 18.8 43.8 - 18.8 - - - - - - -

非正規従業員割合：２５％未満 202 52 57 59 3 19 - - 2 - 7 1 2 2.8

100.0 25.7 28.2 29.2 1.5 9.4 - - 1.0 - 3.5 0.5 1.0

非正規従業員割合：２５～５０％未満 55 13 14 18 1 5 - - - - 1 1 2 2.8

100.0 23.6 25.5 32.7 1.8 9.1 - - - - 1.8 1.8 3.6

非正規従業員割合：５０～７５％未満 25 6 9 6 - 2 1 - 1 - - - - 2.6

100.0 24.0 36.0 24.0 - 8.0 4.0 - 4.0 - - - -

非正規従業員割合：７５％以上 33 11 8 9 - 4 - - - - 1 - - 2.5

100.0 33.3 24.2 27.3 - 12.1 - - - - 3.0 - -

業績推移：急速に上昇した 29 9 9 7 - 2 - - - - - 1 1 2.5

100.0 31.0 31.0 24.1 - 6.9 - - - - - 3.4 3.4

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 120 30 33 34 3 10 1 - 2 - 5 - 2 2.8

100.0 25.0 27.5 28.3 2.5 8.3 0.8 - 1.7 - 4.2 - 1.7

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 88 26 27 19 - 12 - - - - 3 1 - 2.8

100.0 29.5 30.7 21.6 - 13.6 - - - - 3.4 1.1 -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 62 14 16 24 1 5 - - 1 - - - 1 2.5

100.0 22.6 25.8 38.7 1.6 8.1 - - 1.6 - - - 1.6

業績推移：急速に下降した 16 3 3 7 - 2 - - - - 1 - - 3.1

100.0 18.8 18.8 43.8 - 12.5 - - - - 6.3 - -

充足方法（これまで） 151 42 41 42 3 11 1 - 2 - 7 - 2 2.7

：主に新卒者を採用 100.0 27.8 27.2 27.8 2.0 7.3 0.7 - 1.3 - 4.6 - 1.3

充足方法（これまで） 30 5 7 9 - 7 - - - - - 1 1 3.5

：主に中途を採用 100.0 16.7 23.3 30.0 - 23.3 - - - - - 3.3 3.3

充足方法（これまで） 134 34 39 42 1 13 - - 1 - 2 1 1 2.6

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 25.4 29.1 31.3 0.7 9.7 - - 0.7 - 1.5 0.7 0.7

充足方法（今後） 113 32 35 29 2 8 1 - 1 - 4 - 1 2.6

：主に新卒者を採用 100.0 28.3 31.0 25.7 1.8 7.1 0.9 - 0.9 - 3.5 - 0.9

充足方法（今後） 15 2 2 5 - 4 - - - - - 1 1 4.4

：主に中途を採用 100.0 13.3 13.3 33.3 - 26.7 - - - - - 6.7 6.7

充足方法（今後） 184 47 48 58 2 19 - - 2 - 5 1 2 2.7

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 25.5 26.1 31.5 1.1 10.3 - - 1.1 - 2.7 0.5 1.1

無回答 4 2 1 1 - - - - - - - - - 1.8

100.0 50.0 25.0 25.0 - - - - - - - - -

－160－



Ｑ７－３　勤務経験

ＴＯＴＡＬ
勤務経
験あり

勤務経
験なし 無回答

ＴＯＴＡＬ 356 247 80 29

100.0 69.4 22.5 8.1

業種：建設業 6 5 1 -

100.0 83.3 16.7 -

業種：製造業 98 75 20 3

100.0 76.5 20.4 3.1

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 - - - -

- - - -

業種：情報通信業 23 14 8 1

100.0 60.9 34.8 4.3

業種：運輸業 13 8 4 1

100.0 61.5 30.8 7.7

業種：卸売・小売業 48 40 7 1

100.0 83.3 14.6 2.1

業種：金融・保険業 18 7 10 1

100.0 38.9 55.6 5.6

業種：不動産業 3 - 1 2

100.0 - 33.3 66.7

業種：飲食店・宿泊業 15 11 3 1

100.0 73.3 20.0 6.7

業種：医療・福祉 53 40 6 7

100.0 75.5 11.3 13.2

業種：教育・学習支援業 15 12 2 1

100.0 80.0 13.3 6.7

業種：その他のサービス業 52 30 13 9

100.0 57.7 25.0 17.3

業種：その他 10 4 4 2

100.0 40.0 40.0 20.0

企業規模：３００人未満 22 16 5 1

100.0 72.7 22.7 4.5

企業規模：３００～９９９人 240 169 51 20

100.0 70.4 21.3 8.3

企業規模：１０００～４９９９人 74 49 19 6

100.0 66.2 25.7 8.1

企業規模：５０００人以上 18 12 4 2

100.0 66.7 22.2 11.1

非正規従業員割合：２５％未満 231 162 53 16

100.0 70.1 22.9 6.9

非正規従業員割合：２５～５０％未満 50 36 8 6

100.0 72.0 16.0 12.0

非正規従業員割合：５０～７５％未満 37 22 10 5

100.0 59.5 27.0 13.5

非正規従業員割合：７５％以上 35 25 8 2

100.0 71.4 22.9 5.7

業績推移：急速に上昇した 33 21 8 4

100.0 63.6 24.2 12.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 132 90 29 13

100.0 68.2 22.0 9.8

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 95 66 22 7

100.0 69.5 23.2 7.4

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 73 54 16 3

100.0 74.0 21.9 4.1

業績推移：急速に下降した 18 12 4 2

100.0 66.7 22.2 11.1

充足方法（これまで） 144 83 51 10

：主に新卒者を採用 100.0 57.6 35.4 6.9

充足方法（これまで） 59 46 7 6

：主に中途を採用 100.0 78.0 11.9 10.2

充足方法（これまで） 147 114 20 13

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 77.6 13.6 8.8

充足方法（今後） 95 53 35 7

：主に新卒者を採用 100.0 55.8 36.8 7.4

充足方法（今後） 41 31 7 3

：主に中途を採用 100.0 75.6 17.1 7.3

充足方法（今後） 213 160 35 18

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 75.1 16.4 8.5

無回答 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -

－161－



Ｑ８　採用対象理由

ＴＯＴＡＬ

新卒者の
応募が少な
いから

新卒者に
はよい人材
が少ないか
ら

研修期間
が短くてす
むから

新卒採用よ
り募集経費
が少なくてす
むから

第二新卒
者の能力
が高いから

第二新卒
者の職業
意識が高
いから

即戦力にな
るから

新卒者と変
わらないか
ら

従業員の
年齢構成を
調整するた
め その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 157 39 88 46 85 193 435 538 120 199 71

100.0 11.9 2.9 6.7 3.5 6.4 14.6 32.9 40.7 9.1 15.0 5.4

業種：建設業 33 6 1 3 2 4 6 9 16 6 2 3

100.0 18.2 3.0 9.1 6.1 12.1 18.2 27.3 48.5 18.2 6.1 9.1

業種：製造業 282 15 5 26 7 12 38 95 108 37 48 11

100.0 5.3 1.8 9.2 2.5 4.3 13.5 33.7 38.3 13.1 17.0 3.9

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - - 1 1 - 5 - - -

100.0 - - - - 20.0 20.0 - 100.0 - - -

業種：情報通信業 55 2 3 2 2 7 8 9 30 2 4 5

100.0 3.6 5.5 3.6 3.6 12.7 14.5 16.4 54.5 3.6 7.3 9.1

業種：運輸業 91 10 2 5 6 3 14 36 29 15 9 10

100.0 11.0 2.2 5.5 6.6 3.3 15.4 39.6 31.9 16.5 9.9 11.0

業種：卸売・小売業 190 16 5 12 10 4 32 56 81 14 33 7

100.0 8.4 2.6 6.3 5.3 2.1 16.8 29.5 42.6 7.4 17.4 3.7

業種：金融・保険業 48 1 - 3 1 3 5 10 25 6 8 1

100.0 2.1 - 6.3 2.1 6.3 10.4 20.8 52.1 12.5 16.7 2.1

業種：不動産業 6 1 - - - 1 - 3 2 1 - 1

100.0 16.7 - - - 16.7 - 50.0 33.3 16.7 - 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 6 1 2 5 - 6 11 11 3 4 3

100.0 17.1 2.9 5.7 14.3 - 17.1 31.4 31.4 8.6 11.4 8.6

業種：医療・福祉 232 67 9 19 1 17 21 102 85 6 37 13

100.0 28.9 3.9 8.2 0.4 7.3 9.1 44.0 36.6 2.6 15.9 5.6

業種：教育・学習支援業 61 2 3 2 1 8 8 21 23 10 9 5

100.0 3.3 4.9 3.3 1.6 13.1 13.1 34.4 37.7 16.4 14.8 8.2

業種：その他のサービス業 197 25 6 12 10 18 43 64 84 15 26 7

100.0 12.7 3.0 6.1 5.1 9.1 21.8 32.5 42.6 7.6 13.2 3.6

業種：その他 72 5 2 2 1 7 9 17 33 4 15 2

100.0 6.9 2.8 2.8 1.4 9.7 12.5 23.6 45.8 5.6 20.8 2.8

企業規模：３００人未満 62 9 1 5 1 5 7 20 17 6 14 3

100.0 14.5 1.6 8.1 1.6 8.1 11.3 32.3 27.4 9.7 22.6 4.8

企業規模：３００～９９９人 917 114 25 65 30 68 133 309 370 87 140 47

100.0 12.4 2.7 7.1 3.3 7.4 14.5 33.7 40.3 9.5 15.3 5.1

企業規模：１０００～４９９９人 282 31 9 15 12 5 41 87 123 22 38 17

100.0 11.0 3.2 5.3 4.3 1.8 14.5 30.9 43.6 7.8 13.5 6.0

企業規模：５０００人以上 49 3 2 3 3 7 10 17 21 4 5 3

100.0 6.1 4.1 6.1 6.1 14.3 20.4 34.7 42.9 8.2 10.2 6.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 102 28 59 18 49 107 272 337 74 123 44

100.0 12.5 3.4 7.2 2.2 6.0 13.1 33.4 41.3 9.1 15.1 5.4

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 29 3 18 21 23 37 74 97 24 36 9

100.0 12.3 1.3 7.6 8.9 9.7 15.7 31.4 41.1 10.2 15.3 3.8

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 9 3 3 2 3 25 37 39 10 21 7

100.0 7.8 2.6 2.6 1.7 2.6 21.7 32.2 33.9 8.7 18.3 6.1

非正規従業員割合：７５％以上 133 16 3 7 5 9 21 48 53 11 16 7

100.0 12.0 2.3 5.3 3.8 6.8 15.8 36.1 39.8 8.3 12.0 5.3

業績推移：急速に上昇した 96 9 - 11 3 10 16 32 41 12 16 4

100.0 9.4 - 11.5 3.1 10.4 16.7 33.3 42.7 12.5 16.7 4.2

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 48 10 29 16 26 72 137 182 32 66 24

100.0 11.0 2.3 6.6 3.7 5.9 16.5 31.4 41.6 7.3 15.1 5.5

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 50 12 25 12 25 54 140 147 34 64 18

100.0 12.8 3.1 6.4 3.1 6.4 13.8 35.7 37.5 8.7 16.3 4.6

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 38 10 19 13 19 44 99 126 31 38 18

100.0 12.5 3.3 6.2 4.3 6.2 14.4 32.5 41.3 10.2 12.5 5.9

業績推移：急速に下降した 46 8 4 3 1 1 3 17 19 8 5 2

100.0 17.4 8.7 6.5 2.2 2.2 6.5 37.0 41.3 17.4 10.9 4.3

充足方法（これまで） 458 48 13 28 16 30 57 129 217 36 54 20

：主に新卒者を採用 100.0 10.5 2.8 6.1 3.5 6.6 12.4 28.2 47.4 7.9 11.8 4.4

充足方法（これまで） 189 25 2 19 12 14 36 84 40 25 34 9

：主に中途を採用 100.0 13.2 1.1 10.1 6.3 7.4 19.0 44.4 21.2 13.2 18.0 4.8

充足方法（これまで） 653 83 22 41 18 41 97 218 272 56 107 39

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 12.7 3.4 6.3 2.8 6.3 14.9 33.4 41.7 8.6 16.4 6.0

充足方法（今後） 332 38 8 15 12 20 42 87 166 24 39 15

：主に新卒者を採用 100.0 11.4 2.4 4.5 3.6 6.0 12.7 26.2 50.0 7.2 11.7 4.5

充足方法（今後） 139 15 3 19 8 10 29 62 24 15 27 7

：主に中途を採用 100.0 10.8 2.2 13.7 5.8 7.2 20.9 44.6 17.3 10.8 19.4 5.0

充足方法（今後） 827 103 26 54 25 55 117 282 335 79 131 46

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 12.5 3.1 6.5 3.0 6.7 14.1 34.1 40.5 9.6 15.8 5.6

無回答 11 - 2 - - - 2 1 6 1 2 1

100.0 - 18.2 - - - 18.2 9.1 54.5 9.1 18.2 9.1

－162－



Q９　採用理由

ＴＯＴＡＬ
ハロー
ワーク

民間職
業紹介
会社

自社の
ホーム
ページ

インター
ネットの
就職情
報サイト

新聞・チ
ラシ等の
求人広
告

就職情
報誌

学校・教
師等から
の紹介

紹介予
定派遣

インター
ンシップ

ヘッドハ
ンティン
グ会社 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 754 152 618 359 436 362 340 45 5 6 94 66

100.0 57.0 11.5 46.7 27.1 33.0 27.4 25.7 3.4 0.4 0.5 7.1 5.0

業種：建設業 33 19 5 13 9 5 6 11 2 - - 1 3

100.0 57.6 15.2 39.4 27.3 15.2 18.2 33.3 6.1 - - 3.0 9.1

業種：製造業 282 155 51 109 77 52 51 64 13 1 - 25 13

100.0 55.0 18.1 38.7 27.3 18.4 18.1 22.7 4.6 0.4 - 8.9 4.6

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 - 4 4 - 2 1 - - - - -

100.0 20.0 - 80.0 80.0 - 40.0 20.0 - - - - -

業種：情報通信業 55 16 3 43 31 9 14 10 1 - - 2 4

100.0 29.1 5.5 78.2 56.4 16.4 25.5 18.2 1.8 - - 3.6 7.3

業種：運輸業 91 63 7 21 13 38 29 13 2 - - 7 5

100.0 69.2 7.7 23.1 14.3 41.8 31.9 14.3 2.2 - - 7.7 5.5

業種：卸売・小売業 190 111 20 81 57 64 76 37 8 2 4 11 6

100.0 58.4 10.5 42.6 30.0 33.7 40.0 19.5 4.2 1.1 2.1 5.8 3.2

業種：金融・保険業 48 15 5 23 21 7 11 2 2 - - 7 5

100.0 31.3 10.4 47.9 43.8 14.6 22.9 4.2 4.2 - - 14.6 10.4

業種：不動産業 6 3 - 4 2 1 1 - - - - 1 1

100.0 50.0 - 66.7 33.3 16.7 16.7 - - - - 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 19 6 18 16 15 17 5 - - - 3 1

100.0 54.3 17.1 51.4 45.7 42.9 48.6 14.3 - - - 8.6 2.9

業種：医療・福祉 232 186 30 119 38 125 71 101 5 2 1 3 10

100.0 80.2 12.9 51.3 16.4 53.9 30.6 43.5 2.2 0.9 0.4 1.3 4.3

業種：教育・学習支援業 61 15 3 38 12 24 4 22 3 - - 7 4

100.0 24.6 4.9 62.3 19.7 39.3 6.6 36.1 4.9 - - 11.5 6.6

業種：その他のサービス業 197 111 20 103 56 74 68 59 8 - 1 9 8

100.0 56.3 10.2 52.3 28.4 37.6 34.5 29.9 4.1 - 0.5 4.6 4.1

業種：その他 72 32 2 35 21 19 11 12 - - - 16 3

100.0 44.4 2.8 48.6 29.2 26.4 15.3 16.7 - - - 22.2 4.2

企業規模：３００人未満 62 33 6 19 10 22 13 12 3 - - 3 6

100.0 53.2 9.7 30.6 16.1 35.5 21.0 19.4 4.8 - - 4.8 9.7

企業規模：３００～９９９人 917 572 99 386 205 303 230 253 31 4 3 68 44

100.0 62.4 10.8 42.1 22.4 33.0 25.1 27.6 3.4 0.4 0.3 7.4 4.8

企業規模：１０００～４９９９人 282 129 33 175 111 91 94 65 9 1 3 18 13

100.0 45.7 11.7 62.1 39.4 32.3 33.3 23.0 3.2 0.4 1.1 6.4 4.6

企業規模：５０００人以上 49 15 14 32 33 18 23 6 2 - - 3 2

100.0 30.6 28.6 65.3 67.3 36.7 46.9 12.2 4.1 - - 6.1 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 464 100 382 228 245 214 228 37 3 2 62 39

100.0 56.9 12.3 46.9 28.0 30.1 26.3 28.0 4.5 0.4 0.2 7.6 4.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 133 19 111 59 92 61 56 4 2 3 17 10

100.0 56.4 8.1 47.0 25.0 39.0 25.8 23.7 1.7 0.8 1.3 7.2 4.2

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 68 10 48 22 45 36 27 1 - 1 6 6

100.0 59.1 8.7 41.7 19.1 39.1 31.3 23.5 0.9 - 0.9 5.2 5.2

非正規従業員割合：７５％以上 133 78 22 67 45 48 46 23 3 - - 7 7

100.0 58.6 16.5 50.4 33.8 36.1 34.6 17.3 2.3 - - 5.3 5.3

業績推移：急速に上昇した 96 60 19 52 45 45 43 22 2 1 2 4 1

100.0 62.5 19.8 54.2 46.9 46.9 44.8 22.9 2.1 1.0 2.1 4.2 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 251 63 213 133 143 138 108 14 2 3 26 23

100.0 57.4 14.4 48.7 30.4 32.7 31.6 24.7 3.2 0.5 0.7 5.9 5.3

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 230 39 178 96 142 96 104 13 - - 22 14

100.0 58.7 9.9 45.4 24.5 36.2 24.5 26.5 3.3 - - 5.6 3.6

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 176 26 124 66 79 69 84 14 1 1 28 21

100.0 57.7 8.5 40.7 21.6 25.9 22.6 27.5 4.6 0.3 0.3 9.2 6.9

業績推移：急速に下降した 46 23 4 22 12 14 10 12 1 1 - 3 4

100.0 50.0 8.7 47.8 26.1 30.4 21.7 26.1 2.2 2.2 - 6.5 8.7

充足方法（これまで） 458 216 45 225 142 76 88 119 18 - 2 43 23

：主に新卒者を採用 100.0 47.2 9.8 49.1 31.0 16.6 19.2 26.0 3.9 - 0.4 9.4 5.0

充足方法（これまで） 189 129 28 58 37 82 68 37 11 - - 9 4

：主に中途を採用 100.0 68.3 14.8 30.7 19.6 43.4 36.0 19.6 5.8 - - 4.8 2.1

充足方法（これまで） 653 400 79 325 177 272 204 178 15 5 4 39 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 61.3 12.1 49.8 27.1 41.7 31.2 27.3 2.3 0.8 0.6 6.0 5.5

充足方法（今後） 332 156 31 172 99 63 71 81 10 - 1 27 18

：主に新卒者を採用 100.0 47.0 9.3 51.8 29.8 19.0 21.4 24.4 3.0 - 0.3 8.1 5.4

充足方法（今後） 139 97 18 41 28 63 54 21 5 - - 7 4

：主に中途を採用 100.0 69.8 12.9 29.5 20.1 45.3 38.8 15.1 3.6 - - 5.0 2.9

充足方法（今後） 827 489 103 395 230 305 235 229 29 5 5 55 42

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 59.1 12.5 47.8 27.8 36.9 28.4 27.7 3.5 0.6 0.6 6.7 5.1

無回答 11 5 - 5 - 2 1 3 - - - 2 1

100.0 45.5 - 45.5 - 18.2 9.1 27.3 - - - 18.2 9.1

－163－



Ｑ１０　比較評価　①基本的な生活態度、言葉遣い、マナー

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 411 26 825 61

100.0 31.1 2.0 62.4 4.6

業種：建設業 33 13 - 18 2

100.0 39.4 - 54.5 6.1

業種：製造業 282 96 7 171 8

100.0 34.0 2.5 60.6 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 21 2 30 2

100.0 38.2 3.6 54.5 3.6

業種：運輸業 91 31 1 53 6

100.0 34.1 1.1 58.2 6.6

業種：卸売・小売業 190 52 6 129 3

100.0 27.4 3.2 67.9 1.6

業種：金融・保険業 48 16 - 31 1

100.0 33.3 - 64.6 2.1

業種：不動産業 6 - - 5 1

100.0 - - 83.3 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 9 1 22 3

100.0 25.7 2.9 62.9 8.6

業種：医療・福祉 232 66 3 150 13

100.0 28.4 1.3 64.7 5.6

業種：教育・学習支援業 61 22 - 33 6

100.0 36.1 - 54.1 9.8

業種：その他のサービス業 197 63 5 121 8

100.0 32.0 2.5 61.4 4.1

業種：その他 72 21 1 45 5

100.0 29.2 1.4 62.5 6.9

企業規模：３００人未満 62 15 1 42 4

100.0 24.2 1.6 67.7 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 294 16 566 41

100.0 32.1 1.7 61.7 4.5

企業規模：１０００～４９９９人 282 87 8 174 13

100.0 30.9 2.8 61.7 4.6

企業規模：５０００人以上 49 14 1 32 2

100.0 28.6 2.0 65.3 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 266 14 506 29

100.0 32.6 1.7 62.1 3.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 80 5 136 15

100.0 33.9 2.1 57.6 6.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 29 4 74 8

100.0 25.2 3.5 64.3 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 32 3 92 6

100.0 24.1 2.3 69.2 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 28 2 65 1

100.0 29.2 2.1 67.7 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 130 12 278 17

100.0 29.7 2.7 63.6 3.9

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 120 3 252 17

100.0 30.6 0.8 64.3 4.3

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 111 9 169 16

100.0 36.4 3.0 55.4 5.2

業績推移：急速に下降した 46 12 - 31 3

100.0 26.1 - 67.4 6.5

充足方法（これまで） 458 153 11 278 16

：主に新卒者を採用 100.0 33.4 2.4 60.7 3.5

充足方法（これまで） 189 69 2 112 6

：主に中途を採用 100.0 36.5 1.1 59.3 3.2

充足方法（これまで） 653 185 12 420 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 28.3 1.8 64.3 5.5

充足方法（今後） 332 95 10 215 12

：主に新卒者を採用 100.0 28.6 3.0 64.8 3.6

充足方法（今後） 139 60 2 73 4

：主に中途を採用 100.0 43.2 1.4 52.5 2.9

充足方法（今後） 827 251 13 521 42

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 30.4 1.6 63.0 5.1

無回答 11 1 - 9 1

100.0 9.1 - 81.8 9.1

－164－



Ｑ１０　比較評価　②職業観、就労意欲

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 497 46 718 62

100.0 37.6 3.5 54.3 4.7

業種：建設業 33 11 1 19 2

100.0 33.3 3.0 57.6 6.1

業種：製造業 282 128 8 138 8

100.0 45.4 2.8 48.9 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 - 4 -

100.0 20.0 - 80.0 -

業種：情報通信業 55 22 4 27 2

100.0 40.0 7.3 49.1 3.6

業種：運輸業 91 31 4 49 7

100.0 34.1 4.4 53.8 7.7

業種：卸売・小売業 190 74 8 105 3

100.0 38.9 4.2 55.3 1.6

業種：金融・保険業 48 17 1 29 1

100.0 35.4 2.1 60.4 2.1

業種：不動産業 6 2 - 3 1

100.0 33.3 - 50.0 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 15 1 16 3

100.0 42.9 2.9 45.7 8.6

業種：医療・福祉 232 62 5 151 14

100.0 26.7 2.2 65.1 6.0

業種：教育・学習支援業 61 21 - 34 6

100.0 34.4 - 55.7 9.8

業種：その他のサービス業 197 84 10 96 7

100.0 42.6 5.1 48.7 3.6

業種：その他 72 27 4 36 5

100.0 37.5 5.6 50.0 6.9

企業規模：３００人未満 62 17 3 38 4

100.0 27.4 4.8 61.3 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 354 27 495 41

100.0 38.6 2.9 54.0 4.5

企業規模：１０００～４９９９人 282 104 13 151 14

100.0 36.9 4.6 53.5 5.0

企業規模：５０００人以上 49 20 3 24 2

100.0 40.8 6.1 49.0 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 309 30 445 31

100.0 37.9 3.7 54.6 3.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 101 9 112 14

100.0 42.8 3.8 47.5 5.9

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 37 4 66 8

100.0 32.2 3.5 57.4 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 45 3 79 6

100.0 33.8 2.3 59.4 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 37 5 53 1

100.0 38.5 5.2 55.2 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 166 17 236 18

100.0 38.0 3.9 54.0 4.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 146 10 221 15

100.0 37.2 2.6 56.4 3.8

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 119 12 156 18

100.0 39.0 3.9 51.1 5.9

業績推移：急速に下降した 46 16 2 25 3

100.0 34.8 4.3 54.3 6.5

充足方法（これまで） 458 190 17 235 16

：主に新卒者を採用 100.0 41.5 3.7 51.3 3.5

充足方法（これまで） 189 78 6 98 7

：主に中途を採用 100.0 41.3 3.2 51.9 3.7

充足方法（これまで） 653 223 21 373 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 34.2 3.2 57.1 5.5

充足方法（今後） 332 125 12 183 12

：主に新卒者を採用 100.0 37.7 3.6 55.1 3.6

充足方法（今後） 139 65 3 66 5

：主に中途を採用 100.0 46.8 2.2 47.5 3.6

充足方法（今後） 827 300 30 455 42

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 36.3 3.6 55.0 5.1

無回答 11 2 - 8 1

100.0 18.2 - 72.7 9.1

－165－



Ｑ１０　比較評価　③コミュニケーション能力

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 315 25 922 61

100.0 23.8 1.9 69.7 4.6

業種：建設業 33 7 - 24 2

100.0 21.2 - 72.7 6.1

業種：製造業 282 58 7 209 8

100.0 20.6 2.5 74.1 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 10 1 42 2

100.0 18.2 1.8 76.4 3.6

業種：運輸業 91 28 4 53 6

100.0 30.8 4.4 58.2 6.6

業種：卸売・小売業 190 33 4 149 4

100.0 17.4 2.1 78.4 2.1

業種：金融・保険業 48 11 - 36 1

100.0 22.9 - 75.0 2.1

業種：不動産業 6 4 - 1 1

100.0 66.7 - 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 8 - 24 3

100.0 22.9 - 68.6 8.6

業種：医療・福祉 232 62 1 156 13

100.0 26.7 0.4 67.2 5.6

業種：教育・学習支援業 61 16 - 39 6

100.0 26.2 - 63.9 9.8

業種：その他のサービス業 197 54 7 129 7

100.0 27.4 3.6 65.5 3.6

業種：その他 72 23 1 43 5

100.0 31.9 1.4 59.7 6.9

企業規模：３００人未満 62 15 1 42 4

100.0 24.2 1.6 67.7 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 243 15 618 41

100.0 26.5 1.6 67.4 4.5

企業規模：１０００～４９９９人 282 49 8 212 13

100.0 17.4 2.8 75.2 4.6

企業規模：５０００人以上 49 7 1 39 2

100.0 14.3 2.0 79.6 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 194 15 577 29

100.0 23.8 1.8 70.8 3.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 64 2 155 15

100.0 27.1 0.8 65.7 6.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 22 3 82 8

100.0 19.1 2.6 71.3 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 32 5 90 6

100.0 24.1 3.8 67.7 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 19 1 75 1

100.0 19.8 1.0 78.1 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 99 11 310 17

100.0 22.7 2.5 70.9 3.9

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 83 6 287 16

100.0 21.2 1.5 73.2 4.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 95 6 187 17

100.0 31.1 2.0 61.3 5.6

業績推移：急速に下降した 46 10 1 32 3

100.0 21.7 2.2 69.6 6.5

充足方法（これまで） 458 104 10 327 17

：主に新卒者を採用 100.0 22.7 2.2 71.4 3.7

充足方法（これまで） 189 54 3 127 5

：主に中途を採用 100.0 28.6 1.6 67.2 2.6

充足方法（これまで） 653 153 11 453 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 23.4 1.7 69.4 5.5

充足方法（今後） 332 66 8 245 13

：主に新卒者を採用 100.0 19.9 2.4 73.8 3.9

充足方法（今後） 139 47 2 87 3

：主に中途を採用 100.0 33.8 1.4 62.6 2.2

充足方法（今後） 827 199 14 572 42

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 24.1 1.7 69.2 5.1

無回答 11 1 - 9 1

100.0 9.1 - 81.8 9.1

－166－



Ｑ１０　比較評価　④読み・書き・計算などの基礎学力

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 77 60 1124 62

100.0 5.8 4.5 85.0 4.7

業種：建設業 33 2 - 29 2

100.0 6.1 - 87.9 6.1

業種：製造業 282 12 15 247 8

100.0 4.3 5.3 87.6 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 2 2 49 2

100.0 3.6 3.6 89.1 3.6

業種：運輸業 91 8 5 70 8

100.0 8.8 5.5 76.9 8.8

業種：卸売・小売業 190 7 15 165 3

100.0 3.7 7.9 86.8 1.6

業種：金融・保険業 48 2 1 44 1

100.0 4.2 2.1 91.7 2.1

業種：不動産業 6 - - 5 1

100.0 - - 83.3 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 1 4 27 3

100.0 2.9 11.4 77.1 8.6

業種：医療・福祉 232 18 6 195 13

100.0 7.8 2.6 84.1 5.6

業種：教育・学習支援業 61 9 1 45 6

100.0 14.8 1.6 73.8 9.8

業種：その他のサービス業 197 11 9 170 7

100.0 5.6 4.6 86.3 3.6

業種：その他 72 5 1 61 5

100.0 6.9 1.4 84.7 6.9

企業規模：３００人未満 62 7 2 49 4

100.0 11.3 3.2 79.0 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 57 35 784 41

100.0 6.2 3.8 85.5 4.5

企業規模：１０００～４９９９人 282 11 19 238 14

100.0 3.9 6.7 84.4 5.0

企業規模：５０００人以上 49 2 4 41 2

100.0 4.1 8.2 83.7 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 42 34 708 31

100.0 5.2 4.2 86.9 3.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 21 6 195 14

100.0 8.9 2.5 82.6 5.9

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 6 8 93 8

100.0 5.2 7.0 80.9 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 7 12 108 6

100.0 5.3 9.0 81.2 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 7 5 83 1

100.0 7.3 5.2 86.5 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 24 22 373 18

100.0 5.5 5.0 85.4 4.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 24 11 341 16

100.0 6.1 2.8 87.0 4.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 15 19 254 17

100.0 4.9 6.2 83.3 5.6

業績推移：急速に下降した 46 3 3 37 3

100.0 6.5 6.5 80.4 6.5

充足方法（これまで） 458 17 28 397 16

：主に新卒者を採用 100.0 3.7 6.1 86.7 3.5

充足方法（これまで） 189 15 4 164 6

：主に中途を採用 100.0 7.9 2.1 86.8 3.2

充足方法（これまで） 653 45 27 544 37

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 6.9 4.1 83.3 5.7

充足方法（今後） 332 12 21 287 12

：主に新卒者を採用 100.0 3.6 6.3 86.4 3.6

充足方法（今後） 139 11 2 122 4

：主に中途を採用 100.0 7.9 1.4 87.8 2.9

充足方法（今後） 827 54 36 694 43

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 6.5 4.4 83.9 5.2

無回答 11 - - 10 1

100.0 - - 90.9 9.1

－167－



Ｑ１０　比較評価　⑤積極性

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 314 47 900 62

100.0 23.7 3.6 68.0 4.7

業種：建設業 33 9 3 19 2

100.0 27.3 9.1 57.6 6.1

業種：製造業 282 74 11 188 9

100.0 26.2 3.9 66.7 3.2

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 10 3 40 2

100.0 18.2 5.5 72.7 3.6

業種：運輸業 91 27 5 53 6

100.0 29.7 5.5 58.2 6.6

業種：卸売・小売業 190 50 8 129 3

100.0 26.3 4.2 67.9 1.6

業種：金融・保険業 48 5 1 40 2

100.0 10.4 2.1 83.3 4.2

業種：不動産業 6 2 - 3 1

100.0 33.3 - 50.0 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 6 1 25 3

100.0 17.1 2.9 71.4 8.6

業種：医療・福祉 232 35 3 181 13

100.0 15.1 1.3 78.0 5.6

業種：教育・学習支援業 61 18 - 37 6

100.0 29.5 - 60.7 9.8

業種：その他のサービス業 197 60 10 120 7

100.0 30.5 5.1 60.9 3.6

業種：その他 72 15 1 51 5

100.0 20.8 1.4 70.8 6.9

企業規模：３００人未満 62 11 1 46 4

100.0 17.7 1.6 74.2 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 231 29 617 40

100.0 25.2 3.2 67.3 4.4

企業規模：１０００～４９９９人 282 60 13 194 15

100.0 21.3 4.6 68.8 5.3

企業規模：５０００人以上 49 9 4 34 2

100.0 18.4 8.2 69.4 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 194 32 560 29

100.0 23.8 3.9 68.7 3.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 64 5 152 15

100.0 27.1 2.1 64.4 6.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 28 4 75 8

100.0 24.3 3.5 65.2 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 24 6 96 7

100.0 18.0 4.5 72.2 5.3

業績推移：急速に上昇した 96 29 3 63 1

100.0 30.2 3.1 65.6 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 100 18 301 18

100.0 22.9 4.1 68.9 4.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 89 12 275 16

100.0 22.7 3.1 70.2 4.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 71 12 206 16

100.0 23.3 3.9 67.5 5.2

業績推移：急速に下降した 46 15 2 26 3

100.0 32.6 4.3 56.5 6.5

充足方法（これまで） 458 106 25 311 16

：主に新卒者を採用 100.0 23.1 5.5 67.9 3.5

充足方法（これまで） 189 56 5 123 5

：主に中途を採用 100.0 29.6 2.6 65.1 2.6

充足方法（これまで） 653 147 16 452 38

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 22.5 2.5 69.2 5.8

充足方法（今後） 332 67 18 235 12

：主に新卒者を採用 100.0 20.2 5.4 70.8 3.6

充足方法（今後） 139 43 3 90 3

：主に中途を採用 100.0 30.9 2.2 64.7 2.2

充足方法（今後） 827 198 25 560 44

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 23.9 3.0 67.7 5.3

無回答 11 3 - 7 1

100.0 27.3 - 63.6 9.1

－168－



Ｑ１０　比較評価　⑥柔軟性・適応力

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 310 30 921 62

100.0 23.4 2.3 69.6 4.7

業種：建設業 33 9 3 19 2

100.0 27.3 9.1 57.6 6.1

業種：製造業 282 68 9 197 8

100.0 24.1 3.2 69.9 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 - 4 -

100.0 20.0 - 80.0 -

業種：情報通信業 55 8 1 43 3

100.0 14.5 1.8 78.2 5.5

業種：運輸業 91 26 3 55 7

100.0 28.6 3.3 60.4 7.7

業種：卸売・小売業 190 35 4 148 3

100.0 18.4 2.1 77.9 1.6

業種：金融・保険業 48 9 - 38 1

100.0 18.8 - 79.2 2.1

業種：不動産業 6 3 - 2 1

100.0 50.0 - 33.3 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 9 1 22 3

100.0 25.7 2.9 62.9 8.6

業種：医療・福祉 232 53 4 162 13

100.0 22.8 1.7 69.8 5.6

業種：教育・学習支援業 61 15 - 40 6

100.0 24.6 - 65.6 9.8

業種：その他のサービス業 197 55 5 130 7

100.0 27.9 2.5 66.0 3.6

業種：その他 72 17 - 50 5

100.0 23.6 - 69.4 6.9

企業規模：３００人未満 62 16 - 42 4

100.0 25.8 - 67.7 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 228 21 627 41

100.0 24.9 2.3 68.4 4.5

企業規模：１０００～４９９９人 282 55 8 205 14

100.0 19.5 2.8 72.7 5.0

企業規模：５０００人以上 49 9 1 37 2

100.0 18.4 2.0 75.5 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 193 20 572 30

100.0 23.7 2.5 70.2 3.7

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 59 3 159 15

100.0 25.0 1.3 67.4 6.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 25 3 79 8

100.0 21.7 2.6 68.7 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 30 4 93 6

100.0 22.6 3.0 69.9 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 22 1 72 1

100.0 22.9 1.0 75.0 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 98 16 305 18

100.0 22.4 3.7 69.8 4.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 93 7 276 16

100.0 23.7 1.8 70.4 4.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 79 6 203 17

100.0 25.9 2.0 66.6 5.6

業績推移：急速に下降した 46 10 - 33 3

100.0 21.7 - 71.7 6.5

充足方法（これまで） 458 96 10 335 17

：主に新卒者を採用 100.0 21.0 2.2 73.1 3.7

充足方法（これまで） 189 56 3 124 6

：主に中途を採用 100.0 29.6 1.6 65.6 3.2

充足方法（これまで） 653 152 16 449 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 23.3 2.5 68.8 5.5

充足方法（今後） 332 61 7 251 13

：主に新卒者を採用 100.0 18.4 2.1 75.6 3.9

充足方法（今後） 139 50 1 84 4

：主に中途を採用 100.0 36.0 0.7 60.4 2.9

充足方法（今後） 827 195 21 569 42

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 23.6 2.5 68.8 5.1

無回答 11 2 - 8 1

100.0 18.2 - 72.7 9.1

－169－



Ｑ１０　比較評価　⑦一般常識・教養

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 198 33 1029 63

100.0 15.0 2.5 77.8 4.8

業種：建設業 33 7 - 24 2

100.0 21.2 - 72.7 6.1

業種：製造業 282 35 8 231 8

100.0 12.4 2.8 81.9 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 4 - 48 3

100.0 7.3 - 87.3 5.5

業種：運輸業 91 19 2 63 7

100.0 20.9 2.2 69.2 7.7

業種：卸売・小売業 190 21 7 159 3

100.0 11.1 3.7 83.7 1.6

業種：金融・保険業 48 9 1 37 1

100.0 18.8 2.1 77.1 2.1

業種：不動産業 6 3 - 2 1

100.0 50.0 - 33.3 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 5 1 26 3

100.0 14.3 2.9 74.3 8.6

業種：医療・福祉 232 38 3 177 14

100.0 16.4 1.3 76.3 6.0

業種：教育・学習支援業 61 13 1 41 6

100.0 21.3 1.6 67.2 9.8

業種：その他のサービス業 197 35 8 147 7

100.0 17.8 4.1 74.6 3.6

業種：その他 72 9 1 57 5

100.0 12.5 1.4 79.2 6.9

企業規模：３００人未満 62 12 - 46 4

100.0 19.4 - 74.2 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 140 25 710 42

100.0 15.3 2.7 77.4 4.6

企業規模：１０００～４９９９人 282 36 7 225 14

100.0 12.8 2.5 79.8 5.0

企業規模：５０００人以上 49 10 1 36 2

100.0 20.4 2.0 73.5 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 116 17 650 32

100.0 14.2 2.1 79.8 3.9

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 44 6 172 14

100.0 18.6 2.5 72.9 5.9

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 13 4 90 8

100.0 11.3 3.5 78.3 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 24 6 97 6

100.0 18.0 4.5 72.9 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 20 2 73 1

100.0 20.8 2.1 76.0 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 59 15 344 19

100.0 13.5 3.4 78.7 4.3

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 56 7 314 15

100.0 14.3 1.8 80.1 3.8

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 49 9 229 18

100.0 16.1 3.0 75.1 5.9

業績推移：急速に下降した 46 11 - 32 3

100.0 23.9 - 69.6 6.5

充足方法（これまで） 458 63 15 362 18

：主に新卒者を採用 100.0 13.8 3.3 79.0 3.9

充足方法（これまで） 189 41 3 139 6

：主に中途を採用 100.0 21.7 1.6 73.5 3.2

充足方法（これまで） 653 92 14 511 36

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 14.1 2.1 78.3 5.5

充足方法（今後） 332 47 15 257 13

：主に新卒者を採用 100.0 14.2 4.5 77.4 3.9

充足方法（今後） 139 34 3 98 4

：主に中途を採用 100.0 24.5 2.2 70.5 2.9

充足方法（今後） 827 116 14 654 43

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 14.0 1.7 79.1 5.2

無回答 11 - - 10 1

100.0 - - 90.9 9.1

－170－



Ｑ１０　比較評価　⑧専門知識・技術（資格等）

ＴＯＴＡＬ

新卒者よ
り優れて
いる

新卒者よ
り劣って
いる

どちらと
もいえな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 352 20 890 61

100.0 26.6 1.5 67.3 4.6

業種：建設業 33 12 - 19 2

100.0 36.4 - 57.6 6.1

業種：製造業 282 81 6 187 8

100.0 28.7 2.1 66.3 2.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 5 -

100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 55 16 - 37 2

100.0 29.1 - 67.3 3.6

業種：運輸業 91 25 1 58 7

100.0 27.5 1.1 63.7 7.7

業種：卸売・小売業 190 29 4 153 4

100.0 15.3 2.1 80.5 2.1

業種：金融・保険業 48 7 - 40 1

100.0 14.6 - 83.3 2.1

業種：不動産業 6 2 - 3 1

100.0 33.3 - 50.0 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 7 - 25 3

100.0 20.0 - 71.4 8.6

業種：医療・福祉 232 85 3 131 13

100.0 36.6 1.3 56.5 5.6

業種：教育・学習支援業 61 23 - 32 6

100.0 37.7 - 52.5 9.8

業種：その他のサービス業 197 45 5 140 7

100.0 22.8 2.5 71.1 3.6

業種：その他 72 20 - 48 4

100.0 27.8 - 66.7 5.6

企業規模：３００人未満 62 22 - 36 4

100.0 35.5 - 58.1 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 254 13 610 40

100.0 27.7 1.4 66.5 4.4

企業規模：１０００～４９９９人 282 63 6 199 14

100.0 22.3 2.1 70.6 5.0

企業規模：５０００人以上 49 13 1 33 2

100.0 26.5 2.0 67.3 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 234 13 539 29

100.0 28.7 1.6 66.1 3.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 60 2 159 15

100.0 25.4 0.8 67.4 6.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 24 3 80 8

100.0 20.9 2.6 69.6 7.0

非正規従業員割合：７５％以上 133 31 2 94 6

100.0 23.3 1.5 70.7 4.5

業績推移：急速に上昇した 96 23 2 70 1

100.0 24.0 2.1 72.9 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 108 11 299 19

100.0 24.7 2.5 68.4 4.3

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 113 4 260 15

100.0 28.8 1.0 66.3 3.8

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 84 3 202 16

100.0 27.5 1.0 66.2 5.2

業績推移：急速に下降した 46 17 - 26 3

100.0 37.0 - 56.5 6.5

充足方法（これまで） 458 115 8 318 17

：主に新卒者を採用 100.0 25.1 1.7 69.4 3.7

充足方法（これまで） 189 65 1 117 6

：主に中途を採用 100.0 34.4 0.5 61.9 3.2

充足方法（これまで） 653 168 10 440 35

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 25.7 1.5 67.4 5.4

充足方法（今後） 332 67 8 244 13

：主に新卒者を採用 100.0 20.2 2.4 73.5 3.9

充足方法（今後） 139 52 1 82 4

：主に中途を採用 100.0 37.4 0.7 59.0 2.9

充足方法（今後） 827 230 10 546 41

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 27.8 1.2 66.0 5.0

無回答 11 - - 10 1

100.0 - - 90.9 9.1

－171－



Ｑ１１　採用予定

ＴＯＴＡＬ

引き続き
採用対
象とする

今後は
採用対
象としな
い

未定・わ
からない その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 897 6 364 14 42

100.0 67.8 0.5 27.5 1.1 3.2

業種：建設業 33 18 - 13 - 2

100.0 54.5 - 39.4 - 6.1

業種：製造業 282 159 2 110 2 9

100.0 56.4 0.7 39.0 0.7 3.2

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 5 - - - -

100.0 100.0 - - - -

業種：情報通信業 55 48 - 5 - 2

100.0 87.3 - 9.1 - 3.6

業種：運輸業 91 57 - 30 1 3

100.0 62.6 - 33.0 1.1 3.3

業種：卸売・小売業 190 117 1 65 3 4

100.0 61.6 0.5 34.2 1.6 2.1

業種：金融・保険業 48 33 1 13 1 -

100.0 68.8 2.1 27.1 2.1 -

業種：不動産業 6 2 - 2 1 1

100.0 33.3 - 33.3 16.7 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 30 - 3 - 2

100.0 85.7 - 8.6 - 5.7

業種：医療・福祉 232 190 - 29 2 11

100.0 81.9 - 12.5 0.9 4.7

業種：教育・学習支援業 61 35 - 25 - 1

100.0 57.4 - 41.0 - 1.6

業種：その他のサービス業 197 145 2 44 3 3

100.0 73.6 1.0 22.3 1.5 1.5

業種：その他 72 48 - 22 1 1

100.0 66.7 - 30.6 1.4 1.4

企業規模：３００人未満 62 41 - 16 1 4

100.0 66.1 - 25.8 1.6 6.5

企業規模：３００～９９９人 917 614 5 263 10 25

100.0 67.0 0.5 28.7 1.1 2.7

企業規模：１０００～４９９９人 282 196 1 72 3 10

100.0 69.5 0.4 25.5 1.1 3.5

企業規模：５０００人以上 49 38 - 9 - 2

100.0 77.6 - 18.4 - 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 568 3 214 7 23

100.0 69.7 0.4 26.3 0.9 2.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 153 1 71 3 8

100.0 64.8 0.4 30.1 1.3 3.4

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 78 - 33 - 4

100.0 67.8 - 28.7 - 3.5

非正規従業員割合：７５％以上 133 84 2 40 3 4

100.0 63.2 1.5 30.1 2.3 3.0

業績推移：急速に上昇した 96 73 - 20 1 2

100.0 76.0 - 20.8 1.0 2.1

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 309 1 108 6 13

100.0 70.7 0.2 24.7 1.4 3.0

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 267 4 110 2 9

100.0 68.1 1.0 28.1 0.5 2.3

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 192 - 96 3 14

100.0 63.0 - 31.5 1.0 4.6

業績推移：急速に下降した 46 27 - 15 2 2

100.0 58.7 - 32.6 4.3 4.3

充足方法（これまで） 458 276 4 160 6 12

：主に新卒者を採用 100.0 60.3 0.9 34.9 1.3 2.6

充足方法（これまで） 189 131 - 54 2 2

：主に中途を採用 100.0 69.3 - 28.6 1.1 1.1

充足方法（これまで） 653 478 2 142 6 25

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 73.2 0.3 21.7 0.9 3.8

充足方法（今後） 332 200 5 113 5 9

：主に新卒者を採用 100.0 60.2 1.5 34.0 1.5 2.7

充足方法（今後） 139 95 - 41 2 1

：主に中途を採用 100.0 68.3 - 29.5 1.4 0.7

充足方法（今後） 827 589 1 200 7 30

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 71.2 0.1 24.2 0.8 3.6

無回答 11 7 - 3 - 1

100.0 63.6 - 27.3 - 9.1

－172－



Ｑ１２　採用実績

ＴＯＴＡＬ

採用した
実績があ
る

採用した
実績はな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1323 1137 139 47

100.0 85.9 10.5 3.6

業種：建設業 33 25 6 2

100.0 75.8 18.2 6.1

業種：製造業 282 226 46 10

100.0 80.1 16.3 3.5

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 2 -

100.0 60.0 40.0 -

業種：情報通信業 55 50 3 2

100.0 90.9 5.5 3.6

業種：運輸業 91 74 14 3

100.0 81.3 15.4 3.3

業種：卸売・小売業 190 165 21 4

100.0 86.8 11.1 2.1

業種：金融・保険業 48 40 8 -

100.0 83.3 16.7 -

業種：不動産業 6 5 - 1

100.0 83.3 - 16.7

業種：飲食店・宿泊業 35 30 3 2

100.0 85.7 8.6 5.7

業種：医療・福祉 232 215 7 10

100.0 92.7 3.0 4.3

業種：教育・学習支援業 61 53 6 2

100.0 86.9 9.8 3.3

業種：その他のサービス業 197 178 14 5

100.0 90.4 7.1 2.5

業種：その他 72 62 7 3

100.0 86.1 9.7 4.2

企業規模：３００人未満 62 45 12 5

100.0 72.6 19.4 8.1

企業規模：３００～９９９人 917 792 97 28

100.0 86.4 10.6 3.1

企業規模：１０００～４９９９人 282 244 27 11

100.0 86.5 9.6 3.9

企業規模：５０００人以上 49 46 1 2

100.0 93.9 2.0 4.1

非正規従業員割合：２５％未満 815 709 83 23

100.0 87.0 10.2 2.8

非正規従業員割合：２５～５０％未満 236 206 19 11

100.0 87.3 8.1 4.7

非正規従業員割合：５０～７５％未満 115 96 15 4

100.0 83.5 13.0 3.5

非正規従業員割合：７５％以上 133 110 18 5

100.0 82.7 13.5 3.8

業績推移：急速に上昇した 96 92 3 1

100.0 95.8 3.1 1.0

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 437 386 38 13

100.0 88.3 8.7 3.0

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 392 337 43 12

100.0 86.0 11.0 3.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 305 248 40 17

100.0 81.3 13.1 5.6

業績推移：急速に下降した 46 36 9 1

100.0 78.3 19.6 2.2

充足方法（これまで） 458 385 56 17

：主に新卒者を採用 100.0 84.1 12.2 3.7

充足方法（これまで） 189 155 29 5

：主に中途を採用 100.0 82.0 15.3 2.6

充足方法（これまで） 653 579 52 22

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 88.7 8.0 3.4

充足方法（今後） 332 280 40 12

：主に新卒者を採用 100.0 84.3 12.0 3.6

充足方法（今後） 139 115 21 3

：主に中途を採用 100.0 82.7 15.1 2.2

充足方法（今後） 827 721 76 30

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 87.2 9.2 3.6

無回答 11 8 2 1

100.0 72.7 18.2 9.1

－173－



Ｑ１３　処遇の比較

ＴＯＴＡＬ
違いがあ
る

違いはな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1137 359 774 4

100.0 31.6 68.1 0.4

業種：建設業 25 7 18 -

100.0 28.0 72.0 -

業種：製造業 226 94 132 -

100.0 41.6 58.4 -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 3 -

100.0 - 100.0 -

業種：情報通信業 50 12 38 -

100.0 24.0 76.0 -

業種：運輸業 74 15 59 -

100.0 20.3 79.7 -

業種：卸売・小売業 165 48 117 -

100.0 29.1 70.9 -

業種：金融・保険業 40 12 28 -

100.0 30.0 70.0 -

業種：不動産業 5 - 5 -

100.0 - 100.0 -

業種：飲食店・宿泊業 30 11 19 -

100.0 36.7 63.3 -

業種：医療・福祉 215 72 141 2

100.0 33.5 65.6 0.9

業種：教育・学習支援業 53 21 31 1

100.0 39.6 58.5 1.9

業種：その他のサービス業 178 42 135 1

100.0 23.6 75.8 0.6

業種：その他 62 20 42 -

100.0 32.3 67.7 -

企業規模：３００人未満 45 13 32 -

100.0 28.9 71.1 -

企業規模：３００～９９９人 792 244 544 4

100.0 30.8 68.7 0.5

企業規模：１０００～４９９９人 244 82 162 -

100.0 33.6 66.4 -

企業規模：５０００人以上 46 16 30 -

100.0 34.8 65.2 -

非正規従業員割合：２５％未満 709 220 488 1

100.0 31.0 68.8 0.1

非正規従業員割合：２５～５０％未満 206 77 126 3

100.0 37.4 61.2 1.5

非正規従業員割合：５０～７５％未満 96 29 67 -

100.0 30.2 69.8 -

非正規従業員割合：７５％以上 110 26 84 -

100.0 23.6 76.4 -

業績推移：急速に上昇した 92 28 64 -

100.0 30.4 69.6 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 386 124 261 1

100.0 32.1 67.6 0.3

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 337 106 231 -

100.0 31.5 68.5 -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 248 77 170 1

100.0 31.0 68.5 0.4

業績推移：急速に下降した 36 12 24 -

100.0 33.3 66.7 -

充足方法（これまで） 385 117 268 -

：主に新卒者を採用 100.0 30.4 69.6 -

充足方法（これまで） 155 54 101 -

：主に中途を採用 100.0 34.8 65.2 -

充足方法（これまで） 579 182 393 4

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 31.4 67.9 0.7

充足方法（今後） 280 83 197 -

：主に新卒者を採用 100.0 29.6 70.4 -

充足方法（今後） 115 30 85 -

：主に中途を採用 100.0 26.1 73.9 -

充足方法（今後） 721 238 479 4

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 33.0 66.4 0.6

無回答 8 4 4 -

100.0 50.0 50.0 -

－174－



Ｑ１３－１　処遇面

ＴＯＴＡＬ
研修・教
育訓練 配属 初任給

評価（考
課）

昇進・昇
格 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 359 152 43 286 28 24 10 4

100.0 42.3 12.0 79.7 7.8 6.7 2.8 1.1

業種：建設業 7 4 1 6 - - - -

100.0 57.1 14.3 85.7 - - - -

業種：製造業 94 56 15 72 5 6 - 1

100.0 59.6 16.0 76.6 5.3 6.4 - 1.1

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - -

- - - - - - - -

業種：情報通信業 12 5 - 10 2 1 - -

100.0 41.7 - 83.3 16.7 8.3 - -

業種：運輸業 15 6 3 12 - - - 1

100.0 40.0 20.0 80.0 - - - 6.7

業種：卸売・小売業 48 25 3 33 2 3 3 -

100.0 52.1 6.3 68.8 4.2 6.3 6.3 -

業種：金融・保険業 12 4 1 11 1 1 - -

100.0 33.3 8.3 91.7 8.3 8.3 - -

業種：不動産業 - - - - - - - -

- - - - - - - -

業種：飲食店・宿泊業 11 6 1 7 2 1 3 -

100.0 54.5 9.1 63.6 18.2 9.1 27.3 -

業種：医療・福祉 72 17 9 62 5 2 2 1

100.0 23.6 12.5 86.1 6.9 2.8 2.8 1.4

業種：教育・学習支援業 21 7 4 18 3 1 - -

100.0 33.3 19.0 85.7 14.3 4.8 - -

業種：その他のサービス業 42 17 6 33 5 5 2 1

100.0 40.5 14.3 78.6 11.9 11.9 4.8 2.4

業種：その他 20 4 - 18 2 3 - -

100.0 20.0 - 90.0 10.0 15.0 - -

企業規模：３００人未満 13 6 2 11 - 1 - -

100.0 46.2 15.4 84.6 - 7.7 - -

企業規模：３００～９９９人 244 103 25 201 20 18 7 3

100.0 42.2 10.2 82.4 8.2 7.4 2.9 1.2

企業規模：１０００～４９９９人 82 34 11 58 5 2 3 -

100.0 41.5 13.4 70.7 6.1 2.4 3.7 -

企業規模：５０００人以上 16 8 5 13 2 2 - 1

100.0 50.0 31.3 81.3 12.5 12.5 - 6.3

非正規従業員割合：２５％未満 220 89 25 176 18 13 5 2

100.0 40.5 11.4 80.0 8.2 5.9 2.3 0.9

非正規従業員割合：２５～５０％未満 77 32 8 66 4 7 2 2

100.0 41.6 10.4 85.7 5.2 9.1 2.6 2.6

非正規従業員割合：５０～７５％未満 29 13 7 22 1 1 1 -

100.0 44.8 24.1 75.9 3.4 3.4 3.4 -

非正規従業員割合：７５％以上 26 15 2 17 4 2 2 -

100.0 57.7 7.7 65.4 15.4 7.7 7.7 -

業績推移：急速に上昇した 28 16 4 22 4 2 - -

100.0 57.1 14.3 78.6 14.3 7.1 - -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 124 67 16 88 12 7 4 1

100.0 54.0 12.9 71.0 9.7 5.6 3.2 0.8

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 106 37 12 85 6 2 5 3

100.0 34.9 11.3 80.2 5.7 1.9 4.7 2.8

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 77 25 7 68 5 10 1 -

100.0 32.5 9.1 88.3 6.5 13.0 1.3 -

業績推移：急速に下降した 12 4 1 12 - 2 - -

100.0 33.3 8.3 100.0 - 16.7 - -

充足方法（これまで） 117 55 15 87 8 7 5 1

：主に新卒者を採用 100.0 47.0 12.8 74.4 6.8 6.0 4.3 0.9

充足方法（これまで） 54 25 5 41 5 3 1 -

：主に中途を採用 100.0 46.3 9.3 75.9 9.3 5.6 1.9 -

充足方法（これまで） 182 71 23 153 14 13 4 3

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 39.0 12.6 84.1 7.7 7.1 2.2 1.6

充足方法（今後） 83 37 11 60 6 2 2 1

：主に新卒者を採用 100.0 44.6 13.3 72.3 7.2 2.4 2.4 1.2

充足方法（今後） 30 13 2 19 5 2 2 -

：主に中途を採用 100.0 43.3 6.7 63.3 16.7 6.7 6.7 -

充足方法（今後） 238 100 30 201 16 19 6 3

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 42.0 12.6 84.5 6.7 8.0 2.5 1.3

無回答 4 1 - 3 1 1 - -

100.0 25.0 - 75.0 25.0 25.0 - -

－175－



Ｑ１５　不採用理由

ＴＯＴＡＬ

新卒者に比
べて能力が
低いから

新卒者に比
べて職業意
識が低いか
ら

新卒者で十
分人員が確
保できるから

新卒者に比
べて柔軟性・
適応力が劣
るから

他社での勤
務経験があ
るのは好ま
しくないから

研修の費用
が増加する
から

社内の処遇
制度が整備
されていない
から

即戦力にな
らないから その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 1041 17 67 803 28 11 15 130 117 142 35

100.0 1.6 6.4 77.1 2.7 1.1 1.4 12.5 11.2 13.6 3.4

業種：建設業 87 1 6 75 3 - 1 10 7 12 2

100.0 1.1 6.9 86.2 3.4 - 1.1 11.5 8.0 13.8 2.3

業種：製造業 306 8 28 252 12 5 3 31 38 31 10

100.0 2.6 9.2 82.4 3.9 1.6 1.0 10.1 12.4 10.1 3.3

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - 1 5 - - - - - - -

100.0 - 20.0 100.0 - - - - - - -

業種：情報通信業 47 - 4 36 2 1 2 6 7 7 1

100.0 - 8.5 76.6 4.3 2.1 4.3 12.8 14.9 14.9 2.1

業種：運輸業 64 1 3 37 2 - 1 12 8 15 3

100.0 1.6 4.7 57.8 3.1 - 1.6 18.8 12.5 23.4 4.7

業種：卸売・小売業 182 4 11 143 4 4 4 27 14 17 9

100.0 2.2 6.0 78.6 2.2 2.2 2.2 14.8 7.7 9.3 4.9

業種：金融・保険業 80 1 3 73 3 - - 16 4 3 2

100.0 1.3 3.8 91.3 3.8 - - 20.0 5.0 3.8 2.5

業種：不動産業 6 1 - 4 - - - - 1 - 1

100.0 16.7 - 66.7 - - - - 16.7 - 16.7

業種：飲食店・宿泊業 16 - 1 12 - - - 3 1 5 -

100.0 - 6.3 75.0 - - - 18.8 6.3 31.3 -

業種：医療・福祉 21 1 2 18 - - - 2 - 2 -

100.0 4.8 9.5 85.7 - - - 9.5 - 9.5 -

業種：教育・学習支援業 26 - 1 17 - - - - 6 6 -

100.0 - 3.8 65.4 - - - - 23.1 23.1 -

業種：その他のサービス業 148 - 5 94 2 - 3 18 24 31 6

100.0 - 3.4 63.5 1.4 - 2.0 12.2 16.2 20.9 4.1

業種：その他 44 - 2 31 - 1 1 5 5 10 1

100.0 - 4.5 70.5 - 2.3 2.3 11.4 11.4 22.7 2.3

企業規模：３００人未満 39 1 2 23 - 1 - 3 4 11 3

100.0 2.6 5.1 59.0 - 2.6 - 7.7 10.3 28.2 7.7

企業規模：３００～９９９人 694 12 47 538 18 7 11 80 68 91 24

100.0 1.7 6.8 77.5 2.6 1.0 1.6 11.5 9.8 13.1 3.5

企業規模：１０００～４９９９人 253 2 16 198 7 3 4 43 37 34 5

100.0 0.8 6.3 78.3 2.8 1.2 1.6 17.0 14.6 13.4 2.0

企業規模：５０００人以上 48 2 2 39 3 - - 4 6 4 3

100.0 4.2 4.2 81.3 6.3 - - 8.3 12.5 8.3 6.3

非正規従業員割合：２５％未満 685 14 47 553 22 8 11 89 75 80 18

100.0 2.0 6.9 80.7 3.2 1.2 1.6 13.0 10.9 11.7 2.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 134 1 3 101 2 1 - 22 16 22 5

100.0 0.7 2.2 75.4 1.5 0.7 - 16.4 11.9 16.4 3.7

非正規従業員割合：５０～７５％未満 86 - 6 56 1 1 2 5 12 17 4

100.0 - 7.0 65.1 1.2 1.2 2.3 5.8 14.0 19.8 4.7

非正規従業員割合：７５％以上 121 2 11 82 3 1 2 13 12 18 8

100.0 1.7 9.1 67.8 2.5 0.8 1.7 10.7 9.9 14.9 6.6

業績推移：急速に上昇した 34 - 2 24 3 1 1 1 8 5 1

100.0 - 5.9 70.6 8.8 2.9 2.9 2.9 23.5 14.7 2.9

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 295 9 18 236 6 2 1 32 38 37 15

100.0 3.1 6.1 80.0 2.0 0.7 0.3 10.8 12.9 12.5 5.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 380 2 27 303 11 5 6 51 35 41 10

100.0 0.5 7.1 79.7 2.9 1.3 1.6 13.4 9.2 10.8 2.6

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 251 6 17 188 5 2 6 39 24 41 6

100.0 2.4 6.8 74.9 2.0 0.8 2.4 15.5 9.6 16.3 2.4

業績推移：急速に下降した 62 - 3 37 3 1 1 7 9 15 3

100.0 - 4.8 59.7 4.8 1.6 1.6 11.3 14.5 24.2 4.8

充足方法（これまで） 701 12 45 610 21 11 9 100 43 55 18

：主に新卒者を採用 100.0 1.7 6.4 87.0 3.0 1.6 1.3 14.3 6.1 7.8 2.6

充足方法（これまで） 89 - 4 16 - - 2 7 26 44 5

：主に中途を採用 100.0 - 4.5 18.0 - - 2.2 7.9 29.2 49.4 5.6

充足方法（これまで） 237 5 18 169 6 - 4 23 44 39 12

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 2.1 7.6 71.3 2.5 - 1.7 9.7 18.6 16.5 5.1

充足方法（今後） 545 9 34 481 15 10 8 77 23 37 18

：主に新卒者を採用 100.0 1.7 6.2 88.3 2.8 1.8 1.5 14.1 4.2 6.8 3.3

充足方法（今後） 66 - 1 12 - - 2 5 18 36 2

：主に中途を採用 100.0 - 1.5 18.2 - - 3.0 7.6 27.3 54.5 3.0

充足方法（今後） 406 8 32 295 11 1 5 46 72 63 14

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 2.0 7.9 72.7 2.7 0.2 1.2 11.3 17.7 15.5 3.4

無回答 7 - - 5 - - - - 2 2 -

100.0 - - 71.4 - - - - 28.6 28.6 -

－176－



Ｑ１６　採用対象意向

ＴＯＴＡＬ

採用対
象とする
予定であ
る

採用対
象とする
予定はな
い

検討中で
ある その他

わからな
い 無回答

ＴＯＴＡＬ 1041 68 479 128 15 320 31

100.0 6.5 46.0 12.3 1.4 30.7 3.0

業種：建設業 87 4 46 8 - 26 3

100.0 4.6 52.9 9.2 - 29.9 3.4

業種：製造業 306 14 141 43 3 99 6

100.0 4.6 46.1 14.1 1.0 32.4 2.0

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 5 - 4 - - 1 -

100.0 - 80.0 - - 20.0 -

業種：情報通信業 47 1 25 6 - 14 1

100.0 2.1 53.2 12.8 - 29.8 2.1

業種：運輸業 64 9 27 5 2 18 3

100.0 14.1 42.2 7.8 3.1 28.1 4.7

業種：卸売・小売業 182 14 78 26 4 52 8

100.0 7.7 42.9 14.3 2.2 28.6 4.4

業種：金融・保険業 80 3 37 14 - 24 2

100.0 3.8 46.3 17.5 - 30.0 2.5

業種：不動産業 6 2 1 - - 3 -

100.0 33.3 16.7 - - 50.0 -

業種：飲食店・宿泊業 16 4 7 1 - 4 -

100.0 25.0 43.8 6.3 - 25.0 -

業種：医療・福祉 21 2 5 4 1 8 1

100.0 9.5 23.8 19.0 4.8 38.1 4.8

業種：教育・学習支援業 26 1 9 3 1 12 -

100.0 3.8 34.6 11.5 3.8 46.2 -

業種：その他のサービス業 148 10 70 14 3 46 5

100.0 6.8 47.3 9.5 2.0 31.1 3.4

業種：その他 44 3 26 4 - 10 1

100.0 6.8 59.1 9.1 - 22.7 2.3

企業規模：３００人未満 39 1 14 7 1 12 4

100.0 2.6 35.9 17.9 2.6 30.8 10.3

企業規模：３００～９９９人 694 47 323 79 10 215 20

100.0 6.8 46.5 11.4 1.4 31.0 2.9

企業規模：１０００～４９９９人 253 17 114 33 3 82 4

100.0 6.7 45.1 13.0 1.2 32.4 1.6

企業規模：５０００人以上 48 2 26 9 1 8 2

100.0 4.2 54.2 18.8 2.1 16.7 4.2

非正規従業員割合：２５％未満 685 44 326 77 10 214 14

100.0 6.4 47.6 11.2 1.5 31.2 2.0

非正規従業員割合：２５～５０％未満 134 8 57 21 3 38 7

100.0 6.0 42.5 15.7 2.2 28.4 5.2

非正規従業員割合：５０～７５％未満 86 8 38 12 2 23 3

100.0 9.3 44.2 14.0 2.3 26.7 3.5

非正規従業員割合：７５％以上 121 7 53 18 - 38 5

100.0 5.8 43.8 14.9 - 31.4 4.1

業績推移：急速に上昇した 34 2 19 3 - 9 1

100.0 5.9 55.9 8.8 - 26.5 2.9

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 295 22 138 44 4 80 7

100.0 7.5 46.8 14.9 1.4 27.1 2.4

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 380 29 169 47 6 118 11

100.0 7.6 44.5 12.4 1.6 31.1 2.9

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 251 13 119 28 4 80 7

100.0 5.2 47.4 11.2 1.6 31.9 2.8

業績推移：急速に下降した 62 1 29 5 1 23 3

100.0 1.6 46.8 8.1 1.6 37.1 4.8

充足方法（これまで） 701 37 346 84 4 214 16

：主に新卒者を採用 100.0 5.3 49.4 12.0 0.6 30.5 2.3

充足方法（これまで） 89 9 34 12 4 24 6

：主に中途を採用 100.0 10.1 38.2 13.5 4.5 27.0 6.7

充足方法（これまで） 237 21 95 32 7 75 7

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 8.9 40.1 13.5 3.0 31.6 3.0

充足方法（今後） 545 11 311 42 3 162 16

：主に新卒者を採用 100.0 2.0 57.1 7.7 0.6 29.7 2.9

充足方法（今後） 66 4 33 5 2 19 3

：主に中途を採用 100.0 6.1 50.0 7.6 3.0 28.8 4.5

充足方法（今後） 406 52 129 79 10 127 9

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 12.8 31.8 19.5 2.5 31.3 2.2

無回答 7 1 2 - - 3 1

100.0 14.3 28.6 - - 42.9 14.3

－177－



Ｑ１６－１　必要条件

ＴＯＴＡＬ

第二新卒者の
求職者に関す
る情報提供

第二新卒者の
求職者に対す
る国の職業能
力開発

第二新卒者の
採用後の国に
よる研修の実
施

第二新卒者の
処遇について
の情報提供 その他 特にない 無回答

ＴＯＴＡＬ 607 198 51 16 105 21 280 51

100.0 32.6 8.4 2.6 17.3 3.5 46.1 8.4

業種：建設業 54 12 2 - 10 2 27 6

100.0 22.2 3.7 - 18.5 3.7 50.0 11.1

業種：製造業 184 70 14 4 35 7 75 17

100.0 38.0 7.6 2.2 19.0 3.8 40.8 9.2

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 4 - - - 1 1 3 -

100.0 - - - 25.0 25.0 75.0 -

業種：情報通信業 31 6 4 2 3 - 22 1

100.0 19.4 12.9 6.5 9.7 - 71.0 3.2

業種：運輸業 32 9 5 4 5 1 13 3

100.0 28.1 15.6 12.5 15.6 3.1 40.6 9.4

業種：卸売・小売業 104 37 13 2 18 2 47 5

100.0 35.6 12.5 1.9 17.3 1.9 45.2 4.8

業種：金融・保険業 51 20 3 1 10 1 24 4

100.0 39.2 5.9 2.0 19.6 2.0 47.1 7.8

業種：不動産業 1 - - - - - 1 -

100.0 - - - - - 100.0 -

業種：飲食店・宿泊業 8 2 - - 1 - 6 -

100.0 25.0 - - 12.5 - 75.0 -

業種：医療・福祉 9 4 1 1 1 - 3 1

100.0 44.4 11.1 11.1 11.1 - 33.3 11.1

業種：教育・学習支援業 12 3 - - 1 - 7 1

100.0 25.0 - - 8.3 - 58.3 8.3

業種：その他のサービス業 84 25 7 1 14 6 37 9

100.0 29.8 8.3 1.2 16.7 7.1 44.0 10.7

業種：その他 30 9 2 1 6 1 13 4

100.0 30.0 6.7 3.3 20.0 3.3 43.3 13.3

企業規模：３００人未満 21 7 2 - 5 - 10 1

100.0 33.3 9.5 - 23.8 - 47.6 4.8

企業規模：３００～９９９人 402 131 33 11 67 14 179 39

100.0 32.6 8.2 2.7 16.7 3.5 44.5 9.7

企業規模：１０００～４９９９人 147 49 15 5 27 5 71 9

100.0 33.3 10.2 3.4 18.4 3.4 48.3 6.1

企業規模：５０００人以上 35 11 1 - 6 2 18 2

100.0 31.4 2.9 - 17.1 5.7 51.4 5.7

非正規従業員割合：２５％未満 403 126 33 9 76 15 192 31

100.0 31.3 8.2 2.2 18.9 3.7 47.6 7.7

非正規従業員割合：２５～５０％未満 78 31 5 3 13 - 31 8

100.0 39.7 6.4 3.8 16.7 - 39.7 10.3

非正規従業員割合：５０～７５％未満 50 21 4 2 9 2 17 7

100.0 42.0 8.0 4.0 18.0 4.0 34.0 14.0

非正規従業員割合：７５％以上 71 20 9 2 7 4 35 5

100.0 28.2 12.7 2.8 9.9 5.6 49.3 7.0

業績推移：急速に上昇した 22 9 1 - 5 - 9 3

100.0 40.9 4.5 - 22.7 - 40.9 13.6

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 182 65 16 5 31 7 79 18

100.0 35.7 8.8 2.7 17.0 3.8 43.4 9.9

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 216 65 14 8 36 9 105 15

100.0 30.1 6.5 3.7 16.7 4.2 48.6 6.9

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 147 50 18 2 28 3 66 10

100.0 34.0 12.2 1.4 19.0 2.0 44.9 6.8

業績推移：急速に下降した 34 8 2 1 5 2 16 5

100.0 23.5 5.9 2.9 14.7 5.9 47.1 14.7

充足方法（これまで） 430 136 35 9 79 17 204 31

：主に新卒者を採用 100.0 31.6 8.1 2.1 18.4 4.0 47.4 7.2

充足方法（これまで） 46 10 2 4 4 2 24 7

：主に中途を採用 100.0 21.7 4.3 8.7 8.7 4.3 52.2 15.2

充足方法（これまで） 127 51 14 3 22 2 50 12

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 40.2 11.0 2.4 17.3 1.6 39.4 9.4

充足方法（今後） 353 94 25 6 60 12 186 30

：主に新卒者を採用 100.0 26.6 7.1 1.7 17.0 3.4 52.7 8.5

充足方法（今後） 38 6 3 2 1 1 24 6

：主に中途を採用 100.0 15.8 7.9 5.3 2.6 2.6 63.2 15.8

充足方法（今後） 208 95 22 8 43 8 67 14

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 45.7 10.6 3.8 20.7 3.8 32.2 6.7

無回答 2 - - - - - 2 -

100.0 - - - - - 100.0 -

－178－



Ｆ１　業種

ＴＯＴＡＬ 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通
信業 運輸業

卸売・小
売業

金融・保
険業

不動産
業

飲食店・
宿泊業

医療・福
祉

教育・学
習支援
業

その他
のサー
ビス業 その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 126 627 10 106 169 393 134 12 51 255 90 379 120 25

100.0 5.0 25.1 0.4 4.2 6.8 15.7 5.4 0.5 2.0 10.2 3.6 15.2 4.8 1.0

業種：建設業 126 126 - - - - - - - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - -

業種：製造業 627 - 627 - - - - - - - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 - - 10 - - - - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - -

業種：情報通信業 106 - - - 106 - - - - - - - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - -

業種：運輸業 169 - - - - 169 - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - -

業種：卸売・小売業 393 - - - - - 393 - - - - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - -

業種：金融・保険業 134 - - - - - - 134 - - - - - - -

100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - -

業種：不動産業 12 - - - - - - - 12 - - - - - -

100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - -

業種：飲食店・宿泊業 51 - - - - - - - - 51 - - - - -

100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - -

業種：医療・福祉 255 - - - - - - - - - 255 - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - -

業種：教育・学習支援業 90 - - - - - - - - - - 90 - - -

100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - -

業種：その他のサービス業 379 - - - - - - - - - - - 379 - -

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - -

業種：その他 120 - - - - - - - - - - - - 120 -

100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 -

企業規模：３００人未満 119 8 21 - 7 6 11 2 1 2 24 8 23 5 1

100.0 6.7 17.6 - 5.9 5.0 9.2 1.7 0.8 1.7 20.2 6.7 19.3 4.2 0.8

企業規模：３００～９９９人 1701 90 441 2 66 123 228 105 9 24 197 61 255 95 5

100.0 5.3 25.9 0.1 3.9 7.2 13.4 6.2 0.5 1.4 11.6 3.6 15.0 5.6 0.3

企業規模：１０００～４９９９人 557 27 138 3 32 34 128 24 2 16 28 20 88 16 1

100.0 4.8 24.8 0.5 5.7 6.1 23.0 4.3 0.4 2.9 5.0 3.6 15.8 2.9 0.2

企業規模：５０００人以上 100 1 27 5 1 6 26 3 - 9 6 - 12 4 -

100.0 1.0 27.0 5.0 1.0 6.0 26.0 3.0 - 9.0 6.0 - 12.0 4.0 -

非正規従業員割合：２５％未満 1566 102 452 10 87 111 197 99 7 11 182 31 200 74 3

100.0 6.5 28.9 0.6 5.6 7.1 12.6 6.3 0.4 0.7 11.6 2.0 12.8 4.7 0.2

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 6 73 - 4 33 64 18 3 12 33 38 84 30 -

100.0 1.5 18.3 - 1.0 8.3 16.1 4.5 0.8 3.0 8.3 9.5 21.1 7.5 -

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 2 39 - 6 5 59 3 - 11 14 12 51 13 2

100.0 0.9 18.0 - 2.8 2.3 27.2 1.4 - 5.1 6.5 5.5 23.5 6.0 0.9

非正規従業員割合：７５％以上 276 16 58 - 8 18 69 13 2 17 23 7 41 3 1

100.0 5.8 21.0 - 2.9 6.5 25.0 4.7 0.7 6.2 8.3 2.5 14.9 1.1 0.4

業績推移：急速に上昇した 133 1 39 - 12 7 22 5 1 2 10 2 28 4 -

100.0 0.8 29.3 - 9.0 5.3 16.5 3.8 0.8 1.5 7.5 1.5 21.1 3.0 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 23 217 3 38 49 153 33 5 13 82 9 101 33 1

100.0 3.0 28.6 0.4 5.0 6.4 20.1 4.3 0.7 1.7 10.8 1.2 13.3 4.3 0.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 41 200 7 33 48 118 59 2 13 105 42 105 35 4

100.0 5.0 24.6 0.9 4.1 5.9 14.5 7.3 0.2 1.6 12.9 5.2 12.9 4.3 0.5

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 45 127 - 20 53 89 31 3 18 44 16 113 37 1

100.0 7.5 21.3 - 3.4 8.9 14.9 5.2 0.5 3.0 7.4 2.7 18.9 6.2 0.2

業績推移：急速に下降した 127 15 41 - 2 12 8 2 1 5 9 - 29 3 -

100.0 11.8 32.3 - 1.6 9.4 6.3 1.6 0.8 3.9 7.1 - 22.8 2.4 -

充足方法（これまで） 1210 81 365 9 60 45 250 109 6 21 52 32 128 50 2

：主に新卒者を採用 100.0 6.7 30.2 0.7 5.0 3.7 20.7 9.0 0.5 1.7 4.3 2.6 10.6 4.1 0.2

充足方法（これまで） 325 6 44 - 5 65 35 9 4 5 23 13 101 13 2

：主に中途を採用 100.0 1.8 13.5 - 1.5 20.0 10.8 2.8 1.2 1.5 7.1 4.0 31.1 4.0 0.6

充足方法（これまで） 912 36 215 1 40 56 106 15 2 25 179 43 139 54 1

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 3.9 23.6 0.1 4.4 6.1 11.6 1.6 0.2 2.7 19.6 4.7 15.2 5.9 0.1

充足方法（今後） 908 66 251 9 45 32 180 99 6 10 47 15 106 40 2

：主に新卒者を採用 100.0 7.3 27.6 1.0 5.0 3.5 19.8 10.9 0.7 1.1 5.2 1.7 11.7 4.4 0.2

充足方法（今後） 242 8 32 - 6 50 21 6 1 7 13 7 77 12 2

：主に中途を採用 100.0 3.3 13.2 - 2.5 20.7 8.7 2.5 0.4 2.9 5.4 2.9 31.8 5.0 0.8

充足方法（今後） 1284 50 335 1 55 84 186 29 5 33 193 64 182 65 2

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 3.9 26.1 0.1 4.3 6.5 14.5 2.3 0.4 2.6 15.0 5.0 14.2 5.1 0.2

無回答 18 - - - - - - - - - - - - - 18

100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0

－179－



Ｆ２　従業員数

ＴＯＴＡＬ
３００人
未満

３００～９
９９人

１０００～
４９９９人

５０００人
以上 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 119 1701 557 100 20

100.0 4.8 68.1 22.3 4.0 0.8

業種：建設業 126 8 90 27 1 -

100.0 6.3 71.4 21.4 0.8 -

業種：製造業 627 21 441 138 27 -

100.0 3.3 70.3 22.0 4.3 -

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 - 2 3 5 -

100.0 - 20.0 30.0 50.0 -

業種：情報通信業 106 7 66 32 1 -

100.0 6.6 62.3 30.2 0.9 -

業種：運輸業 169 6 123 34 6 -

100.0 3.6 72.8 20.1 3.6 -

業種：卸売・小売業 393 11 228 128 26 -

100.0 2.8 58.0 32.6 6.6 -

業種：金融・保険業 134 2 105 24 3 -

100.0 1.5 78.4 17.9 2.2 -

業種：不動産業 12 1 9 2 - -

100.0 8.3 75.0 16.7 - -

業種：飲食店・宿泊業 51 2 24 16 9 -

100.0 3.9 47.1 31.4 17.6 -

業種：医療・福祉 255 24 197 28 6 -

100.0 9.4 77.3 11.0 2.4 -

業種：教育・学習支援業 90 8 61 20 - 1

100.0 8.9 67.8 22.2 - 1.1

業種：その他のサービス業 379 23 255 88 12 1

100.0 6.1 67.3 23.2 3.2 0.3

業種：その他 120 5 95 16 4 -

100.0 4.2 79.2 13.3 3.3 -

企業規模：３００人未満 119 119 - - - -

100.0 100.0 - - - -

企業規模：３００～９９９人 1701 - 1701 - - -

100.0 - 100.0 - - -

企業規模：１０００～４９９９人 557 - - 557 - -

100.0 - - 100.0 - -

企業規模：５０００人以上 100 - - - 100 -

100.0 - - - 100.0 -

非正規従業員割合：２５％未満 1566 75 1152 285 54 -

100.0 4.8 73.6 18.2 3.4 -

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 19 259 109 11 -

100.0 4.8 65.1 27.4 2.8 -

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 9 118 78 11 1

100.0 4.1 54.4 35.9 5.1 0.5

非正規従業員割合：７５％以上 276 13 160 82 21 -

100.0 4.7 58.0 29.7 7.6 -

業績推移：急速に上昇した 133 10 72 43 8 -

100.0 7.5 54.1 32.3 6.0 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 29 486 200 44 1

100.0 3.8 63.9 26.3 5.8 0.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 36 591 159 26 -

100.0 4.4 72.8 19.6 3.2 -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 33 430 115 19 -

100.0 5.5 72.0 19.3 3.2 -

業績推移：急速に下降した 127 9 91 25 2 -

100.0 7.1 71.7 19.7 1.6 -

充足方法（これまで） 1210 33 807 309 61 -

：主に新卒者を採用 100.0 2.7 66.7 25.5 5.0 -

充足方法（これまで） 325 38 240 42 5 -

：主に中途を採用 100.0 11.7 73.8 12.9 1.5 -

充足方法（これまで） 912 45 634 200 32 1

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 4.9 69.5 21.9 3.5 0.1

充足方法（今後） 908 21 619 225 43 -

：主に新卒者を採用 100.0 2.3 68.2 24.8 4.7 -

充足方法（今後） 242 30 178 33 1 -

：主に中途を採用 100.0 12.4 73.6 13.6 0.4 -

充足方法（今後） 1284 65 878 286 54 1

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 5.1 68.4 22.3 4.2 0.1

無回答 18 - - - - 18

100.0 - - - - 100.0

－180－



Ｆ３　非正規従業員割合

ＴＯＴＡＬ
２５％未
満

２５～５
０％未満

５０～７
５％未満

７５％以
上 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 1566 398 217 276 40

100.0 62.7 15.9 8.7 11.1 1.6

業種：建設業 126 102 6 2 16 -

100.0 81.0 4.8 1.6 12.7 -

業種：製造業 627 452 73 39 58 5

100.0 72.1 11.6 6.2 9.3 0.8

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - - - -

100.0 100.0 - - - -

業種：情報通信業 106 87 4 6 8 1

100.0 82.1 3.8 5.7 7.5 0.9

業種：運輸業 169 111 33 5 18 2

100.0 65.7 19.5 3.0 10.7 1.2

業種：卸売・小売業 393 197 64 59 69 4

100.0 50.1 16.3 15.0 17.6 1.0

業種：金融・保険業 134 99 18 3 13 1

100.0 73.9 13.4 2.2 9.7 0.7

業種：不動産業 12 7 3 - 2 -

100.0 58.3 25.0 - 16.7 -

業種：飲食店・宿泊業 51 11 12 11 17 -

100.0 21.6 23.5 21.6 33.3 -

業種：医療・福祉 255 182 33 14 23 3

100.0 71.4 12.9 5.5 9.0 1.2

業種：教育・学習支援業 90 31 38 12 7 2

100.0 34.4 42.2 13.3 7.8 2.2

業種：その他のサービス業 379 200 84 51 41 3

100.0 52.8 22.2 13.5 10.8 0.8

業種：その他 120 74 30 13 3 -

100.0 61.7 25.0 10.8 2.5 -

企業規模：３００人未満 119 75 19 9 13 3

100.0 63.0 16.0 7.6 10.9 2.5

企業規模：３００～９９９人 1701 1152 259 118 160 12

100.0 67.7 15.2 6.9 9.4 0.7

企業規模：１０００～４９９９人 557 285 109 78 82 3

100.0 51.2 19.6 14.0 14.7 0.5

企業規模：５０００人以上 100 54 11 11 21 3

100.0 54.0 11.0 11.0 21.0 3.0

非正規従業員割合：２５％未満 1566 1566 - - - -

100.0 100.0 - - - -

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 - 398 - - -

100.0 - 100.0 - - -

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 - - 217 - -

100.0 - - 100.0 - -

非正規従業員割合：７５％以上 276 - - - 276 -

100.0 - - - 100.0 -

業績推移：急速に上昇した 133 73 18 18 22 2

100.0 54.9 13.5 13.5 16.5 1.5

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 468 113 73 100 6

100.0 61.6 14.9 9.6 13.2 0.8

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 548 123 59 77 5

100.0 67.5 15.1 7.3 9.5 0.6

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 366 107 54 65 5

100.0 61.3 17.9 9.0 10.9 0.8

業績推移：急速に下降した 127 87 19 9 11 1

100.0 68.5 15.0 7.1 8.7 0.8

充足方法（これまで） 1210 833 163 76 129 9

：主に新卒者を採用 100.0 68.8 13.5 6.3 10.7 0.7

充足方法（これまで） 325 172 68 40 45 -

：主に中途を採用 100.0 52.9 20.9 12.3 13.8 -

充足方法（これまで） 912 541 164 99 97 11

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 59.3 18.0 10.9 10.6 1.2

充足方法（今後） 908 630 109 56 107 6

：主に新卒者を採用 100.0 69.4 12.0 6.2 11.8 0.7

充足方法（今後） 242 130 48 34 30 -

：主に中途を採用 100.0 53.7 19.8 14.0 12.4 -

充足方法（今後） 1284 781 235 123 131 14

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 60.8 18.3 9.6 10.2 1.1

無回答 18 - - - - 18

100.0 - - - - 100.0

－181－



Ｆ４　業績推移

ＴＯＴＡＬ
急速に上
昇した

緩やかな
がら上昇
気味に推
移した

ほぼ横
ばいで推
移した

緩やかな
がら下降
気味に推
移した

急速に下
降した 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 133 760 812 597 127 68

100.0 5.3 30.4 32.5 23.9 5.1 2.7

業種：建設業 126 1 23 41 45 15 1

100.0 0.8 18.3 32.5 35.7 11.9 0.8

業種：製造業 627 39 217 200 127 41 3

100.0 6.2 34.6 31.9 20.3 6.5 0.5

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 - 3 7 - - -

100.0 - 30.0 70.0 - - -

業種：情報通信業 106 12 38 33 20 2 1

100.0 11.3 35.8 31.1 18.9 1.9 0.9

業種：運輸業 169 7 49 48 53 12 -

100.0 4.1 29.0 28.4 31.4 7.1 -

業種：卸売・小売業 393 22 153 118 89 8 3

100.0 5.6 38.9 30.0 22.6 2.0 0.8

業種：金融・保険業 134 5 33 59 31 2 4

100.0 3.7 24.6 44.0 23.1 1.5 3.0

業種：不動産業 12 1 5 2 3 1 -

100.0 8.3 41.7 16.7 25.0 8.3 -

業種：飲食店・宿泊業 51 2 13 13 18 5 -

100.0 3.9 25.5 25.5 35.3 9.8 -

業種：医療・福祉 255 10 82 105 44 9 5

100.0 3.9 32.2 41.2 17.3 3.5 2.0

業種：教育・学習支援業 90 2 9 42 16 - 21

100.0 2.2 10.0 46.7 17.8 - 23.3

業種：その他のサービス業 379 28 101 105 113 29 3

100.0 7.4 26.6 27.7 29.8 7.7 0.8

業種：その他 120 4 33 35 37 3 8

100.0 3.3 27.5 29.2 30.8 2.5 6.7

企業規模：３００人未満 119 10 29 36 33 9 2

100.0 8.4 24.4 30.3 27.7 7.6 1.7

企業規模：３００～９９９人 1701 72 486 591 430 91 31

100.0 4.2 28.6 34.7 25.3 5.3 1.8

企業規模：１０００～４９９９人 557 43 200 159 115 25 15

100.0 7.7 35.9 28.5 20.6 4.5 2.7

企業規模：５０００人以上 100 8 44 26 19 2 1

100.0 8.0 44.0 26.0 19.0 2.0 1.0

非正規従業員割合：２５％未満 1566 73 468 548 366 87 24

100.0 4.7 29.9 35.0 23.4 5.6 1.5

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 18 113 123 107 19 18

100.0 4.5 28.4 30.9 26.9 4.8 4.5

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 18 73 59 54 9 4

100.0 8.3 33.6 27.2 24.9 4.1 1.8

非正規従業員割合：７５％以上 276 22 100 77 65 11 1

100.0 8.0 36.2 27.9 23.6 4.0 0.4

業績推移：急速に上昇した 133 133 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 - 760 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 - - 812 - - -

100.0 - - 100.0 - - -

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 - - - 597 - -

100.0 - - - 100.0 - -

業績推移：急速に下降した 127 - - - - 127 -

100.0 - - - - 100.0 -

充足方法（これまで） 1210 39 338 427 323 65 18

：主に新卒者を採用 100.0 3.2 27.9 35.3 26.7 5.4 1.5

充足方法（これまで） 325 22 84 97 92 27 3

：主に中途を採用 100.0 6.8 25.8 29.8 28.3 8.3 0.9

充足方法（これまで） 912 72 326 279 177 32 26

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 7.9 35.7 30.6 19.4 3.5 2.9

充足方法（今後） 908 34 257 341 228 35 13

：主に新卒者を採用 100.0 3.7 28.3 37.6 25.1 3.9 1.4

充足方法（今後） 242 10 56 68 76 29 3

：主に中途を採用 100.0 4.1 23.1 28.1 31.4 12.0 1.2

充足方法（今後） 1284 89 431 393 282 59 30

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 6.9 33.6 30.6 22.0 4.6 2.3

無回答 18 - - - - - 18

100.0 - - - - - 100.0

－182－



Ｆ５　正規従業員充足方法　①これまで

ＴＯＴＡＬ
主に新卒
者を採用

主に中途
を採用

新卒者、
中途どち
らも重視 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 1210 325 912 50

100.0 48.5 13.0 36.5 2.0

業種：建設業 126 81 6 36 3

100.0 64.3 4.8 28.6 2.4

業種：製造業 627 365 44 215 3

100.0 58.2 7.0 34.3 0.5

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 9 - 1 -

100.0 90.0 - 10.0 -

業種：情報通信業 106 60 5 40 1

100.0 56.6 4.7 37.7 0.9

業種：運輸業 169 45 65 56 3

100.0 26.6 38.5 33.1 1.8

業種：卸売・小売業 393 250 35 106 2

100.0 63.6 8.9 27.0 0.5

業種：金融・保険業 134 109 9 15 1

100.0 81.3 6.7 11.2 0.7

業種：不動産業 12 6 4 2 -

100.0 50.0 33.3 16.7 -

業種：飲食店・宿泊業 51 21 5 25 -

100.0 41.2 9.8 49.0 -

業種：医療・福祉 255 52 23 179 1

100.0 20.4 9.0 70.2 0.4

業種：教育・学習支援業 90 32 13 43 2

100.0 35.6 14.4 47.8 2.2

業種：その他のサービス業 379 128 101 139 11

100.0 33.8 26.6 36.7 2.9

業種：その他 120 50 13 54 3

100.0 41.7 10.8 45.0 2.5

企業規模：３００人未満 119 33 38 45 3

100.0 27.7 31.9 37.8 2.5

企業規模：３００～９９９人 1701 807 240 634 20

100.0 47.4 14.1 37.3 1.2

企業規模：１０００～４９９９人 557 309 42 200 6

100.0 55.5 7.5 35.9 1.1

企業規模：５０００人以上 100 61 5 32 2

100.0 61.0 5.0 32.0 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 1566 833 172 541 20

100.0 53.2 11.0 34.5 1.3

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 163 68 164 3

100.0 41.0 17.1 41.2 0.8

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 76 40 99 2

100.0 35.0 18.4 45.6 0.9

非正規従業員割合：７５％以上 276 129 45 97 5

100.0 46.7 16.3 35.1 1.8

業績推移：急速に上昇した 133 39 22 72 -

100.0 29.3 16.5 54.1 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 338 84 326 12

100.0 44.5 11.1 42.9 1.6

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 427 97 279 9

100.0 52.6 11.9 34.4 1.1

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 323 92 177 5

100.0 54.1 15.4 29.6 0.8

業績推移：急速に下降した 127 65 27 32 3

100.0 51.2 21.3 25.2 2.4

充足方法（これまで） 1210 1210 - - -

：主に新卒者を採用 100.0 100.0 - - -

充足方法（これまで） 325 - 325 - -

：主に中途を採用 100.0 - 100.0 - -

充足方法（これまで） 912 - - 912 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 - - 100.0 -

充足方法（今後） 908 843 16 45 4

：主に新卒者を採用 100.0 92.8 1.8 5.0 0.4

充足方法（今後） 242 19 206 15 2

：主に中途を採用 100.0 7.9 85.1 6.2 0.8

充足方法（今後） 1284 335 99 847 3

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 26.1 7.7 66.0 0.2

無回答 18 - - - 18

100.0 - - - 100.0

－183－



Ｆ５　正規従業員充足方法　②今後

ＴＯＴＡＬ
主に新卒
者を採用

主に中途
を採用

新卒者、
中途どち
らも重視 無回答

ＴＯＴＡＬ 2497 908 242 1284 63

100.0 36.4 9.7 51.4 2.5

業種：建設業 126 66 8 50 2

100.0 52.4 6.3 39.7 1.6

業種：製造業 627 251 32 335 9

100.0 40.0 5.1 53.4 1.4

業種：電気・ガス・熱供給・水道業 10 9 - 1 -

100.0 90.0 - 10.0 -

業種：情報通信業 106 45 6 55 -

100.0 42.5 5.7 51.9 -

業種：運輸業 169 32 50 84 3

100.0 18.9 29.6 49.7 1.8

業種：卸売・小売業 393 180 21 186 6

100.0 45.8 5.3 47.3 1.5

業種：金融・保険業 134 99 6 29 -

100.0 73.9 4.5 21.6 -

業種：不動産業 12 6 1 5 -

100.0 50.0 8.3 41.7 -

業種：飲食店・宿泊業 51 10 7 33 1

100.0 19.6 13.7 64.7 2.0

業種：医療・福祉 255 47 13 193 2

100.0 18.4 5.1 75.7 0.8

業種：教育・学習支援業 90 15 7 64 4

100.0 16.7 7.8 71.1 4.4

業種：その他のサービス業 379 106 77 182 14

100.0 28.0 20.3 48.0 3.7

業種：その他 120 40 12 65 3

100.0 33.3 10.0 54.2 2.5

企業規模：３００人未満 119 21 30 65 3

100.0 17.6 25.2 54.6 2.5

企業規模：３００～９９９人 1701 619 178 878 26

100.0 36.4 10.5 51.6 1.5

企業規模：１０００～４９９９人 557 225 33 286 13

100.0 40.4 5.9 51.3 2.3

企業規模：５０００人以上 100 43 1 54 2

100.0 43.0 1.0 54.0 2.0

非正規従業員割合：２５％未満 1566 630 130 781 25

100.0 40.2 8.3 49.9 1.6

非正規従業員割合：２５～５０％未満 398 109 48 235 6

100.0 27.4 12.1 59.0 1.5

非正規従業員割合：５０～７５％未満 217 56 34 123 4

100.0 25.8 15.7 56.7 1.8

非正規従業員割合：７５％以上 276 107 30 131 8

100.0 38.8 10.9 47.5 2.9

業績推移：急速に上昇した 133 34 10 89 -

100.0 25.6 7.5 66.9 -

業績推移：緩やかながら上昇気味に推移した 760 257 56 431 16

100.0 33.8 7.4 56.7 2.1

業績推移：ほぼ横ばいで推移した 812 341 68 393 10

100.0 42.0 8.4 48.4 1.2

業績推移：緩やかながら下降気味に推移した 597 228 76 282 11

100.0 38.2 12.7 47.2 1.8

業績推移：急速に下降した 127 35 29 59 4

100.0 27.6 22.8 46.5 3.1

充足方法（これまで） 1210 843 19 335 13

：主に新卒者を採用 100.0 69.7 1.6 27.7 1.1

充足方法（これまで） 325 16 206 99 4

：主に中途を採用 100.0 4.9 63.4 30.5 1.2

充足方法（これまで） 912 45 15 847 5

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 4.9 1.6 92.9 0.5

充足方法（今後） 908 908 - - -

：主に新卒者を採用 100.0 100.0 - - -

充足方法（今後） 242 - 242 - -

：主に中途を採用 100.0 - 100.0 - -

充足方法（今後） 1284 - - 1284 -

：新卒者、中途どちらも重視 100.0 - - 100.0 -

無回答 18 - - - 18

100.0 - - - 100.0

－184－



アンケート調査集計表（第二新卒者調査）

Ｑ１　学校卒業後、現在の仕事につくまでの間に、今の勤務先とちがう会社で正社員としての勤務経験の有無

ＴＯＴＡＬ
正社員として働い
たことがある

正社員として働い
たことはない

ＴＯＴＡＬ 1060 891 169
100.0 84.1 15.9

性別：男性 534 449 85
100.0 84.1 15.9

性別：女性 526 442 84
100.0 84.0 16.0

年代別：１８～１９才 1 1 -
100.0 100.0 -

年代別：２０～２４才 179 144 35
100.0 80.4 19.6

年代別：２５～２９才 538 448 90
100.0 83.3 16.7

年代別：３０～３５才 342 298 44
100.0 87.1 12.9

就職時期：１９９１年以前 69 55 14
100.0 79.7 20.3

就職時期：１９９２～１９９４年 83 73 10
100.0 88.0 12.0

就職時期：１９９５～１９９７年 160 126 34
100.0 78.8 21.3

就職時期：１９９８年以降 748 637 111
100.0 85.2 14.8

最終学歴：高校計 294 248 46
100.0 84.4 15.6

最終学歴：専門学校・各種学校 209 175 34
100.0 83.7 16.3

最終学歴：短大・高専 157 132 25
100.0 84.1 15.9

最終学歴：大学計 375 318 57
100.0 84.8 15.2

最終学歴：大学院計 25 18 7
100.0 72.0 28.0

業種：建設業 116 100 16
100.0 86.2 13.8

業種：製造業 191 153 38
100.0 80.1 19.9

業種：電気ガス熱供給水道業 15 11 4
100.0 73.3 26.7

業種：情報通信業 158 135 23
100.0 85.4 14.6

業種：運輸業 37 34 3
100.0 91.9 8.1

業種：卸売小売業 158 133 25
100.0 84.2 15.8

業種：金融保険業 36 30 6
100.0 83.3 16.7

業種：不動産業 22 15 7
100.0 68.2 31.8

業種：飲食店宿泊業 23 18 5
100.0 78.3 21.7

業種：医療福祉 34 31 3
100.0 91.2 8.8

業種：教育学習支援業 21 20 1
100.0 95.2 4.8

業種：その他のサービス業 190 160 30
100.0 84.2 15.8

業種：その他 59 51 8
100.0 86.4 13.6

職種：専門技術職 278 231 47
100.0 83.1 16.9

職種：管理職 53 49 4
100.0 92.5 7.5

職種：事務職 388 328 60
100.0 84.5 15.5

職種：営業販売職 134 116 18
100.0 86.6 13.4

職種：サービス職 66 50 16
100.0 75.8 24.2

職種：保守的職業 2 1 1
100.0 50.0 50.0

職種：運輸通信的職業 22 21 1
100.0 95.5 4.5

職種：技能工労務職 80 64 16
100.0 80.0 20.0

職種：その他 37 31 6
100.0 83.8 16.2

企業規模：３００人未満 783 662 121
100.0 84.5 15.5

企業規模：３００～９９９人 120 98 22
100.0 81.7 18.3

企業規模：１０００～４９９９人 90 75 15
100.0 83.3 16.7

企業規模：５０００人以上 67 56 11
100.0 83.6 16.4

－185－



Ｑ１－１　通算の勤務年数【ベース：過去正社員としての勤務経験がある人】

ＴＯＴＡＬ １年未満
１～３年
程度

４～５年
程度

ＴＯＴＡＬ 891 230 523 138
100.0 25.8 58.7 15.5

性別：男性 449 108 248 93
100.0 24.1 55.2 20.7

性別：女性 442 122 275 45
100.0 27.6 62.2 10.2

年代別：１８～１９才 1 1 - -
100.0 100.0 - -

年代別：２０～２４才 144 54 79 11
100.0 37.5 54.9 7.6

年代別：２５～２９才 448 120 271 57
100.0 26.8 60.5 12.7

年代別：３０～３５才 298 55 173 70
100.0 18.5 58.1 23.5

就職時期：１９９１年以前 55 18 33 4
100.0 32.7 60.0 7.3

就職時期：１９９２～１９９４年 73 14 48 11
100.0 19.2 65.8 15.1

就職時期：１９９５～１９９７年 126 35 67 24
100.0 27.8 53.2 19.0

就職時期：１９９８年以降 637 163 375 99
100.0 25.6 58.9 15.5

最終学歴：高校計 248 67 137 44
100.0 27.0 55.2 17.7
100.0 25.9 63.0 11.1

最終学歴：専門学校・各種学校 175 45 97 33
100.0 25.7 55.4 18.9

最終学歴：短大・高専 132 29 87 16
100.0 22.0 65.9 12.1

最終学歴：大学計 318 84 191 43
100.0 26.4 60.1 13.5

最終学歴：大学院計 18 5 11 2
100.0 27.8 61.1 11.1

業種：建設業 100 26 56 18
100.0 26.0 56.0 18.0

業種：製造業 153 34 95 24
100.0 22.2 62.1 15.7

業種：電気ガス熱供給水道業 11 5 5 1
100.0 45.5 45.5 9.1

業種：情報通信業 135 31 79 25
100.0 23.0 58.5 18.5

業種：運輸業 34 7 23 4
100.0 20.6 67.6 11.8

業種：卸売小売業 133 40 77 16
100.0 30.1 57.9 12.0

業種：金融保険業 30 7 18 5
100.0 23.3 60.0 16.7

業種：不動産業 15 3 10 2
100.0 20.0 66.7 13.3

業種：飲食店宿泊業 18 7 10 1
100.0 38.9 55.6 5.6

業種：医療福祉 31 11 14 6
100.0 35.5 45.2 19.4

業種：教育学習支援業 20 5 11 4
100.0 25.0 55.0 20.0

業種：その他のサービス業 160 39 95 26
100.0 24.4 59.4 16.3

業種：その他 51 15 30 6
100.0 29.4 58.8 11.8

職種：専門技術職 231 56 132 43
100.0 24.2 57.1 18.6

職種：管理職 49 8 26 15
100.0 16.3 53.1 30.6

職種：事務職 328 93 197 38
100.0 28.4 60.1 11.6

職種：営業販売職 116 26 72 18
100.0 22.4 62.1 15.5

職種：サービス職 50 15 28 7
100.0 30.0 56.0 14.0

職種：保守的職業 1 - 1 -
100.0 - 100.0 -

職種：運輸通信的職業 21 7 11 3
100.0 33.3 52.4 14.3

職種：技能工労務職 64 17 35 12
100.0 26.6 54.7 18.8

職種：その他 31 8 21 2
100.0 25.8 67.7 6.5

企業規模：３００人未満 662 169 387 106
100.0 25.5 58.5 16.0

企業規模：３００～９９９人 98 25 52 21
100.0 25.5 53.1 21.4

企業規模：１０００～４９９９人 75 19 46 10
100.0 25.3 61.3 13.3

企業規模：５０００人以上 56 17 38 1
100.0 30.4 67.9 1.8
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Ｑ１－２　前の会社の業種【ベース：過去正社員としての勤務経験がある人】

ＴＯＴＡＬ 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通
信業 運輸業

卸売・小
売業

金融・保
険業

不動産
業

飲食店・
宿泊業

医療・福
祉

教育・学
習支援
業

その他の
サービス
業 その他

ＴＯＴＡＬ 891 77 126 12 117 25 149 57 8 26 28 38 163 65
100.0 8.6 14.1 1.3 13.1 2.8 16.7 6.4 0.9 2.9 3.1 4.3 18.3 7.3

性別：男性 449 46 80 11 85 17 57 15 5 7 7 10 89 20
100.0 10.2 17.8 2.4 18.9 3.8 12.7 3.3 1.1 1.6 1.6 2.2 19.8 4.5

性別：女性 442 31 46 1 32 8 92 42 3 19 21 28 74 45
100.0 7.0 10.4 0.2 7.2 1.8 20.8 9.5 0.7 4.3 4.8 6.3 16.7 10.2

年代別：１８～１９才 1 - 1 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - -

年代別：２０～２４才 144 11 16 2 19 4 23 9 3 4 4 4 33 12
100.0 7.6 11.1 1.4 13.2 2.8 16.0 6.3 2.1 2.8 2.8 2.8 22.9 8.3

年代別：２５～２９才 448 42 57 6 61 10 69 28 5 13 16 25 86 30
100.0 9.4 12.7 1.3 13.6 2.2 15.4 6.3 1.1 2.9 3.6 5.6 19.2 6.7

年代別：３０～３５才 298 24 52 4 37 11 57 20 - 9 8 9 44 23
100.0 8.1 17.4 1.3 12.4 3.7 19.1 6.7 - 3.0 2.7 3.0 14.8 7.7

就職時期：１９９１年以前 55 5 11 1 2 1 16 - - 2 1 1 12 3
100.0 9.1 20.0 1.8 3.6 1.8 29.1 - - 3.6 1.8 1.8 21.8 5.5

就職時期：１９９２～１９９４年 73 4 11 2 10 4 14 7 - 4 2 2 7 6
100.0 5.5 15.1 2.7 13.7 5.5 19.2 9.6 - 5.5 2.7 2.7 9.6 8.2

就職時期：１９９５～１９９７年 126 17 29 1 11 5 17 6 - 3 3 6 17 11
100.0 13.5 23.0 0.8 8.7 4.0 13.5 4.8 - 2.4 2.4 4.8 13.5 8.7

就職時期：１９９８年以降 637 51 75 8 94 15 102 44 8 17 22 29 127 45
100.0 8.0 11.8 1.3 14.8 2.4 16.0 6.9 1.3 2.7 3.5 4.6 19.9 7.1

最終学歴：高校計 248 26 55 5 14 11 48 10 3 7 1 2 52 14
100.0 10.5 22.2 2.0 5.6 4.4 19.4 4.0 1.2 2.8 0.4 0.8 21.0 5.6

最終学歴：専門学校・各種学校 175 14 15 4 32 5 19 4 2 6 11 5 34 24
100.0 8.0 8.6 2.3 18.3 2.9 10.9 2.3 1.1 3.4 6.3 2.9 19.4 13.7

最終学歴：短大・高専 132 10 17 1 8 2 23 16 - 7 5 9 23 11
100.0 7.6 12.9 0.8 6.1 1.5 17.4 12.1 - 5.3 3.8 6.8 17.4 8.3

最終学歴：大学計 318 25 34 2 62 7 57 25 3 6 10 22 50 15
100.0 7.9 10.7 0.6 19.5 2.2 17.9 7.9 0.9 1.9 3.1 6.9 15.7 4.7

最終学歴：大学院計 18 2 5 - 1 - 2 2 - - 1 - 4 1
100.0 11.1 27.8 - 5.6 - 11.1 11.1 - - 5.6 - 22.2 5.6

業種：建設業 100 39 10 1 4 3 13 1 - 5 3 5 8 8
100.0 39.0 10.0 1.0 4.0 3.0 13.0 1.0 - 5.0 3.0 5.0 8.0 8.0

業種：製造業 153 13 61 - 12 3 26 4 2 5 2 4 16 5
100.0 8.5 39.9 - 7.8 2.0 17.0 2.6 1.3 3.3 1.3 2.6 10.5 3.3

業種：電気ガス熱供給水道業 11 2 2 3 1 - 1 - - - - - 2 -
100.0 18.2 18.2 27.3 9.1 - 9.1 - - - - - 18.2 -

業種：情報通信業 135 5 10 1 74 1 9 10 - 1 1 3 16 4
100.0 3.7 7.4 0.7 54.8 0.7 6.7 7.4 - 0.7 0.7 2.2 11.9 3.0

業種：運輸業 34 2 1 1 4 7 4 1 - - 2 2 9 1
100.0 5.9 2.9 2.9 11.8 20.6 11.8 2.9 - - 5.9 5.9 26.5 2.9

業種：卸売小売業 133 3 14 3 7 3 56 8 - 1 5 4 19 10
100.0 2.3 10.5 2.3 5.3 2.3 42.1 6.0 - 0.8 3.8 3.0 14.3 7.5

業種：金融保険業 30 1 3 - 1 1 2 15 - 2 2 - 1 2
100.0 3.3 10.0 - 3.3 3.3 6.7 50.0 - 6.7 6.7 - 3.3 6.7

業種：不動産業 15 1 - - - - 4 2 4 - 1 - 1 2
100.0 6.7 - - - - 26.7 13.3 26.7 - 6.7 - 6.7 13.3

業種：飲食店宿泊業 18 1 4 - 1 - 1 - - 4 - 2 5 -
100.0 5.6 22.2 - 5.6 - 5.6 - - 22.2 - 11.1 27.8 -

業種：医療福祉 31 3 - - 1 1 8 1 - 2 8 1 6 -
100.0 9.7 - - 3.2 3.2 25.8 3.2 - 6.5 25.8 3.2 19.4 -

業種：教育学習支援業 20 1 1 - 3 - 2 - - - 1 8 2 2
100.0 5.0 5.0 - 15.0 - 10.0 - - - 5.0 40.0 10.0 10.0

業種：その他のサービス業 160 5 18 2 7 4 17 11 2 5 2 7 73 7
100.0 3.1 11.3 1.3 4.4 2.5 10.6 6.9 1.3 3.1 1.3 4.4 45.6 4.4

業種：その他 51 1 2 1 2 2 6 4 - 1 1 2 5 24
100.0 2.0 3.9 2.0 3.9 3.9 11.8 7.8 - 2.0 2.0 3.9 9.8 47.1

職種：専門技術職 231 29 39 3 63 2 18 6 1 5 5 7 35 18
100.0 12.6 16.9 1.3 27.3 0.9 7.8 2.6 0.4 2.2 2.2 3.0 15.2 7.8

職種：管理職 49 5 4 - 4 - 10 4 - 1 2 3 11 5
100.0 10.2 8.2 - 8.2 - 20.4 8.2 - 2.0 4.1 6.1 22.4 10.2

職種：事務職 328 24 33 - 27 11 67 36 3 10 15 22 55 25
100.0 7.3 10.1 - 8.2 3.4 20.4 11.0 0.9 3.0 4.6 6.7 16.8 7.6

職種：営業販売職 116 7 11 3 15 2 38 6 2 1 1 - 24 6
100.0 6.0 9.5 2.6 12.9 1.7 32.8 5.2 1.7 0.9 0.9 - 20.7 5.2

職種：サービス職 50 1 4 2 2 3 7 2 - 3 1 3 19 3
100.0 2.0 8.0 4.0 4.0 6.0 14.0 4.0 - 6.0 2.0 6.0 38.0 6.0

職種：保守的職業 1 - 1 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - -

職種：運輸通信的職業 21 1 1 - 2 3 2 - - 1 1 - 10 -
100.0 4.8 4.8 - 9.5 14.3 9.5 - - 4.8 4.8 - 47.6 -

職種：技能工労務職 64 10 30 3 - 4 3 - 1 4 - - 5 4
100.0 15.6 46.9 4.7 - 6.3 4.7 - 1.6 6.3 - - 7.8 6.3

職種：その他 31 - 3 1 4 - 4 3 1 1 3 3 4 4
100.0 - 9.7 3.2 12.9 - 12.9 9.7 3.2 3.2 9.7 9.7 12.9 12.9

企業規模：３００人未満 662 67 88 10 86 19 111 36 6 22 24 25 118 50
100.0 10.1 13.3 1.5 13.0 2.9 16.8 5.4 0.9 3.3 3.6 3.8 17.8 7.6

企業規模：３００～９９９人 98 4 19 - 15 3 12 6 - 3 1 6 20 9
100.0 4.1 19.4 - 15.3 3.1 12.2 6.1 - 3.1 1.0 6.1 20.4 9.2

企業規模：１０００～４９９９人 75 4 12 1 11 3 14 8 1 1 1 5 11 3
100.0 5.3 16.0 1.3 14.7 4.0 18.7 10.7 1.3 1.3 1.3 6.7 14.7 4.0

企業規模：５０００人以上 56 2 7 1 5 - 12 7 1 - 2 2 14 3
100.0 3.6 12.5 1.8 8.9 - 21.4 12.5 1.8 - 3.6 3.6 25.0 5.4

－187－



Ｑ１－２　前の会社の職種【ベース：過去正社員としての勤務経験がある人】

ＴＯＴＡＬ
専門・技
術職 管理職 事務職

営業・販
売職

サービス
職

保守的
職業

運輸・通
信的職
業

技能工・
労務職 その他

ＴＯＴＡＬ 891 234 17 230 181 101 2 16 75 35
100.0 26.3 1.9 25.8 20.3 11.3 0.2 1.8 8.4 3.9

性別：男性 449 162 11 35 108 47 2 13 61 10
100.0 36.1 2.4 7.8 24.1 10.5 0.4 2.9 13.6 2.2

性別：女性 442 72 6 195 73 54 - 3 14 25
100.0 16.3 1.4 44.1 16.5 12.2 - 0.7 3.2 5.7

年代別：１８～１９才 1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

年代別：２０～２４才 144 28 3 36 34 19 - 4 15 5
100.0 19.4 2.1 25.0 23.6 13.2 - 2.8 10.4 3.5

年代別：２５～２９才 448 132 7 108 83 52 1 6 36 23
100.0 29.5 1.6 24.1 18.5 11.6 0.2 1.3 8.0 5.1

年代別：３０～３５才 298 74 7 86 64 30 1 6 23 7
100.0 24.8 2.3 28.9 21.5 10.1 0.3 2.0 7.7 2.3

就職時期：１９９１年以前 55 7 2 20 9 7 - 1 8 1
100.0 12.7 3.6 36.4 16.4 12.7 - 1.8 14.5 1.8

就職時期：１９９２～１９９４年 73 18 2 24 9 8 - 1 7 4
100.0 24.7 2.7 32.9 12.3 11.0 - 1.4 9.6 5.5

就職時期：１９９５～１９９７年 126 33 - 28 28 11 1 3 17 5
100.0 26.2 - 22.2 22.2 8.7 0.8 2.4 13.5 4.0

就職時期：１９９８年以降 637 176 13 158 135 75 1 11 43 25
100.0 27.6 2.0 24.8 21.2 11.8 0.2 1.7 6.8 3.9

最終学歴：高校計 248 40 5 67 39 31 - 8 50 8
100.0 16.1 2.0 27.0 15.7 12.5 - 3.2 20.2 3.2

最終学歴：専門学校・各種学校 175 62 3 37 28 18 2 3 14 8
100.0 35.4 1.7 21.1 16.0 10.3 1.1 1.7 8.0 4.6

最終学歴：短大・高専 132 16 2 52 20 25 - 1 7 9
100.0 12.1 1.5 39.4 15.2 18.9 - 0.8 5.3 6.8

最終学歴：大学計 318 105 6 71 92 27 - 4 4 9
100.0 33.0 1.9 22.3 28.9 8.5 - 1.3 1.3 2.8

最終学歴：大学院計 18 11 1 3 2 - - - - 1
100.0 61.1 5.6 16.7 11.1 - - - - 5.6

業種：建設業 100 30 1 25 14 11 1 1 11 6
100.0 30.0 1.0 25.0 14.0 11.0 1.0 1.0 11.0 6.0

業種：製造業 153 39 3 43 22 10 - 3 31 2
100.0 25.5 2.0 28.1 14.4 6.5 - 2.0 20.3 1.3

業種：電気ガス熱供給水道業 11 3 - 1 1 1 - - 4 1
100.0 27.3 - 9.1 9.1 9.1 - - 36.4 9.1

業種：情報通信業 135 67 2 21 22 12 1 1 5 4
100.0 49.6 1.5 15.6 16.3 8.9 0.7 0.7 3.7 3.0

業種：運輸業 34 7 - 6 8 7 - 5 1 -
100.0 20.6 - 17.6 23.5 20.6 - 14.7 2.9 -

業種：卸売小売業 133 22 2 46 43 11 - 1 5 3
100.0 16.5 1.5 34.6 32.3 8.3 - 0.8 3.8 2.3

業種：金融保険業 30 4 1 10 10 3 - - 1 1
100.0 13.3 3.3 33.3 33.3 10.0 - - 3.3 3.3

業種：不動産業 15 - 1 4 7 2 - - - 1
100.0 - 6.7 26.7 46.7 13.3 - - - 6.7

業種：飲食店宿泊業 18 2 - 4 5 5 - - 1 1
100.0 11.1 - 22.2 27.8 27.8 - - 5.6 5.6

業種：医療福祉 31 4 - 13 2 10 - 1 - 1
100.0 12.9 - 41.9 6.5 32.3 - 3.2 - 3.2

業種：教育学習支援業 20 7 - 5 3 2 - - 1 2
100.0 35.0 - 25.0 15.0 10.0 - - 5.0 10.0

業種：その他のサービス業 160 34 7 36 34 23 - 2 14 10
100.0 21.3 4.4 22.5 21.3 14.4 - 1.3 8.8 6.3

業種：その他 51 15 - 16 10 4 - 2 1 3
100.0 29.4 - 31.4 19.6 7.8 - 3.9 2.0 5.9

職種：専門技術職 231 157 2 15 21 20 2 1 11 2
100.0 68.0 0.9 6.5 9.1 8.7 0.9 0.4 4.8 0.9

職種：管理職 49 11 12 8 12 4 - - 2 -
100.0 22.4 24.5 16.3 24.5 8.2 - - 4.1 -

職種：事務職 328 27 2 184 58 27 - 5 10 15
100.0 8.2 0.6 56.1 17.7 8.2 - 1.5 3.0 4.6

職種：営業販売職 116 23 - 7 67 9 - 1 7 2
100.0 19.8 - 6.0 57.8 7.8 - 0.9 6.0 1.7

職種：サービス職 50 5 1 4 8 24 - 2 5 1
100.0 10.0 2.0 8.0 16.0 48.0 - 4.0 10.0 2.0

職種：保守的職業 1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

職種：運輸通信的職業 21 3 - 1 3 9 - 4 1 -
100.0 14.3 - 4.8 14.3 42.9 - 19.0 4.8 -

職種：技能工労務職 64 5 - 7 6 6 - 2 37 1
100.0 7.8 - 10.9 9.4 9.4 - 3.1 57.8 1.6

職種：その他 31 3 - 4 6 2 - 1 1 14
100.0 9.7 - 12.9 19.4 6.5 - 3.2 3.2 45.2

企業規模：３００人未満 662 168 13 177 125 79 1 10 61 28
100.0 25.4 2.0 26.7 18.9 11.9 0.2 1.5 9.2 4.2

企業規模：３００～９９９人 98 30 3 18 23 12 1 2 7 2
100.0 30.6 3.1 18.4 23.5 12.2 1.0 2.0 7.1 2.0

企業規模：１０００～４９９９人 75 21 1 18 16 7 - 2 6 4
100.0 28.0 1.3 24.0 21.3 9.3 - 2.7 8.0 5.3

企業規模：５０００人以上 56 15 - 17 17 3 - 2 1 1
100.0 26.8 - 30.4 30.4 5.4 - 3.6 1.8 1.8

－188－



Ｑ１－２　前の会社の企業規模【ベース：過去正社員としての勤務経験

ＴＯＴＡＬ
３００人
未満

３００～９
９９人

１０００～
４９９９人

５０００人
以上

ＴＯＴＡＬ 891 613 116 90 72
100.0 68.8 13.0 10.1 8.1

性別：男性 449 304 61 49 35
100.0 67.7 13.6 10.9 7.8

性別：女性 442 309 55 41 37
100.0 69.9 12.4 9.3 8.4

年代別：１８～１９才 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

年代別：２０～２４才 144 103 18 13 10
100.0 71.5 12.5 9.0 6.9

年代別：２５～２９才 448 311 57 41 39
100.0 69.4 12.7 9.2 8.7

年代別：３０～３５才 298 198 41 36 23
100.0 66.4 13.8 12.1 7.7

就職時期：１９９１年以前 55 35 7 8 5
100.0 63.6 12.7 14.5 9.1

就職時期：１９９２～１９９４年 73 51 10 7 5
100.0 69.9 13.7 9.6 6.8

就職時期：１９９５～１９９７年 126 91 14 10 11
100.0 72.2 11.1 7.9 8.7

就職時期：１９９８年以降 637 436 85 65 51
100.0 68.4 13.3 10.2 8.0

最終学歴：高校計 248 185 26 15 22
100.0 74.6 10.5 6.0 8.9

最終学歴：専門学校・各種学校 175 142 17 11 5
100.0 81.1 9.7 6.3 2.9

最終学歴：短大・高専 132 86 18 14 14
100.0 65.2 13.6 10.6 10.6

最終学歴：大学計 318 190 52 48 28
100.0 59.7 16.4 15.1 8.8

最終学歴：大学院計 18 10 3 2 3
100.0 55.6 16.7 11.1 16.7

業種：建設業 100 80 10 7 3
100.0 80.0 10.0 7.0 3.0

業種：製造業 153 103 22 17 11
100.0 67.3 14.4 11.1 7.2

業種：電気ガス熱供給水道業 11 7 2 1 1
100.0 63.6 18.2 9.1 9.1

業種：情報通信業 135 87 24 14 10
100.0 64.4 17.8 10.4 7.4

業種：運輸業 34 26 5 3 -
100.0 76.5 14.7 8.8 -

業種：卸売小売業 133 93 14 14 12
100.0 69.9 10.5 10.5 9.0

業種：金融保険業 30 12 3 6 9
100.0 40.0 10.0 20.0 30.0

業種：不動産業 15 12 2 1 -
100.0 80.0 13.3 6.7 -

業種：飲食店宿泊業 18 12 3 2 1
100.0 66.7 16.7 11.1 5.6

業種：医療福祉 31 21 2 5 3
100.0 67.7 6.5 16.1 9.7

業種：教育学習支援業 20 18 1 - 1
100.0 90.0 5.0 - 5.0

業種：その他のサービス業 160 111 20 15 14
100.0 69.4 12.5 9.4 8.8

業種：その他 51 31 8 5 7
100.0 60.8 15.7 9.8 13.7

職種：専門技術職 231 157 31 28 15
100.0 68.0 13.4 12.1 6.5

職種：管理職 49 37 7 2 3
100.0 75.5 14.3 4.1 6.1

職種：事務職 328 224 42 34 28
100.0 68.3 12.8 10.4 8.5

職種：営業販売職 116 69 18 16 13
100.0 59.5 15.5 13.8 11.2

職種：サービス職 50 36 6 4 4
100.0 72.0 12.0 8.0 8.0

職種：保守的職業 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

職種：運輸通信的職業 21 18 1 1 1
100.0 85.7 4.8 4.8 4.8

職種：技能工労務職 64 48 9 4 3
100.0 75.0 14.1 6.3 4.7

職種：その他 31 23 2 1 5
100.0 74.2 6.5 3.2 16.1

企業規模：３００人未満 662 499 78 51 34
100.0 75.4 11.8 7.7 5.1

企業規模：３００～９９９人 98 48 22 13 15
100.0 49.0 22.4 13.3 15.3

企業規模：１０００～４９９９人 75 37 10 18 10
100.0 49.3 13.3 24.0 13.3

企業規模：５０００人以上 56 29 6 8 13
100.0 51.8 10.7 14.3 23.2

－189－



Ｑ１－３　前の会社を辞めた主な理由【ベース：過去正社員としての勤務経験がある人】

ＴＯＴＡＬ

会社の
倒産・廃
業 解雇

会社から
退職をう
ながされ
た

自分から
やめた その他

ＴＯＴＡＬ 891 60 15 22 745 49
100.0 6.7 1.7 2.5 83.6 5.5

性別：男性 449 35 13 13 361 27
100.0 7.8 2.9 2.9 80.4 6.0

性別：女性 442 25 2 9 384 22
100.0 5.7 0.5 2.0 86.9 5.0

年代別：１８～１９才 1 - - - 1 -
100.0 - - - 100.0 -

年代別：２０～２４才 144 12 4 4 116 8
100.0 8.3 2.8 2.8 80.6 5.6

年代別：２５～２９才 448 28 9 13 367 31
100.0 6.3 2.0 2.9 81.9 6.9

年代別：３０～３５才 298 20 2 5 261 10
100.0 6.7 0.7 1.7 87.6 3.4

就職時期：１９９１年以前 55 2 - 1 49 3
100.0 3.6 - 1.8 89.1 5.5

就職時期：１９９２～１９９４年 73 6 1 1 62 3
100.0 8.2 1.4 1.4 84.9 4.1

就職時期：１９９５～１９９７年 126 10 1 3 107 5
100.0 7.9 0.8 2.4 84.9 4.0

就職時期：１９９８年以降 637 42 13 17 527 38
100.0 6.6 2.0 2.7 82.7 6.0

最終学歴：高校計 248 18 4 4 206 16
100.0 7.3 1.6 1.6 83.1 6.5

最終学歴：専門学校・各種学校 175 14 4 5 145 7
100.0 8.0 2.3 2.9 82.9 4.0

最終学歴：短大・高専 132 11 1 3 105 12
100.0 8.3 0.8 2.3 79.5 9.1

最終学歴：大学計 318 17 6 10 273 12
100.0 5.3 1.9 3.1 85.8 3.8

最終学歴：大学院計 18 - - - 16 2
100.0 - - - 88.9 11.1

業種：建設業 100 9 1 7 75 8
100.0 9.0 1.0 7.0 75.0 8.0

業種：製造業 153 9 3 4 126 11
100.0 5.9 2.0 2.6 82.4 7.2

業種：電気ガス熱供給水道業 11 2 1 - 8 -
100.0 18.2 9.1 - 72.7 -

業種：情報通信業 135 18 1 1 110 5
100.0 13.3 0.7 0.7 81.5 3.7

業種：運輸業 34 2 1 2 27 2
100.0 5.9 2.9 5.9 79.4 5.9

業種：卸売小売業 133 4 2 4 114 9
100.0 3.0 1.5 3.0 85.7 6.8

業種：金融保険業 30 1 1 - 27 1
100.0 3.3 3.3 - 90.0 3.3

業種：不動産業 15 1 1 - 13 -
100.0 6.7 6.7 - 86.7 -

業種：飲食店宿泊業 18 - - - 17 1
100.0 - - - 94.4 5.6

業種：医療福祉 31 1 - - 29 1
100.0 3.2 - - 93.5 3.2

業種：教育学習支援業 20 2 1 - 16 1
100.0 10.0 5.0 - 80.0 5.0

業種：その他のサービス業 160 9 2 4 138 7
100.0 5.6 1.3 2.5 86.3 4.4

業種：その他 51 2 1 - 45 3
100.0 3.9 2.0 - 88.2 5.9

職種：専門技術職 231 25 5 3 185 13
100.0 10.8 2.2 1.3 80.1 5.6

職種：管理職 49 3 1 - 43 2
100.0 6.1 2.0 - 87.8 4.1

職種：事務職 328 14 3 13 283 15
100.0 4.3 0.9 4.0 86.3 4.6

職種：営業販売職 116 5 4 2 101 4
100.0 4.3 3.4 1.7 87.1 3.4

職種：サービス職 50 1 1 - 42 6
100.0 2.0 2.0 - 84.0 12.0

職種：保守的職業 1 - - - 1 -
100.0 - - - 100.0 -

職種：運輸通信的職業 21 3 - 2 13 3
100.0 14.3 - 9.5 61.9 14.3

職種：技能工労務職 64 7 1 2 52 2
100.0 10.9 1.6 3.1 81.3 3.1

職種：その他 31 2 - - 25 4
100.0 6.5 - - 80.6 12.9

企業規模：３００人未満 662 49 11 18 553 31
100.0 7.4 1.7 2.7 83.5 4.7

企業規模：３００～９９９人 98 4 - - 85 9
100.0 4.1 - - 86.7 9.2

企業規模：１０００～４９９９人 75 5 2 3 62 3
100.0 6.7 2.7 4.0 82.7 4.0

企業規模：５０００人以上 56 2 2 1 45 6
100.0 3.6 3.6 1.8 80.4 10.7

－190－



Ｑ１－４　学校卒業後、主にやっていたこと【ベース：過去正社員としての勤務経験がない人】

ＴＯＴＡＬ 仕事
家事・育
児・介護 趣味

ボランティア（ＮＰ
Ｏ、ＮＧＯを含む） 勉強 職探し

病気・け
がの療
養

特に何も
していな
い その他

ＴＯＴＡＬ 169 96 2 7 2 18 24 2 12 6
100.0 56.8 1.2 4.1 1.2 10.7 14.2 1.2 7.1 3.6

性別：男性 85 44 - 4 2 14 11 - 8 2
100.0 51.8 - 4.7 2.4 16.5 12.9 - 9.4 2.4

性別：女性 84 52 2 3 - 4 13 2 4 4
100.0 61.9 2.4 3.6 - 4.8 15.5 2.4 4.8 4.8

年代別：１８～１９才 - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

年代別：２０～２４才 35 20 - 3 - 3 4 1 4 -
100.0 57.1 - 8.6 - 8.6 11.4 2.9 11.4 -

年代別：２５～２９才 90 49 2 4 1 9 16 1 4 4
100.0 54.4 2.2 4.4 1.1 10.0 17.8 1.1 4.4 4.4

年代別：３０～３５才 44 27 - - 1 6 4 - 4 2
100.0 61.4 - - 2.3 13.6 9.1 - 9.1 4.5

就職時期：１９９１年以前 14 8 - 1 - 2 - - 3 -
100.0 57.1 - 7.1 - 14.3 - - 21.4 -

就職時期：１９９２～１９９４年 10 8 - - 1 1 - - - -
100.0 80.0 - - 10.0 10.0 - - - -

就職時期：１９９５～１９９７年 34 22 1 2 - 1 4 - 2 2
100.0 64.7 2.9 5.9 - 2.9 11.8 - 5.9 5.9

就職時期：１９９８年以降 111 58 1 4 1 14 20 2 7 4
100.0 52.3 0.9 3.6 0.9 12.6 18.0 1.8 6.3 3.6

最終学歴：高校計 46 24 1 3 - 4 4 1 8 1
100.0 52.2 2.2 6.5 - 8.7 8.7 2.2 17.4 2.2

最終学歴：専門学校・各種学校 34 23 - - 1 2 4 1 2 1
100.0 67.6 - - 2.9 5.9 11.8 2.9 5.9 2.9

最終学歴：短大・高専 25 16 1 3 - 1 3 - - 1
100.0 64.0 4.0 12.0 - 4.0 12.0 - - 4.0

最終学歴：大学計 57 32 - 1 1 8 10 - 2 3
100.0 56.1 - 1.8 1.8 14.0 17.5 - 3.5 5.3

最終学歴：大学院計 7 1 - - - 3 3 - - -
100.0 14.3 - - - 42.9 42.9 - - -

業種：建設業 16 10 - - - 1 1 - 3 1
100.0 62.5 - - - 6.3 6.3 - 18.8 6.3

業種：製造業 38 26 - 2 1 2 5 - 1 1
100.0 68.4 - 5.3 2.6 5.3 13.2 - 2.6 2.6

業種：電気ガス熱供給水道業 4 2 - - - 1 1 - - -
100.0 50.0 - - - 25.0 25.0 - - -

業種：情報通信業 23 14 - 2 - 3 3 - 1 -
100.0 60.9 - 8.7 - 13.0 13.0 - 4.3 -

業種：運輸業 3 1 - - - - 1 - - 1
100.0 33.3 - - - - 33.3 - - 33.3

業種：卸売小売業 25 10 - 2 - 4 5 1 1 2
100.0 40.0 - 8.0 - 16.0 20.0 4.0 4.0 8.0

業種：金融保険業 6 6 - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - -

業種：不動産業 7 3 - - - 1 2 - 1 -
100.0 42.9 - - - 14.3 28.6 - 14.3 -

業種：飲食店宿泊業 5 3 1 - - - - 1 - -
100.0 60.0 20.0 - - - - 20.0 - -

業種：医療福祉 3 2 - - - 1 - - - -
100.0 66.7 - - - 33.3 - - - -

業種：教育学習支援業 1 - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - -

業種：その他のサービス業 30 14 1 1 1 4 4 - 4 1
100.0 46.7 3.3 3.3 3.3 13.3 13.3 - 13.3 3.3

業種：その他 8 5 - - - 1 1 - 1 -
100.0 62.5 - - - 12.5 12.5 - 12.5 -

職種：専門技術職 47 27 - 1 - 8 7 - 3 1
100.0 57.4 - 2.1 - 17.0 14.9 - 6.4 2.1

職種：管理職 4 4 - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - -

職種：事務職 60 38 2 3 - 4 6 1 4 2
100.0 63.3 3.3 5.0 - 6.7 10.0 1.7 6.7 3.3

職種：営業販売職 18 8 - 2 - 1 4 1 2 -
100.0 44.4 - 11.1 - 5.6 22.2 5.6 11.1 -

職種：サービス職 16 6 - 1 1 1 4 - 1 2
100.0 37.5 - 6.3 6.3 6.3 25.0 - 6.3 12.5

職種：保守的職業 1 - - - - 1 - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - -

職種：運輸通信的職業 1 1 - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - -

職種：技能工労務職 16 7 - - 1 3 2 - 2 1
100.0 43.8 - - 6.3 18.8 12.5 - 12.5 6.3

職種：その他 6 5 - - - - 1 - - -
100.0 83.3 - - - - 16.7 - - -

企業規模：３００人未満 121 64 2 6 2 15 14 2 11 5
100.0 52.9 1.7 5.0 1.7 12.4 11.6 1.7 9.1 4.1

企業規模：３００～９９９人 22 15 - - - - 6 - 1 -
100.0 68.2 - - - - 27.3 - 4.5 -

企業規模：１０００～４９９９人 15 10 - 1 - 1 3 - - -
100.0 66.7 - 6.7 - 6.7 20.0 - - -

企業規模：５０００人以上 11 7 - - - 2 1 - - 1
100.0 63.6 - - - 18.2 9.1 - - 9.1
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Ｑ１－４－１　働き方　【ベース：学校卒業後、主に仕事をしていた人】

ＴＯＴＡＬ
アルバイ
ト 自営業

派遣社
員

契約社
員・嘱託 その他

ＴＯＴＡＬ 96 55 5 5 23 8
100.0 57.3 5.2 5.2 24.0 8.3

性別：男性 44 23 4 2 11 4
100.0 52.3 9.1 4.5 25.0 9.1

性別：女性 52 32 1 3 12 4
100.0 61.5 1.9 5.8 23.1 7.7

年代別：１８～１９才 - - - - - -
- - - - - -

年代別：２０～２４才 20 11 - 2 6 1
100.0 55.0 - 10.0 30.0 5.0

年代別：２５～２９才 49 32 2 1 11 3
100.0 65.3 4.1 2.0 22.4 6.1

年代別：３０～３５才 27 12 3 2 6 4
100.0 44.4 11.1 7.4 22.2 14.8

就職時期：１９９１年以前 8 4 - 1 2 1
100.0 50.0 - 12.5 25.0 12.5

就職時期：１９９２～１９９４年 8 4 1 1 2 -
100.0 50.0 12.5 12.5 25.0 -

就職時期：１９９５～１９９７年 22 11 2 - 5 4
100.0 50.0 9.1 - 22.7 18.2

就職時期：１９９８年以降 58 36 2 3 14 3
100.0 62.1 3.4 5.2 24.1 5.2

最終学歴：高校計 24 15 - 2 5 2
100.0 62.5 - 8.3 20.8 8.3

最終学歴：専門学校・各種学校 23 15 3 1 4 -
100.0 65.2 13.0 4.3 17.4 -

最終学歴：短大・高専 16 9 - - 3 4
100.0 56.3 - - 18.8 25.0

最終学歴：大学計 32 16 2 2 11 1
100.0 50.0 6.3 6.3 34.4 3.1

最終学歴：大学院計 1 - - - - 1
100.0 - - - - 100.0

業種：建設業 10 9 - - - 1
100.0 90.0 - - - 10.0

業種：製造業 26 14 2 - 8 2
100.0 53.8 7.7 - 30.8 7.7

業種：電気ガス熱供給水道業 2 - - - 1 1
100.0 - - - 50.0 50.0

業種：情報通信業 14 6 1 2 4 1
100.0 42.9 7.1 14.3 28.6 7.1

業種：運輸業 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：卸売小売業 10 6 - 2 1 1
100.0 60.0 - 20.0 10.0 10.0

業種：金融保険業 6 2 - - 4 -
100.0 33.3 - - 66.7 -

業種：不動産業 3 3 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：飲食店宿泊業 3 2 1 - - -
100.0 66.7 33.3 - - -

業種：医療福祉 2 1 - - 1 -
100.0 50.0 - - 50.0 -

業種：教育学習支援業 - - - - - -
- - - - - -

業種：その他のサービス業 14 9 1 1 3 -
100.0 64.3 7.1 7.1 21.4 -

業種：その他 5 2 - - 1 2
100.0 40.0 - - 20.0 40.0

職種：専門技術職 27 13 1 1 7 5
100.0 48.1 3.7 3.7 25.9 18.5

職種：管理職 4 2 2 - - -
100.0 50.0 50.0 - - -

職種：事務職 38 24 1 2 8 3
100.0 63.2 2.6 5.3 21.1 7.9

職種：営業販売職 8 5 - - 3 -
100.0 62.5 - - 37.5 -

職種：サービス職 6 3 1 1 1 -
100.0 50.0 16.7 16.7 16.7 -

職種：保守的職業 - - - - - -
- - - - - -

職種：運輸通信的職業 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：技能工労務職 7 4 - - 3 -
100.0 57.1 - - 42.9 -

職種：その他 5 3 - 1 1 -
100.0 60.0 - 20.0 20.0 -

企業規模：３００人未満 64 40 3 3 13 5
100.0 62.5 4.7 4.7 20.3 7.8

企業規模：３００～９９９人 15 7 - 1 6 1
100.0 46.7 - 6.7 40.0 6.7

企業規模：１０００～４９９９人 10 5 - 1 3 1
100.0 50.0 - 10.0 30.0 10.0

企業規模：５０００人以上 7 3 2 - 1 1
100.0 42.9 28.6 - 14.3 14.3
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Ｑ１－４－２　おもな勉強方法　【ベース：学校卒業後に主に勉強していた人】

ＴＯＴＡＬ
学校に通
う

通信教
育 自習 その他

ＴＯＴＡＬ 18 6 1 8 3
100.0 33.3 5.6 44.4 16.7

性別：男性 14 5 1 6 2
100.0 35.7 7.1 42.9 14.3

性別：女性 4 1 - 2 1
100.0 25.0 - 50.0 25.0

年代別：１８～１９才 - - - - -
- - - - -

年代別：２０～２４才 3 1 1 1 -
100.0 33.3 33.3 33.3 -

年代別：２５～２９才 9 3 - 5 1
100.0 33.3 - 55.6 11.1

年代別：３０～３５才 6 2 - 2 2
100.0 33.3 - 33.3 33.3

就職時期：１９９１年以前 2 - - 2 -
100.0 - - 100.0 -

就職時期：１９９２～１９９４年 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

就職時期：１９９５～１９９７年 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

就職時期：１９９８年以降 14 4 1 6 3
100.0 28.6 7.1 42.9 21.4

最終学歴：高校計 4 - 1 3 -
100.0 - 25.0 75.0 -

最終学歴：専門学校・各種学校 2 1 - 1 -
100.0 50.0 - 50.0 -

最終学歴：短大・高専 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

最終学歴：大学計 8 3 - 4 1
100.0 37.5 - 50.0 12.5

最終学歴：大学院計 3 1 - - 2
100.0 33.3 - - 66.7

業種：建設業 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

業種：製造業 2 - - 1 1
100.0 - - 50.0 50.0

業種：電気ガス熱供給水道業 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 -

業種：情報通信業 3 1 - 1 1
100.0 33.3 - 33.3 33.3

業種：運輸業 - - - - -
- - - - -

業種：卸売小売業 4 2 1 1 -
100.0 50.0 25.0 25.0 -

業種：金融保険業 - - - - -
- - - - -

業種：不動産業 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 -

業種：飲食店宿泊業 - - - - -
- - - - -

業種：医療福祉 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 -

業種：教育学習支援業 - - - - -
- - - - -

業種：その他のサービス業 4 1 - 2 1
100.0 25.0 - 50.0 25.0

業種：その他 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

職種：専門技術職 8 4 - 1 3
100.0 50.0 - 12.5 37.5

職種：管理職 - - - - -
- - - - -

職種：事務職 4 - - 4 -
100.0 - - 100.0 -

職種：営業販売職 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - -

職種：サービス職 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 -

職種：保守的職業 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

職種：運輸通信的職業 - - - - -
- - - - -

職種：技能工労務職 3 1 - 2 -
100.0 33.3 - 66.7 -

職種：その他 - - - - -
- - - - -

企業規模：３００人未満 15 5 1 7 2
100.0 33.3 6.7 46.7 13.3

企業規模：３００～９９９人 - - - - -
- - - - -

企業規模：１０００～４９９９人 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

企業規模：５０００人以上 2 - - 1 1
100.0 - - 50.0 50.0
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Ｑ２　現在の仕事の業種

ＴＯＴＡＬ 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通
信業 運輸業

卸売・小
売業

金融・保
険業

不動産
業

飲食店・
宿泊業

医療・福
祉

教育・学
習支援
業

その他の
サービス
業 その他

ＴＯＴＡＬ 1060 116 191 15 158 37 158 36 22 23 34 21 190 59
100.0 10.9 18.0 1.4 14.9 3.5 14.9 3.4 2.1 2.2 3.2 2.0 17.9 5.6

性別：男性 534 49 98 12 105 21 71 13 9 13 10 11 98 24
100.0 9.2 18.4 2.2 19.7 3.9 13.3 2.4 1.7 2.4 1.9 2.1 18.4 4.5

性別：女性 526 67 93 3 53 16 87 23 13 10 24 10 92 35
100.0 12.7 17.7 0.6 10.1 3.0 16.5 4.4 2.5 1.9 4.6 1.9 17.5 6.7

年代別：１８～１９才 1 - - - - - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 -

年代別：２０～２４才 179 13 27 5 25 6 31 7 6 7 7 3 33 9
100.0 7.3 15.1 2.8 14.0 3.4 17.3 3.9 3.4 3.9 3.9 1.7 18.4 5.0

年代別：２５～２９才 538 56 104 5 88 16 78 17 10 9 18 12 97 28
100.0 10.4 19.3 0.9 16.4 3.0 14.5 3.2 1.9 1.7 3.3 2.2 18.0 5.2

年代別：３０～３５才 342 47 60 5 45 15 49 12 6 7 9 6 59 22
100.0 13.7 17.5 1.5 13.2 4.4 14.3 3.5 1.8 2.0 2.6 1.8 17.3 6.4

就職時期：１９９１年以前 69 12 18 1 5 3 8 - - 1 - 1 17 3
100.0 17.4 26.1 1.4 7.2 4.3 11.6 - - 1.4 - 1.4 24.6 4.3

就職時期：１９９２～１９９４年 83 12 19 1 7 2 12 2 2 3 2 - 16 5
100.0 14.5 22.9 1.2 8.4 2.4 14.5 2.4 2.4 3.6 2.4 - 19.3 6.0

就職時期：１９９５～１９９７年 160 25 27 4 19 8 25 6 5 4 2 4 18 13
100.0 15.6 16.9 2.5 11.9 5.0 15.6 3.8 3.1 2.5 1.3 2.5 11.3 8.1

就職時期：１９９８年以降 748 67 127 9 127 24 113 28 15 15 30 16 139 38
100.0 9.0 17.0 1.2 17.0 3.2 15.1 3.7 2.0 2.0 4.0 2.1 18.6 5.1

最終学歴：高校計 294 39 61 9 26 13 53 3 7 7 2 1 61 12
100.0 13.3 20.7 3.1 8.8 4.4 18.0 1.0 2.4 2.4 0.7 0.3 20.7 4.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 28 30 2 34 9 30 7 2 7 8 5 35 12
100.0 13.4 14.4 1.0 16.3 4.3 14.4 3.3 1.0 3.3 3.8 2.4 16.7 5.7

最終学歴：短大・高専 157 23 31 1 13 4 26 9 2 5 7 4 20 12
100.0 14.6 19.7 0.6 8.3 2.5 16.6 5.7 1.3 3.2 4.5 2.5 12.7 7.6

最終学歴：大学計 375 24 62 3 82 11 46 16 11 4 16 11 67 22
100.0 6.4 16.5 0.8 21.9 2.9 12.3 4.3 2.9 1.1 4.3 2.9 17.9 5.9

最終学歴：大学院計 25 2 7 - 3 - 3 1 - - 1 - 7 1
100.0 8.0 28.0 - 12.0 - 12.0 4.0 - - 4.0 - 28.0 4.0

業種：建設業 116 116 - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - -

業種：製造業 191 - 191 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - -

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - - 15 - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - -

業種：情報通信業 158 - - - 158 - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - -

業種：運輸業 37 - - - - 37 - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - -

業種：卸売小売業 158 - - - - - 158 - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -

業種：金融保険業 36 - - - - - - 36 - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - -

業種：不動産業 22 - - - - - - - 22 - - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - -

業種：飲食店宿泊業 23 - - - - - - - - 23 - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - -

業種：医療福祉 34 - - - - - - - - - 34 - - -
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - -

業種：教育学習支援業 21 - - - - - - - - - - 21 - -
100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - -

業種：その他のサービス業 190 - - - - - - - - - - - 190 -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 -

業種：その他 59 - - - - - - - - - - - - 59
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0

職種：専門技術職 278 29 50 6 99 - 7 3 2 2 12 6 41 21
100.0 10.4 18.0 2.2 35.6 - 2.5 1.1 0.7 0.7 4.3 2.2 14.7 7.6

職種：管理職 53 10 6 - 8 1 6 2 - 4 2 - 11 3
100.0 18.9 11.3 - 15.1 1.9 11.3 3.8 - 7.5 3.8 - 20.8 5.7

職種：事務職 388 55 65 5 27 13 69 17 14 5 16 7 70 25
100.0 14.2 16.8 1.3 7.0 3.4 17.8 4.4 3.6 1.3 4.1 1.8 18.0 6.4

職種：営業販売職 134 4 12 - 8 2 63 14 5 1 1 1 19 4
100.0 3.0 9.0 - 6.0 1.5 47.0 10.4 3.7 0.7 0.7 0.7 14.2 3.0

職種：サービス職 66 1 1 - 4 4 7 - 1 10 2 2 34 -
100.0 1.5 1.5 - 6.1 6.1 10.6 - 1.5 15.2 3.0 3.0 51.5 -

職種：保守的職業 2 - - - - - 1 - - - - - 1 -
100.0 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 -

職種：運輸通信的職業 22 1 1 - 3 13 1 - - - - - 3 -
100.0 4.5 4.5 - 13.6 59.1 4.5 - - - - - 13.6 -

職種：技能工労務職 80 15 52 4 1 3 1 - - - - 1 2 1
100.0 18.8 65.0 5.0 1.3 3.8 1.3 - - - - 1.3 2.5 1.3

職種：その他 37 1 4 - 8 1 3 - - 1 1 4 9 5
100.0 2.7 10.8 - 21.6 2.7 8.1 - - 2.7 2.7 10.8 24.3 13.5

企業規模：３００人未満 783 102 119 10 120 23 126 16 18 20 25 18 143 43
100.0 13.0 15.2 1.3 15.3 2.9 16.1 2.0 2.3 2.6 3.2 2.3 18.3 5.5

企業規模：３００～９９９人 120 7 30 3 18 3 17 4 - 1 6 1 22 8
100.0 5.8 25.0 2.5 15.0 2.5 14.2 3.3 - 0.8 5.0 0.8 18.3 6.7

企業規模：１０００～４９９９人 90 4 20 2 16 4 12 7 4 2 1 2 12 4
100.0 4.4 22.2 2.2 17.8 4.4 13.3 7.8 4.4 2.2 1.1 2.2 13.3 4.4

企業規模：５０００人以上 67 3 22 - 4 7 3 9 - - 2 - 13 4
100.0 4.5 32.8 - 6.0 10.4 4.5 13.4 - - 3.0 - 19.4 6.0
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Ｑ２　現在の仕事の職種

ＴＯＴＡＬ
専門・技
術職 管理職 事務職

営業・販
売職

サービス
職

保守的
職業

運輸・通
信的職
業

技能工・
労務職 その他

ＴＯＴＡＬ 1060 278 53 388 134 66 2 22 80 37
100.0 26.2 5.0 36.6 12.6 6.2 0.2 2.1 7.5 3.5

性別：男性 534 192 34 73 94 40 2 19 66 14
100.0 36.0 6.4 13.7 17.6 7.5 0.4 3.6 12.4 2.6

性別：女性 526 86 19 315 40 26 - 3 14 23
100.0 16.3 3.6 59.9 7.6 4.9 - 0.6 2.7 4.4

年代別：１８～１９才 1 - - - - 1 - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 35 3 72 29 17 - 7 11 5
100.0 19.6 1.7 40.2 16.2 9.5 - 3.9 6.1 2.8

年代別：２５～２９才 538 158 23 193 63 26 1 9 40 25
100.0 29.4 4.3 35.9 11.7 4.8 0.2 1.7 7.4 4.6

年代別：３０～３５才 342 85 27 123 42 22 1 6 29 7
100.0 24.9 7.9 36.0 12.3 6.4 0.3 1.8 8.5 2.0

就職時期：１９９１年以前 69 16 5 23 7 6 - 2 8 2
100.0 23.2 7.2 33.3 10.1 8.7 - 2.9 11.6 2.9

就職時期：１９９２～１９９４年 83 17 8 32 6 9 - - 10 1
100.0 20.5 9.6 38.6 7.2 10.8 - - 12.0 1.2

就職時期：１９９５～１９９７年 160 40 12 56 18 8 2 5 14 5
100.0 25.0 7.5 35.0 11.3 5.0 1.3 3.1 8.8 3.1

就職時期：１９９８年以降 748 205 28 277 103 43 - 15 48 29
100.0 27.4 3.7 37.0 13.8 5.7 - 2.0 6.4 3.9

最終学歴：高校計 294 51 14 103 37 25 1 12 47 4
100.0 17.3 4.8 35.0 12.6 8.5 0.3 4.1 16.0 1.4

最終学歴：専門学校・各種学校 209 59 12 63 32 12 - 5 14 12
100.0 28.2 5.7 30.1 15.3 5.7 - 2.4 6.7 5.7

最終学歴：短大・高専 157 25 8 95 10 10 - - 4 5
100.0 15.9 5.1 60.5 6.4 6.4 - - 2.5 3.2

最終学歴：大学計 375 126 17 124 53 19 - 5 15 16
100.0 33.6 4.5 33.1 14.1 5.1 - 1.3 4.0 4.3

最終学歴：大学院計 25 17 2 3 2 - 1 - - -
100.0 68.0 8.0 12.0 8.0 - 4.0 - - -

業種：建設業 116 29 10 55 4 1 - 1 15 1
100.0 25.0 8.6 47.4 3.4 0.9 - 0.9 12.9 0.9

業種：製造業 191 50 6 65 12 1 - 1 52 4
100.0 26.2 3.1 34.0 6.3 0.5 - 0.5 27.2 2.1

業種：電気ガス熱供給水道業 15 6 - 5 - - - - 4 -
100.0 40.0 - 33.3 - - - - 26.7 -

業種：情報通信業 158 99 8 27 8 4 - 3 1 8
100.0 62.7 5.1 17.1 5.1 2.5 - 1.9 0.6 5.1

業種：運輸業 37 - 1 13 2 4 - 13 3 1
100.0 - 2.7 35.1 5.4 10.8 - 35.1 8.1 2.7

業種：卸売小売業 158 7 6 69 63 7 1 1 1 3
100.0 4.4 3.8 43.7 39.9 4.4 0.6 0.6 0.6 1.9

業種：金融保険業 36 3 2 17 14 - - - - -
100.0 8.3 5.6 47.2 38.9 - - - - -

業種：不動産業 22 2 - 14 5 1 - - - -
100.0 9.1 - 63.6 22.7 4.5 - - - -

業種：飲食店宿泊業 23 2 4 5 1 10 - - - 1
100.0 8.7 17.4 21.7 4.3 43.5 - - - 4.3

業種：医療福祉 34 12 2 16 1 2 - - - 1
100.0 35.3 5.9 47.1 2.9 5.9 - - - 2.9

業種：教育学習支援業 21 6 - 7 1 2 - - 1 4
100.0 28.6 - 33.3 4.8 9.5 - - 4.8 19.0

業種：その他のサービス業 190 41 11 70 19 34 1 3 2 9
100.0 21.6 5.8 36.8 10.0 17.9 0.5 1.6 1.1 4.7

業種：その他 59 21 3 25 4 - - - 1 5
100.0 35.6 5.1 42.4 6.8 - - - 1.7 8.5

職種：専門技術職 278 278 - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - -

職種：管理職 53 - 53 - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - -

職種：事務職 388 - - 388 - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - -

職種：営業販売職 134 - - - 134 - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - -

職種：サービス職 66 - - - - 66 - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - -

職種：保守的職業 2 - - - - - 2 - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - -

職種：運輸通信的職業 22 - - - - - - 22 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - -

職種：技能工労務職 80 - - - - - - - 80 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

職種：その他 37 - - - - - - - - 37
100.0 - - - - - - - - 100.0

企業規模：３００人未満 783 202 42 292 89 47 2 14 63 32
100.0 25.8 5.4 37.3 11.4 6.0 0.3 1.8 8.0 4.1

企業規模：３００～９９９人 120 35 8 43 17 4 - 4 8 1
100.0 29.2 6.7 35.8 14.2 3.3 - 3.3 6.7 0.8

企業規模：１０００～４９９９人 90 27 1 27 18 8 - 2 6 1
100.0 30.0 1.1 30.0 20.0 8.9 - 2.2 6.7 1.1

企業規模：５０００人以上 67 14 2 26 10 7 - 2 3 3
100.0 20.9 3.0 38.8 14.9 10.4 - 3.0 4.5 4.5
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Ｑ２　現在の仕事の企業規模

ＴＯＴＡＬ
３００人
未満

３００～９
９９人

１０００～
４９９９人

５０００人
以上

ＴＯＴＡＬ 1060 783 120 90 67
100.0 73.9 11.3 8.5 6.3

性別：男性 534 388 67 51 28
100.0 72.7 12.5 9.6 5.2

性別：女性 526 395 53 39 39
100.0 75.1 10.1 7.4 7.4

年代別：１８～１９才 1 - - - 1
100.0 - - - 100.0

年代別：２０～２４才 179 141 13 15 10
100.0 78.8 7.3 8.4 5.6

年代別：２５～２９才 538 401 56 48 33
100.0 74.5 10.4 8.9 6.1

年代別：３０～３５才 342 241 51 27 23
100.0 70.5 14.9 7.9 6.7

就職時期：１９９１年以前 69 45 10 5 9
100.0 65.2 14.5 7.2 13.0

就職時期：１９９２～１９９４年 83 64 11 3 5
100.0 77.1 13.3 3.6 6.0

就職時期：１９９５～１９９７年 160 112 25 17 6
100.0 70.0 15.6 10.6 3.8

就職時期：１９９８年以降 748 562 74 65 47
100.0 75.1 9.9 8.7 6.3

最終学歴：高校計 294 232 30 17 15
100.0 78.9 10.2 5.8 5.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 165 19 14 11
100.0 78.9 9.1 6.7 5.3

最終学歴：短大・高専 157 116 17 16 8
100.0 73.9 10.8 10.2 5.1

最終学歴：大学計 375 258 52 37 28
100.0 68.8 13.9 9.9 7.5

最終学歴：大学院計 25 12 2 6 5
100.0 48.0 8.0 24.0 20.0

業種：建設業 116 102 7 4 3
100.0 87.9 6.0 3.4 2.6

業種：製造業 191 119 30 20 22
100.0 62.3 15.7 10.5 11.5

業種：電気ガス熱供給水道業 15 10 3 2 -
100.0 66.7 20.0 13.3 -

業種：情報通信業 158 120 18 16 4
100.0 75.9 11.4 10.1 2.5

業種：運輸業 37 23 3 4 7
100.0 62.2 8.1 10.8 18.9

業種：卸売小売業 158 126 17 12 3
100.0 79.7 10.8 7.6 1.9

業種：金融保険業 36 16 4 7 9
100.0 44.4 11.1 19.4 25.0

業種：不動産業 22 18 - 4 -
100.0 81.8 - 18.2 -

業種：飲食店宿泊業 23 20 1 2 -
100.0 87.0 4.3 8.7 -

業種：医療福祉 34 25 6 1 2
100.0 73.5 17.6 2.9 5.9

業種：教育学習支援業 21 18 1 2 -
100.0 85.7 4.8 9.5 -

業種：その他のサービス業 190 143 22 12 13
100.0 75.3 11.6 6.3 6.8

業種：その他 59 43 8 4 4
100.0 72.9 13.6 6.8 6.8

職種：専門技術職 278 202 35 27 14
100.0 72.7 12.6 9.7 5.0

職種：管理職 53 42 8 1 2
100.0 79.2 15.1 1.9 3.8

職種：事務職 388 292 43 27 26
100.0 75.3 11.1 7.0 6.7

職種：営業販売職 134 89 17 18 10
100.0 66.4 12.7 13.4 7.5

職種：サービス職 66 47 4 8 7
100.0 71.2 6.1 12.1 10.6

職種：保守的職業 2 2 - - -
100.0 100.0 - - -

職種：運輸通信的職業 22 14 4 2 2
100.0 63.6 18.2 9.1 9.1

職種：技能工労務職 80 63 8 6 3
100.0 78.8 10.0 7.5 3.8

職種：その他 37 32 1 1 3
100.0 86.5 2.7 2.7 8.1

企業規模：３００人未満 783 783 - - -
100.0 100.0 - - -

企業規模：３００～９９９人 120 - 120 - -
100.0 - 100.0 - -

企業規模：１０００～４９９９人 90 - - 90 -
100.0 - - 100.0 -

企業規模：５０００人以上 67 - - - 67
100.0 - - - 100.0
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Ｑ２　現在の仕事の就業形態

ＴＯＴＡＬ 正社員

パート・
アルバイ
ト

派遣社
員

契約社
員 その他

ＴＯＴＡＬ 1060 1060 - - - -
100.0 100.0 - - - -

性別：男性 534 534 - - - -
100.0 100.0 - - - -

性別：女性 526 526 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：１８～１９才 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 179 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２５～２９才 538 538 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：３０～３５才 342 342 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９１年以前 69 69 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９２～１９９４年 83 83 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９５～１９９７年 160 160 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９８年以降 748 748 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：高校計 294 294 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：専門学校・各種学校 209 209 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：短大・高専 157 157 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：大学計 375 375 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：大学院計 25 25 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：建設業 116 116 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：製造業 191 191 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：電気ガス熱供給水道業 15 15 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：情報通信業 158 158 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：運輸業 37 37 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：卸売小売業 158 158 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：金融保険業 36 36 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：不動産業 22 22 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：飲食店宿泊業 23 23 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：医療福祉 34 34 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：教育学習支援業 21 21 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：その他のサービス業 190 190 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：その他 59 59 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：専門技術職 278 278 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：管理職 53 53 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：事務職 388 388 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：営業販売職 134 134 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：サービス職 66 66 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：保守的職業 2 2 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：運輸通信的職業 22 22 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：技能工労務職 80 80 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：その他 37 37 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：３００人未満 783 783 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：３００～９９９人 120 120 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：１０００～４９９９人 90 90 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：５０００人以上 67 67 - - - -
100.0 100.0 - - - -
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Ｑ３　現在の仕事に就職したときの採用選考について

ＴＯＴＡＬ
新卒者と
同じ

新卒者と
は異なる その他

わからな
い

ＴＯＴＡＬ 1060 198 715 43 104
100.0 18.7 67.5 4.1 9.8

性別：男性 534 110 351 24 49
100.0 20.6 65.7 4.5 9.2

性別：女性 526 88 364 19 55
100.0 16.7 69.2 3.6 10.5

年代別：１８～１９才 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - -

年代別：２０～２４才 179 29 127 6 17
100.0 16.2 70.9 3.4 9.5

年代別：２５～２９才 538 97 361 24 56
100.0 18.0 67.1 4.5 10.4

年代別：３０～３５才 342 72 226 13 31
100.0 21.1 66.1 3.8 9.1

就職時期：１９９１年以前 69 21 38 1 9
100.0 30.4 55.1 1.4 13.0

就職時期：１９９２～１９９４年 83 20 49 3 11
100.0 24.1 59.0 3.6 13.3

就職時期：１９９５～１９９７年 160 38 102 8 12
100.0 23.8 63.8 5.0 7.5

就職時期：１９９８年以降 748 119 526 31 72
100.0 15.9 70.3 4.1 9.6

最終学歴：高校計 294 46 196 11 41
100.0 15.6 66.7 3.7 13.9

最終学歴：専門学校・各種学校 209 53 119 13 24
100.0 25.4 56.9 6.2 11.5

最終学歴：短大・高専 157 30 106 5 16
100.0 19.1 67.5 3.2 10.2

最終学歴：大学計 375 64 277 14 20
100.0 17.1 73.9 3.7 5.3

最終学歴：大学院計 25 5 17 - 3
100.0 20.0 68.0 - 12.0

業種：建設業 116 20 82 5 9
100.0 17.2 70.7 4.3 7.8

業種：製造業 191 35 139 6 11
100.0 18.3 72.8 3.1 5.8

業種：電気ガス熱供給水道業 15 3 9 - 3
100.0 20.0 60.0 - 20.0

業種：情報通信業 158 34 113 5 6
100.0 21.5 71.5 3.2 3.8

業種：運輸業 37 7 22 4 4
100.0 18.9 59.5 10.8 10.8

業種：卸売小売業 158 31 102 5 20
100.0 19.6 64.6 3.2 12.7

業種：金融保険業 36 12 22 - 2
100.0 33.3 61.1 - 5.6

業種：不動産業 22 4 14 2 2
100.0 18.2 63.6 9.1 9.1

業種：飲食店宿泊業 23 - 16 1 6
100.0 - 69.6 4.3 26.1

業種：医療福祉 34 5 22 1 6
100.0 14.7 64.7 2.9 17.6

業種：教育学習支援業 21 3 17 - 1
100.0 14.3 81.0 - 4.8

業種：その他のサービス業 190 36 119 9 26
100.0 18.9 62.6 4.7 13.7

業種：その他 59 8 38 5 8
100.0 13.6 64.4 8.5 13.6

職種：専門技術職 278 61 197 5 15
100.0 21.9 70.9 1.8 5.4

職種：管理職 53 7 36 8 2
100.0 13.2 67.9 15.1 3.8

職種：事務職 388 65 269 14 40
100.0 16.8 69.3 3.6 10.3

職種：営業販売職 134 27 85 8 14
100.0 20.1 63.4 6.0 10.4

職種：サービス職 66 12 41 2 11
100.0 18.2 62.1 3.0 16.7

職種：保守的職業 2 - 1 - 1
100.0 - 50.0 - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 6 10 2 4
100.0 27.3 45.5 9.1 18.2

職種：技能工労務職 80 13 50 2 15
100.0 16.3 62.5 2.5 18.8

職種：その他 37 7 26 2 2
100.0 18.9 70.3 5.4 5.4

企業規模：３００人未満 783 136 510 41 96
100.0 17.4 65.1 5.2 12.3

企業規模：３００～９９９人 120 27 90 - 3
100.0 22.5 75.0 - 2.5

企業規模：１０００～４９９９人 90 19 69 - 2
100.0 21.1 76.7 - 2.2

企業規模：５０００人以上 67 16 46 2 3
100.0 23.9 68.7 3.0 4.5

－198－



Ｑ３　現在の仕事に就職したときの入社時期について

ＴＯＴＡＬ
新卒者と
同じ

新卒者と
は異なる その他

わからな
い

ＴＯＴＡＬ 1060 173 836 26 25
100.0 16.3 78.9 2.5 2.4

性別：男性 534 104 400 14 16
100.0 19.5 74.9 2.6 3.0

性別：女性 526 69 436 12 9
100.0 13.1 82.9 2.3 1.7

年代別：１８～１９才 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - -

年代別：２０～２４才 179 25 148 2 4
100.0 14.0 82.7 1.1 2.2

年代別：２５～２９才 538 81 430 14 13
100.0 15.1 79.9 2.6 2.4

年代別：３０～３５才 342 67 257 10 8
100.0 19.6 75.1 2.9 2.3

就職時期：１９９１年以前 69 20 46 1 2
100.0 29.0 66.7 1.4 2.9

就職時期：１９９２～１９９４年 83 16 63 2 2
100.0 19.3 75.9 2.4 2.4

就職時期：１９９５～１９９７年 160 33 119 4 4
100.0 20.6 74.4 2.5 2.5

就職時期：１９９８年以降 748 104 608 19 17
100.0 13.9 81.3 2.5 2.3

最終学歴：高校計 294 41 237 5 11
100.0 13.9 80.6 1.7 3.7

最終学歴：専門学校・各種学校 209 52 145 6 6
100.0 24.9 69.4 2.9 2.9

最終学歴：短大・高専 157 24 127 4 2
100.0 15.3 80.9 2.5 1.3

最終学歴：大学計 375 53 306 11 5
100.0 14.1 81.6 2.9 1.3

最終学歴：大学院計 25 3 21 - 1
100.0 12.0 84.0 - 4.0

業種：建設業 116 18 91 4 3
100.0 15.5 78.4 3.4 2.6

業種：製造業 191 36 148 3 4
100.0 18.8 77.5 1.6 2.1

業種：電気ガス熱供給水道業 15 3 12 - -
100.0 20.0 80.0 - -

業種：情報通信業 158 33 121 3 1
100.0 20.9 76.6 1.9 0.6

業種：運輸業 37 4 28 3 2
100.0 10.8 75.7 8.1 5.4

業種：卸売小売業 158 15 134 4 5
100.0 9.5 84.8 2.5 3.2

業種：金融保険業 36 6 30 - -
100.0 16.7 83.3 - -

業種：不動産業 22 3 18 1 -
100.0 13.6 81.8 4.5 -

業種：飲食店宿泊業 23 2 20 - 1
100.0 8.7 87.0 - 4.3

業種：医療福祉 34 9 23 1 1
100.0 26.5 67.6 2.9 2.9

業種：教育学習支援業 21 4 16 1 -
100.0 19.0 76.2 4.8 -

業種：その他のサービス業 190 35 143 5 7
100.0 18.4 75.3 2.6 3.7

業種：その他 59 5 52 1 1
100.0 8.5 88.1 1.7 1.7

職種：専門技術職 278 57 213 3 5
100.0 20.5 76.6 1.1 1.8

職種：管理職 53 5 41 5 2
100.0 9.4 77.4 9.4 3.8

職種：事務職 388 60 314 8 6
100.0 15.5 80.9 2.1 1.5

職種：営業販売職 134 17 104 6 7
100.0 12.7 77.6 4.5 5.2

職種：サービス職 66 11 54 - 1
100.0 16.7 81.8 - 1.5

職種：保守的職業 2 - 2 - -
100.0 - 100.0 - -

職種：運輸通信的職業 22 3 15 1 3
100.0 13.6 68.2 4.5 13.6

職種：技能工労務職 80 14 63 2 1
100.0 17.5 78.8 2.5 1.3

職種：その他 37 6 30 1 -
100.0 16.2 81.1 2.7 -

企業規模：３００人未満 783 115 621 24 23
100.0 14.7 79.3 3.1 2.9

企業規模：３００～９９９人 120 26 92 1 1
100.0 21.7 76.7 0.8 0.8

企業規模：１０００～４９９９人 90 15 73 1 1
100.0 16.7 81.1 1.1 1.1

企業規模：５０００人以上 67 17 50 - -
100.0 25.4 74.6 - -
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Ｑ４　現在の仕事に就職したときの就職活動の方法（複数回答）

ＴＯＴＡＬ
ハロー
ワーク

民間職
業紹介
会社

会社の
ホーム
ページ

インター
ネットの
就職サイ
ト

新聞・チ
ラシ等の
求人広
告

就職情
報誌

学校・教
師等から
の紹介

家族・友
人・知人
などの紹
介

紹介予
定派遣

インター
ンシップ

ヘッドハ
ンティン
グ会社

直接スカ
ウト

勤務先
関係から
の紹介 その他

ＴＯＴＡＬ 1060 361 65 90 176 183 225 61 240 15 - 5 85 52 51
100.0 34.1 6.1 8.5 16.6 17.3 21.2 5.8 22.6 1.4 - 0.5 8.0 4.9 4.8

性別：男性 534 159 41 58 101 76 93 39 119 5 - 4 54 33 27
100.0 29.8 7.7 10.9 18.9 14.2 17.4 7.3 22.3 0.9 - 0.7 10.1 6.2 5.1

性別：女性 526 202 24 32 75 107 132 22 121 10 - 1 31 19 24
100.0 38.4 4.6 6.1 14.3 20.3 25.1 4.2 23.0 1.9 - 0.2 5.9 3.6 4.6

年代別：１８～１９才 1 1 - - - - - 1 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -

年代別：２０～２４才 179 70 6 18 48 32 33 5 42 4 - - 18 6 4
100.0 39.1 3.4 10.1 26.8 17.9 18.4 2.8 23.5 2.2 - - 10.1 3.4 2.2

年代別：２５～２９才 538 201 40 54 103 95 118 34 100 11 - 2 42 29 27
100.0 37.4 7.4 10.0 19.1 17.7 21.9 6.3 18.6 2.0 - 0.4 7.8 5.4 5.0

年代別：３０～３５才 342 89 19 18 25 56 74 21 98 - - 3 25 17 20
100.0 26.0 5.6 5.3 7.3 16.4 21.6 6.1 28.7 - - 0.9 7.3 5.0 5.8

就職時期：１９９１年以前 69 17 2 3 2 11 12 8 20 1 - - 2 3 5
100.0 24.6 2.9 4.3 2.9 15.9 17.4 11.6 29.0 1.4 - - 2.9 4.3 7.2

就職時期：１９９２～１９９４年 83 25 3 1 1 7 9 4 28 - - - 8 1 4
100.0 30.1 3.6 1.2 1.2 8.4 10.8 4.8 33.7 - - - 9.6 1.2 4.8

就職時期：１９９５～１９９７年 160 40 7 4 5 27 42 18 46 - - 1 7 11 10
100.0 25.0 4.4 2.5 3.1 16.9 26.3 11.3 28.8 - - 0.6 4.4 6.9 6.3

就職時期：１９９８年以降 748 279 53 82 168 138 162 31 146 14 - 4 68 37 32
100.0 37.3 7.1 11.0 22.5 18.4 21.7 4.1 19.5 1.9 - 0.5 9.1 4.9 4.3

最終学歴：高校計 294 102 7 7 30 38 49 11 83 1 - - 26 14 12
100.0 34.7 2.4 2.4 10.2 12.9 16.7 3.7 28.2 0.3 - - 8.8 4.8 4.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 71 11 15 26 40 41 30 44 3 - 1 15 11 14
100.0 34.0 5.3 7.2 12.4 19.1 19.6 14.4 21.1 1.4 - 0.5 7.2 5.3 6.7

最終学歴：短大・高専 157 65 5 7 13 30 35 5 36 2 - - 10 8 10
100.0 41.4 3.2 4.5 8.3 19.1 22.3 3.2 22.9 1.3 - - 6.4 5.1 6.4

最終学歴：大学計 375 117 40 54 101 73 98 12 73 9 - 3 31 16 15
100.0 31.2 10.7 14.4 26.9 19.5 26.1 3.2 19.5 2.4 - 0.8 8.3 4.3 4.0

最終学歴：大学院計 25 6 2 7 6 2 2 3 4 - - 1 3 3 -
100.0 24.0 8.0 28.0 24.0 8.0 8.0 12.0 16.0 - - 4.0 12.0 12.0 -

業種：建設業 116 40 5 4 5 8 12 7 44 1 - - 12 4 8
100.0 34.5 4.3 3.4 4.3 6.9 10.3 6.0 37.9 0.9 - - 10.3 3.4 6.9

業種：製造業 191 79 13 15 20 38 35 12 42 4 - - 13 7 5
100.0 41.4 6.8 7.9 10.5 19.9 18.3 6.3 22.0 2.1 - - 6.8 3.7 2.6

業種：電気ガス熱供給水道業 15 7 - 1 - 1 1 2 4 - - - - 1 -
100.0 46.7 - 6.7 - 6.7 6.7 13.3 26.7 - - - - 6.7 -

業種：情報通信業 158 52 21 24 59 23 42 11 16 2 - 1 15 7 5
100.0 32.9 13.3 15.2 37.3 14.6 26.6 7.0 10.1 1.3 - 0.6 9.5 4.4 3.2

業種：運輸業 37 10 - 2 8 11 9 - 9 - - - - 2 2
100.0 27.0 - 5.4 21.6 29.7 24.3 - 24.3 - - - - 5.4 5.4

業種：卸売小売業 158 55 5 12 26 26 35 5 39 3 - 1 13 7 8
100.0 34.8 3.2 7.6 16.5 16.5 22.2 3.2 24.7 1.9 - 0.6 8.2 4.4 5.1

業種：金融保険業 36 9 - 3 5 4 9 - 12 2 - 1 2 2 -
100.0 25.0 - 8.3 13.9 11.1 25.0 - 33.3 5.6 - 2.8 5.6 5.6 -

業種：不動産業 22 7 1 1 5 5 6 1 6 - - - 1 1 1
100.0 31.8 4.5 4.5 22.7 22.7 27.3 4.5 27.3 - - - 4.5 4.5 4.5

業種：飲食店宿泊業 23 7 - 1 5 5 5 - 5 - - - 4 1 2
100.0 30.4 - 4.3 21.7 21.7 21.7 - 21.7 - - - 17.4 4.3 8.7

業種：医療福祉 34 12 2 - - 9 3 4 7 1 - - 3 2 1
100.0 35.3 5.9 - - 26.5 8.8 11.8 20.6 2.9 - - 8.8 5.9 2.9

業種：教育学習支援業 21 9 1 2 3 5 6 4 2 - - - 2 1 -
100.0 42.9 4.8 9.5 14.3 23.8 28.6 19.0 9.5 - - - 9.5 4.8 -

業種：その他のサービス業 190 63 16 21 31 37 46 13 39 1 - 2 14 14 12
100.0 33.2 8.4 11.1 16.3 19.5 24.2 6.8 20.5 0.5 - 1.1 7.4 7.4 6.3

業種：その他 59 11 1 4 9 11 16 2 15 1 - - 6 3 7
100.0 18.6 1.7 6.8 15.3 18.6 27.1 3.4 25.4 1.7 - - 10.2 5.1 11.9

職種：専門技術職 278 89 34 38 70 43 50 23 47 4 - 2 33 21 9
100.0 32.0 12.2 13.7 25.2 15.5 18.0 8.3 16.9 1.4 - 0.7 11.9 7.6 3.2

職種：管理職 53 9 2 3 4 3 9 - 13 - - - 12 1 10
100.0 17.0 3.8 5.7 7.5 5.7 17.0 - 24.5 - - - 22.6 1.9 18.9

職種：事務職 388 157 15 25 51 81 90 18 87 9 - - 14 12 13
100.0 40.5 3.9 6.4 13.1 20.9 23.2 4.6 22.4 2.3 - - 3.6 3.1 3.4

職種：営業販売職 134 31 9 13 23 14 31 2 39 1 - 1 14 8 8
100.0 23.1 6.7 9.7 17.2 10.4 23.1 1.5 29.1 0.7 - 0.7 10.4 6.0 6.0

職種：サービス職 66 22 1 5 10 16 14 5 16 - - - 6 4 5
100.0 33.3 1.5 7.6 15.2 24.2 21.2 7.6 24.2 - - - 9.1 6.1 7.6

職種：保守的職業 2 1 - - - 1 - - - - - - - - -
100.0 50.0 - - - 50.0 - - - - - - - - -

職種：運輸通信的職業 22 5 1 2 6 8 7 2 5 - - 1 - 2 -
100.0 22.7 4.5 9.1 27.3 36.4 31.8 9.1 22.7 - - 4.5 - 9.1 -

職種：技能工労務職 80 33 - 3 5 12 10 8 27 1 - - 4 3 2
100.0 41.3 - 3.8 6.3 15.0 12.5 10.0 33.8 1.3 - - 5.0 3.8 2.5

職種：その他 37 14 3 1 7 5 14 3 6 - - 1 2 1 4
100.0 37.8 8.1 2.7 18.9 13.5 37.8 8.1 16.2 - - 2.7 5.4 2.7 10.8

企業規模：３００人未満 783 285 41 50 119 129 155 41 202 7 - 3 74 39 41
100.0 36.4 5.2 6.4 15.2 16.5 19.8 5.2 25.8 0.9 - 0.4 9.5 5.0 5.2

企業規模：３００～９９９人 120 30 12 15 24 21 31 8 19 2 - - 5 8 4
100.0 25.0 10.0 12.5 20.0 17.5 25.8 6.7 15.8 1.7 - - 4.2 6.7 3.3

企業規模：１０００～４９９９人 90 30 7 14 23 15 26 7 11 3 - 2 4 2 3
100.0 33.3 7.8 15.6 25.6 16.7 28.9 7.8 12.2 3.3 - 2.2 4.4 2.2 3.3

企業規模：５０００人以上 67 16 5 11 10 18 13 5 8 3 - - 2 3 3
100.0 23.9 7.5 16.4 14.9 26.9 19.4 7.5 11.9 4.5 - - 3.0 4.5 4.5
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Ｑ５　Ｑ４で選んだ方法のうち最も効果があった方法

ＴＯＴＡＬ
ハロー
ワーク

民間職
業紹介
会社

会社の
ホーム
ページ

インター
ネットの
就職サイ
ト

新聞・チ
ラシ等の
求人広
告

就職情
報誌

学校・教
師等から
の紹介

家族・友
人・知人
などの紹
介

紹介予
定派遣

インター
ンシップ

ヘッドハ
ンティン
グ会社

直接スカ
ウト

勤務先
関係から
の紹介 その他

ＴＯＴＡＬ 1060 253 27 30 68 90 130 50 223 9 - 2 81 47 50
100.0 23.9 2.5 2.8 6.4 8.5 12.3 4.7 21.0 0.8 - 0.2 7.6 4.4 4.7

性別：男性 534 101 18 23 40 39 56 33 111 2 - 2 53 29 27
100.0 18.9 3.4 4.3 7.5 7.3 10.5 6.2 20.8 0.4 - 0.4 9.9 5.4 5.1

性別：女性 526 152 9 7 28 51 74 17 112 7 - - 28 18 23
100.0 28.9 1.7 1.3 5.3 9.7 14.1 3.2 21.3 1.3 - - 5.3 3.4 4.4

年代別：１８～１９才 1 1 - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - -

年代別：２０～２４才 179 51 1 7 19 13 16 5 38 3 - - 18 4 4
100.0 28.5 0.6 3.9 10.6 7.3 8.9 2.8 21.2 1.7 - - 10.1 2.2 2.2

年代別：２５～２９才 538 143 18 17 38 41 60 28 92 6 - 1 40 27 27
100.0 26.6 3.3 3.2 7.1 7.6 11.2 5.2 17.1 1.1 - 0.2 7.4 5.0 5.0

年代別：３０～３５才 342 58 8 6 11 36 54 17 93 - - 1 23 16 19
100.0 17.0 2.3 1.8 3.2 10.5 15.8 5.0 27.2 - - 0.3 6.7 4.7 5.6

就職時期：１９９１年以前 69 11 1 2 1 8 10 7 19 1 - - 2 3 4
100.0 15.9 1.4 2.9 1.4 11.6 14.5 10.1 27.5 1.4 - - 2.9 4.3 5.8

就職時期：１９９２～１９９４年 83 22 2 - 1 6 7 4 28 - - - 8 1 4
100.0 26.5 2.4 - 1.2 7.2 8.4 4.8 33.7 - - - 9.6 1.2 4.8

就職時期：１９９５～１９９７年 160 20 2 2 - 16 36 15 44 - - - 6 9 10
100.0 12.5 1.3 1.3 - 10.0 22.5 9.4 27.5 - - - 3.8 5.6 6.3

就職時期：１９９８年以降 748 200 22 26 66 60 77 24 132 8 - 2 65 34 32
100.0 26.7 2.9 3.5 8.8 8.0 10.3 3.2 17.6 1.1 - 0.3 8.7 4.5 4.3

最終学歴：高校計 294 80 4 4 13 23 31 10 77 1 - - 25 14 12
100.0 27.2 1.4 1.4 4.4 7.8 10.5 3.4 26.2 0.3 - - 8.5 4.8 4.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 49 4 2 8 19 22 25 42 1 - - 14 9 14
100.0 23.4 1.9 1.0 3.8 9.1 10.5 12.0 20.1 0.5 - - 6.7 4.3 6.7

最終学歴：短大・高専 157 47 2 2 5 13 22 4 35 2 - - 9 7 9
100.0 29.9 1.3 1.3 3.2 8.3 14.0 2.5 22.3 1.3 - - 5.7 4.5 5.7

最終学歴：大学計 375 75 17 18 38 33 53 9 66 5 - 2 30 14 15
100.0 20.0 4.5 4.8 10.1 8.8 14.1 2.4 17.6 1.3 - 0.5 8.0 3.7 4.0

最終学歴：大学院計 25 2 - 4 4 2 2 2 3 - - - 3 3 -
100.0 8.0 - 16.0 16.0 8.0 8.0 8.0 12.0 - - - 12.0 12.0 -

業種：建設業 116 29 2 2 1 1 8 6 43 1 - - 11 4 8
100.0 25.0 1.7 1.7 0.9 0.9 6.9 5.2 37.1 0.9 - - 9.5 3.4 6.9

業種：製造業 191 61 6 5 5 20 20 9 39 2 - - 13 7 4
100.0 31.9 3.1 2.6 2.6 10.5 10.5 4.7 20.4 1.0 - - 6.8 3.7 2.1

業種：電気ガス熱供給水道業 15 6 - 1 - 1 1 2 3 - - - - 1 -
100.0 40.0 - 6.7 - 6.7 6.7 13.3 20.0 - - - - 6.7 -

業種：情報通信業 158 30 12 9 28 11 22 7 14 - - - 14 6 5
100.0 19.0 7.6 5.7 17.7 7.0 13.9 4.4 8.9 - - - 8.9 3.8 3.2

業種：運輸業 37 8 - 1 2 8 5 - 9 - - - - 2 2
100.0 21.6 - 2.7 5.4 21.6 13.5 - 24.3 - - - - 5.4 5.4

業種：卸売小売業 158 42 1 3 12 12 16 5 37 2 - 1 13 6 8
100.0 26.6 0.6 1.9 7.6 7.6 10.1 3.2 23.4 1.3 - 0.6 8.2 3.8 5.1

業種：金融保険業 36 5 - 1 2 2 8 - 12 2 - 1 1 2 -
100.0 13.9 - 2.8 5.6 5.6 22.2 - 33.3 5.6 - 2.8 2.8 5.6 -

業種：不動産業 22 5 - 1 1 1 5 1 5 - - - 1 1 1
100.0 22.7 - 4.5 4.5 4.5 22.7 4.5 22.7 - - - 4.5 4.5 4.5

業種：飲食店宿泊業 23 4 - - 1 4 3 - 5 - - - 4 - 2
100.0 17.4 - - 4.3 17.4 13.0 - 21.7 - - - 17.4 - 8.7

業種：医療福祉 34 10 2 - - 5 1 3 7 - - - 3 2 1
100.0 29.4 5.9 - - 14.7 2.9 8.8 20.6 - - - 8.8 5.9 2.9

業種：教育学習支援業 21 6 - 1 1 2 3 4 1 - - - 2 1 -
100.0 28.6 - 4.8 4.8 9.5 14.3 19.0 4.8 - - - 9.5 4.8 -

業種：その他のサービス業 190 41 4 5 11 18 25 12 34 1 - - 14 13 12
100.0 21.6 2.1 2.6 5.8 9.5 13.2 6.3 17.9 0.5 - - 7.4 6.8 6.3

業種：その他 59 6 - 1 4 5 13 1 14 1 - - 5 2 7
100.0 10.2 - 1.7 6.8 8.5 22.0 1.7 23.7 1.7 - - 8.5 3.4 11.9

職種：専門技術職 278 54 17 16 29 19 25 16 41 1 - 1 31 19 9
100.0 19.4 6.1 5.8 10.4 6.8 9.0 5.8 14.7 0.4 - 0.4 11.2 6.8 3.2

職種：管理職 53 6 1 1 4 2 5 - 12 - - - 11 1 10
100.0 11.3 1.9 1.9 7.5 3.8 9.4 - 22.6 - - - 20.8 1.9 18.9

職種：事務職 388 125 5 9 16 35 56 16 84 7 - - 13 10 12
100.0 32.2 1.3 2.3 4.1 9.0 14.4 4.1 21.6 1.8 - - 3.4 2.6 3.1

職種：営業販売職 134 20 3 4 12 8 17 2 38 - - - 14 8 8
100.0 14.9 2.2 3.0 9.0 6.0 12.7 1.5 28.4 - - - 10.4 6.0 6.0

職種：サービス職 66 12 - - 2 12 8 4 14 - - - 6 3 5
100.0 18.2 - - 3.0 18.2 12.1 6.1 21.2 - - - 9.1 4.5 7.6

職種：保守的職業 2 1 - - - 1 - - - - - - - - -
100.0 50.0 - - - 50.0 - - - - - - - - -

職種：運輸通信的職業 22 2 - - 2 5 5 2 3 - - 1 - 2 -
100.0 9.1 - - 9.1 22.7 22.7 9.1 13.6 - - 4.5 - 9.1 -

職種：技能工労務職 80 25 - - - 8 4 7 26 1 - - 4 3 2
100.0 31.3 - - - 10.0 5.0 8.8 32.5 1.3 - - 5.0 3.8 2.5

職種：その他 37 8 1 - 3 - 10 3 5 - - - 2 1 4
100.0 21.6 2.7 - 8.1 - 27.0 8.1 13.5 - - - 5.4 2.7 10.8

企業規模：３００人未満 783 204 14 11 40 58 86 33 188 3 - 1 70 34 41
100.0 26.1 1.8 1.4 5.1 7.4 11.0 4.2 24.0 0.4 - 0.1 8.9 4.3 5.2

企業規模：３００～９９９人 120 17 6 6 15 12 21 7 18 1 - - 5 8 4
100.0 14.2 5.0 5.0 12.5 10.0 17.5 5.8 15.0 0.8 - - 4.2 6.7 3.3

企業規模：１０００～４９９９人 90 20 4 7 9 5 16 7 10 2 - 1 4 2 3
100.0 22.2 4.4 7.8 10.0 5.6 17.8 7.8 11.1 2.2 - 1.1 4.4 2.2 3.3

企業規模：５０００人以上 67 12 3 6 4 15 7 3 7 3 - - 2 3 2
100.0 17.9 4.5 9.0 6.0 22.4 10.4 4.5 10.4 4.5 - - 3.0 4.5 3.0
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Ｑ６　現在の仕事に就職したときの就職活動の状況について（複数回答）

ＴＯＴＡＬ

新卒者に比べて
既卒者を採用する
会社が少ない

既卒者を採用する
企業についての情
報が少ない

新卒者に比べて
採用条件が悪い
（処遇が低い、昇
進の見

学校のサポートが
ないので困った

他社での勤務経
験が評価された

フリーター・無職・
離職の経験がマイ
ナスに評価された

離職理由について
詳しく質問された その他

新卒者と
特に違い
はなかっ
た

ＴＯＴＡＬ 1060 160 180 104 64 352 36 170 85 274
100.0 15.1 17.0 9.8 6.0 33.2 3.4 16.0 8.0 25.8

性別：男性 534 104 103 52 38 164 19 85 39 133
100.0 19.5 19.3 9.7 7.1 30.7 3.6 15.9 7.3 24.9

性別：女性 526 56 77 52 26 188 17 85 46 141
100.0 10.6 14.6 9.9 4.9 35.7 3.2 16.2 8.7 26.8

年代別：１８～１９才 1 - - - - - - 1 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - -

年代別：２０～２４才 179 19 25 15 11 50 5 34 17 55
100.0 10.6 14.0 8.4 6.1 27.9 2.8 19.0 9.5 30.7

年代別：２５～２９才 538 92 112 59 34 182 25 100 39 124
100.0 17.1 20.8 11.0 6.3 33.8 4.6 18.6 7.2 23.0

年代別：３０～３５才 342 49 43 30 19 120 6 35 29 95
100.0 14.3 12.6 8.8 5.6 35.1 1.8 10.2 8.5 27.8

就職時期：１９９１年以前 69 11 12 6 6 16 1 7 5 21
100.0 15.9 17.4 8.7 8.7 23.2 1.4 10.1 7.2 30.4

就職時期：１９９２～１９９４年 83 14 6 6 1 23 - 6 4 34
100.0 16.9 7.2 7.2 1.2 27.7 - 7.2 4.8 41.0

就職時期：１９９５～１９９７年 160 29 26 15 12 42 3 15 16 53
100.0 18.1 16.3 9.4 7.5 26.3 1.9 9.4 10.0 33.1

就職時期：１９９８年以降 748 106 136 77 45 271 32 142 60 166
100.0 14.2 18.2 10.3 6.0 36.2 4.3 19.0 8.0 22.2

最終学歴：高校計 294 32 40 22 16 90 4 41 20 104
100.0 10.9 13.6 7.5 5.4 30.6 1.4 13.9 6.8 35.4

最終学歴：専門学校・各種学校 209 34 35 21 10 58 10 30 23 58
100.0 16.3 16.7 10.0 4.8 27.8 4.8 14.4 11.0 27.8

最終学歴：短大・高専 157 21 26 13 8 54 5 28 14 43
100.0 13.4 16.6 8.3 5.1 34.4 3.2 17.8 8.9 27.4

最終学歴：大学計 375 70 74 47 27 139 16 70 27 65
100.0 18.7 19.7 12.5 7.2 37.1 4.3 18.7 7.2 17.3

最終学歴：大学院計 25 3 5 1 3 11 1 1 1 4
100.0 12.0 20.0 4.0 12.0 44.0 4.0 4.0 4.0 16.0

業種：建設業 116 17 19 11 7 33 1 14 7 36
100.0 14.7 16.4 9.5 6.0 28.4 0.9 12.1 6.0 31.0

業種：製造業 191 30 35 22 11 54 5 30 16 60
100.0 15.7 18.3 11.5 5.8 28.3 2.6 15.7 8.4 31.4

業種：電気ガス熱供給水道業 15 3 4 1 2 5 - 4 - 4
100.0 20.0 26.7 6.7 13.3 33.3 - 26.7 - 26.7

業種：情報通信業 158 25 31 12 10 65 7 25 11 26
100.0 15.8 19.6 7.6 6.3 41.1 4.4 15.8 7.0 16.5

業種：運輸業 37 7 7 4 3 8 1 3 4 11
100.0 18.9 18.9 10.8 8.1 21.6 2.7 8.1 10.8 29.7

業種：卸売小売業 158 25 27 15 9 47 7 30 13 48
100.0 15.8 17.1 9.5 5.7 29.7 4.4 19.0 8.2 30.4

業種：金融保険業 36 6 2 4 3 17 - 6 2 6
100.0 16.7 5.6 11.1 8.3 47.2 - 16.7 5.6 16.7

業種：不動産業 22 2 4 3 2 6 2 3 2 4
100.0 9.1 18.2 13.6 9.1 27.3 9.1 13.6 9.1 18.2

業種：飲食店宿泊業 23 2 2 - - 6 2 5 1 9
100.0 8.7 8.7 - - 26.1 8.7 21.7 4.3 39.1

業種：医療福祉 34 5 4 3 4 9 1 5 4 11
100.0 14.7 11.8 8.8 11.8 26.5 2.9 14.7 11.8 32.4

業種：教育学習支援業 21 6 6 1 2 10 1 5 - -
100.0 28.6 28.6 4.8 9.5 47.6 4.8 23.8 - -

業種：その他のサービス業 190 28 31 24 11 67 8 32 14 43
100.0 14.7 16.3 12.6 5.8 35.3 4.2 16.8 7.4 22.6

業種：その他 59 4 8 4 - 25 1 8 11 16
100.0 6.8 13.6 6.8 - 42.4 1.7 13.6 18.6 27.1

職種：専門技術職 278 46 56 40 22 106 7 46 19 54
100.0 16.5 20.1 14.4 7.9 38.1 2.5 16.5 6.8 19.4

職種：管理職 53 7 7 1 2 20 1 6 10 12
100.0 13.2 13.2 1.9 3.8 37.7 1.9 11.3 18.9 22.6

職種：事務職 388 56 61 32 18 139 16 73 26 103
100.0 14.4 15.7 8.2 4.6 35.8 4.1 18.8 6.7 26.5

職種：営業販売職 134 19 23 12 6 39 6 21 15 35
100.0 14.2 17.2 9.0 4.5 29.1 4.5 15.7 11.2 26.1

職種：サービス職 66 11 10 5 5 15 4 6 4 20
100.0 16.7 15.2 7.6 7.6 22.7 6.1 9.1 6.1 30.3

職種：保守的職業 2 1 1 1 1 - - 1 - -
100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - - 50.0 - -

職種：運輸通信的職業 22 2 3 2 3 4 1 2 1 10
100.0 9.1 13.6 9.1 13.6 18.2 4.5 9.1 4.5 45.5

職種：技能工労務職 80 14 10 6 7 18 - 10 7 31
100.0 17.5 12.5 7.5 8.8 22.5 - 12.5 8.8 38.8

職種：その他 37 4 9 5 - 11 1 5 3 9
100.0 10.8 24.3 13.5 - 29.7 2.7 13.5 8.1 24.3

企業規模：３００人未満 783 111 133 65 40 259 24 111 73 214
100.0 14.2 17.0 8.3 5.1 33.1 3.1 14.2 9.3 27.3

企業規模：３００～９９９人 120 20 18 20 9 38 4 23 5 31
100.0 16.7 15.0 16.7 7.5 31.7 3.3 19.2 4.2 25.8

企業規模：１０００～４９９９人 90 15 19 11 7 33 7 21 6 15
100.0 16.7 21.1 12.2 7.8 36.7 7.8 23.3 6.7 16.7

企業規模：５０００人以上 67 14 10 8 8 22 1 15 1 14
100.0 20.9 14.9 11.9 11.9 32.8 1.5 22.4 1.5 20.9
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Ｑ７　就職活動中に「就職したい企業があったが、応募条件にあわなかった」という経験の有無

ＴＯＴＡＬ ない ある
ＴＯＴＡＬ 1060 617 443

100.0 58.2 41.8
性別：男性 534 313 221

100.0 58.6 41.4
性別：女性 526 304 222

100.0 57.8 42.2
年代別：１８～１９才 1 1 -

100.0 100.0 -
年代別：２０～２４才 179 103 76

100.0 57.5 42.5
年代別：２５～２９才 538 288 250

100.0 53.5 46.5
年代別：３０～３５才 342 225 117

100.0 65.8 34.2
就職時期：１９９１年以前 69 45 24

100.0 65.2 34.8
就職時期：１９９２～１９９４年 83 60 23

100.0 72.3 27.7
就職時期：１９９５～１９９７年 160 112 48

100.0 70.0 30.0
就職時期：１９９８年以降 748 400 348

100.0 53.5 46.5
最終学歴：高校計 294 177 117

100.0 60.2 39.8
最終学歴：専門学校・各種学校 209 119 90

100.0 56.9 43.1
最終学歴：短大・高専 157 95 62

100.0 60.5 39.5
最終学歴：大学計 375 208 167

100.0 55.5 44.5
最終学歴：大学院計 25 18 7

100.0 72.0 28.0
業種：建設業 116 76 40

100.0 65.5 34.5
業種：製造業 191 112 79

100.0 58.6 41.4
業種：電気ガス熱供給水道業 15 11 4

100.0 73.3 26.7
業種：情報通信業 158 83 75

100.0 52.5 47.5
業種：運輸業 37 22 15

100.0 59.5 40.5
業種：卸売小売業 158 90 68

100.0 57.0 43.0
業種：金融保険業 36 19 17

100.0 52.8 47.2
業種：不動産業 22 13 9

100.0 59.1 40.9
業種：飲食店宿泊業 23 11 12

100.0 47.8 52.2
業種：医療福祉 34 19 15

100.0 55.9 44.1
業種：教育学習支援業 21 10 11

100.0 47.6 52.4
業種：その他のサービス業 190 113 77

100.0 59.5 40.5
業種：その他 59 38 21

100.0 64.4 35.6
職種：専門技術職 278 159 119

100.0 57.2 42.8
職種：管理職 53 33 20

100.0 62.3 37.7
職種：事務職 388 227 161

100.0 58.5 41.5
職種：営業販売職 134 75 59

100.0 56.0 44.0
職種：サービス職 66 38 28

100.0 57.6 42.4
職種：保守的職業 2 1 1

100.0 50.0 50.0
職種：運輸通信的職業 22 16 6

100.0 72.7 27.3
職種：技能工労務職 80 52 28

100.0 65.0 35.0
職種：その他 37 16 21

100.0 43.2 56.8
企業規模：３００人未満 783 473 310

100.0 60.4 39.6
企業規模：３００～９９９人 120 65 55

100.0 54.2 45.8
企業規模：１０００～４９９９人 90 43 47

100.0 47.8 52.2
企業規模：５０００人以上 67 36 31

100.0 53.7 46.3
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Ｑ７－１　あわなかった応募条件（複数回答）【ベース：応募条件にあわなかった経験者】

ＴＯＴＡＬ 年齢 学歴
職務経
験

資格・免
許の有
無 その他

ＴＯＴＡＬ 443 97 151 234 149 33
100.0 21.9 34.1 52.8 33.6 7.4

性別：男性 221 42 77 121 78 12
100.0 19.0 34.8 54.8 35.3 5.4

性別：女性 222 55 74 113 71 21
100.0 24.8 33.3 50.9 32.0 9.5

年代別：１８～１９才 - - - - - -
- - - - - -

年代別：２０～２４才 76 15 32 36 24 7
100.0 19.7 42.1 47.4 31.6 9.2

年代別：２５～２９才 250 48 81 138 90 20
100.0 19.2 32.4 55.2 36.0 8.0

年代別：３０～３５才 117 34 38 60 35 6
100.0 29.1 32.5 51.3 29.9 5.1

就職時期：１９９１年以前 24 4 13 11 6 3
100.0 16.7 54.2 45.8 25.0 12.5

就職時期：１９９２～１９９４年 23 5 12 9 5 1
100.0 21.7 52.2 39.1 21.7 4.3

就職時期：１９９５～１９９７年 48 12 16 21 18 6
100.0 25.0 33.3 43.8 37.5 12.5

就職時期：１９９８年以降 348 76 110 193 120 23
100.0 21.8 31.6 55.5 34.5 6.6

最終学歴：高校計 117 23 69 42 38 9
100.0 19.7 59.0 35.9 32.5 7.7

最終学歴：専門学校・各種学校 90 17 47 40 30 4
100.0 18.9 52.2 44.4 33.3 4.4

最終学歴：短大・高専 62 8 24 34 22 8
100.0 12.9 38.7 54.8 35.5 12.9

最終学歴：大学計 167 45 11 116 56 11
100.0 26.9 6.6 69.5 33.5 6.6

最終学歴：大学院計 7 4 - 2 3 1
100.0 57.1 - 28.6 42.9 14.3

業種：建設業 40 11 12 22 15 3
100.0 27.5 30.0 55.0 37.5 7.5

業種：製造業 79 15 32 40 30 6
100.0 19.0 40.5 50.6 38.0 7.6

業種：電気ガス熱供給水道業 4 1 1 3 1 -
100.0 25.0 25.0 75.0 25.0 -

業種：情報通信業 75 16 25 46 20 3
100.0 21.3 33.3 61.3 26.7 4.0

業種：運輸業 15 6 2 10 12 -
100.0 40.0 13.3 66.7 80.0 -

業種：卸売小売業 68 13 28 33 23 7
100.0 19.1 41.2 48.5 33.8 10.3

業種：金融保険業 17 7 4 9 - -
100.0 41.2 23.5 52.9 - -

業種：不動産業 9 3 4 1 3 1
100.0 33.3 44.4 11.1 33.3 11.1

業種：飲食店宿泊業 12 3 6 4 4 1
100.0 25.0 50.0 33.3 33.3 8.3

業種：医療福祉 15 1 5 10 4 1
100.0 6.7 33.3 66.7 26.7 6.7

業種：教育学習支援業 11 - 2 8 5 -
100.0 - 18.2 72.7 45.5 -

業種：その他のサービス業 77 15 24 34 27 10
100.0 19.5 31.2 44.2 35.1 13.0

業種：その他 21 6 6 14 5 1
100.0 28.6 28.6 66.7 23.8 4.8

職種：専門技術職 119 22 47 62 37 7
100.0 18.5 39.5 52.1 31.1 5.9

職種：管理職 20 7 8 10 3 1
100.0 35.0 40.0 50.0 15.0 5.0

職種：事務職 161 35 55 84 60 12
100.0 21.7 34.2 52.2 37.3 7.5

職種：営業販売職 59 15 20 29 19 4
100.0 25.4 33.9 49.2 32.2 6.8

職種：サービス職 28 3 5 15 9 5
100.0 10.7 17.9 53.6 32.1 17.9

職種：保守的職業 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 -

職種：運輸通信的職業 6 3 2 4 4 -
100.0 50.0 33.3 66.7 66.7 -

職種：技能工労務職 28 7 9 17 12 1
100.0 25.0 32.1 60.7 42.9 3.6

職種：その他 21 5 4 13 4 3
100.0 23.8 19.0 61.9 19.0 14.3

企業規模：３００人未満 310 69 107 163 110 27
100.0 22.3 34.5 52.6 35.5 8.7

企業規模：３００～９９９人 55 8 18 30 20 3
100.0 14.5 32.7 54.5 36.4 5.5

企業規模：１０００～４９９９人 47 10 17 25 12 3
100.0 21.3 36.2 53.2 25.5 6.4

企業規模：５０００人以上 31 10 9 16 7 -
100.0 32.3 29.0 51.6 22.6 -
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Ｑ８　就職活動の際のあなたのセールスポイント（複数回答）

ＴＯＴＡＬ

他社での
勤務経
験

意欲・積
極性 人柄

基礎学
力

専門知
識・技術

ビジネス
マナー

コミュニ
ケーショ
ン能力

健康・体
力

一般常
識・教養 語学力 その他 特にない

ＴＯＴＡＬ 1060 453 526 374 219 336 128 230 215 267 59 25 108
100.0 42.7 49.6 35.3 20.7 31.7 12.1 21.7 20.3 25.2 5.6 2.4 10.2

性別：男性 534 213 262 184 99 196 47 116 96 116 20 12 54
100.0 39.9 49.1 34.5 18.5 36.7 8.8 21.7 18.0 21.7 3.7 2.2 10.1

性別：女性 526 240 264 190 120 140 81 114 119 151 39 13 54
100.0 45.6 50.2 36.1 22.8 26.6 15.4 21.7 22.6 28.7 7.4 2.5 10.3

年代別：１８～１９才 1 - - 1 - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - -

年代別：２０～２４才 179 60 97 69 38 56 20 35 34 41 9 1 22
100.0 33.5 54.2 38.5 21.2 31.3 11.2 19.6 19.0 22.9 5.0 0.6 12.3

年代別：２５～２９才 538 239 264 199 114 170 67 129 106 137 34 14 46
100.0 44.4 49.1 37.0 21.2 31.6 12.5 24.0 19.7 25.5 6.3 2.6 8.6

年代別：３０～３５才 342 154 165 105 67 110 41 66 75 89 16 10 40
100.0 45.0 48.2 30.7 19.6 32.2 12.0 19.3 21.9 26.0 4.7 2.9 11.7

就職時期：１９９１年以前 69 24 30 19 6 15 5 10 17 13 1 1 12
100.0 34.8 43.5 27.5 8.7 21.7 7.2 14.5 24.6 18.8 1.4 1.4 17.4

就職時期：１９９２～１９９４年 83 31 33 24 11 22 7 13 12 17 2 1 17
100.0 37.3 39.8 28.9 13.3 26.5 8.4 15.7 14.5 20.5 2.4 1.2 20.5

就職時期：１９９５～１９９７年 160 58 87 48 32 52 25 28 47 53 7 5 9
100.0 36.3 54.4 30.0 20.0 32.5 15.6 17.5 29.4 33.1 4.4 3.1 5.6

就職時期：１９９８年以降 748 340 376 283 170 247 91 179 139 184 49 18 70
100.0 45.5 50.3 37.8 22.7 33.0 12.2 23.9 18.6 24.6 6.6 2.4 9.4

最終学歴：高校計 294 101 140 90 43 67 27 52 68 59 7 7 48
100.0 34.4 47.6 30.6 14.6 22.8 9.2 17.7 23.1 20.1 2.4 2.4 16.3

最終学歴：専門学校・各種学校 209 87 95 59 32 87 22 32 39 47 3 5 24
100.0 41.6 45.5 28.2 15.3 41.6 10.5 15.3 18.7 22.5 1.4 2.4 11.5

最終学歴：短大・高専 157 75 77 64 30 37 30 34 39 48 10 3 13
100.0 47.8 49.0 40.8 19.1 23.6 19.1 21.7 24.8 30.6 6.4 1.9 8.3

最終学歴：大学計 375 178 204 155 106 125 47 108 66 106 37 10 22
100.0 47.5 54.4 41.3 28.3 33.3 12.5 28.8 17.6 28.3 9.9 2.7 5.9

最終学歴：大学院計 25 12 10 6 8 20 2 4 3 7 2 - 1
100.0 48.0 40.0 24.0 32.0 80.0 8.0 16.0 12.0 28.0 8.0 - 4.0

業種：建設業 116 44 43 39 23 32 12 17 22 27 2 4 20
100.0 37.9 37.1 33.6 19.8 27.6 10.3 14.7 19.0 23.3 1.7 3.4 17.2

業種：製造業 191 71 95 66 34 56 11 36 38 44 13 3 21
100.0 37.2 49.7 34.6 17.8 29.3 5.8 18.8 19.9 23.0 6.8 1.6 11.0

業種：電気ガス熱供給水道業 15 3 10 6 3 7 - 3 6 2 - - 2
100.0 20.0 66.7 40.0 20.0 46.7 - 20.0 40.0 13.3 - - 13.3

業種：情報通信業 158 77 87 47 34 70 22 37 25 36 7 1 5
100.0 48.7 55.1 29.7 21.5 44.3 13.9 23.4 15.8 22.8 4.4 0.6 3.2

業種：運輸業 37 8 18 11 8 6 4 5 11 8 5 2 5
100.0 21.6 48.6 29.7 21.6 16.2 10.8 13.5 29.7 21.6 13.5 5.4 13.5

業種：卸売小売業 158 68 82 62 41 37 31 36 29 47 11 3 18
100.0 43.0 51.9 39.2 25.9 23.4 19.6 22.8 18.4 29.7 7.0 1.9 11.4

業種：金融保険業 36 21 20 14 11 6 9 16 7 12 - 2 1
100.0 58.3 55.6 38.9 30.6 16.7 25.0 44.4 19.4 33.3 - 5.6 2.8

業種：不動産業 22 10 9 8 7 4 3 3 4 4 - 1 3
100.0 45.5 40.9 36.4 31.8 18.2 13.6 13.6 18.2 18.2 - 4.5 13.6

業種：飲食店宿泊業 23 11 11 9 3 8 2 5 10 8 1 - 3
100.0 47.8 47.8 39.1 13.0 34.8 8.7 21.7 43.5 34.8 4.3 - 13.0

業種：医療福祉 34 13 18 13 6 16 3 9 7 5 2 - 3
100.0 38.2 52.9 38.2 17.6 47.1 8.8 26.5 20.6 14.7 5.9 - 8.8

業種：教育学習支援業 21 13 11 10 5 10 3 8 5 10 2 - -
100.0 61.9 52.4 47.6 23.8 47.6 14.3 38.1 23.8 47.6 9.5 - -

業種：その他のサービス業 190 82 90 66 29 60 16 36 36 46 11 8 21
100.0 43.2 47.4 34.7 15.3 31.6 8.4 18.9 18.9 24.2 5.8 4.2 11.1

業種：その他 59 32 32 23 15 24 12 19 15 18 5 1 6
100.0 54.2 54.2 39.0 25.4 40.7 20.3 32.2 25.4 30.5 8.5 1.7 10.2

職種：専門技術職 278 120 142 85 57 153 19 46 46 61 11 4 16
100.0 43.2 51.1 30.6 20.5 55.0 6.8 16.5 16.5 21.9 4.0 1.4 5.8

職種：管理職 53 30 29 20 11 17 13 20 12 17 5 2 6
100.0 56.6 54.7 37.7 20.8 32.1 24.5 37.7 22.6 32.1 9.4 3.8 11.3

職種：事務職 388 173 176 142 94 93 57 81 74 108 25 8 41
100.0 44.6 45.4 36.6 24.2 24.0 14.7 20.9 19.1 27.8 6.4 2.1 10.6

職種：営業販売職 134 62 73 63 24 32 24 49 21 33 10 5 14
100.0 46.3 54.5 47.0 17.9 23.9 17.9 36.6 15.7 24.6 7.5 3.7 10.4

職種：サービス職 66 26 28 23 7 15 7 13 18 17 3 4 12
100.0 39.4 42.4 34.8 10.6 22.7 10.6 19.7 27.3 25.8 4.5 6.1 18.2

職種：保守的職業 2 - 1 - 1 1 - - 1 1 - - -
100.0 - 50.0 - 50.0 50.0 - - 50.0 50.0 - - -

職種：運輸通信的職業 22 1 14 4 4 5 - 1 10 2 - - 3
100.0 4.5 63.6 18.2 18.2 22.7 - 4.5 45.5 9.1 - - 13.6

職種：技能工労務職 80 26 43 23 12 10 2 8 24 15 1 1 14
100.0 32.5 53.8 28.8 15.0 12.5 2.5 10.0 30.0 18.8 1.3 1.3 17.5

職種：その他 37 15 20 14 9 10 6 12 9 13 4 1 2
100.0 40.5 54.1 37.8 24.3 27.0 16.2 32.4 24.3 35.1 10.8 2.7 5.4

企業規模：３００人未満 783 330 367 271 166 249 91 161 160 199 36 17 89
100.0 42.1 46.9 34.6 21.2 31.8 11.6 20.6 20.4 25.4 4.6 2.2 11.4

企業規模：３００～９９９人 120 52 57 41 24 40 14 30 24 34 9 1 9
100.0 43.3 47.5 34.2 20.0 33.3 11.7 25.0 20.0 28.3 7.5 0.8 7.5

企業規模：１０００～４９９９人 90 42 60 35 22 30 16 24 13 19 7 4 7
100.0 46.7 66.7 38.9 24.4 33.3 17.8 26.7 14.4 21.1 7.8 4.4 7.8

企業規模：５０００人以上 67 29 42 27 7 17 7 15 18 15 7 3 3
100.0 43.3 62.7 40.3 10.4 25.4 10.4 22.4 26.9 22.4 10.4 4.5 4.5
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Ｑ９　現在の会社に採用されるまでに、自分を磨くためにしたこと

ＴＯＴＡＬ

おもに民間の教育
訓練機関（専門学
校・通信教育等）
を

おもに公共の職業
訓練機関を利用し
た

特に何も
しなかっ
た その他

ＴＯＴＡＬ 1060 117 52 829 62
100.0 11.0 4.9 78.2 5.8

性別：男性 534 43 22 436 33
100.0 8.1 4.1 81.6 6.2

性別：女性 526 74 30 393 29
100.0 14.1 5.7 74.7 5.5

年代別：１８～１９才 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 -

年代別：２０～２４才 179 19 3 143 14
100.0 10.6 1.7 79.9 7.8

年代別：２５～２９才 538 65 36 402 35
100.0 12.1 6.7 74.7 6.5

年代別：３０～３５才 342 33 13 283 13
100.0 9.6 3.8 82.7 3.8

就職時期：１９９１年以前 69 4 3 59 3
100.0 5.8 4.3 85.5 4.3

就職時期：１９９２～１９９４年 83 9 4 69 1
100.0 10.8 4.8 83.1 1.2

就職時期：１９９５～１９９７年 160 12 7 129 12
100.0 7.5 4.4 80.6 7.5

就職時期：１９９８年以降 748 92 38 572 46
100.0 12.3 5.1 76.5 6.1

最終学歴：高校計 294 20 15 245 14
100.0 6.8 5.1 83.3 4.8

最終学歴：専門学校・各種学校 209 28 10 161 10
100.0 13.4 4.8 77.0 4.8

最終学歴：短大・高専 157 23 7 118 9
100.0 14.6 4.5 75.2 5.7

最終学歴：大学計 375 45 20 284 26
100.0 12.0 5.3 75.7 6.9

最終学歴：大学院計 25 1 - 21 3
100.0 4.0 - 84.0 12.0

業種：建設業 116 16 12 82 6
100.0 13.8 10.3 70.7 5.2

業種：製造業 191 11 9 162 9
100.0 5.8 4.7 84.8 4.7

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - - 13 2
100.0 - - 86.7 13.3

業種：情報通信業 158 18 7 115 18
100.0 11.4 4.4 72.8 11.4

業種：運輸業 37 2 2 32 1
100.0 5.4 5.4 86.5 2.7

業種：卸売小売業 158 24 11 119 4
100.0 15.2 7.0 75.3 2.5

業種：金融保険業 36 5 2 28 1
100.0 13.9 5.6 77.8 2.8

業種：不動産業 22 2 - 20 -
100.0 9.1 - 90.9 -

業種：飲食店宿泊業 23 1 - 21 1
100.0 4.3 - 91.3 4.3

業種：医療福祉 34 6 3 25 -
100.0 17.6 8.8 73.5 -

業種：教育学習支援業 21 8 2 9 2
100.0 38.1 9.5 42.9 9.5

業種：その他のサービス業 190 18 4 157 11
100.0 9.5 2.1 82.6 5.8

業種：その他 59 6 - 46 7
100.0 10.2 - 78.0 11.9

職種：専門技術職 278 32 14 208 24
100.0 11.5 5.0 74.8 8.6

職種：管理職 53 9 1 39 4
100.0 17.0 1.9 73.6 7.5

職種：事務職 388 45 20 305 18
100.0 11.6 5.2 78.6 4.6

職種：営業販売職 134 16 5 106 7
100.0 11.9 3.7 79.1 5.2

職種：サービス職 66 5 2 57 2
100.0 7.6 3.0 86.4 3.0

職種：保守的職業 2 - - 2 -
100.0 - - 100.0 -

職種：運輸通信的職業 22 - - 21 1
100.0 - - 95.5 4.5

職種：技能工労務職 80 6 7 65 2
100.0 7.5 8.8 81.3 2.5

職種：その他 37 4 3 26 4
100.0 10.8 8.1 70.3 10.8

企業規模：３００人未満 783 89 42 602 50
100.0 11.4 5.4 76.9 6.4

企業規模：３００～９９９人 120 10 3 103 4
100.0 8.3 2.5 85.8 3.3

企業規模：１０００～４９９９人 90 11 3 73 3
100.0 12.2 3.3 81.1 3.3

企業規模：５０００人以上 67 7 4 51 5
100.0 10.4 6.0 76.1 7.5

－206－



Ｑ１０　現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比較した際の違いについて　研修・教育訓練

ＴＯＴＡＬ
新卒者
が有利

違いはな
い

既卒者
が有利

わからな
い

比較でき
る人がい
ない

ＴＯＴＡＬ 1060 170 377 36 95 382
100.0 16.0 35.6 3.4 9.0 36.0

性別：男性 534 90 210 18 52 164
100.0 16.9 39.3 3.4 9.7 30.7

性別：女性 526 80 167 18 43 218
100.0 15.2 31.7 3.4 8.2 41.4

年代別：１８～１９才 1 - 1 - - -
100.0 - 100.0 - - -

年代別：２０～２４才 179 27 57 8 20 67
100.0 15.1 31.8 4.5 11.2 37.4

年代別：２５～２９才 538 92 184 17 54 191
100.0 17.1 34.2 3.2 10.0 35.5

年代別：３０～３５才 342 51 135 11 21 124
100.0 14.9 39.5 3.2 6.1 36.3

就職時期：１９９１年以前 69 11 26 2 9 21
100.0 15.9 37.7 2.9 13.0 30.4

就職時期：１９９２～１９９４年 83 14 31 1 5 32
100.0 16.9 37.3 1.2 6.0 38.6

就職時期：１９９５～１９９７年 160 22 64 8 12 54
100.0 13.8 40.0 5.0 7.5 33.8

就職時期：１９９８年以降 748 123 256 25 69 275
100.0 16.4 34.2 3.3 9.2 36.8

最終学歴：高校計 294 42 93 11 35 113
100.0 14.3 31.6 3.7 11.9 38.4

最終学歴：専門学校・各種学校 209 28 71 9 18 83
100.0 13.4 34.0 4.3 8.6 39.7

最終学歴：短大・高専 157 29 52 6 9 61
100.0 18.5 33.1 3.8 5.7 38.9

最終学歴：大学計 375 68 153 9 28 117
100.0 18.1 40.8 2.4 7.5 31.2

最終学歴：大学院計 25 3 8 1 5 8
100.0 12.0 32.0 4.0 20.0 32.0

業種：建設業 116 15 36 3 8 54
100.0 12.9 31.0 2.6 6.9 46.6

業種：製造業 191 36 61 7 16 71
100.0 18.8 31.9 3.7 8.4 37.2

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 4 - 2 9
100.0 - 26.7 - 13.3 60.0

業種：情報通信業 158 36 64 5 13 40
100.0 22.8 40.5 3.2 8.2 25.3

業種：運輸業 37 5 15 1 2 14
100.0 13.5 40.5 2.7 5.4 37.8

業種：卸売小売業 158 24 53 5 23 53
100.0 15.2 33.5 3.2 14.6 33.5

業種：金融保険業 36 10 15 - 2 9
100.0 27.8 41.7 - 5.6 25.0

業種：不動産業 22 4 6 1 2 9
100.0 18.2 27.3 4.5 9.1 40.9

業種：飲食店宿泊業 23 1 12 - 2 8
100.0 4.3 52.2 - 8.7 34.8

業種：医療福祉 34 3 15 2 1 13
100.0 8.8 44.1 5.9 2.9 38.2

業種：教育学習支援業 21 2 9 1 3 6
100.0 9.5 42.9 4.8 14.3 28.6

業種：その他のサービス業 190 28 66 8 16 72
100.0 14.7 34.7 4.2 8.4 37.9

業種：その他 59 6 21 3 5 24
100.0 10.2 35.6 5.1 8.5 40.7

職種：専門技術職 278 49 108 8 26 87
100.0 17.6 38.8 2.9 9.4 31.3

職種：管理職 53 2 23 2 1 25
100.0 3.8 43.4 3.8 1.9 47.2

職種：事務職 388 52 129 12 31 164
100.0 13.4 33.2 3.1 8.0 42.3

職種：営業販売職 134 32 45 5 19 33
100.0 23.9 33.6 3.7 14.2 24.6

職種：サービス職 66 13 25 6 6 16
100.0 19.7 37.9 9.1 9.1 24.2

職種：保守的職業 2 - 1 - - 1
100.0 - 50.0 - - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 3 8 - 2 9
100.0 13.6 36.4 - 9.1 40.9

職種：技能工労務職 80 11 30 2 7 30
100.0 13.8 37.5 2.5 8.8 37.5

職種：その他 37 8 8 1 3 17
100.0 21.6 21.6 2.7 8.1 45.9

企業規模：３００人未満 783 84 253 27 70 349
100.0 10.7 32.3 3.4 8.9 44.6

企業規模：３００～９９９人 120 31 54 3 14 18
100.0 25.8 45.0 2.5 11.7 15.0

企業規模：１０００～４９９９人 90 35 39 2 7 7
100.0 38.9 43.3 2.2 7.8 7.8

企業規模：５０００人以上 67 20 31 4 4 8
100.0 29.9 46.3 6.0 6.0 11.9

－207－



Ｑ１０　現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比較した際の違いについて　配属

ＴＯＴＡＬ
新卒者
が有利

違いはな
い

既卒者
が有利

わからな
い

比較でき
る人がい
ない

ＴＯＴＡＬ 1060 58 468 59 103 372
100.0 5.5 44.2 5.6 9.7 35.1

性別：男性 534 35 249 33 59 158
100.0 6.6 46.6 6.2 11.0 29.6

性別：女性 526 23 219 26 44 214
100.0 4.4 41.6 4.9 8.4 40.7

年代別：１８～１９才 1 - 1 - - -
100.0 - 100.0 - - -

年代別：２０～２４才 179 7 80 8 16 68
100.0 3.9 44.7 4.5 8.9 38.0

年代別：２５～２９才 538 32 232 32 61 181
100.0 5.9 43.1 5.9 11.3 33.6

年代別：３０～３５才 342 19 155 19 26 123
100.0 5.6 45.3 5.6 7.6 36.0

就職時期：１９９１年以前 69 7 30 2 10 20
100.0 10.1 43.5 2.9 14.5 29.0

就職時期：１９９２～１９９４年 83 8 34 3 7 31
100.0 9.6 41.0 3.6 8.4 37.3

就職時期：１９９５～１９９７年 160 6 77 5 18 54
100.0 3.8 48.1 3.1 11.3 33.8

就職時期：１９９８年以降 748 37 327 49 68 267
100.0 4.9 43.7 6.6 9.1 35.7

最終学歴：高校計 294 22 111 15 33 113
100.0 7.5 37.8 5.1 11.2 38.4

最終学歴：専門学校・各種学校 209 12 83 7 23 84
100.0 5.7 39.7 3.3 11.0 40.2

最終学歴：短大・高専 157 6 76 8 13 54
100.0 3.8 48.4 5.1 8.3 34.4

最終学歴：大学計 375 17 190 25 31 112
100.0 4.5 50.7 6.7 8.3 29.9

最終学歴：大学院計 25 1 8 4 3 9
100.0 4.0 32.0 16.0 12.0 36.0

業種：建設業 116 6 46 3 8 53
100.0 5.2 39.7 2.6 6.9 45.7

業種：製造業 191 12 78 16 16 69
100.0 6.3 40.8 8.4 8.4 36.1

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 4 - 2 9
100.0 - 26.7 - 13.3 60.0

業種：情報通信業 158 12 78 12 15 41
100.0 7.6 49.4 7.6 9.5 25.9

業種：運輸業 37 2 17 - 4 14
100.0 5.4 45.9 - 10.8 37.8

業種：卸売小売業 158 7 70 9 20 52
100.0 4.4 44.3 5.7 12.7 32.9

業種：金融保険業 36 4 20 1 3 8
100.0 11.1 55.6 2.8 8.3 22.2

業種：不動産業 22 1 9 1 2 9
100.0 4.5 40.9 4.5 9.1 40.9

業種：飲食店宿泊業 23 1 9 - 5 8
100.0 4.3 39.1 - 21.7 34.8

業種：医療福祉 34 1 18 1 1 13
100.0 2.9 52.9 2.9 2.9 38.2

業種：教育学習支援業 21 - 10 2 3 6
100.0 - 47.6 9.5 14.3 28.6

業種：その他のサービス業 190 12 80 10 20 68
100.0 6.3 42.1 5.3 10.5 35.8

業種：その他 59 - 29 4 4 22
100.0 - 49.2 6.8 6.8 37.3

職種：専門技術職 278 18 128 18 27 87
100.0 6.5 46.0 6.5 9.7 31.3

職種：管理職 53 1 23 8 - 21
100.0 1.9 43.4 15.1 - 39.6

職種：事務職 388 15 159 20 35 159
100.0 3.9 41.0 5.2 9.0 41.0

職種：営業販売職 134 10 66 6 18 34
100.0 7.5 49.3 4.5 13.4 25.4

職種：サービス職 66 5 34 2 9 16
100.0 7.6 51.5 3.0 13.6 24.2

職種：保守的職業 2 - 1 - - 1
100.0 - 50.0 - - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 1 9 - 4 8
100.0 4.5 40.9 - 18.2 36.4

職種：技能工労務職 80 4 35 5 5 31
100.0 5.0 43.8 6.3 6.3 38.8

職種：その他 37 4 13 - 5 15
100.0 10.8 35.1 - 13.5 40.5

企業規模：３００人未満 783 28 297 37 78 343
100.0 3.6 37.9 4.7 10.0 43.8

企業規模：３００～９９９人 120 8 72 10 14 16
100.0 6.7 60.0 8.3 11.7 13.3

企業規模：１０００～４９９９人 90 10 63 7 3 7
100.0 11.1 70.0 7.8 3.3 7.8

企業規模：５０００人以上 67 12 36 5 8 6
100.0 17.9 53.7 7.5 11.9 9.0

－208－



Ｑ１０　現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比較した際の違いについて　給与

ＴＯＴＡＬ
新卒者
が有利

違いはな
い

既卒者
が有利

わからな
い

比較でき
る人がい
ない

ＴＯＴＡＬ 1060 109 352 115 126 358
100.0 10.3 33.2 10.8 11.9 33.8

性別：男性 534 53 193 69 65 154
100.0 9.9 36.1 12.9 12.2 28.8

性別：女性 526 56 159 46 61 204
100.0 10.6 30.2 8.7 11.6 38.8

年代別：１８～１９才 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 15 57 15 28 64
100.0 8.4 31.8 8.4 15.6 35.8

年代別：２５～２９才 538 55 177 58 69 179
100.0 10.2 32.9 10.8 12.8 33.3

年代別：３０～３５才 342 38 118 42 29 115
100.0 11.1 34.5 12.3 8.5 33.6

就職時期：１９９１年以前 69 7 28 7 7 20
100.0 10.1 40.6 10.1 10.1 29.0

就職時期：１９９２～１９９４年 83 11 26 7 9 30
100.0 13.3 31.3 8.4 10.8 36.1

就職時期：１９９５～１９９７年 160 17 61 18 16 48
100.0 10.6 38.1 11.3 10.0 30.0

就職時期：１９９８年以降 748 74 237 83 94 260
100.0 9.9 31.7 11.1 12.6 34.8

最終学歴：高校計 294 31 96 27 34 106
100.0 10.5 32.7 9.2 11.6 36.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 24 67 19 23 76
100.0 11.5 32.1 9.1 11.0 36.4

最終学歴：短大・高専 157 18 50 14 23 52
100.0 11.5 31.8 8.9 14.6 33.1

最終学歴：大学計 375 34 134 48 43 116
100.0 9.1 35.7 12.8 11.5 30.9

最終学歴：大学院計 25 2 5 7 3 8
100.0 8.0 20.0 28.0 12.0 32.0

業種：建設業 116 15 33 7 14 47
100.0 12.9 28.4 6.0 12.1 40.5

業種：製造業 191 27 60 18 23 63
100.0 14.1 31.4 9.4 12.0 33.0

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 4 - 4 7
100.0 - 26.7 - 26.7 46.7

業種：情報通信業 158 14 60 24 18 42
100.0 8.9 38.0 15.2 11.4 26.6

業種：運輸業 37 2 16 2 3 14
100.0 5.4 43.2 5.4 8.1 37.8

業種：卸売小売業 158 14 55 17 21 51
100.0 8.9 34.8 10.8 13.3 32.3

業種：金融保険業 36 5 16 5 2 8
100.0 13.9 44.4 13.9 5.6 22.2

業種：不動産業 22 3 7 2 1 9
100.0 13.6 31.8 9.1 4.5 40.9

業種：飲食店宿泊業 23 1 9 1 3 9
100.0 4.3 39.1 4.3 13.0 39.1

業種：医療福祉 34 4 11 5 1 13
100.0 11.8 32.4 14.7 2.9 38.2

業種：教育学習支援業 21 1 5 3 6 6
100.0 4.8 23.8 14.3 28.6 28.6

業種：その他のサービス業 190 19 54 26 25 66
100.0 10.0 28.4 13.7 13.2 34.7

業種：その他 59 4 22 5 5 23
100.0 6.8 37.3 8.5 8.5 39.0

職種：専門技術職 278 35 85 38 35 85
100.0 12.6 30.6 13.7 12.6 30.6

職種：管理職 53 - 18 13 3 19
100.0 - 34.0 24.5 5.7 35.8

職種：事務職 388 42 119 30 46 151
100.0 10.8 30.7 7.7 11.9 38.9

職種：営業販売職 134 14 53 18 17 32
100.0 10.4 39.6 13.4 12.7 23.9

職種：サービス職 66 6 26 5 10 19
100.0 9.1 39.4 7.6 15.2 28.8

職種：保守的職業 2 - - 1 - 1
100.0 - - 50.0 - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 2 8 - 3 9
100.0 9.1 36.4 - 13.6 40.9

職種：技能工労務職 80 7 31 7 7 28
100.0 8.8 38.8 8.8 8.8 35.0

職種：その他 37 3 12 3 5 14
100.0 8.1 32.4 8.1 13.5 37.8

企業規模：３００人未満 783 49 233 80 89 332
100.0 6.3 29.8 10.2 11.4 42.4

企業規模：３００～９９９人 120 18 57 15 18 12
100.0 15.0 47.5 12.5 15.0 10.0

企業規模：１０００～４９９９人 90 23 34 14 11 8
100.0 25.6 37.8 15.6 12.2 8.9

企業規模：５０００人以上 67 19 28 6 8 6
100.0 28.4 41.8 9.0 11.9 9.0

－209－



Ｑ１０　現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比較した際の違いについて　職位・等級・ポジション

ＴＯＴＡＬ
新卒者
が有利

違いはな
い

既卒者
が有利

わからな
い

比較でき
る人がい
ない

ＴＯＴＡＬ 1060 81 411 85 128 355
100.0 7.6 38.8 8.0 12.1 33.5

性別：男性 534 42 219 56 69 148
100.0 7.9 41.0 10.5 12.9 27.7

性別：女性 526 39 192 29 59 207
100.0 7.4 36.5 5.5 11.2 39.4

年代別：１８～１９才 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 11 64 11 23 70
100.0 6.1 35.8 6.1 12.8 39.1

年代別：２５～２９才 538 40 211 46 71 170
100.0 7.4 39.2 8.6 13.2 31.6

年代別：３０～３５才 342 29 136 28 34 115
100.0 8.5 39.8 8.2 9.9 33.6

就職時期：１９９１年以前 69 7 29 6 10 17
100.0 10.1 42.0 8.7 14.5 24.6

就職時期：１９９２～１９９４年 83 10 30 4 9 30
100.0 12.0 36.1 4.8 10.8 36.1

就職時期：１９９５～１９９７年 160 15 68 9 18 50
100.0 9.4 42.5 5.6 11.3 31.3

就職時期：１９９８年以降 748 49 284 66 91 258
100.0 6.6 38.0 8.8 12.2 34.5

最終学歴：高校計 294 23 104 16 45 106
100.0 7.8 35.4 5.4 15.3 36.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 16 82 13 23 75
100.0 7.7 39.2 6.2 11.0 35.9

最終学歴：短大・高専 157 14 60 14 17 52
100.0 8.9 38.2 8.9 10.8 33.1

最終学歴：大学計 375 28 157 38 37 115
100.0 7.5 41.9 10.1 9.9 30.7

最終学歴：大学院計 25 - 8 4 6 7
100.0 - 32.0 16.0 24.0 28.0

業種：建設業 116 8 39 10 12 47
100.0 6.9 33.6 8.6 10.3 40.5

業種：製造業 191 21 67 12 29 62
100.0 11.0 35.1 6.3 15.2 32.5

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 3 - 4 8
100.0 - 20.0 - 26.7 53.3

業種：情報通信業 158 6 73 20 17 42
100.0 3.8 46.2 12.7 10.8 26.6

業種：運輸業 37 2 18 - 4 13
100.0 5.4 48.6 - 10.8 35.1

業種：卸売小売業 158 11 62 9 27 49
100.0 7.0 39.2 5.7 17.1 31.0

業種：金融保険業 36 6 15 4 3 8
100.0 16.7 41.7 11.1 8.3 22.2

業種：不動産業 22 2 8 2 1 9
100.0 9.1 36.4 9.1 4.5 40.9

業種：飲食店宿泊業 23 - 13 1 1 8
100.0 - 56.5 4.3 4.3 34.8

業種：医療福祉 34 2 15 4 - 13
100.0 5.9 44.1 11.8 - 38.2

業種：教育学習支援業 21 - 10 2 3 6
100.0 - 47.6 9.5 14.3 28.6

業種：その他のサービス業 190 20 61 18 23 68
100.0 10.5 32.1 9.5 12.1 35.8

業種：その他 59 3 27 3 4 22
100.0 5.1 45.8 5.1 6.8 37.3

職種：専門技術職 278 24 110 29 35 80
100.0 8.6 39.6 10.4 12.6 28.8

職種：管理職 53 - 25 9 - 19
100.0 - 47.2 17.0 - 35.8

職種：事務職 388 28 138 24 43 155
100.0 7.2 35.6 6.2 11.1 39.9

職種：営業販売職 134 13 57 11 19 34
100.0 9.7 42.5 8.2 14.2 25.4

職種：サービス職 66 6 25 6 12 17
100.0 9.1 37.9 9.1 18.2 25.8

職種：保守的職業 2 - 1 - - 1
100.0 - 50.0 - - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 2 9 - 3 8
100.0 9.1 40.9 - 13.6 36.4

職種：技能工労務職 80 6 30 5 11 28
100.0 7.5 37.5 6.3 13.8 35.0

職種：その他 37 2 16 1 5 13
100.0 5.4 43.2 2.7 13.5 35.1

企業規模：３００人未満 783 29 279 63 84 328
100.0 3.7 35.6 8.0 10.7 41.9

企業規模：３００～９９９人 120 15 56 10 25 14
100.0 12.5 46.7 8.3 20.8 11.7

企業規模：１０００～４９９９人 90 17 47 7 13 6
100.0 18.9 52.2 7.8 14.4 6.7

企業規模：５０００人以上 67 20 29 5 6 7
100.0 29.9 43.3 7.5 9.0 10.4

－210－



Ｑ１０　現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社・同学歴の人と比較した際の違いについて　昇進・昇格の見込み

ＴＯＴＡＬ
新卒者
が有利

違いはな
い

既卒者
が有利

わからな
い

比較でき
る人がい
ない

ＴＯＴＡＬ 1060 84 415 55 153 353
100.0 7.9 39.2 5.2 14.4 33.3

性別：男性 534 48 224 33 80 149
100.0 9.0 41.9 6.2 15.0 27.9

性別：女性 526 36 191 22 73 204
100.0 6.8 36.3 4.2 13.9 38.8

年代別：１８～１９才 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 11 66 5 29 68
100.0 6.1 36.9 2.8 16.2 38.0

年代別：２５～２９才 538 44 207 29 86 172
100.0 8.2 38.5 5.4 16.0 32.0

年代別：３０～３５才 342 28 142 21 38 113
100.0 8.2 41.5 6.1 11.1 33.0

就職時期：１９９１年以前 69 7 28 5 11 18
100.0 10.1 40.6 7.2 15.9 26.1

就職時期：１９９２～１９９４年 83 9 32 4 9 29
100.0 10.8 38.6 4.8 10.8 34.9

就職時期：１９９５～１９９７年 160 15 69 7 21 48
100.0 9.4 43.1 4.4 13.1 30.0

就職時期：１９９８年以降 748 53 286 39 112 258
100.0 7.1 38.2 5.2 15.0 34.5

最終学歴：高校計 294 27 101 12 45 109
100.0 9.2 34.4 4.1 15.3 37.1

最終学歴：専門学校・各種学校 209 14 85 9 28 73
100.0 6.7 40.7 4.3 13.4 34.9

最終学歴：短大・高専 157 14 58 10 24 51
100.0 8.9 36.9 6.4 15.3 32.5

最終学歴：大学計 375 29 164 20 49 113
100.0 7.7 43.7 5.3 13.1 30.1

最終学歴：大学院計 25 - 7 4 7 7
100.0 - 28.0 16.0 28.0 28.0

業種：建設業 116 8 39 7 14 48
100.0 6.9 33.6 6.0 12.1 41.4

業種：製造業 191 24 70 8 28 61
100.0 12.6 36.6 4.2 14.7 31.9

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 3 - 4 8
100.0 - 20.0 - 26.7 53.3

業種：情報通信業 158 12 74 7 25 40
100.0 7.6 46.8 4.4 15.8 25.3

業種：運輸業 37 1 18 1 3 14
100.0 2.7 48.6 2.7 8.1 37.8

業種：卸売小売業 158 9 64 5 31 49
100.0 5.7 40.5 3.2 19.6 31.0

業種：金融保険業 36 6 16 2 4 8
100.0 16.7 44.4 5.6 11.1 22.2

業種：不動産業 22 1 8 3 1 9
100.0 4.5 36.4 13.6 4.5 40.9

業種：飲食店宿泊業 23 2 11 - 2 8
100.0 8.7 47.8 - 8.7 34.8

業種：医療福祉 34 2 15 3 1 13
100.0 5.9 44.1 8.8 2.9 38.2

業種：教育学習支援業 21 - 10 - 5 6
100.0 - 47.6 - 23.8 28.6

業種：その他のサービス業 190 16 63 15 28 68
100.0 8.4 33.2 7.9 14.7 35.8

業種：その他 59 3 24 4 7 21
100.0 5.1 40.7 6.8 11.9 35.6

職種：専門技術職 278 26 118 14 43 77
100.0 9.4 42.4 5.0 15.5 27.7

職種：管理職 53 - 23 9 2 19
100.0 - 43.4 17.0 3.8 35.8

職種：事務職 388 26 136 16 55 155
100.0 6.7 35.1 4.1 14.2 39.9

職種：営業販売職 134 15 58 9 20 32
100.0 11.2 43.3 6.7 14.9 23.9

職種：サービス職 66 6 23 5 15 17
100.0 9.1 34.8 7.6 22.7 25.8

職種：保守的職業 2 - 1 - - 1
100.0 - 50.0 - - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 - 10 - 3 9
100.0 - 45.5 - 13.6 40.9

職種：技能工労務職 80 7 30 2 11 30
100.0 8.8 37.5 2.5 13.8 37.5

職種：その他 37 4 16 - 4 13
100.0 10.8 43.2 - 10.8 35.1

企業規模：３００人未満 783 37 282 38 100 326
100.0 4.7 36.0 4.9 12.8 41.6

企業規模：３００～９９９人 120 11 61 6 28 14
100.0 9.2 50.8 5.0 23.3 11.7

企業規模：１０００～４９９９人 90 20 42 7 15 6
100.0 22.2 46.7 7.8 16.7 6.7

企業規模：５０００人以上 67 16 30 4 10 7
100.0 23.9 44.8 6.0 14.9 10.4
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Ｑ１１　今後の転職の可能性について

ＴＯＴＡＬ

もっといい条件が
あれば転職すると
思う

自分の能力や経
験をもっと活かせ
そうな先があれば
転職

多分現在の勤務
先を変わらないと
思う

わからな
い その他

ＴＯＴＡＬ 1060 394 294 242 105 25
100.0 37.2 27.7 22.8 9.9 2.4

性別：男性 534 210 159 105 50 10
100.0 39.3 29.8 19.7 9.4 1.9

性別：女性 526 184 135 137 55 15
100.0 35.0 25.7 26.0 10.5 2.9

年代別：１８～１９才 1 - - 1 - -
100.0 - - 100.0 - -

年代別：２０～２４才 179 66 40 46 16 11
100.0 36.9 22.3 25.7 8.9 6.1

年代別：２５～２９才 538 217 152 110 52 7
100.0 40.3 28.3 20.4 9.7 1.3

年代別：３０～３５才 342 111 102 85 37 7
100.0 32.5 29.8 24.9 10.8 2.0

就職時期：１９９１年以前 69 21 19 18 10 1
100.0 30.4 27.5 26.1 14.5 1.4

就職時期：１９９２～１９９４年 83 29 16 25 12 1
100.0 34.9 19.3 30.1 14.5 1.2

就職時期：１９９５～１９９７年 160 52 53 42 10 3
100.0 32.5 33.1 26.3 6.3 1.9

就職時期：１９９８年以降 748 292 206 157 73 20
100.0 39.0 27.5 21.0 9.8 2.7

最終学歴：高校計 294 111 76 76 26 5
100.0 37.8 25.9 25.9 8.8 1.7

最終学歴：専門学校・各種学校 209 79 52 51 20 7
100.0 37.8 24.9 24.4 9.6 3.3

最終学歴：短大・高専 157 53 43 39 17 5
100.0 33.8 27.4 24.8 10.8 3.2

最終学歴：大学計 375 141 114 74 39 7
100.0 37.6 30.4 19.7 10.4 1.9

最終学歴：大学院計 25 10 9 2 3 1
100.0 40.0 36.0 8.0 12.0 4.0

業種：建設業 116 44 27 33 12 -
100.0 37.9 23.3 28.4 10.3 -

業種：製造業 191 65 54 45 23 4
100.0 34.0 28.3 23.6 12.0 2.1

業種：電気ガス熱供給水道業 15 5 2 8 - -
100.0 33.3 13.3 53.3 - -

業種：情報通信業 158 72 52 22 10 2
100.0 45.6 32.9 13.9 6.3 1.3

業種：運輸業 37 13 10 10 4 -
100.0 35.1 27.0 27.0 10.8 -

業種：卸売小売業 158 56 41 37 18 6
100.0 35.4 25.9 23.4 11.4 3.8

業種：金融保険業 36 12 15 7 2 -
100.0 33.3 41.7 19.4 5.6 -

業種：不動産業 22 6 5 4 6 1
100.0 27.3 22.7 18.2 27.3 4.5

業種：飲食店宿泊業 23 11 4 3 5 -
100.0 47.8 17.4 13.0 21.7 -

業種：医療福祉 34 14 12 7 - 1
100.0 41.2 35.3 20.6 - 2.9

業種：教育学習支援業 21 8 7 2 3 1
100.0 38.1 33.3 9.5 14.3 4.8

業種：その他のサービス業 190 73 48 47 17 5
100.0 38.4 25.3 24.7 8.9 2.6

業種：その他 59 15 17 17 5 5
100.0 25.4 28.8 28.8 8.5 8.5

職種：専門技術職 278 114 93 44 21 6
100.0 41.0 33.5 15.8 7.6 2.2

職種：管理職 53 16 11 20 3 3
100.0 30.2 20.8 37.7 5.7 5.7

職種：事務職 388 139 91 104 46 8
100.0 35.8 23.5 26.8 11.9 2.1

職種：営業販売職 134 49 37 28 17 3
100.0 36.6 27.6 20.9 12.7 2.2

職種：サービス職 66 21 20 16 8 1
100.0 31.8 30.3 24.2 12.1 1.5

職種：保守的職業 2 1 1 - - -
100.0 50.0 50.0 - - -

職種：運輸通信的職業 22 12 4 3 3 -
100.0 54.5 18.2 13.6 13.6 -

職種：技能工労務職 80 29 25 19 6 1
100.0 36.3 31.3 23.8 7.5 1.3

職種：その他 37 13 12 8 1 3
100.0 35.1 32.4 21.6 2.7 8.1

企業規模：３００人未満 783 297 209 188 71 18
100.0 37.9 26.7 24.0 9.1 2.3

企業規模：３００～９９９人 120 52 35 21 11 1
100.0 43.3 29.2 17.5 9.2 0.8

企業規模：１０００～４９９９人 90 29 29 18 12 2
100.0 32.2 32.2 20.0 13.3 2.2

企業規模：５０００人以上 67 16 21 15 11 4
100.0 23.9 31.3 22.4 16.4 6.0
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Ｑ１２　新卒者と第二新卒者の扱いに関する問題について

ＴＯＴＡＬ

卒業後数年たって
いる人も新卒者と
同様に採用する
べき

新卒者と同じでな
くてもよいが、中
途採用の枠を広
げる

第二新卒者にも
いろいろいるの
で、いちがいにい
えない

新卒者と違う扱い
になるのはやむを
えない その他

ＴＯＴＡＬ 1060 140 405 416 91 8
100.0 13.2 38.2 39.2 8.6 0.8

性別：男性 534 80 199 191 58 6
100.0 15.0 37.3 35.8 10.9 1.1

性別：女性 526 60 206 225 33 2
100.0 11.4 39.2 42.8 6.3 0.4

年代別：１８～１９才 1 - 1 - - -
100.0 - 100.0 - - -

年代別：２０～２４才 179 30 64 65 18 2
100.0 16.8 35.8 36.3 10.1 1.1

年代別：２５～２９才 538 76 207 207 44 4
100.0 14.1 38.5 38.5 8.2 0.7

年代別：３０～３５才 342 34 133 144 29 2
100.0 9.9 38.9 42.1 8.5 0.6

就職時期：１９９１年以前 69 11 25 23 9 1
100.0 15.9 36.2 33.3 13.0 1.4

就職時期：１９９２～１９９４年 83 7 42 27 7 -
100.0 8.4 50.6 32.5 8.4 -

就職時期：１９９５～１９９７年 160 24 56 66 12 2
100.0 15.0 35.0 41.3 7.5 1.3

就職時期：１９９８年以降 748 98 282 300 63 5
100.0 13.1 37.7 40.1 8.4 0.7

最終学歴：高校計 294 46 120 93 32 3
100.0 15.6 40.8 31.6 10.9 1.0

最終学歴：専門学校・各種学校 209 36 71 83 16 3
100.0 17.2 34.0 39.7 7.7 1.4

最終学歴：短大・高専 157 18 65 61 12 1
100.0 11.5 41.4 38.9 7.6 0.6

最終学歴：大学計 375 38 138 169 29 1
100.0 10.1 36.8 45.1 7.7 0.3

最終学歴：大学院計 25 2 11 10 2 -
100.0 8.0 44.0 40.0 8.0 -

業種：建設業 116 20 43 43 10 -
100.0 17.2 37.1 37.1 8.6 -

業種：製造業 191 27 77 68 17 2
100.0 14.1 40.3 35.6 8.9 1.0

業種：電気ガス熱供給水道業 15 2 5 6 2 -
100.0 13.3 33.3 40.0 13.3 -

業種：情報通信業 158 18 52 67 21 -
100.0 11.4 32.9 42.4 13.3 -

業種：運輸業 37 6 19 11 1 -
100.0 16.2 51.4 29.7 2.7 -

業種：卸売小売業 158 19 65 61 12 1
100.0 12.0 41.1 38.6 7.6 0.6

業種：金融保険業 36 6 11 15 3 1
100.0 16.7 30.6 41.7 8.3 2.8

業種：不動産業 22 4 6 8 4 -
100.0 18.2 27.3 36.4 18.2 -

業種：飲食店宿泊業 23 3 7 12 1 -
100.0 13.0 30.4 52.2 4.3 -

業種：医療福祉 34 5 16 13 - -
100.0 14.7 47.1 38.2 - -

業種：教育学習支援業 21 2 9 9 1 -
100.0 9.5 42.9 42.9 4.8 -

業種：その他のサービス業 190 20 78 73 17 2
100.0 10.5 41.1 38.4 8.9 1.1

業種：その他 59 8 17 30 2 2
100.0 13.6 28.8 50.8 3.4 3.4

職種：専門技術職 278 40 94 121 20 3
100.0 14.4 33.8 43.5 7.2 1.1

職種：管理職 53 7 21 19 5 1
100.0 13.2 39.6 35.8 9.4 1.9

職種：事務職 388 48 154 152 34 -
100.0 12.4 39.7 39.2 8.8 -

職種：営業販売職 134 15 54 49 14 2
100.0 11.2 40.3 36.6 10.4 1.5

職種：サービス職 66 7 29 26 4 -
100.0 10.6 43.9 39.4 6.1 -

職種：保守的職業 2 1 - 1 - -
100.0 50.0 - 50.0 - -

職種：運輸通信的職業 22 4 7 9 2 -
100.0 18.2 31.8 40.9 9.1 -

職種：技能工労務職 80 12 30 26 11 1
100.0 15.0 37.5 32.5 13.8 1.3

職種：その他 37 6 16 13 1 1
100.0 16.2 43.2 35.1 2.7 2.7

企業規模：３００人未満 783 100 298 308 71 6
100.0 12.8 38.1 39.3 9.1 0.8

企業規模：３００～９９９人 120 15 40 54 10 1
100.0 12.5 33.3 45.0 8.3 0.8

企業規模：１０００～４９９９人 90 11 41 29 8 1
100.0 12.2 45.6 32.2 8.9 1.1

企業規模：５０００人以上 67 14 26 25 2 -
100.0 20.9 38.8 37.3 3.0 -
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Ｑ１４　性別

ＴＯＴＡＬ 男性 女性
ＴＯＴＡＬ 1060 534 526

100.0 50.4 49.6
性別：男性 534 534 -

100.0 100.0 -
性別：女性 526 - 526

100.0 - 100.0
年代別：１８～１９才 1 1 -

100.0 100.0 -
年代別：２０～２４才 179 74 105

100.0 41.3 58.7
年代別：２５～２９才 538 276 262

100.0 51.3 48.7
年代別：３０～３５才 342 183 159

100.0 53.5 46.5
就職時期：１９９１年以前 69 36 33

100.0 52.2 47.8
就職時期：１９９２～１９９４年 83 43 40

100.0 51.8 48.2
就職時期：１９９５～１９９７年 160 80 80

100.0 50.0 50.0
就職時期：１９９８年以降 748 375 373

100.0 50.1 49.9
最終学歴：高校計 294 159 135

100.0 54.1 45.9
最終学歴：専門学校・各種学校 209 126 83

100.0 60.3 39.7
最終学歴：短大・高専 157 26 131

100.0 16.6 83.4
最終学歴：大学計 375 208 167

100.0 55.5 44.5
最終学歴：大学院計 25 15 10

100.0 60.0 40.0
業種：建設業 116 49 67

100.0 42.2 57.8
業種：製造業 191 98 93

100.0 51.3 48.7
業種：電気ガス熱供給水道業 15 12 3

100.0 80.0 20.0
業種：情報通信業 158 105 53

100.0 66.5 33.5
業種：運輸業 37 21 16

100.0 56.8 43.2
業種：卸売小売業 158 71 87

100.0 44.9 55.1
業種：金融保険業 36 13 23

100.0 36.1 63.9
業種：不動産業 22 9 13

100.0 40.9 59.1
業種：飲食店宿泊業 23 13 10

100.0 56.5 43.5
業種：医療福祉 34 10 24

100.0 29.4 70.6
業種：教育学習支援業 21 11 10

100.0 52.4 47.6
業種：その他のサービス業 190 98 92

100.0 51.6 48.4
業種：その他 59 24 35

100.0 40.7 59.3
職種：専門技術職 278 192 86

100.0 69.1 30.9
職種：管理職 53 34 19

100.0 64.2 35.8
職種：事務職 388 73 315

100.0 18.8 81.2
職種：営業販売職 134 94 40

100.0 70.1 29.9
職種：サービス職 66 40 26

100.0 60.6 39.4
職種：保守的職業 2 2 -

100.0 100.0 -
職種：運輸通信的職業 22 19 3

100.0 86.4 13.6
職種：技能工労務職 80 66 14

100.0 82.5 17.5
職種：その他 37 14 23

100.0 37.8 62.2
企業規模：３００人未満 783 388 395

100.0 49.6 50.4
企業規模：３００～９９９人 120 67 53

100.0 55.8 44.2
企業規模：１０００～４９９９人 90 51 39

100.0 56.7 43.3
企業規模：５０００人以上 67 28 39

100.0 41.8 58.2
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Ｑ１５　年代別

ＴＯＴＡＬ
１８～１９
才

２０～２４
才

２５～２９
才

３０～３５
才 平均

ＴＯＴＡＬ 1060 1 179 538 342 27.9
100.0 0.1 16.9 50.8 32.3

性別：男性 534 1 74 276 183 28.1
100.0 0.2 13.9 51.7 34.3

性別：女性 526 - 105 262 159 27.7
100.0 - 20.0 49.8 30.2

年代別：１８～１９才 1 1 - - - 19.0
100.0 100.0 - - -

年代別：２０～２４才 179 - 179 - - 23.2
100.0 - 100.0 - -

年代別：２５～２９才 538 - - 538 - 26.7
100.0 - - 100.0 -

年代別：３０～３５才 342 - - - 342 32.1
100.0 - - - 100.0

就職時期：１９９１年以前 69 - 2 10 57 32.4
100.0 - 2.9 14.5 82.6

就職時期：１９９２～１９９４年 83 - - 5 78 32.3
100.0 - - 6.0 94.0

就職時期：１９９５～１９９７年 160 - - 53 107 30.5
100.0 - - 33.1 66.9

就職時期：１９９８年以降 748 1 177 470 100 26.4
100.0 0.1 23.7 62.8 13.4

最終学歴：高校計 294 1 83 123 87 27.2
100.0 0.3 28.2 41.8 29.6

最終学歴：専門学校・各種学校 209 - 40 86 83 28.1
100.0 - 19.1 41.1 39.7

最終学歴：短大・高専 157 - 26 88 43 27.7
100.0 - 16.6 56.1 27.4

最終学歴：大学計 375 - 30 228 117 28.2
100.0 - 8.0 60.8 31.2

最終学歴：大学院計 25 - - 13 12 29.7
100.0 - - 52.0 48.0

業種：建設業 116 - 13 56 47 28.6
100.0 - 11.2 48.3 40.5

業種：製造業 191 - 27 104 60 28.0
100.0 - 14.1 54.5 31.4

業種：電気ガス熱供給水道業 15 - 5 5 5 27.1
100.0 - 33.3 33.3 33.3

業種：情報通信業 158 - 25 88 45 27.5
100.0 - 15.8 55.7 28.5

業種：運輸業 37 - 6 16 15 28.1
100.0 - 16.2 43.2 40.5

業種：卸売小売業 158 - 31 78 49 27.8
100.0 - 19.6 49.4 31.0

業種：金融保険業 36 - 7 17 12 28.1
100.0 - 19.4 47.2 33.3

業種：不動産業 22 - 6 10 6 27.0
100.0 - 27.3 45.5 27.3

業種：飲食店宿泊業 23 - 7 9 7 27.6
100.0 - 30.4 39.1 30.4

業種：医療福祉 34 - 7 18 9 27.3
100.0 - 20.6 52.9 26.5

業種：教育学習支援業 21 - 3 12 6 27.4
100.0 - 14.3 57.1 28.6

業種：その他のサービス業 190 1 33 97 59 27.8
100.0 0.5 17.4 51.1 31.1

業種：その他 59 - 9 28 22 28.1
100.0 - 15.3 47.5 37.3

職種：専門技術職 278 - 35 158 85 28.0
100.0 - 12.6 56.8 30.6

職種：管理職 53 - 3 23 27 29.9
100.0 - 5.7 43.4 50.9

職種：事務職 388 - 72 193 123 27.7
100.0 - 18.6 49.7 31.7

職種：営業販売職 134 - 29 63 42 27.7
100.0 - 21.6 47.0 31.3

職種：サービス職 66 1 17 26 22 27.2
100.0 1.5 25.8 39.4 33.3

職種：保守的職業 2 - - 1 1 30.5
100.0 - - 50.0 50.0

職種：運輸通信的職業 22 - 7 9 6 27.0
100.0 - 31.8 40.9 27.3

職種：技能工労務職 80 - 11 40 29 28.0
100.0 - 13.8 50.0 36.3

職種：その他 37 - 5 25 7 27.4
100.0 - 13.5 67.6 18.9

企業規模：３００人未満 783 - 141 401 241 27.7
100.0 - 18.0 51.2 30.8

企業規模：３００～９９９人 120 - 13 56 51 28.9
100.0 - 10.8 46.7 42.5

企業規模：１０００～４９９９人 90 - 15 48 27 28.1
100.0 - 16.7 53.3 30.0

企業規模：５０００人以上 67 1 10 33 23 27.9
100.0 1.5 14.9 49.3 34.3
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Ｑ１６　今の仕事についた時期

ＴＯＴＡＬ １９９１年以前 １９９２～１９９４年 １９９５～１９９７年 １９９８年以降
ＴＯＴＡＬ 1060 69 83 160 748

100.0 6.5 7.8 15.1 70.6
性別：男性 534 36 43 80 375

100.0 6.7 8.1 15.0 70.2
性別：女性 526 33 40 80 373

100.0 6.3 7.6 15.2 70.9
年代別：１８～１９才 1 - - - 1

100.0 - - - 100.0
年代別：２０～２４才 179 2 - - 177

100.0 1.1 - - 98.9
年代別：２５～２９才 538 10 5 53 470

100.0 1.9 0.9 9.9 87.4
年代別：３０～３５才 342 57 78 107 100

100.0 16.7 22.8 31.3 29.2
就職時期：１９９１年以前 69 69 - - -

100.0 100.0 - - -
就職時期：１９９２～１９９４年 83 - 83 - -

100.0 - 100.0 - -
就職時期：１９９５～１９９７年 160 - - 160 -

100.0 - - 100.0 -
就職時期：１９９８年以降 748 - - - 748

100.0 - - - 100.0
最終学歴：高校計 294 41 39 38 176

100.0 13.9 13.3 12.9 59.9
最終学歴：専門学校・各種学校 209 18 20 39 132

100.0 8.6 9.6 18.7 63.2
最終学歴：短大・高専 157 5 12 34 106

100.0 3.2 7.6 21.7 67.5
最終学歴：大学計 375 5 11 48 311

100.0 1.3 2.9 12.8 82.9
最終学歴：大学院計 25 - 1 1 23

100.0 - 4.0 4.0 92.0
業種：建設業 116 12 12 25 67

100.0 10.3 10.3 21.6 57.8
業種：製造業 191 18 19 27 127

100.0 9.4 9.9 14.1 66.5
業種：電気ガス熱供給水道業 15 1 1 4 9

100.0 6.7 6.7 26.7 60.0
業種：情報通信業 158 5 7 19 127

100.0 3.2 4.4 12.0 80.4
業種：運輸業 37 3 2 8 24

100.0 8.1 5.4 21.6 64.9
業種：卸売小売業 158 8 12 25 113

100.0 5.1 7.6 15.8 71.5
業種：金融保険業 36 - 2 6 28

100.0 - 5.6 16.7 77.8
業種：不動産業 22 - 2 5 15

100.0 - 9.1 22.7 68.2
業種：飲食店宿泊業 23 1 3 4 15

100.0 4.3 13.0 17.4 65.2
業種：医療福祉 34 - 2 2 30

100.0 - 5.9 5.9 88.2
業種：教育学習支援業 21 1 - 4 16

100.0 4.8 - 19.0 76.2
業種：その他のサービス業 190 17 16 18 139

100.0 8.9 8.4 9.5 73.2
業種：その他 59 3 5 13 38

100.0 5.1 8.5 22.0 64.4
職種：専門技術職 278 16 17 40 205

100.0 5.8 6.1 14.4 73.7
職種：管理職 53 5 8 12 28

100.0 9.4 15.1 22.6 52.8
職種：事務職 388 23 32 56 277

100.0 5.9 8.2 14.4 71.4
職種：営業販売職 134 7 6 18 103

100.0 5.2 4.5 13.4 76.9
職種：サービス職 66 6 9 8 43

100.0 9.1 13.6 12.1 65.2
職種：保守的職業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
職種：運輸通信的職業 22 2 - 5 15

100.0 9.1 - 22.7 68.2
職種：技能工労務職 80 8 10 14 48

100.0 10.0 12.5 17.5 60.0
職種：その他 37 2 1 5 29

100.0 5.4 2.7 13.5 78.4
企業規模：３００人未満 783 45 64 112 562

100.0 5.7 8.2 14.3 71.8
企業規模：３００～９９９人 120 10 11 25 74

100.0 8.3 9.2 20.8 61.7
企業規模：１０００～４９９９人 90 5 3 17 65

100.0 5.6 3.3 18.9 72.2
企業規模：５０００人以上 67 9 5 6 47

100.0 13.4 7.5 9.0 70.1
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Ｑ１７　最終学歴

ＴＯＴＡＬ 高校

専門学
校・各種
学校

短大・高
専 大学 大学院

ＴＯＴＡＬ 1060 294 209 157 375 25
100.0 27.7 19.7 14.8 35.4 2.4

性別：男性 534 159 126 26 208 15
100.0 29.8 23.6 4.9 39.0 2.8

性別：女性 526 135 83 131 167 10
100.0 25.7 15.8 24.9 31.7 1.9

年代別：１８～１９才 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 179 83 40 26 30 -
100.0 46.4 22.3 14.5 16.8 -

年代別：２５～２９才 538 123 86 88 228 13
100.0 22.9 16.0 16.4 42.4 2.4

年代別：３０～３５才 342 87 83 43 117 12
100.0 25.4 24.3 12.6 34.2 3.5

就職時期：１９９１年以前 69 41 18 5 5 -
100.0 59.4 26.1 7.2 7.2 -

就職時期：１９９２～１９９４年 83 39 20 12 11 1
100.0 47.0 24.1 14.5 13.3 1.2

就職時期：１９９５～１９９７年 160 38 39 34 48 1
100.0 23.8 24.4 21.3 30.0 0.6

就職時期：１９９８年以降 748 176 132 106 311 23
100.0 23.5 17.6 14.2 41.6 3.1

最終学歴：高校計 294 294 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：専門学校・各種学校 209 - 209 - - -
100.0 - 100.0 - - -

最終学歴：短大・高専 157 - - 157 - -
100.0 - - 100.0 - -

最終学歴：大学計 375 - - - 375 -
100.0 - - - 100.0 -

最終学歴：大学院計 25 - - - - 25
100.0 - - - - 100.0

業種：建設業 116 39 28 23 24 2
100.0 33.6 24.1 19.8 20.7 1.7

業種：製造業 191 61 30 31 62 7
100.0 31.9 15.7 16.2 32.5 3.7

業種：電気ガス熱供給水道業 15 9 2 1 3 -
100.0 60.0 13.3 6.7 20.0 -

業種：情報通信業 158 26 34 13 82 3
100.0 16.5 21.5 8.2 51.9 1.9

業種：運輸業 37 13 9 4 11 -
100.0 35.1 24.3 10.8 29.7 -

業種：卸売小売業 158 53 30 26 46 3
100.0 33.5 19.0 16.5 29.1 1.9

業種：金融保険業 36 3 7 9 16 1
100.0 8.3 19.4 25.0 44.4 2.8

業種：不動産業 22 7 2 2 11 -
100.0 31.8 9.1 9.1 50.0 -

業種：飲食店宿泊業 23 7 7 5 4 -
100.0 30.4 30.4 21.7 17.4 -

業種：医療福祉 34 2 8 7 16 1
100.0 5.9 23.5 20.6 47.1 2.9

業種：教育学習支援業 21 1 5 4 11 -
100.0 4.8 23.8 19.0 52.4 -

業種：その他のサービス業 190 61 35 20 67 7
100.0 32.1 18.4 10.5 35.3 3.7

業種：その他 59 12 12 12 22 1
100.0 20.3 20.3 20.3 37.3 1.7

職種：専門技術職 278 51 59 25 126 17
100.0 18.3 21.2 9.0 45.3 6.1

職種：管理職 53 14 12 8 17 2
100.0 26.4 22.6 15.1 32.1 3.8

職種：事務職 388 103 63 95 124 3
100.0 26.5 16.2 24.5 32.0 0.8

職種：営業販売職 134 37 32 10 53 2
100.0 27.6 23.9 7.5 39.6 1.5

職種：サービス職 66 25 12 10 19 -
100.0 37.9 18.2 15.2 28.8 -

職種：保守的職業 2 1 - - - 1
100.0 50.0 - - - 50.0

職種：運輸通信的職業 22 12 5 - 5 -
100.0 54.5 22.7 - 22.7 -

職種：技能工労務職 80 47 14 4 15 -
100.0 58.8 17.5 5.0 18.8 -

職種：その他 37 4 12 5 16 -
100.0 10.8 32.4 13.5 43.2 -

企業規模：３００人未満 783 232 165 116 258 12
100.0 29.6 21.1 14.8 33.0 1.5

企業規模：３００～９９９人 120 30 19 17 52 2
100.0 25.0 15.8 14.2 43.3 1.7

企業規模：１０００～４９９９人 90 17 14 16 37 6
100.0 18.9 15.6 17.8 41.1 6.7

企業規模：５０００人以上 67 15 11 8 28 5
100.0 22.4 16.4 11.9 41.8 7.5
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Ｑ１７－１　卒業した学科【ベース：最終学歴が高校】

ＴＯＴＡＬ 普通科 商業科 工業科 その他
ＴＯＴＡＬ 294 141 56 67 30

100.0 48.0 19.0 22.8 10.2
性別：男性 159 74 8 63 14

100.0 46.5 5.0 39.6 8.8
性別：女性 135 67 48 4 16

100.0 49.6 35.6 3.0 11.9
年代別：１８～１９才 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
年代別：２０～２４才 83 47 11 17 8

100.0 56.6 13.3 20.5 9.6
年代別：２５～２９才 123 56 20 33 14

100.0 45.5 16.3 26.8 11.4
年代別：３０～３５才 87 38 25 16 8

100.0 43.7 28.7 18.4 9.2
就職時期：１９９１年以前 41 14 14 10 3

100.0 34.1 34.1 24.4 7.3
就職時期：１９９２～１９９４年 39 18 8 8 5

100.0 46.2 20.5 20.5 12.8
就職時期：１９９５～１９９７年 38 18 2 11 7

100.0 47.4 5.3 28.9 18.4
就職時期：１９９８年以降 176 91 32 38 15

100.0 51.7 18.2 21.6 8.5
最終学歴：高校計 294 141 56 67 30

100.0 48.0 19.0 22.8 10.2
最終学歴：専門学校・各種学校 - - - - -

- - - - -
最終学歴：短大・高専 - - - - -

- - - - -
最終学歴：大学計 - - - - -

- - - - -
最終学歴：大学院計 - - - - -

- - - - -
業種：建設業 39 17 9 8 5

100.0 43.6 23.1 20.5 12.8
業種：製造業 61 25 10 20 6

100.0 41.0 16.4 32.8 9.8
業種：電気ガス熱供給水道業 9 2 2 5 -

100.0 22.2 22.2 55.6 -
業種：情報通信業 26 18 4 3 1

100.0 69.2 15.4 11.5 3.8
業種：運輸業 13 6 1 3 3

100.0 46.2 7.7 23.1 23.1
業種：卸売小売業 53 25 11 10 7

100.0 47.2 20.8 18.9 13.2
業種：金融保険業 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
業種：不動産業 7 5 1 - 1

100.0 71.4 14.3 - 14.3
業種：飲食店宿泊業 7 4 2 1 -

100.0 57.1 28.6 14.3 -
業種：医療福祉 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
業種：教育学習支援業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
業種：その他のサービス業 61 29 10 16 6

100.0 47.5 16.4 26.2 9.8
業種：その他 12 7 4 - 1

100.0 58.3 33.3 - 8.3
職種：専門技術職 51 25 7 15 4

100.0 49.0 13.7 29.4 7.8
職種：管理職 14 8 3 3 -

100.0 57.1 21.4 21.4 -
職種：事務職 103 56 31 6 10

100.0 54.4 30.1 5.8 9.7
職種：営業販売職 37 15 6 11 5

100.0 40.5 16.2 29.7 13.5
職種：サービス職 25 11 4 9 1

100.0 44.0 16.0 36.0 4.0
職種：保守的職業 1 - - - 1

100.0 - - - 100.0
職種：運輸通信的職業 12 6 - 4 2

100.0 50.0 - 33.3 16.7
職種：技能工労務職 47 20 3 19 5

100.0 42.6 6.4 40.4 10.6
職種：その他 4 - 2 - 2

100.0 - 50.0 - 50.0
企業規模：３００人未満 232 116 45 46 25

100.0 50.0 19.4 19.8 10.8
企業規模：３００～９９９人 30 9 6 12 3

100.0 30.0 20.0 40.0 10.0
企業規模：１０００～４９９９人 17 7 4 4 2

100.0 41.2 23.5 23.5 11.8
企業規模：５０００人以上 15 9 1 5 -

100.0 60.0 6.7 33.3 -
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Ｑ１７－２　専攻分野【ベース：最終学歴が大学・大学院】

ＴＯＴＡＬ 文系 理系 その他
ＴＯＴＡＬ 400 252 142 6

100.0 63.0 35.5 1.5
性別：男性 223 118 102 3

100.0 52.9 45.7 1.3
性別：女性 177 134 40 3

100.0 75.7 22.6 1.7
年代別：１８～１９才 - - - -

- - - -
年代別：２０～２４才 30 23 7 -

100.0 76.7 23.3 -
年代別：２５～２９才 241 148 89 4

100.0 61.4 36.9 1.7
年代別：３０～３５才 129 81 46 2

100.0 62.8 35.7 1.6
就職時期：１９９１年以前 5 4 1 -

100.0 80.0 20.0 -
就職時期：１９９２～１９９４年 12 9 3 -

100.0 75.0 25.0 -
就職時期：１９９５～１９９７年 49 29 19 1

100.0 59.2 38.8 2.0
就職時期：１９９８年以降 334 210 119 5

100.0 62.9 35.6 1.5
最終学歴：高校計 - - - -

- - - -
最終学歴：専門学校・各種学校 - - - -

- - - -
最終学歴：短大・高専 - - - -

- - - -
最終学歴：大学計 375 242 127 6

100.0 64.5 33.9 1.6
最終学歴：大学院計 25 10 15 -

100.0 40.0 60.0 -
業種：建設業 26 16 9 1

100.0 61.5 34.6 3.8
業種：製造業 69 28 41 -

100.0 40.6 59.4 -
業種：電気ガス熱供給水道業 3 - 3 -

100.0 - 100.0 -
業種：情報通信業 85 48 37 -

100.0 56.5 43.5 -
業種：運輸業 11 10 1 -

100.0 90.9 9.1 -
業種：卸売小売業 49 36 12 1

100.0 73.5 24.5 2.0
業種：金融保険業 17 13 4 -

100.0 76.5 23.5 -
業種：不動産業 11 9 2 -

100.0 81.8 18.2 -
業種：飲食店宿泊業 4 4 - -

100.0 100.0 - -
業種：医療福祉 17 13 3 1

100.0 76.5 17.6 5.9
業種：教育学習支援業 11 5 6 -

100.0 45.5 54.5 -
業種：その他のサービス業 74 52 20 2

100.0 70.3 27.0 2.7
業種：その他 23 18 4 1

100.0 78.3 17.4 4.3
職種：専門技術職 143 46 93 4

100.0 32.2 65.0 2.8
職種：管理職 19 13 5 1

100.0 68.4 26.3 5.3
職種：事務職 127 113 13 1

100.0 89.0 10.2 0.8
職種：営業販売職 55 41 14 -

100.0 74.5 25.5 -
職種：サービス職 19 13 6 -

100.0 68.4 31.6 -
職種：保守的職業 1 - 1 -

100.0 - 100.0 -
職種：運輸通信的職業 5 4 1 -

100.0 80.0 20.0 -
職種：技能工労務職 15 10 5 -

100.0 66.7 33.3 -
職種：その他 16 12 4 -

100.0 75.0 25.0 -
企業規模：３００人未満 270 173 92 5

100.0 64.1 34.1 1.9
企業規模：３００～９９９人 54 32 22 -

100.0 59.3 40.7 -
企業規模：１０００～４９９９人 43 28 15 -

100.0 65.1 34.9 -
企業規模：５０００人以上 33 19 13 1

100.0 57.6 39.4 3.0
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アンケート調査集計表（新卒者調査）

Ｑ１　現在の仕事の業種

ＴＯＴＡＬ 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通信
業 運輸業

卸売・小
売業

金融・保
険業 不動産業

飲食店・
宿泊業

医療・福
祉

教育・学
習支援業

その他の
サービス
業 その他

ＴＯＴＡＬ 1445 108 433 36 253 40 165 93 10 7 30 20 188 62
100.0 7.5 30.0 2.5 17.5 2.8 11.4 6.4 0.7 0.5 2.1 1.4 13.0 4.3

性別：男性 743 39 276 25 148 25 66 26 3 3 6 5 96 25
100.0 5.2 37.1 3.4 19.9 3.4 8.9 3.5 0.4 0.4 0.8 0.7 12.9 3.4

性別：女性 702 69 157 11 105 15 99 67 7 4 24 15 92 37
100.0 9.8 22.4 1.6 15.0 2.1 14.1 9.5 1.0 0.6 3.4 2.1 13.1 5.3

年代別：１８～１９才 18 3 4 - 1 - 3 2 - - - - 4 1
100.0 16.7 22.2 - 5.6 - 16.7 11.1 - - - - 22.2 5.6

年代別：２０～２４才 408 23 114 10 84 11 46 28 5 2 18 6 43 18
100.0 5.6 27.9 2.5 20.6 2.7 11.3 6.9 1.2 0.5 4.4 1.5 10.5 4.4

年代別：２５～２９才 584 50 152 13 117 20 72 44 4 1 5 6 76 24
100.0 8.6 26.0 2.2 20.0 3.4 12.3 7.5 0.7 0.2 0.9 1.0 13.0 4.1

年代別：３０～３５才 435 32 163 13 51 9 44 19 1 4 7 8 65 19
100.0 7.4 37.5 3.0 11.7 2.1 10.1 4.4 0.2 0.9 1.6 1.8 14.9 4.4

就職時期：１９９１年以前 142 10 57 3 12 3 11 8 1 3 4 2 18 10
100.0 7.0 40.1 2.1 8.5 2.1 7.7 5.6 0.7 2.1 2.8 1.4 12.7 7.0

就職時期：１９９２～１９９４年 234 25 72 7 22 5 32 10 - 2 2 5 45 7
100.0 10.7 30.8 3.0 9.4 2.1 13.7 4.3 - 0.9 0.9 2.1 19.2 3.0

就職時期：１９９５～１９９７年 217 23 67 8 29 10 29 10 - - 3 3 23 12
100.0 10.6 30.9 3.7 13.4 4.6 13.4 4.6 - - 1.4 1.4 10.6 5.5

就職時期：１９９８年以降 852 50 237 18 190 22 93 65 9 2 21 10 102 33
100.0 5.9 27.8 2.1 22.3 2.6 10.9 7.6 1.1 0.2 2.5 1.2 12.0 3.9

最終学歴：高校計 311 23 125 20 17 15 37 7 - 4 3 1 49 10
100.0 7.4 40.2 6.4 5.5 4.8 11.9 2.3 - 1.3 1.0 0.3 15.8 3.2

最終学歴：専門学校・各種学校 187 18 29 4 52 2 20 4 1 2 6 3 28 18
100.0 9.6 15.5 2.1 27.8 1.1 10.7 2.1 0.5 1.1 3.2 1.6 15.0 9.6

最終学歴：短大・高専 186 21 47 3 23 2 30 20 2 - 8 4 21 5
100.0 11.3 25.3 1.6 12.4 1.1 16.1 10.8 1.1 - 4.3 2.2 11.3 2.7

最終学歴：大学計 649 43 166 8 141 19 76 60 7 1 13 10 82 23
100.0 6.6 25.6 1.2 21.7 2.9 11.7 9.2 1.1 0.2 2.0 1.5 12.6 3.5

最終学歴：大学院計 112 3 66 1 20 2 2 2 - - - 2 8 6
100.0 2.7 58.9 0.9 17.9 1.8 1.8 1.8 - - - 1.8 7.1 5.4

業種：建設業 108 108 - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - -

業種：製造業 433 - 433 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - -

業種：電気ガス熱供給水道業 36 - - 36 - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - -

業種：情報通信業 253 - - - 253 - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - -

業種：運輸業 40 - - - - 40 - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - -

業種：卸売小売業 165 - - - - - 165 - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -

業種：金融保険業 93 - - - - - - 93 - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - -

業種：不動産業 10 - - - - - - - 10 - - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - -

業種：飲食店宿泊業 7 - - - - - - - - 7 - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - -

業種：医療福祉 30 - - - - - - - - - 30 - - -
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - -

業種：教育学習支援業 20 - - - - - - - - - - 20 - -
100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - -

業種：その他のサービス業 188 - - - - - - - - - - - 188 -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 -

業種：その他 62 - - - - - - - - - - - - 62
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0

職種：専門技術職 507 30 176 15 163 3 11 3 1 - 13 4 56 32
100.0 5.9 34.7 3.0 32.1 0.6 0.6 0.2 - 2.6 0.8 11.0 6.3

職種：管理職 31 4 8 2 1 2 5 1 - 1 1 2 4 -
100.0 12.9 25.8 6.5 3.2 6.5 16.1 3.2 - 3.2 3.2 6.5 12.9 -

職種：事務職 483 56 114 11 37 20 78 56 9 3 7 8 68 16
100.0 11.6 23.6 2.3 7.7 4.1 16.1 11.6 1.9 0.6 1.4 1.7 14.1 3.3

職種：営業販売職 163 5 29 3 13 4 60 29 - - 1 1 14 4
100.0 3.1 17.8 1.8 8.0 2.5 36.8 17.8 - - 0.6 0.6 8.6 2.5

職種：サービス職 72 1 1 2 5 2 10 3 - 3 6 2 36 1
100.0 1.4 1.4 2.8 6.9 2.8 13.9 4.2 - 4.2 8.3 2.8 50.0 1.4

職種：保守的職業 5 - 1 1 2 - - - - - - - 1 -
100.0 - 20.0 20.0 40.0 - - - - - - - 20.0 -

職種：運輸通信的職業 26 - - 1 13 8 1 - - - - - 3 -
100.0 - - 3.8 50.0 30.8 3.8 - - - - - 11.5 -

職種：技能工労務職 124 12 96 - 10 1 - - - - - - 4 1
100.0 9.7 77.4 - 8.1 0.8 - - - - - - 3.2 0.8

職種：その他 34 - 8 1 9 - - 1 - - 2 3 2 8
100.0 - 23.5 2.9 26.5 - - 2.9 - - 5.9 8.8 5.9 23.5

企業規模：３００人未満 635 73 138 16 108 10 94 16 9 4 17 14 102 34
100.0 11.5 21.7 2.5 17.0 1.6 14.8 2.5 1.4 0.6 2.7 2.2 16.1 5.4

企業規模：３００～９９９人 260 13 75 7 57 5 29 15 1 2 7 4 33 12
100.0 5.0 28.8 2.7 21.9 1.9 11.2 5.8 0.4 0.8 2.7 1.5 12.7 4.6

企業規模：１０００～４９９９人 292 13 117 4 53 8 26 31 - 1 4 - 28 7
100.0 4.5 40.1 1.4 18.2 2.7 8.9 10.6 - 0.3 1.4 - 9.6 2.4

企業規模：５０００人以上 258 9 103 9 35 17 16 31 - - 2 2 25 9
100.0 3.5 39.9 3.5 13.6 6.6 6.2 12.0 - - 0.8 0.8 9.7 3.5
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Ｑ１　現在の仕事の職種

ＴＯＴＡＬ
専門・技術
職 管理職 事務職

営業・販売
職 サービス職 保守的職業

運輸・通信
的職業

技能工・労
務職 その他

ＴＯＴＡＬ 1445 507 31 483 163 72 5 26 124 34
100.0 35.1 2.1 33.4 11.3 5.0 0.3 1.8 8.6 2.4

性別：男性 743 332 23 118 90 34 5 24 99 18
100.0 44.7 3.1 15.9 12.1 4.6 0.7 3.2 13.3 2.4

性別：女性 702 175 8 365 73 38 - 2 25 16
100.0 24.9 1.1 52.0 10.4 5.4 - 0.3 3.6 2.3

年代別：１８～１９才 18 3 - 10 - 2 - - 3 -
100.0 16.7 - 55.6 - 11.1 - - 16.7 -

年代別：２０～２４才 408 131 4 122 53 28 1 9 48 12
100.0 32.1 1.0 29.9 13.0 6.9 0.2 2.2 11.8 2.9

年代別：２５～２９才 584 220 9 193 69 24 4 12 39 14
100.0 37.7 1.5 33.0 11.8 4.1 0.7 2.1 6.7 2.4

年代別：３０～３５才 435 153 18 158 41 18 - 5 34 8
100.0 35.2 4.1 36.3 9.4 4.1 - 1.1 7.8 1.8

就職時期：１９９１年以前 142 44 6 51 6 7 - 2 23 3
100.0 31.0 4.2 35.9 4.2 4.9 - 1.4 16.2 2.1

就職時期：１９９２～１９９４年 234 58 12 99 31 9 - 3 16 6
100.0 24.8 5.1 42.3 13.2 3.8 - 1.3 6.8 2.6

就職時期：１９９５～１９９７年 217 82 7 74 25 6 - 3 17 3
100.0 37.8 3.2 34.1 11.5 2.8 - 1.4 7.8 1.4

就職時期：１９９８年以降 852 323 6 259 101 50 5 18 68 22
100.0 37.9 0.7 30.4 11.9 5.9 0.6 2.1 8.0 2.6

最終学歴：高校計 311 64 9 116 20 13 1 9 75 4
100.0 20.6 2.9 37.3 6.4 4.2 0.3 2.9 24.1 1.3

最終学歴：専門学校・各種学校 187 85 8 43 12 17 1 5 11 5
100.0 45.5 4.3 23.0 6.4 9.1 0.5 2.7 5.9 2.7

最終学歴：短大・高専 186 47 4 95 21 10 - - 6 3
100.0 25.3 2.2 51.1 11.3 5.4 - - 3.2 1.6

最終学歴：大学計 649 224 8 221 106 29 2 9 30 20
100.0 34.5 1.2 34.1 16.3 4.5 0.3 1.4 4.6 3.1

最終学歴：大学院計 112 87 2 8 4 3 1 3 2 2
100.0 77.7 1.8 7.1 3.6 2.7 0.9 2.7 1.8 1.8

業種：建設業 108 30 4 56 5 1 - - 12 -
100.0 27.8 3.7 51.9 4.6 0.9 - - 11.1 -

業種：製造業 433 176 8 114 29 1 1 - 96 8
100.0 40.6 1.8 26.3 6.7 0.2 0.2 - 22.2 1.8

業種：電気ガス熱供給水道業 36 15 2 11 3 2 1 1 - 1
100.0 41.7 5.6 30.6 8.3 5.6 2.8 2.8 - 2.8

業種：情報通信業 253 163 1 37 13 5 2 13 10 9
100.0 64.4 0.4 14.6 5.1 2.0 0.8 5.1 4.0 3.6

業種：運輸業 40 3 2 20 4 2 - 8 1 -
100.0 7.5 5.0 50.0 10.0 5.0 - 20.0 2.5 -

業種：卸売小売業 165 11 5 78 60 10 - 1 - -
100.0 6.7 3.0 47.3 36.4 6.1 - 0.6 - -

業種：金融保険業 93 3 1 56 29 3 - - - 1
100.0 3.2 1.1 60.2 31.2 3.2 - - - 1.1

業種：不動産業 10 1 - 9 - - - - - -
100.0 10.0 - 90.0 - - - - - -

業種：飲食店宿泊業 7 - 1 3 - 3 - - - -
100.0 - 14.3 42.9 - 42.9 - - - -

業種：医療福祉 30 13 1 7 1 6 - - - 2
100.0 43.3 3.3 23.3 3.3 20.0 - - - 6.7

業種：教育学習支援業 20 4 2 8 1 2 - - - 3
100.0 20.0 10.0 40.0 5.0 10.0 - - - 15.0

業種：その他のサービス業 188 56 4 68 14 36 1 3 4 2
100.0 29.8 2.1 36.2 7.4 19.1 0.5 1.6 2.1 1.1

業種：その他 62 32 - 16 4 1 - - 1 8
100.0 51.6 - 25.8 6.5 1.6 - - 1.6 12.9

職種：専門技術職 507 507 - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

職種：管理職 31 - 31 - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - -

職種：事務職 483 - - 483 - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - -

職種：営業販売職 163 - - - 163 - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - -

職種：サービス職 72 - - - - 72 - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - -

職種：保守的職業 5 - - - - - 5 - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - -

職種：運輸通信的職業 26 - - - - - - 26 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - -

職種：技能工労務職 124 - - - - - - - 124 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

職種：その他 34 - - - - - - - - 34
100.0 - - - - - - - - 100.0

企業規模：３００人未満 635 199 19 217 60 42 2 10 68 18
100.0 31.3 3.0 34.2 9.4 6.6 0.3 1.6 10.7 2.8

企業規模：３００～９９９人 260 94 4 89 29 10 2 5 24 3
100.0 36.2 1.5 34.2 11.2 3.8 0.8 1.9 9.2 1.2

企業規模：１０００～４９９９人 292 105 3 104 37 10 1 3 20 9
100.0 36.0 1.0 35.6 12.7 3.4 0.3 1.0 6.8 3.1

企業規模：５０００人以上 258 109 5 73 37 10 - 8 12 4
100.0 42.2 1.9 28.3 14.3 3.9 - 3.1 4.7 1.6
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Ｑ１　現在の仕事の企業規模

ＴＯＴＡＬ ３００人未満
３００～９９９
人

１０００～４９
９９人

５０００人以
上

ＴＯＴＡＬ 1445 635 260 292 258
100.0 43.9 18.0 20.2 17.9

性別：男性 743 302 139 151 151
100.0 40.6 18.7 20.3 20.3

性別：女性 702 333 121 141 107
100.0 47.4 17.2 20.1 15.2

年代別：１８～１９才 18 11 2 2 3
100.0 61.1 11.1 11.1 16.7

年代別：２０～２４才 408 190 80 81 57
100.0 46.6 19.6 19.9 14.0

年代別：２５～２９才 584 265 96 121 102
100.0 45.4 16.4 20.7 17.5

年代別：３０～３５才 435 169 82 88 96
100.0 38.9 18.9 20.2 22.1

就職時期：１９９１年以前 142 61 24 35 22
100.0 43.0 16.9 24.6 15.5

就職時期：１９９２～１９９４年 234 97 44 42 51
100.0 41.5 18.8 17.9 21.8

就職時期：１９９５～１９９７年 217 102 40 33 42
100.0 47.0 18.4 15.2 19.4

就職時期：１９９８年以降 852 375 152 182 143
100.0 44.0 17.8 21.4 16.8

最終学歴：高校計 311 148 48 58 57
100.0 47.6 15.4 18.6 18.3

最終学歴：専門学校・各種学校 187 126 23 21 17
100.0 67.4 12.3 11.2 9.1

最終学歴：短大・高専 186 79 37 39 31
100.0 42.5 19.9 21.0 16.7

最終学歴：大学計 649 265 138 140 106
100.0 40.8 21.3 21.6 16.3

最終学歴：大学院計 112 17 14 34 47
100.0 15.2 12.5 30.4 42.0

業種：建設業 108 73 13 13 9
100.0 67.6 12.0 12.0 8.3

業種：製造業 433 138 75 117 103
100.0 31.9 17.3 27.0 23.8

業種：電気ガス熱供給水道業 36 16 7 4 9
100.0 44.4 19.4 11.1 25.0

業種：情報通信業 253 108 57 53 35
100.0 42.7 22.5 20.9 13.8

業種：運輸業 40 10 5 8 17
100.0 25.0 12.5 20.0 42.5

業種：卸売小売業 165 94 29 26 16
100.0 57.0 17.6 15.8 9.7

業種：金融保険業 93 16 15 31 31
100.0 17.2 16.1 33.3 33.3

業種：不動産業 10 9 1 - -
100.0 90.0 10.0 - -

業種：飲食店宿泊業 7 4 2 1 -
100.0 57.1 28.6 14.3 -

業種：医療福祉 30 17 7 4 2
100.0 56.7 23.3 13.3 6.7

業種：教育学習支援業 20 14 4 - 2
100.0 70.0 20.0 - 10.0

業種：その他のサービス業 188 102 33 28 25
100.0 54.3 17.6 14.9 13.3

業種：その他 62 34 12 7 9
100.0 54.8 19.4 11.3 14.5

職種：専門技術職 507 199 94 105 109
100.0 39.3 18.5 20.7 21.5

職種：管理職 31 19 4 3 5
100.0 61.3 12.9 9.7 16.1

職種：事務職 483 217 89 104 73
100.0 44.9 18.4 21.5 15.1

職種：営業販売職 163 60 29 37 37
100.0 36.8 17.8 22.7 22.7

職種：サービス職 72 42 10 10 10
100.0 58.3 13.9 13.9 13.9

職種：保守的職業 5 2 2 1 -
100.0 40.0 40.0 20.0 -

職種：運輸通信的職業 26 10 5 3 8
100.0 38.5 19.2 11.5 30.8

職種：技能工労務職 124 68 24 20 12
100.0 54.8 19.4 16.1 9.7

職種：その他 34 18 3 9 4
100.0 52.9 8.8 26.5 11.8

企業規模：３００人未満 635 635 - - -
100.0 100.0 - - -

企業規模：３００～９９９人 260 - 260 - -
100.0 - 100.0 - -

企業規模：１０００～４９９９人 292 - - 292 -
100.0 - - 100.0 -

企業規模：５０００人以上 258 - - - 258
100.0 - - - 100.0
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Ｑ１　現在の仕事の就業形態

ＴＯＴＡＬ 正社員
パート・アル
バイト 派遣社員 契約社員 その他

ＴＯＴＡＬ 1445 1445 - - - -
100.0 100.0 - - - -

性別：男性 743 743 - - - -
100.0 100.0 - - - -

性別：女性 702 702 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：１８～１９才 18 18 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２０～２４才 408 408 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：２５～２９才 584 584 - - - -
100.0 100.0 - - - -

年代別：３０～３５才 435 435 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９１年以前 142 142 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９２～１９９４年 234 234 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９５～１９９７年 217 217 - - - -
100.0 100.0 - - - -

就職時期：１９９８年以降 852 852 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：高校計 311 311 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：専門学校・各種学校 187 187 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：短大・高専 186 186 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：大学計 649 649 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：大学院計 112 112 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：建設業 108 108 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：製造業 433 433 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：電気ガス熱供給水道業 36 36 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：情報通信業 253 253 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：運輸業 40 40 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：卸売小売業 165 165 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：金融保険業 93 93 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：不動産業 10 10 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：飲食店宿泊業 7 7 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：医療福祉 30 30 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：教育学習支援業 20 20 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：その他のサービス業 188 188 - - - -
100.0 100.0 - - - -

業種：その他 62 62 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：専門技術職 507 507 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：管理職 31 31 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：事務職 483 483 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：営業販売職 163 163 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：サービス職 72 72 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：保守的職業 5 5 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：運輸通信的職業 26 26 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：技能工労務職 124 124 - - - -
100.0 100.0 - - - -

職種：その他 34 34 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：３００人未満 635 635 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：３００～９９９人 260 260 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：１０００～４９９９人 292 292 - - - -
100.0 100.0 - - - -

企業規模：５０００人以上 258 258 - - - -
100.0 100.0 - - - -
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Ｑ２　現在の仕事に就職したときの就職活動の方法（複数回答）

ＴＯＴＡＬ
ハローワー
ク

民間職業紹
介会社

会社のホー
ムページ

インターネッ
トの就職サ
イト

新聞・チラシ
等の求人広
告 就職情報誌

学校・教師
等からの紹
介

家族・友人・
知人などの
紹介

紹介予定派
遣

インターン
シップ その他

ＴＯＴＡＬ 1445 77 35 241 292 65 271 779 247 2 9 83
100.0 5.3 2.4 16.7 20.2 4.5 18.8 53.9 17.1 0.1 0.6 5.7

性別：男性 743 27 20 120 157 33 144 422 117 1 8 29
100.0 3.6 2.7 16.2 21.1 4.4 19.4 56.8 15.7 0.1 1.1 3.9

性別：女性 702 50 15 121 135 32 127 357 130 1 1 54
100.0 7.1 2.1 17.2 19.2 4.6 18.1 50.9 18.5 0.1 0.1 7.7

年代別：１８～１９才 18 1 - 1 1 1 - 15 3 - - -
100.0 5.6 - 5.6 5.6 5.6 - 83.3 16.7 - - -

年代別：２０～２４才 408 31 12 107 138 21 50 224 45 1 4 17
100.0 7.6 2.9 26.2 33.8 5.1 12.3 54.9 11.0 0.2 1.0 4.2

年代別：２５～２９才 584 35 14 114 142 30 127 298 92 1 3 34
100.0 6.0 2.4 19.5 24.3 5.1 21.7 51.0 15.8 0.2 0.5 5.8

年代別：３０～３５才 435 10 9 19 11 13 94 242 107 - 2 32
100.0 2.3 2.1 4.4 2.5 3.0 21.6 55.6 24.6 - 0.5 7.4

就職時期：１９９１年以前 142 4 2 6 5 - 12 99 32 - - 3
100.0 2.8 1.4 4.2 3.5 - 8.5 69.7 22.5 - - 2.1

就職時期：１９９２～１９９４年 234 4 4 5 1 8 48 131 60 - 1 17
100.0 1.7 1.7 2.1 0.4 3.4 20.5 56.0 25.6 - 0.4 7.3

就職時期：１９９５～１９９７年 217 9 4 14 10 9 49 122 43 - 1 17
100.0 4.1 1.8 6.5 4.6 4.1 22.6 56.2 19.8 - 0.5 7.8

就職時期：１９９８年以降 852 60 25 216 276 48 162 427 112 2 7 46
100.0 7.0 2.9 25.4 32.4 5.6 19.0 50.1 13.1 0.2 0.8 5.4

最終学歴：高校計 311 9 - 1 2 3 4 262 41 - 1 9
100.0 2.9 - 0.3 0.6 1.0 1.3 84.2 13.2 - 0.3 2.9

最終学歴：専門学校・各種学校 187 16 2 19 16 10 16 129 27 - - 8
100.0 8.6 1.1 10.2 8.6 5.3 8.6 69.0 14.4 - - 4.3

最終学歴：短大・高専 186 18 5 13 11 10 24 106 39 1 - 12
100.0 9.7 2.7 7.0 5.9 5.4 12.9 57.0 21.0 0.5 - 6.5

最終学歴：大学計 649 34 25 161 217 39 203 218 127 - 6 49
100.0 5.2 3.9 24.8 33.4 6.0 31.3 33.6 19.6 - 0.9 7.6

最終学歴：大学院計 112 - 3 47 46 3 24 64 13 1 2 5
100.0 - 2.7 42.0 41.1 2.7 21.4 57.1 11.6 0.9 1.8 4.5

業種：建設業 108 6 1 7 9 4 12 60 28 - - 8
100.0 5.6 0.9 6.5 8.3 3.7 11.1 55.6 25.9 - - 7.4

業種：製造業 433 15 8 61 73 12 70 284 57 1 4 17
100.0 3.5 1.8 14.1 16.9 2.8 16.2 65.6 13.2 0.2 0.9 3.9

業種：電気ガス熱供給水道業 36 - 1 3 2 1 2 25 7 - 1 1
100.0 - 2.8 8.3 5.6 2.8 5.6 69.4 19.4 - 2.8 2.8

業種：情報通信業 253 13 10 68 91 9 65 120 23 - 1 13
100.0 5.1 4.0 26.9 36.0 3.6 25.7 47.4 9.1 - 0.4 5.1

業種：運輸業 40 2 1 9 9 1 13 17 7 - - 3
100.0 5.0 2.5 22.5 22.5 2.5 32.5 42.5 17.5 - - 7.5

業種：卸売小売業 165 15 5 19 23 11 33 77 37 - 1 14
100.0 9.1 3.0 11.5 13.9 6.7 20.0 46.7 22.4 - 0.6 8.5

業種：金融保険業 93 5 1 26 32 6 21 36 15 - 2 4
100.0 5.4 1.1 28.0 34.4 6.5 22.6 38.7 16.1 - 2.2 4.3

業種：不動産業 10 2 - 2 1 1 2 4 2 - - -
100.0 20.0 - 20.0 10.0 10.0 20.0 40.0 20.0 - - -

業種：飲食店宿泊業 7 1 1 - 1 - - 4 2 - - -
100.0 14.3 14.3 - 14.3 - - 57.1 28.6 - - -

業種：医療福祉 30 3 2 2 2 1 2 19 2 - - 5
100.0 10.0 6.7 6.7 6.7 3.3 6.7 63.3 6.7 - - 16.7

業種：教育学習支援業 20 1 - 5 6 - 3 9 5 - - 2
100.0 5.0 - 25.0 30.0 - 15.0 45.0 25.0 - - 10.0

業種：その他のサービス業 188 12 5 28 32 15 38 87 48 1 - 11
100.0 6.4 2.7 14.9 17.0 8.0 20.2 46.3 25.5 0.5 - 5.9

業種：その他 62 2 - 11 11 4 10 37 14 - - 5
100.0 3.2 - 17.7 17.7 6.5 16.1 59.7 22.6 - - 8.1

職種：専門技術職 507 16 16 114 131 24 92 313 57 1 5 26
100.0 3.2 3.2 22.5 25.8 4.7 61.7 11.2 0.2 1.0 5.1

職種：管理職 31 - - 1 1 2 5 16 10 - - 3
100.0 - - 3.2 3.2 6.5 16.1 51.6 32.3 - - 9.7

職種：事務職 483 37 7 66 66 20 104 233 115 1 1 27
100.0 7.7 1.4 13.7 13.7 4.1 21.5 48.2 23.8 0.2 0.2 5.6

職種：営業販売職 163 8 5 34 47 9 39 63 25 - 3 11
100.0 4.9 3.1 20.9 28.8 5.5 23.9 38.7 15.3 - 1.8 6.7

職種：サービス職 72 6 4 9 14 5 10 36 12 - - 8
100.0 8.3 5.6 12.5 19.4 6.9 13.9 50.0 16.7 - - 11.1

職種：保守的職業 5 - - 1 1 1 1 2 1 - - -
100.0 - - 20.0 20.0 20.0 20.0 40.0 20.0 - - -

職種：運輸通信的職業 26 - 1 2 5 - 4 16 2 - - 1
100.0 - 3.8 7.7 19.2 - 15.4 61.5 7.7 - - 3.8

職種：技能工労務職 124 8 2 7 15 3 10 80 19 - - 5
100.0 6.5 1.6 5.6 12.1 2.4 8.1 64.5 15.3 - - 4.0

職種：その他 34 2 - 7 12 1 6 20 6 - - 2
100.0 5.9 - 20.6 35.3 2.9 17.6 58.8 17.6 - - 5.9

企業規模：３００人未満 635 60 16 66 89 41 97 325 137 1 3 42
100.0 9.4 2.5 10.4 14.0 6.5 15.3 51.2 21.6 0.2 0.5 6.6

企業規模：３００～９９９人 260 10 9 55 59 7 54 131 42 - 1 13
100.0 3.8 3.5 21.2 22.7 2.7 20.8 50.4 16.2 - 0.4 5.0

企業規模：１０００～４９９９人 292 5 8 68 87 8 70 167 38 - 1 15
100.0 1.7 2.7 23.3 29.8 2.7 24.0 57.2 13.0 - 0.3 5.1

企業規模：５０００人以上 258 2 2 52 57 9 50 156 30 1 4 13
100.0 0.8 0.8 20.2 22.1 3.5 19.4 60.5 11.6 0.4 1.6 5.0
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Ｑ３　Ｑ２で選んだ方法のうち最も効果があった方法

ＴＯＴＡＬ
ハローワー
ク

民間職業紹
介会社

会社のホー
ムページ

インターネッ
トの就職サ
イト

新聞・チラシ
等の求人広
告 就職情報誌

学校・教師
等からの紹
介

家族・友人・
知人などの
紹介

紹介予定派
遣

インターン
シップ その他

ＴＯＴＡＬ 1445 39 19 69 177 29 143 685 209 - 4 71
100.0 2.7 1.3 4.8 12.2 2.0 9.9 47.4 14.5 - 0.3 4.9

性別：男性 743 11 12 37 94 12 79 373 95 - 4 26
100.0 1.5 1.6 5.0 12.7 1.6 10.6 50.2 12.8 - 0.5 3.5

性別：女性 702 28 7 32 83 17 64 312 114 - - 45
100.0 4.0 1.0 4.6 11.8 2.4 9.1 44.4 16.2 - - 6.4

年代別：１８～１９才 18 1 - - - - - 14 3 - - -
100.0 5.6 - - - - - 77.8 16.7 - - -

年代別：２０～２４才 408 16 7 30 90 9 14 190 37 - 1 14
100.0 3.9 1.7 7.4 22.1 2.2 3.4 46.6 9.1 - 0.2 3.4

年代別：２５～２９才 584 21 4 36 82 15 66 256 72 - 2 30
100.0 3.6 0.7 6.2 14.0 2.6 11.3 43.8 12.3 - 0.3 5.1

年代別：３０～３５才 435 1 8 3 5 5 63 225 97 - 1 27
100.0 0.2 1.8 0.7 1.1 1.1 14.5 51.7 22.3 - 0.2 6.2

就職時期：１９９１年以前 142 - 2 2 3 - 8 93 31 - - 3
100.0 - 1.4 1.4 2.1 - 5.6 65.5 21.8 - - 2.1

就職時期：１９９２～１９９４年 234 1 3 - 1 4 32 124 54 - 1 14
100.0 0.4 1.3 - 0.4 1.7 13.7 53.0 23.1 - 0.4 6.0

就職時期：１９９５～１９９７年 217 3 4 - 3 6 40 110 35 - - 16
100.0 1.4 1.8 - 1.4 2.8 18.4 50.7 16.1 - - 7.4

就職時期：１９９８年以降 852 35 10 67 170 19 63 358 89 - 3 38
100.0 4.1 1.2 7.9 20.0 2.2 7.4 42.0 10.4 - 0.4 4.5

最終学歴：高校計 311 5 - - - - 2 255 40 - - 9
100.0 1.6 - - - - 0.6 82.0 12.9 - - 2.9

最終学歴：専門学校・各種学校 187 7 1 6 6 5 9 119 26 - - 8
100.0 3.7 0.5 3.2 3.2 2.7 4.8 63.6 13.9 - - 4.3

最終学歴：短大・高専 186 10 1 4 2 6 13 103 36 - - 11
100.0 5.4 0.5 2.2 1.1 3.2 7.0 55.4 19.4 - - 5.9

最終学歴：大学計 649 17 16 42 147 17 108 155 104 - 3 40
100.0 2.6 2.5 6.5 22.7 2.6 16.6 23.9 16.0 - 0.5 6.2

最終学歴：大学院計 112 - 1 17 22 1 11 53 3 - 1 3
100.0 - 0.9 15.2 19.6 0.9 9.8 47.3 2.7 - 0.9 2.7

業種：建設業 108 4 - 1 4 1 8 56 26 - - 8
100.0 3.7 - 0.9 3.7 0.9 7.4 51.9 24.1 - - 7.4

業種：製造業 433 8 6 22 35 7 37 256 45 - 3 14
100.0 1.8 1.4 5.1 8.1 1.6 8.5 59.1 10.4 - 0.7 3.2

業種：電気ガス熱供給水道業 36 - 1 1 - 1 2 24 6 - - 1
100.0 - 2.8 2.8 - 2.8 5.6 66.7 16.7 - - 2.8

業種：情報通信業 253 5 4 15 67 1 29 105 15 - - 12
100.0 2.0 1.6 5.9 26.5 0.4 11.5 41.5 5.9 - - 4.7

業種：運輸業 40 1 1 4 5 1 5 15 6 - - 2
100.0 2.5 2.5 10.0 12.5 2.5 12.5 37.5 15.0 - - 5.0

業種：卸売小売業 165 6 3 3 17 4 20 67 34 - - 11
100.0 3.6 1.8 1.8 10.3 2.4 12.1 40.6 20.6 - - 6.7

業種：金融保険業 93 4 - 10 21 3 14 28 8 - 1 4
100.0 4.3 - 10.8 22.6 3.2 15.1 30.1 8.6 - 1.1 4.3

業種：不動産業 10 2 - 1 - - 1 4 2 - - -
100.0 20.0 - 10.0 - - 10.0 40.0 20.0 - - -

業種：飲食店宿泊業 7 - - - 1 - - 4 2 - - -
100.0 - - - 14.3 - - 57.1 28.6 - - -

業種：医療福祉 30 2 2 1 1 1 - 16 2 - - 5
100.0 6.7 6.7 3.3 3.3 3.3 - 53.3 6.7 - - 16.7

業種：教育学習支援業 20 - - - 5 - 1 8 4 - - 2
100.0 - - - 25.0 - 5.0 40.0 20.0 - - 10.0

業種：その他のサービス業 188 6 2 8 16 7 23 71 47 - - 8
100.0 3.2 1.1 4.3 8.5 3.7 12.2 37.8 25.0 - - 4.3

業種：その他 62 1 - 3 5 3 3 31 12 - - 4
100.0 1.6 - 4.8 8.1 4.8 4.8 50.0 19.4 - - 6.5

職種：専門技術職 507 6 8 33 73 8 41 275 37 - 2 24
100.0 1.2 1.6 6.5 14.4 1.6 54.2 7.3 - 0.4 4.7

職種：管理職 31 - - - - 2 3 14 9 - - 3
100.0 - - - - 6.5 9.7 45.2 29.0 - - 9.7

職種：事務職 483 23 4 19 34 8 58 209 106 - - 22
100.0 4.8 0.8 3.9 7.0 1.7 12.0 43.3 21.9 - - 4.6

職種：営業販売職 163 3 4 11 36 5 26 47 19 - 2 10
100.0 1.8 2.5 6.7 22.1 3.1 16.0 28.8 11.7 - 1.2 6.1

職種：サービス職 72 - 2 3 10 4 5 31 11 - - 6
100.0 - 2.8 4.2 13.9 5.6 6.9 43.1 15.3 - - 8.3

職種：保守的職業 5 - - - 1 1 1 1 1 - - -
100.0 - - - 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 - - -

職種：運輸通信的職業 26 - - 2 3 - 3 15 2 - - 1
100.0 - - 7.7 11.5 - 11.5 57.7 7.7 - - 3.8

職種：技能工労務職 124 5 1 1 11 1 4 78 18 - - 5
100.0 4.0 0.8 0.8 8.9 0.8 3.2 62.9 14.5 - - 4.0

職種：その他 34 2 - - 9 - 2 15 6 - - -
100.0 5.9 - - 26.5 - 5.9 44.1 17.6 - - -

企業規模：３００人未満 635 30 7 17 55 21 52 288 128 - 1 36
100.0 4.7 1.1 2.7 8.7 3.3 8.2 45.4 20.2 - 0.2 5.7

企業規模：３００～９９９人 260 6 6 9 41 1 33 115 37 - - 12
100.0 2.3 2.3 3.5 15.8 0.4 12.7 44.2 14.2 - - 4.6

企業規模：１０００～４９９９人 292 3 5 22 52 3 29 142 25 - - 11
100.0 1.0 1.7 7.5 17.8 1.0 9.9 48.6 8.6 - - 3.8

企業規模：５０００人以上 258 - 1 21 29 4 29 140 19 - 3 12
100.0 - 0.4 8.1 11.2 1.6 11.2 54.3 7.4 - 1.2 4.7
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Ｑ４　就職活動中に「就職したい企業があったが、応募条件にあわなかった」という経験の有無

ＴＯＴＡＬ ない ある
ＴＯＴＡＬ 1445 737 708

100.0 51.0 49.0
性別：男性 743 416 327

100.0 56.0 44.0
性別：女性 702 321 381

100.0 45.7 54.3
年代別：１８～１９才 18 11 7

100.0 61.1 38.9
年代別：２０～２４才 408 181 227

100.0 44.4 55.6
年代別：２５～２９才 584 305 279

100.0 52.2 47.8
年代別：３０～３５才 435 240 195

100.0 55.2 44.8
就職時期：１９９１年以前 142 78 64

100.0 54.9 45.1
就職時期：１９９２～１９９４年 234 141 93

100.0 60.3 39.7
就職時期：１９９５～１９９７年 217 113 104

100.0 52.1 47.9
就職時期：１９９８年以降 852 405 447

100.0 47.5 52.5
最終学歴：高校計 311 191 120

100.0 61.4 38.6
最終学歴：専門学校・各種学校 187 87 100

100.0 46.5 53.5
最終学歴：短大・高専 186 88 98

100.0 47.3 52.7
最終学歴：大学計 649 312 337

100.0 48.1 51.9
最終学歴：大学院計 112 59 53

100.0 52.7 47.3
業種：建設業 108 59 49

100.0 54.6 45.4
業種：製造業 433 237 196

100.0 54.7 45.3
業種：電気ガス熱供給水道業 36 19 17

100.0 52.8 47.2
業種：情報通信業 253 129 124

100.0 51.0 49.0
業種：運輸業 40 25 15

100.0 62.5 37.5
業種：卸売小売業 165 73 92

100.0 44.2 55.8
業種：金融保険業 93 36 57

100.0 38.7 61.3
業種：不動産業 10 7 3

100.0 70.0 30.0
業種：飲食店宿泊業 7 4 3

100.0 57.1 42.9
業種：医療福祉 30 20 10

100.0 66.7 33.3
業種：教育学習支援業 20 13 7

100.0 65.0 35.0
業種：その他のサービス業 188 88 100

100.0 46.8 53.2
業種：その他 62 27 35

100.0 43.5 56.5
職種：専門技術職 507 288 219

100.0 56.8 43.2
職種：管理職 31 14 17

100.0 45.2 54.8
職種：事務職 483 228 255

100.0 47.2 52.8
職種：営業販売職 163 76 87

100.0 46.6 53.4
職種：サービス職 72 30 42

100.0 41.7 58.3
職種：保守的職業 5 1 4

100.0 20.0 80.0
職種：運輸通信的職業 26 17 9

100.0 65.4 34.6
職種：技能工労務職 124 71 53

100.0 57.3 42.7
職種：その他 34 12 22

100.0 35.3 64.7
企業規模：３００人未満 635 301 334

100.0 47.4 52.6
企業規模：３００～９９９人 260 142 118

100.0 54.6 45.4
企業規模：１０００～４９９９人 292 152 140

100.0 52.1 47.9
企業規模：５０００人以上 258 142 116

100.0 55.0 45.0
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Ｑ４－１　あわなかった応募条件（複数回答）【ベース：応募条件にあわなかった経験者】

ＴＯＴＡＬ 年齢 学歴 職務経験
資格・免許
の有無 その他

ＴＯＴＡＬ 708 77 237 232 222 153
100.0 10.9 33.5 32.8 31.4 21.6

性別：男性 327 40 103 121 104 59
100.0 12.2 31.5 37.0 31.8 18.0

性別：女性 381 37 134 111 118 94
100.0 9.7 35.2 29.1 31.0 24.7

年代別：１８～１９才 7 1 1 2 4 1
100.0 14.3 14.3 28.6 57.1 14.3

年代別：２０～２４才 227 34 86 82 67 38
100.0 15.0 37.9 36.1 29.5 16.7

年代別：２５～２９才 279 21 85 101 95 58
100.0 7.5 30.5 36.2 34.1 20.8

年代別：３０～３５才 195 21 65 47 56 56
100.0 10.8 33.3 24.1 28.7 28.7

就職時期：１９９１年以前 64 4 27 12 19 13
100.0 6.3 42.2 18.8 29.7 20.3

就職時期：１９９２～１９９４年 93 8 33 22 28 29
100.0 8.6 35.5 23.7 30.1 31.2

就職時期：１９９５～１９９７年 104 10 34 32 27 27
100.0 9.6 32.7 30.8 26.0 26.0

就職時期：１９９８年以降 447 55 143 166 148 84
100.0 12.3 32.0 37.1 33.1 18.8

最終学歴：高校計 120 13 52 30 34 24
100.0 10.8 43.3 25.0 28.3 20.0

最終学歴：専門学校・各種学校 100 16 54 28 26 18
100.0 16.0 54.0 28.0 26.0 18.0

最終学歴：短大・高専 98 8 48 28 28 24
100.0 8.2 49.0 28.6 28.6 24.5

最終学歴：大学計 337 30 69 127 119 79
100.0 8.9 20.5 37.7 35.3 23.4

最終学歴：大学院計 53 10 14 19 15 8
100.0 18.9 26.4 35.8 28.3 15.1

業種：建設業 49 3 17 19 19 5
100.0 6.1 34.7 38.8 38.8 10.2

業種：製造業 196 17 74 61 45 39
100.0 8.7 37.8 31.1 23.0 19.9

業種：電気ガス熱供給水道業 17 1 5 5 5 7
100.0 5.9 29.4 29.4 29.4 41.2

業種：情報通信業 124 15 38 39 35 32
100.0 12.1 30.6 31.5 28.2 25.8

業種：運輸業 15 3 5 6 6 4
100.0 20.0 33.3 40.0 40.0 26.7

業種：卸売小売業 92 13 34 34 32 23
100.0 14.1 37.0 37.0 34.8 25.0

業種：金融保険業 57 6 16 14 18 13
100.0 10.5 28.1 24.6 31.6 22.8

業種：不動産業 3 1 - 2 1 -
100.0 33.3 - 66.7 33.3 -

業種：飲食店宿泊業 3 1 1 1 - -
100.0 33.3 33.3 33.3 - -

業種：医療福祉 10 - 2 5 5 1
100.0 - 20.0 50.0 50.0 10.0

業種：教育学習支援業 7 1 3 1 4 -
100.0 14.3 42.9 14.3 57.1 -

業種：その他のサービス業 100 13 31 34 39 20
100.0 13.0 31.0 34.0 39.0 20.0

業種：その他 35 3 11 11 13 9
100.0 8.6 31.4 31.4 37.1 25.7

職種：専門技術職 219 15 79 72 61 41
100.0 6.8 36.1 32.9 27.9 18.7

職種：管理職 17 1 7 4 7 5
100.0 5.9 41.2 23.5 41.2 29.4

職種：事務職 255 34 84 82 83 55
100.0 13.3 32.9 32.2 32.5 21.6

職種：営業販売職 87 12 26 29 35 21
100.0 13.8 29.9 33.3 40.2 24.1

職種：サービス職 42 5 7 15 14 11
100.0 11.9 16.7 35.7 33.3 26.2

職種：保守的職業 4 - 1 4 1 -
100.0 - 25.0 100.0 25.0 -

職種：運輸通信的職業 9 3 3 3 - 4
100.0 33.3 33.3 33.3 - 44.4

職種：技能工労務職 53 5 21 18 15 8
100.0 9.4 39.6 34.0 28.3 15.1

職種：その他 22 2 9 5 6 8
100.0 9.1 40.9 22.7 27.3 36.4

企業規模：３００人未満 334 44 110 123 117 71
100.0 13.2 32.9 36.8 35.0 21.3

企業規模：３００～９９９人 118 6 38 41 41 23
100.0 5.1 32.2 34.7 34.7 19.5

企業規模：１０００～４９９９人 140 15 54 37 35 28
100.0 10.7 38.6 26.4 25.0 20.0

企業規模：５０００人以上 116 12 35 31 29 31
100.0 10.3 30.2 26.7 25.0 26.7
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Ｑ５　就職活動の際のあなたのセールスポイント（複数回答）

ＴＯＴＡＬ
意欲・積極
性 人柄 基礎学力

専門知識・
技術

ビジネスマ
ナー

コミュニケー
ション能力 健康・体力

一般常識・
教養 語学力 その他 特にない

ＴＯＴＡＬ 1445 877 664 345 395 101 368 376 446 78 22 125
100.0 60.7 46.0 23.9 27.3 7.0 25.5 26.0 30.9 5.4 1.5 8.7

性別：男性 743 450 328 170 228 40 185 184 214 37 7 70
100.0 60.6 44.1 22.9 30.7 5.4 24.9 24.8 28.8 5.0 0.9 9.4

性別：女性 702 427 336 175 167 61 183 192 232 41 15 55
100.0 60.8 47.9 24.9 23.8 8.7 26.1 27.4 33.0 5.8 2.1 7.8

年代別：１８～１９才 18 12 8 4 5 - 2 7 4 - - 2
100.0 66.7 44.4 22.2 27.8 - 11.1 38.9 22.2 - - 11.1

年代別：２０～２４才 408 247 208 78 115 30 119 115 109 19 8 29
100.0 60.5 51.0 19.1 28.2 7.4 29.2 28.2 26.7 4.7 2.0 7.1

年代別：２５～２９才 584 375 268 156 151 45 148 139 188 29 8 46
100.0 64.2 45.9 26.7 25.9 7.7 25.3 23.8 32.2 5.0 1.4 7.9

年代別：３０～３５才 435 243 180 107 124 26 99 115 145 30 6 48
100.0 55.9 41.4 24.6 28.5 6.0 22.8 26.4 33.3 6.9 1.4 11.0

就職時期：１９９１年以前 142 82 60 28 31 9 31 42 45 4 1 20
100.0 57.7 42.3 19.7 21.8 6.3 21.8 29.6 31.7 2.8 0.7 14.1

就職時期：１９９２～１９９４年 234 123 98 41 56 14 50 57 74 13 6 27
100.0 52.6 41.9 17.5 23.9 6.0 21.4 24.4 31.6 5.6 2.6 11.5

就職時期：１９９５～１９９７年 217 133 79 63 69 13 42 57 66 10 1 19
100.0 61.3 36.4 29.0 31.8 6.0 19.4 26.3 30.4 4.6 0.5 8.8

就職時期：１９９８年以降 852 539 427 213 239 65 245 220 261 51 14 59
100.0 63.3 50.1 25.0 28.1 7.6 28.8 25.8 30.6 6.0 1.6 6.9

最終学歴：高校計 311 156 116 60 69 12 49 90 75 3 5 52
100.0 50.2 37.3 19.3 22.2 3.9 15.8 28.9 24.1 1.0 1.6 16.7

最終学歴：専門学校・各種学校 187 110 80 29 93 22 35 52 39 3 4 14
100.0 58.8 42.8 15.5 49.7 11.8 18.7 27.8 20.9 1.6 2.1 7.5

最終学歴：短大・高専 186 119 86 41 39 17 51 54 69 4 - 9
100.0 64.0 46.2 22.0 21.0 9.1 27.4 29.0 37.1 2.2 - 4.8

最終学歴：大学計 649 417 332 153 132 48 208 155 223 52 13 48
100.0 64.3 51.2 23.6 20.3 7.4 32.0 23.9 34.4 8.0 2.0 7.4

最終学歴：大学院計 112 75 50 62 62 2 25 25 40 16 - 2
100.0 67.0 44.6 55.4 55.4 1.8 22.3 22.3 35.7 14.3 - 1.8

業種：建設業 108 65 43 22 25 9 24 20 24 2 - 12
100.0 60.2 39.8 20.4 23.1 8.3 22.2 18.5 22.2 1.9 - 11.1

業種：製造業 433 264 187 122 137 17 80 113 134 29 8 46
100.0 61.0 43.2 28.2 31.6 3.9 18.5 26.1 30.9 6.7 1.8 10.6

業種：電気ガス熱供給水道業 36 22 15 14 14 4 8 7 9 1 - 1
100.0 61.1 41.7 38.9 38.9 11.1 22.2 19.4 25.0 2.8 - 2.8

業種：情報通信業 253 152 115 56 77 27 80 63 72 10 3 18
100.0 60.1 45.5 22.1 30.4 10.7 31.6 24.9 28.5 4.0 1.2 7.1

業種：運輸業 40 23 15 8 7 3 10 10 13 5 - 3
100.0 57.5 37.5 20.0 17.5 7.5 25.0 25.0 32.5 12.5 - 7.5

業種：卸売小売業 165 96 89 31 35 15 49 42 51 7 4 13
100.0 58.2 53.9 18.8 21.2 9.1 29.7 25.5 30.9 4.2 2.4 7.9

業種：金融保険業 93 62 49 25 9 11 34 26 39 6 - 5
100.0 66.7 52.7 26.9 9.7 11.8 36.6 28.0 41.9 6.5 - 5.4

業種：不動産業 10 4 8 1 2 - - 4 4 - - 1
100.0 40.0 80.0 10.0 20.0 - - 40.0 40.0 - - 10.0

業種：飲食店宿泊業 7 3 3 1 1 1 4 2 3 - - 2
100.0 42.9 42.9 14.3 14.3 14.3 57.1 28.6 42.9 - - 28.6

業種：医療福祉 30 16 15 9 11 2 7 14 10 - 1 2
100.0 53.3 50.0 30.0 36.7 6.7 23.3 46.7 33.3 - 3.3 6.7

業種：教育学習支援業 20 15 8 6 5 1 7 8 8 4 1 1
100.0 75.0 40.0 30.0 25.0 5.0 35.0 40.0 40.0 20.0 5.0 5.0

業種：その他のサービス業 188 114 87 39 51 7 54 45 64 10 3 15
100.0 60.6 46.3 20.7 27.1 3.7 28.7 23.9 34.0 5.3 1.6 8.0

業種：その他 62 41 30 11 21 4 11 22 15 4 2 6
100.0 66.1 48.4 17.7 33.9 6.5 17.7 35.5 24.2 6.5 3.2 9.7

職種：専門技術職 507 322 236 147 218 22 114 127 144 22 7 36
100.0 63.5 46.5 29.0 43.0 4.3 25.0 28.4 4.3 1.4 7.1

職種：管理職 31 21 14 5 9 4 11 11 8 3 1 1
100.0 67.7 45.2 16.1 29.0 12.9 35.5 35.5 25.8 9.7 3.2 3.2

職種：事務職 483 280 218 110 84 43 121 137 161 31 8 40
100.0 58.0 45.1 22.8 17.4 8.9 25.1 28.4 33.3 6.4 1.7 8.3

職種：営業販売職 163 108 84 36 25 16 58 32 52 8 5 9
100.0 66.3 51.5 22.1 15.3 9.8 35.6 19.6 31.9 4.9 3.1 5.5

職種：サービス職 72 49 37 16 13 6 26 21 27 7 - 4
100.0 68.1 51.4 22.2 18.1 8.3 36.1 29.2 37.5 9.7 - 5.6

職種：保守的職業 5 3 3 - 1 - 3 1 1 - - 1
100.0 60.0 60.0 - 20.0 - 60.0 20.0 20.0 - - 20.0

職種：運輸通信的職業 26 11 12 4 7 3 6 6 6 3 - 4
100.0 42.3 46.2 15.4 26.9 11.5 23.1 23.1 23.1 11.5 - 15.4

職種：技能工労務職 124 66 42 20 28 4 18 33 35 2 - 25
100.0 53.2 33.9 16.1 22.6 3.2 14.5 26.6 28.2 1.6 - 20.2

職種：その他 34 17 18 7 10 3 11 8 12 2 1 5
100.0 50.0 52.9 20.6 29.4 8.8 32.4 23.5 35.3 5.9 2.9 14.7

企業規模：３００人未満 635 351 266 136 172 41 134 177 173 24 11 71
100.0 55.3 41.9 21.4 27.1 6.5 21.1 27.9 27.2 3.8 1.7 11.2

企業規模：３００～９９９人 260 167 127 69 64 20 66 67 87 15 1 15
100.0 64.2 48.8 26.5 24.6 7.7 25.4 25.8 33.5 5.8 0.4 5.8

企業規模：１０００～４９９９人 292 203 138 73 83 22 85 73 100 20 8 22
100.0 69.5 47.3 25.0 28.4 7.5 29.1 25.0 34.2 6.8 2.7 7.5

企業規模：５０００人以上 258 156 133 67 76 18 83 59 86 19 2 17
100.0 60.5 51.6 26.0 29.5 7.0 32.2 22.9 33.3 7.4 0.8 6.6

－228－



Ｑ６　現在の会社に採用されるまでに、自分を磨くためにしたこと

ＴＯＴＡＬ

おもに民間の教
育訓練機関（専門
学校・通信教育
等）を利用した

おもに公共の職
業訓練機関を利
用した その他

特に何もしなかっ
た

ＴＯＴＡＬ 1445 188 22 81 1154
100.0 13.0 1.5 5.6 79.9

性別：男性 743 99 14 32 598
100.0 13.3 1.9 4.3 80.5

性別：女性 702 89 8 49 556
100.0 12.7 1.1 7.0 79.2

年代別：１８～１９才 18 2 - 3 13
100.0 11.1 - 16.7 72.2

年代別：２０～２４才 408 57 8 26 317
100.0 14.0 2.0 6.4 77.7

年代別：２５～２９才 584 86 11 26 461
100.0 14.7 1.9 4.5 78.9

年代別：３０～３５才 435 43 3 26 363
100.0 9.9 0.7 6.0 83.4

就職時期：１９９１年以前 142 22 1 7 112
100.0 15.5 0.7 4.9 78.9

就職時期：１９９２～１９９４年 234 23 2 6 203
100.0 9.8 0.9 2.6 86.8

就職時期：１９９５～１９９７年 217 23 2 15 177
100.0 10.6 0.9 6.9 81.6

就職時期：１９９８年以降 852 120 17 53 662
100.0 14.1 2.0 6.2 77.7

最終学歴：高校計 311 15 6 15 275
100.0 4.8 1.9 4.8 88.4

最終学歴：専門学校・各種学校 187 80 4 6 97
100.0 42.8 2.1 3.2 51.9

最終学歴：短大・高専 186 12 4 10 160
100.0 6.5 2.2 5.4 86.0

最終学歴：大学計 649 75 7 39 528
100.0 11.6 1.1 6.0 81.4

最終学歴：大学院計 112 6 1 11 94
100.0 5.4 0.9 9.8 83.9

業種：建設業 108 14 1 2 91
100.0 13.0 0.9 1.9 84.3

業種：製造業 433 37 5 26 365
100.0 8.5 1.2 6.0 84.3

業種：電気ガス熱供給水道業 36 2 1 2 31
100.0 5.6 2.8 5.6 86.1

業種：情報通信業 253 41 6 12 194
100.0 16.2 2.4 4.7 76.7

業種：運輸業 40 7 - 1 32
100.0 17.5 - 2.5 80.0

業種：卸売小売業 165 24 3 11 127
100.0 14.5 1.8 6.7 77.0

業種：金融保険業 93 14 1 4 74
100.0 15.1 1.1 4.3 79.6

業種：不動産業 10 1 - - 9
100.0 10.0 - - 90.0

業種：飲食店宿泊業 7 - - - 7
100.0 - - - 100.0

業種：医療福祉 30 5 1 3 21
100.0 16.7 3.3 10.0 70.0

業種：教育学習支援業 20 1 1 2 16
100.0 5.0 5.0 10.0 80.0

業種：その他のサービス業 188 31 3 9 145
100.0 16.5 1.6 4.8 77.1

業種：その他 62 11 - 9 42
100.0 17.7 - 14.5 67.7

職種：専門技術職 507 69 10 30 398
100.0 13.6 2.0 5.9 78.5

職種：管理職 31 2 1 - 28
100.0 6.5 3.2 - 90.3

職種：事務職 483 63 4 27 389
100.0 13.0 0.8 5.6 80.5

職種：営業販売職 163 19 1 10 133
100.0 11.7 0.6 6.1 81.6

職種：サービス職 72 17 1 5 49
100.0 23.6 1.4 6.9 68.1

職種：保守的職業 5 1 - 1 3
100.0 20.0 - 20.0 60.0

職種：運輸通信的職業 26 3 - - 23
100.0 11.5 - - 88.5

職種：技能工労務職 124 12 5 1 106
100.0 9.7 4.0 0.8 85.5

職種：その他 34 2 - 7 25
100.0 5.9 - 20.6 73.5

企業規模：３００人未満 635 93 13 31 498
100.0 14.6 2.0 4.9 78.4

企業規模：３００～９９９人 260 32 6 14 208
100.0 12.3 2.3 5.4 80.0

企業規模：１０００～４９９９人 292 41 1 24 226
100.0 14.0 0.3 8.2 77.4

企業規模：５０００人以上 258 22 2 12 222
100.0 8.5 0.8 4.7 86.0

－229－



Ｑ７　今後の転職の可能性について

ＴＯＴＡＬ

もっといい条件が
あれば転職すると
思う

自分の能力や経
験をもっと活かせ
そうな先があれば
転職すると思う

多分現在の勤務
先を変わらないと
思う わからない その他

ＴＯＴＡＬ 1445 478 446 307 182 32
100.0 33.1 30.9 21.2 12.6 2.2

性別：男性 743 251 232 143 106 11
100.0 33.8 31.2 19.2 14.3 1.5

性別：女性 702 227 214 164 76 21
100.0 32.3 30.5 23.4 10.8 3.0

年代別：１８～１９才 18 3 5 7 2 1
100.0 16.7 27.8 38.9 11.1 5.6

年代別：２０～２４才 408 155 139 60 41 13
100.0 38.0 34.1 14.7 10.0 3.2

年代別：２５～２９才 584 206 183 112 69 14
100.0 35.3 31.3 19.2 11.8 2.4

年代別：３０～３５才 435 114 119 128 70 4
100.0 26.2 27.4 29.4 16.1 0.9

就職時期：１９９１年以前 142 35 36 46 23 2
100.0 24.6 25.4 32.4 16.2 1.4

就職時期：１９９２～１９９４年 234 62 68 71 32 1
100.0 26.5 29.1 30.3 13.7 0.4

就職時期：１９９５～１９９７年 217 62 60 57 32 6
100.0 28.6 27.6 26.3 14.7 2.8

就職時期：１９９８年以降 852 319 282 133 95 23
100.0 37.4 33.1 15.6 11.2 2.7

最終学歴：高校計 311 91 73 94 48 5
100.0 29.3 23.5 30.2 15.4 1.6

最終学歴：専門学校・各種学校 187 59 63 35 27 3
100.0 31.6 33.7 18.7 14.4 1.6

最終学歴：短大・高専 186 52 54 48 25 7
100.0 28.0 29.0 25.8 13.4 3.8

最終学歴：大学計 649 239 211 108 74 17
100.0 36.8 32.5 16.6 11.4 2.6

最終学歴：大学院計 112 37 45 22 8 -
100.0 33.0 40.2 19.6 7.1 -

業種：建設業 108 30 40 21 14 3
100.0 27.8 37.0 19.4 13.0 2.8

業種：製造業 433 136 137 96 58 6
100.0 31.4 31.6 22.2 13.4 1.4

業種：電気ガス熱供給水道業 36 9 7 15 5 -
100.0 25.0 19.4 41.7 13.9 -

業種：情報通信業 253 98 90 28 33 4
100.0 38.7 35.6 11.1 13.0 1.6

業種：運輸業 40 12 11 12 4 1
100.0 30.0 27.5 30.0 10.0 2.5

業種：卸売小売業 165 61 44 39 15 6
100.0 37.0 26.7 23.6 9.1 3.6

業種：金融保険業 93 33 29 15 13 3
100.0 35.5 31.2 16.1 14.0 3.2

業種：不動産業 10 5 1 2 - 2
100.0 50.0 10.0 20.0 - 20.0

業種：飲食店宿泊業 7 2 3 2 - -
100.0 28.6 42.9 28.6 - -

業種：医療福祉 30 8 9 8 3 2
100.0 26.7 30.0 26.7 10.0 6.7

業種：教育学習支援業 20 6 2 9 3 -
100.0 30.0 10.0 45.0 15.0 -

業種：その他のサービス業 188 60 57 43 25 3
100.0 31.9 30.3 22.9 13.3 1.6

業種：その他 62 18 16 17 9 2
100.0 29.0 25.8 27.4 14.5 3.2

職種：専門技術職 507 192 176 72 57 10
100.0 37.9 34.7 14.2 11.2 2.0

職種：管理職 31 9 4 11 7 -
100.0 29.0 12.9 35.5 22.6 -

職種：事務職 483 140 138 133 56 16
100.0 29.0 28.6 27.5 11.6 3.3

職種：営業販売職 163 57 50 29 23 4
100.0 35.0 30.7 17.8 14.1 2.5

職種：サービス職 72 15 25 20 10 2
100.0 20.8 34.7 27.8 13.9 2.8

職種：保守的職業 5 3 - 1 1 -
100.0 60.0 - 20.0 20.0 -

職種：運輸通信的職業 26 8 6 8 4 -
100.0 30.8 23.1 30.8 15.4 -

職種：技能工労務職 124 43 37 23 21 -
100.0 34.7 29.8 18.5 16.9 -

職種：その他 34 11 10 10 3 -
100.0 32.4 29.4 29.4 8.8 -

企業規模：３００人未満 635 220 200 119 78 18
100.0 34.6 31.5 18.7 12.3 2.8

企業規模：３００～９９９人 260 93 83 44 36 4
100.0 35.8 31.9 16.9 13.8 1.5

企業規模：１０００～４９９９人 292 88 89 70 38 7
100.0 30.1 30.5 24.0 13.0 2.4

企業規模：５０００人以上 258 77 74 74 30 3
100.0 29.8 28.7 28.7 11.6 1.2

－230－



Ｑ８　新卒者と第二新卒者の扱いに関する問題について

ＴＯＴＡＬ

卒業後数年たって
いる人も新卒者と
同様に採用する
べき

新卒者と同じでな
くてもよいが、中
途採用の枠を広
げる

第二新卒者にも
いろいろいるの
で、いちがいにい
えない

新卒者と違う扱い
になるのはやむを
えない その他

ＴＯＴＡＬ 1445 156 519 625 135 10
100.0 10.8 35.9 43.3 9.3 0.7

性別：男性 743 86 251 313 88 5
100.0 11.6 33.8 42.1 11.8 0.7

性別：女性 702 70 268 312 47 5
100.0 10.0 38.2 44.4 6.7 0.7

年代別：１８～１９才 18 5 5 6 2 -
100.0 27.8 27.8 33.3 11.1 -

年代別：２０～２４才 408 58 149 160 36 5
100.0 14.2 36.5 39.2 8.8 1.2

年代別：２５～２９才 584 61 226 244 49 4
100.0 10.4 38.7 41.8 8.4 0.7

年代別：３０～３５才 435 32 139 215 48 1
100.0 7.4 32.0 49.4 11.0 0.2

就職時期：１９９１年以前 142 18 48 59 17 -
100.0 12.7 33.8 41.5 12.0 -

就職時期：１９９２～１９９４年 234 10 79 121 22 2
100.0 4.3 33.8 51.7 9.4 0.9

就職時期：１９９５～１９９７年 217 19 77 100 20 1
100.0 8.8 35.5 46.1 9.2 0.5

就職時期：１９９８年以降 852 109 315 345 76 7
100.0 12.8 37.0 40.5 8.9 0.8

最終学歴：高校計 311 34 100 138 38 1
100.0 10.9 32.2 44.4 12.2 0.3

最終学歴：専門学校・各種学校 187 27 68 76 12 4
100.0 14.4 36.4 40.6 6.4 2.1

最終学歴：短大・高専 186 18 85 70 13 -
100.0 9.7 45.7 37.6 7.0 -

最終学歴：大学計 649 67 226 287 64 5
100.0 10.3 34.8 44.2 9.9 0.8

最終学歴：大学院計 112 10 40 54 8 -
100.0 8.9 35.7 48.2 7.1 -

業種：建設業 108 15 39 44 10 -
100.0 13.9 36.1 40.7 9.3 -

業種：製造業 433 40 154 182 54 3
100.0 9.2 35.6 42.0 12.5 0.7

業種：電気ガス熱供給水道業 36 4 18 9 5 -
100.0 11.1 50.0 25.0 13.9 -

業種：情報通信業 253 28 80 120 25 -
100.0 11.1 31.6 47.4 9.9 -

業種：運輸業 40 4 18 13 5 -
100.0 10.0 45.0 32.5 12.5 -

業種：卸売小売業 165 22 60 72 9 2
100.0 13.3 36.4 43.6 5.5 1.2

業種：金融保険業 93 13 37 36 5 2
100.0 14.0 39.8 38.7 5.4 2.2

業種：不動産業 10 1 3 4 2 -
100.0 10.0 30.0 40.0 20.0 -

業種：飲食店宿泊業 7 2 1 3 1 -
100.0 28.6 14.3 42.9 14.3 -

業種：医療福祉 30 3 13 12 2 -
100.0 10.0 43.3 40.0 6.7 -

業種：教育学習支援業 20 - 6 11 2 1
100.0 - 30.0 55.0 10.0 5.0

業種：その他のサービス業 188 22 70 84 12 -
100.0 11.7 37.2 44.7 6.4 -

業種：その他 62 2 20 35 3 2
100.0 3.2 32.3 56.5 4.8 3.2

職種：専門技術職 507 62 154 234 54 3
100.0 12.2 30.4 46.2 10.7 0.6

職種：管理職 31 2 8 18 3 -
100.0 6.5 25.8 58.1 9.7 -

職種：事務職 483 41 200 204 37 1
100.0 8.5 41.4 42.2 7.7 0.2

職種：営業販売職 163 25 58 65 11 4
100.0 15.3 35.6 39.9 6.7 2.5

職種：サービス職 72 10 26 29 6 1
100.0 13.9 36.1 40.3 8.3 1.4

職種：保守的職業 5 - 3 2 - -
100.0 - 60.0 40.0 - -

職種：運輸通信的職業 26 1 13 10 2 -
100.0 3.8 50.0 38.5 7.7 -

職種：技能工労務職 124 13 45 47 19 -
100.0 10.5 36.3 37.9 15.3 -

職種：その他 34 2 12 16 3 1
100.0 5.9 35.3 47.1 8.8 2.9

企業規模：３００人未満 635 77 231 270 53 4
100.0 12.1 36.4 42.5 8.3 0.6

企業規模：３００～９９９人 260 26 110 102 20 2
100.0 10.0 42.3 39.2 7.7 0.8

企業規模：１０００～４９９９人 292 21 103 132 36 -
100.0 7.2 35.3 45.2 12.3 -

企業規模：５０００人以上 258 32 75 121 26 4
100.0 12.4 29.1 46.9 10.1 1.6

－231－



Ｑ１０　性別

ＴＯＴＡＬ 男性 女性
ＴＯＴＡＬ 1445 743 702

100.0 51.4 48.6
性別：男性 743 743 -

100.0 100.0 -
性別：女性 702 - 702

100.0 - 100.0
年代別：１８～１９才 18 5 13

100.0 27.8 72.2
年代別：２０～２４才 408 192 216

100.0 47.1 52.9
年代別：２５～２９才 584 292 292

100.0 50.0 50.0
年代別：３０～３５才 435 254 181

100.0 58.4 41.6
就職時期：１９９１年以前 142 82 60

100.0 57.7 42.3
就職時期：１９９２～１９９４年 234 120 114

100.0 51.3 48.7
就職時期：１９９５～１９９７年 217 115 102

100.0 53.0 47.0
就職時期：１９９８年以降 852 426 426

100.0 50.0 50.0
最終学歴：高校計 311 179 132

100.0 57.6 42.4
最終学歴：専門学校・各種学校 187 107 80

100.0 57.2 42.8
最終学歴：短大・高専 186 31 155

100.0 16.7 83.3
最終学歴：大学計 649 339 310

100.0 52.2 47.8
最終学歴：大学院計 112 87 25

100.0 77.7 22.3
業種：建設業 108 39 69

100.0 36.1 63.9
業種：製造業 433 276 157

100.0 63.7 36.3
業種：電気ガス熱供給水道業 36 25 11

100.0 69.4 30.6
業種：情報通信業 253 148 105

100.0 58.5 41.5
業種：運輸業 40 25 15

100.0 62.5 37.5
業種：卸売小売業 165 66 99

100.0 40.0 60.0
業種：金融保険業 93 26 67

100.0 28.0 72.0
業種：不動産業 10 3 7

100.0 30.0 70.0
業種：飲食店宿泊業 7 3 4

100.0 42.9 57.1
業種：医療福祉 30 6 24

100.0 20.0 80.0
業種：教育学習支援業 20 5 15

100.0 25.0 75.0
業種：その他のサービス業 188 96 92

100.0 51.1 48.9
業種：その他 62 25 37

100.0 40.3 59.7
職種：専門技術職 507 332 175

100.0 65.5 34.5
職種：管理職 31 23 8

100.0 74.2 25.8
職種：事務職 483 118 365

100.0 24.4 75.6
職種：営業販売職 163 90 73

100.0 55.2 44.8
職種：サービス職 72 34 38

100.0 47.2 52.8
職種：保守的職業 5 5 -

100.0 100.0 -
職種：運輸通信的職業 26 24 2

100.0 92.3 7.7
職種：技能工労務職 124 99 25

100.0 79.8 20.2
職種：その他 34 18 16

100.0 52.9 47.1
企業規模：３００人未満 635 302 333

100.0 47.6 52.4
企業規模：３００～９９９人 260 139 121

100.0 53.5 46.5
企業規模：１０００～４９９９人 292 151 141

100.0 51.7 48.3
企業規模：５０００人以上 258 151 107

100.0 58.5 41.5
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Ｑ１１　年代別

ＴＯＴＡＬ １８～１９才 ２０～２４才 ２５～２９才 ３０～３５才 平均
ＴＯＴＡＬ 1445 18 408 584 435 27.3

100.0 1.2 28.2 40.4 30.1
性別：男性 743 5 192 292 254 27.7

100.0 0.7 25.8 39.3 34.2
性別：女性 702 13 216 292 181 26.8

100.0 1.9 30.8 41.6 25.8
年代別：１８～１９才 18 18 - - - 18.8

100.0 100.0 - - -
年代別：２０～２４才 408 - 408 - - 23.1

100.0 - 100.0 - -
年代別：２５～２９才 584 - - 584 - 26.7

100.0 - - 100.0 -
年代別：３０～３５才 435 - - - 435 32.3

100.0 - - - 100.0
就職時期：１９９１年以前 142 - 13 7 122 32.0

100.0 - 9.2 4.9 85.9
就職時期：１９９２～１９９４年 234 - - 52 182 31.4

100.0 - - 22.2 77.8
就職時期：１９９５～１９９７年 217 - - 119 98 29.1

100.0 - - 54.8 45.2
就職時期：１９９８年以降 852 18 395 406 33 24.9

100.0 2.1 46.4 47.7 3.9
最終学歴：高校計 311 17 103 97 94 26.6

100.0 5.5 33.1 31.2 30.2
最終学歴：専門学校・各種学校 187 1 70 59 57 26.9

100.0 0.5 37.4 31.6 30.5
最終学歴：短大・高専 186 - 49 84 53 27.2

100.0 - 26.3 45.2 28.5
最終学歴：大学計 649 - 185 284 180 27.4

100.0 - 28.5 43.8 27.7
最終学歴：大学院計 112 - 1 60 51 29.4

100.0 - 0.9 53.6 45.5
業種：建設業 108 3 23 50 32 27.4

100.0 2.8 21.3 46.3 29.6
業種：製造業 433 4 114 152 163 27.8

100.0 0.9 26.3 35.1 37.6
業種：電気ガス熱供給水道業 36 - 10 13 13 27.6

100.0 - 27.8 36.1 36.1
業種：情報通信業 253 1 84 117 51 26.6

100.0 0.4 33.2 46.2 20.2
業種：運輸業 40 - 11 20 9 26.9

100.0 - 27.5 50.0 22.5
業種：卸売小売業 165 3 46 72 44 27.2

100.0 1.8 27.9 43.6 26.7
業種：金融保険業 93 2 28 44 19 26.6

100.0 2.2 30.1 47.3 20.4
業種：不動産業 10 - 5 4 1 25.2

100.0 - 50.0 40.0 10.0
業種：飲食店宿泊業 7 - 2 1 4 29.1

100.0 - 28.6 14.3 57.1
業種：医療福祉 30 - 18 5 7 25.6

100.0 - 60.0 16.7 23.3
業種：教育学習支援業 20 - 6 6 8 27.7

100.0 - 30.0 30.0 40.0
業種：その他のサービス業 188 4 43 76 65 27.7

100.0 2.1 22.9 40.4 34.6
業種：その他 62 1 18 24 19 27.4

100.0 1.6 29.0 38.7 30.6
職種：専門技術職 507 3 131 220 153 27.4

100.0 0.6 25.8 43.4 30.2
職種：管理職 31 - 4 9 18 30.0

100.0 - 12.9 29.0 58.1
職種：事務職 483 10 122 193 158 27.5

100.0 2.1 25.3 40.0 32.7
職種：営業販売職 163 - 53 69 41 27.1

100.0 - 32.5 42.3 25.2
職種：サービス職 72 2 28 24 18 26.5

100.0 2.8 38.9 33.3 25.0
職種：保守的職業 5 - 1 4 - 26.2

100.0 - 20.0 80.0 -
職種：運輸通信的職業 26 - 9 12 5 26.6

100.0 - 34.6 46.2 19.2
職種：技能工労務職 124 3 48 39 34 26.4

100.0 2.4 38.7 31.5 27.4
職種：その他 34 - 12 14 8 26.9

100.0 - 35.3 41.2 23.5
企業規模：３００人未満 635 11 190 265 169 26.9

100.0 1.7 29.9 41.7 26.6
企業規模：３００～９９９人 260 2 80 96 82 27.4

100.0 0.8 30.8 36.9 31.5
企業規模：１０００～４９９９人 292 2 81 121 88 27.5

100.0 0.7 27.7 41.4 30.1
企業規模：５０００人以上 258 3 57 102 96 28.0

100.0 1.2 22.1 39.5 37.2
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Ｑ１２　今の仕事についた時期

ＴＯＴＡＬ １９９１年以前 １９９２～１９９４年 １９９５～１９９７年 １９９８年以降
ＴＯＴＡＬ 1445 142 234 217 852

100.0 9.8 16.2 15.0 59.0
性別：男性 743 82 120 115 426

100.0 11.0 16.2 15.5 57.3
性別：女性 702 60 114 102 426

100.0 8.5 16.2 14.5 60.7
年代別：１８～１９才 18 - - - 18

100.0 - - - 100.0
年代別：２０～２４才 408 13 - - 395

100.0 3.2 - - 96.8
年代別：２５～２９才 584 7 52 119 406

100.0 1.2 8.9 20.4 69.5
年代別：３０～３５才 435 122 182 98 33

100.0 28.0 41.8 22.5 7.6
就職時期：１９９１年以前 142 142 - - -

100.0 100.0 - - -
就職時期：１９９２～１９９４年 234 - 234 - -

100.0 - 100.0 - -
就職時期：１９９５～１９９７年 217 - - 217 -

100.0 - - 100.0 -
就職時期：１９９８年以降 852 - - - 852

100.0 - - - 100.0
最終学歴：高校計 311 71 71 42 127

100.0 22.8 22.8 13.5 40.8
最終学歴：専門学校・各種学校 187 20 36 26 105

100.0 10.7 19.3 13.9 56.1
最終学歴：短大・高専 186 22 27 37 100

100.0 11.8 14.5 19.9 53.8
最終学歴：大学計 649 27 94 86 442

100.0 4.2 14.5 13.3 68.1
最終学歴：大学院計 112 2 6 26 78

100.0 1.8 5.4 23.2 69.6
業種：建設業 108 10 25 23 50

100.0 9.3 23.1 21.3 46.3
業種：製造業 433 57 72 67 237

100.0 13.2 16.6 15.5 54.7
業種：電気ガス熱供給水道業 36 3 7 8 18

100.0 8.3 19.4 22.2 50.0
業種：情報通信業 253 12 22 29 190

100.0 4.7 8.7 11.5 75.1
業種：運輸業 40 3 5 10 22

100.0 7.5 12.5 25.0 55.0
業種：卸売小売業 165 11 32 29 93

100.0 6.7 19.4 17.6 56.4
業種：金融保険業 93 8 10 10 65

100.0 8.6 10.8 10.8 69.9
業種：不動産業 10 1 - - 9

100.0 10.0 - - 90.0
業種：飲食店宿泊業 7 3 2 - 2

100.0 42.9 28.6 - 28.6
業種：医療福祉 30 4 2 3 21

100.0 13.3 6.7 10.0 70.0
業種：教育学習支援業 20 2 5 3 10

100.0 10.0 25.0 15.0 50.0
業種：その他のサービス業 188 18 45 23 102

100.0 9.6 23.9 12.2 54.3
業種：その他 62 10 7 12 33

100.0 16.1 11.3 19.4 53.2
職種：専門技術職 507 44 58 82 323

100.0 8.7 11.4 16.2 63.7
職種：管理職 31 6 12 7 6

100.0 19.4 38.7 22.6 19.4
職種：事務職 483 51 99 74 259

100.0 10.6 20.5 15.3 53.6
職種：営業販売職 163 6 31 25 101

100.0 3.7 19.0 15.3 62.0
職種：サービス職 72 7 9 6 50

100.0 9.7 12.5 8.3 69.4
職種：保守的職業 5 - - - 5

100.0 - - - 100.0
職種：運輸通信的職業 26 2 3 3 18

100.0 7.7 11.5 11.5 69.2
職種：技能工労務職 124 23 16 17 68

100.0 18.5 12.9 13.7 54.8
職種：その他 34 3 6 3 22

100.0 8.8 17.6 8.8 64.7
企業規模：３００人未満 635 61 97 102 375

100.0 9.6 15.3 16.1 59.1
企業規模：３００～９９９人 260 24 44 40 152

100.0 9.2 16.9 15.4 58.5
企業規模：１０００～４９９９人 292 35 42 33 182

100.0 12.0 14.4 11.3 62.3
企業規模：５０００人以上 258 22 51 42 143

100.0 8.5 19.8 16.3 55.4
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Ｑ１３　最終学歴

ＴＯＴＡＬ 高校
専門学校・
各種学校 短大・高専 大学 大学院

ＴＯＴＡＬ 1445 311 187 186 649 112
100.0 21.5 12.9 12.9 44.9 7.8

性別：男性 743 179 107 31 339 87
100.0 24.1 14.4 4.2 45.6 11.7

性別：女性 702 132 80 155 310 25
100.0 18.8 11.4 22.1 44.2 3.6

年代別：１８～１９才 18 17 1 - - -
100.0 94.4 5.6 - - -

年代別：２０～２４才 408 103 70 49 185 1
100.0 25.2 17.2 12.0 45.3 0.2

年代別：２５～２９才 584 97 59 84 284 60
100.0 16.6 10.1 14.4 48.6 10.3

年代別：３０～３５才 435 94 57 53 180 51
100.0 21.6 13.1 12.2 41.4 11.7

就職時期：１９９１年以前 142 71 20 22 27 2
100.0 50.0 14.1 15.5 19.0 1.4

就職時期：１９９２～１９９４年 234 71 36 27 94 6
100.0 30.3 15.4 11.5 40.2 2.6

就職時期：１９９５～１９９７年 217 42 26 37 86 26
100.0 19.4 12.0 17.1 39.6 12.0

就職時期：１９９８年以降 852 127 105 100 442 78
100.0 14.9 12.3 11.7 51.9 9.2

最終学歴：高校計 311 311 - - - -
100.0 100.0 - - - -

最終学歴：専門学校・各種学校 187 - 187 - - -
100.0 - 100.0 - - -

最終学歴：短大・高専 186 - - 186 - -
100.0 - - 100.0 - -

最終学歴：大学計 649 - - - 649 -
100.0 - - - 100.0 -

最終学歴：大学院計 112 - - - - 112
100.0 - - - - 100.0

業種：建設業 108 23 18 21 43 3
100.0 21.3 16.7 19.4 39.8 2.8

業種：製造業 433 125 29 47 166 66
100.0 28.9 6.7 10.9 38.3 15.2

業種：電気ガス熱供給水道業 36 20 4 3 8 1
100.0 55.6 11.1 8.3 22.2 2.8

業種：情報通信業 253 17 52 23 141 20
100.0 6.7 20.6 9.1 55.7 7.9

業種：運輸業 40 15 2 2 19 2
100.0 37.5 5.0 5.0 47.5 5.0

業種：卸売小売業 165 37 20 30 76 2
100.0 22.4 12.1 18.2 46.1 1.2

業種：金融保険業 93 7 4 20 60 2
100.0 7.5 4.3 21.5 64.5 2.2

業種：不動産業 10 - 1 2 7 -
100.0 - 10.0 20.0 70.0 -

業種：飲食店宿泊業 7 4 2 - 1 -
100.0 57.1 28.6 - 14.3 -

業種：医療福祉 30 3 6 8 13 -
100.0 10.0 20.0 26.7 43.3 -

業種：教育学習支援業 20 1 3 4 10 2
100.0 5.0 15.0 20.0 50.0 10.0

業種：その他のサービス業 188 49 28 21 82 8
100.0 26.1 14.9 11.2 43.6 4.3

業種：その他 62 10 18 5 23 6
100.0 16.1 29.0 8.1 37.1 9.7

職種：専門技術職 507 64 85 47 224 87
100.0 12.6 16.8 9.3 44.2 17.2

職種：管理職 31 9 8 4 8 2
100.0 29.0 25.8 12.9 25.8 6.5

職種：事務職 483 116 43 95 221 8
100.0 24.0 8.9 19.7 45.8 1.7

職種：営業販売職 163 20 12 21 106 4
100.0 12.3 7.4 12.9 65.0 2.5

職種：サービス職 72 13 17 10 29 3
100.0 18.1 23.6 13.9 40.3 4.2

職種：保守的職業 5 1 1 - 2 1
100.0 20.0 20.0 - 40.0 20.0

職種：運輸通信的職業 26 9 5 - 9 3
100.0 34.6 19.2 - 34.6 11.5

職種：技能工労務職 124 75 11 6 30 2
100.0 60.5 8.9 4.8 24.2 1.6

職種：その他 34 4 5 3 20 2
100.0 11.8 14.7 8.8 58.8 5.9

企業規模：３００人未満 635 148 126 79 265 17
100.0 23.3 19.8 12.4 41.7 2.7

企業規模：３００～９９９人 260 48 23 37 138 14
100.0 18.5 8.8 14.2 53.1 5.4

企業規模：１０００～４９９９人 292 58 21 39 140 34
100.0 19.9 7.2 13.4 47.9 11.6

企業規模：５０００人以上 258 57 17 31 106 47
100.0 22.1 6.6 12.0 41.1 18.2
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Ｑ１３－１　卒業した学科　【ベース：最終学歴が高校】

ＴＯＴＡＬ 普通科 商業科 工業科 その他
ＴＯＴＡＬ 311 80 88 112 31

100.0 25.7 28.3 36.0 10.0
性別：男性 179 49 16 102 12

100.0 27.4 8.9 57.0 6.7
性別：女性 132 31 72 10 19

100.0 23.5 54.5 7.6 14.4
年代別：１８～１９才 17 1 8 3 5

100.0 5.9 47.1 17.6 29.4
年代別：２０～２４才 103 16 30 46 11

100.0 15.5 29.1 44.7 10.7
年代別：２５～２９才 97 30 30 27 10

100.0 30.9 30.9 27.8 10.3
年代別：３０～３５才 94 33 20 36 5

100.0 35.1 21.3 38.3 5.3
就職時期：１９９１年以前 71 29 16 22 4

100.0 40.8 22.5 31.0 5.6
就職時期：１９９２～１９９４年 71 18 21 27 5

100.0 25.4 29.6 38.0 7.0
就職時期：１９９５～１９９７年 42 15 9 12 6

100.0 35.7 21.4 28.6 14.3
就職時期：１９９８年以降 127 18 42 51 16

100.0 14.2 33.1 40.2 12.6
最終学歴：高校計 311 80 88 112 31

100.0 25.7 28.3 36.0 10.0
最終学歴：専門学校・各種学校 - - - - -

- - - - -
最終学歴：短大・高専 - - - - -

- - - - -
最終学歴：大学計 - - - - -

- - - - -
最終学歴：大学院計 - - - - -

- - - - -
業種：建設業 23 7 6 8 2

100.0 30.4 26.1 34.8 8.7
業種：製造業 125 30 28 56 11

100.0 24.0 22.4 44.8 8.8
業種：電気ガス熱供給水道業 20 2 4 13 1

100.0 10.0 20.0 65.0 5.0
業種：情報通信業 17 1 6 8 2

100.0 5.9 35.3 47.1 11.8
業種：運輸業 15 6 2 4 3

100.0 40.0 13.3 26.7 20.0
業種：卸売小売業 37 12 15 4 6

100.0 32.4 40.5 10.8 16.2
業種：金融保険業 7 2 4 - 1

100.0 28.6 57.1 - 14.3
業種：不動産業 - - - - -

- - - - -
業種：飲食店宿泊業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
業種：医療福祉 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
業種：教育学習支援業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
業種：その他のサービス業 49 14 16 16 3

100.0 28.6 32.7 32.7 6.1
業種：その他 10 2 3 3 2

100.0 20.0 30.0 30.0 20.0
職種：専門技術職 64 4 8 44 8

100.0 6.3 12.5 68.8 12.5
職種：管理職 9 3 3 2 1

100.0 33.3 33.3 22.2 11.1
職種：事務職 116 30 62 11 13

100.0 25.9 53.4 9.5 11.2
職種：営業販売職 20 10 1 8 1

100.0 50.0 5.0 40.0 5.0
職種：サービス職 13 6 - 6 1

100.0 46.2 - 46.2 7.7
職種：保守的職業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
職種：運輸通信的職業 9 3 2 4 -

100.0 33.3 22.2 44.4 -
職種：技能工労務職 75 23 12 34 6

100.0 30.7 16.0 45.3 8.0
職種：その他 4 1 - 2 1

100.0 25.0 - 50.0 25.0
企業規模：３００人未満 148 46 50 40 12

100.0 31.1 33.8 27.0 8.1
企業規模：３００～９９９人 48 11 12 21 4

100.0 22.9 25.0 43.8 8.3
企業規模：１０００～４９９９人 58 12 20 21 5

100.0 20.7 34.5 36.2 8.6
企業規模：５０００人以上 57 11 6 30 10

100.0 19.3 10.5 52.6 17.5
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Ｑ１３－２　専攻分野　【ベース：最終学歴が大学、大学院】

ＴＯＴＡＬ 文系 理系 その他
ＴＯＴＡＬ 761 373 374 14

100.0 49.0 49.1 1.8
性別：男性 426 160 263 3

100.0 37.6 61.7 0.7
性別：女性 335 213 111 11

100.0 63.6 33.1 3.3
年代別：１８～１９才 - - - -

- - - -
年代別：２０～２４才 186 99 80 7

100.0 53.2 43.0 3.8
年代別：２５～２９才 344 164 175 5

100.0 47.7 50.9 1.5
年代別：３０～３５才 231 110 119 2

100.0 47.6 51.5 0.9
就職時期：１９９１年以前 29 12 17 -

100.0 41.4 58.6 -
就職時期：１９９２～１９９４年 100 59 40 1

100.0 59.0 40.0 1.0
就職時期：１９９５～１９９７年 112 49 62 1

100.0 43.8 55.4 0.9
就職時期：１９９８年以降 520 253 255 12

100.0 48.7 49.0 2.3
最終学歴：高校計 - - - -

- - - -
最終学歴：専門学校・各種学校 - - - -

- - - -
最終学歴：短大・高専 - - - -

- - - -
最終学歴：大学計 649 365 270 14

100.0 56.2 41.6 2.2
最終学歴：大学院計 112 8 104 -

100.0 7.1 92.9 -
業種：建設業 46 17 29 -

100.0 37.0 63.0 -
業種：製造業 232 66 163 3

100.0 28.4 70.3 1.3
業種：電気ガス熱供給水道業 9 2 7 -

100.0 22.2 77.8 -
業種：情報通信業 161 65 95 1

100.0 40.4 59.0 0.6
業種：運輸業 21 18 3 -

100.0 85.7 14.3 -
業種：卸売小売業 78 63 15 -

100.0 80.8 19.2 -
業種：金融保険業 62 51 10 1

100.0 82.3 16.1 1.6
業種：不動産業 7 5 2 -

100.0 71.4 28.6 -
業種：飲食店宿泊業 1 1 - -

100.0 100.0 - -
業種：医療福祉 13 5 5 3

100.0 38.5 38.5 23.1
業種：教育学習支援業 12 9 3 -

100.0 75.0 25.0 -
業種：その他のサービス業 90 59 26 5

100.0 65.6 28.9 5.6
業種：その他 29 12 16 1

100.0 41.4 55.2 3.4
職種：専門技術職 311 64 241 6

100.0 20.6 77.5 1.9
職種：管理職 10 5 5 -

100.0 50.0 50.0 -
職種：事務職 229 182 44 3

100.0 79.5 19.2 1.3
職種：営業販売職 110 85 25 -

100.0 77.3 22.7 -
職種：サービス職 32 19 10 3

100.0 59.4 31.3 9.4
職種：保守的職業 3 - 3 -

100.0 - 100.0 -
職種：運輸通信的職業 12 3 9 -

100.0 25.0 75.0 -
職種：技能工労務職 32 5 27 -

100.0 15.6 84.4 -
職種：その他 22 10 10 2

100.0 45.5 45.5 9.1
企業規模：３００人未満 282 155 121 6

100.0 55.0 42.9 2.1
企業規模：３００～９９９人 152 70 80 2

100.0 46.1 52.6 1.3
企業規模：１０００～４９９９人 174 87 82 5

100.0 50.0 47.1 2.9
企業規模：５０００人以上 153 61 91 1

100.0 39.9 59.5 0.7
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第二新卒者の採用実態調査 

調査票 
 
 

この調査は、企業における早期学卒離職者、学卒未就職者の採用実態と今後の動向を

明らかにするために、独立行政法人労働政策研究・研修機構が実施するものです。調査

票の発送、回収、データ入力等につきましては、労働政策研究・研修機構が（株）イン

テージに委託して行います。ご回答いただいた内容は、統計以外の目的に利用すること

はありません。 
ご多用のことと存じますが、下記の点にご留意のうえ、調査にご協力くださいますよ

うお願い申しあげます。 
 
 
 
 
＜ご記入にあたって＞ 
・「あてはまるもの 1 つ」「あてはまるものすべて」など、調査票に書いてある指示をお読みになりな

がら、該当する番号に○印、または該当する数字をご記入ください。 

＜回収について＞ 

・ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒（切手不要）にて平成 16 年 5 月 20 日（木）
までにご投函ください。 

＜調査についての問合せ＞ 

・調査についてご不明な点がありましたら、下記までお問合せください。 

【調査の実査（発送・回収）について】 

〒203-8601 東京都東久留米市本町 1-4-1 
株式会社 インテージ 
（インテージは、当調査の調査・集計業務を委託されています。） 

担当：土屋、恩田（TEL：0424-76-5186 FAX：0424-72-7436 
E-mail：k.tsuchiya@intage.co.jp k.onda@intage.co.jp） 

【調査票の内容について】 

〒177-8502 東京都練馬区上石神井 4-8-23 
独立行政法人労働政策研究・研修機構 

情報解析部情報管理課 担当：上村
うえむら

 
電話（03）5903-6273 FAX（03）5903-6116 E-mail：sotuki@jil.go.jp 
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【問 1】過去 3 年間（注 1）の正規従業員の採用状況についてあてはまるもの 1 つに○をつ

けてください。 

１ 正規従業員を採用した ２ 正規従業員を採用しなかった 
  ３ 正規従業員を採用したかったができなかった 

 
 

 
 

【問 2】正規従業員の採用の際に「第二新卒者」（注 2）を採用対象としましたか。 

１ 採用対象とした（注 3） ２ 採用対象としなかった 

 

 
 

（注 1）「過去 3 年間」とは、平成 13～15 年度（平成 13 年 4 月～平成 16 年 3 月）をさします。ただ

し、平成 16 年 4 月の採用状況も含めてください。 

（注 2）「第二新卒者」とは、貴社の中で第二新卒の定義がある場合にはその定義によるものとします。

特に定義されていない場合は、学校（高校、専門学校、短大、高専、大学、大学院）卒業後

おおむね 3 年以内の者とします（学校卒業後すぐに就職する「新卒者」を除きます。また、

勤務経験の有無を問いません）。 

（注 3）「募集したが応募がなかった」、「応募はあったが採用にいたらなかった」という場合を含みま

す。 

 

 

問 2 で「1 採用対象とした」と回答された方への質問です。 

＊最近採用の方法等を変更した場合は直近の状況についてお答えください。 

【問 3】第二新卒者の主な採用枠についてあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１ 第二新卒者は新卒者（注 1）と同じ枠で採用している 
（新卒と中途の採用枠を分けていない場合を含む） 

２ 第二新卒者は中途採用者と同じ枠で採用している 
３ 第二新卒者は新卒者・中途採用者とは別の枠で採用している 
４ その他（                  ） 

（注 1）「新卒者」とは、学校を卒業してすぐに就職する者とします。 

【問 3】へお進みください。 

 8ページの【F1】へ 
お進みください。  

 6ページの【問15】へ 
お進みください。    
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【問 4】第二新卒者の主な採用時期についてあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１ 通年採用 ３ その他（             ） 
２ 4 月一括採用   

 
 
【問 5】採用対象となる第二新卒者の学歴についてあてはまるものすべてに○をつけて

ください。  （○はいくつでも） 

またそのうち主な採用対象を 1 つ選んで番号を記入してください。 

１ 高校卒 ３ 短大・高専卒 ５ 大学院卒 
２ 専門学校・各種学校卒 ４ 大学卒   

 
⇒ 主な採用対象  

 
 
【問 6】第二新卒者を対象として募集した主な職種についてあてはまるものすべてに○

をつけてください。  （○はいくつでも） 

１ 技術系 ４ 営業・販売系 ７ その他（   ）

２ 専門系（医療、福祉等） ５ サービス系（飲食店、接客等） 
３ 事務系 ６ 製造系   

 
 
【問 7】採用対象となる第二新卒者の主な条件についてあてはまるものすべてに○をつ

けてください。   （○はいくつでも） 

１ 年齢制限   【問 7-1】上限年齢（   ）歳 
２ 卒業年次   【問 7-2】卒業後（   ）年以内 
３ 勤務経験   【問 7-3】１ 勤務経験あり  ２ 勤務経験なし 
４ 資格・免許  
５ その他（         ） 
６ 特に条件はない  
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【問 8】第二新卒者を採用対象とした理由についてあてはまるものすべてに○をつけて

ください。  （○はいくつでも） 

１ 新卒者の応募が少ないから ６ 第二新卒者の職業意識が高いから 
２ 新卒者にはよい人材が少ないから ７ 即戦力になるから 
３ 研修期間が短くてすむから ８ 新卒者と変わらないから 
４ 新卒採用より募集経費が少なくて

すむから 
９ 従業員の年齢構成を調整するため 

５ 第二新卒者の能力が高いから １０ その他（           ）

 
 
【問 9】第二新卒者の採用方法について利用したことがあるものすべてに○をつけてく

ださい。  （○はいくつでも） 

１ ハローワーク ７ 学校・教師等からの紹介 
２ 民間職業紹介会社 ８ 紹介予定派遣 
３ 自社のホームページ ９ インターンシップ 
４ インターネットの就職情報サイト １０ ヘッドハンティング会社 
５ 新聞・チラシ等の求人広告 １１ その他（           ）

６ 就職情報誌   
 
 
【問 10】第二新卒者について、新卒者と比べて次の点についての評価はどうでしょうか。

それぞれあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

    （○はそれぞれ１つずつ） 新卒者より 
優れている 

新卒者より 
劣っている 

どちらとも 
いえない 

基本的な生活態度、言葉遣い、マナー １ ２ ３ 
職業観、就労意欲 １ ２ ３ 
コミュニケーション能力 １ ２ ３ 
読み・書き・計算などの基礎学力 １ ２ ３ 
積極性 １ ２ ３ 
柔軟性・適応力 １ ２ ３ 
一般常識・教養 １ ２ ３ 
専門知識・技術（資格等） １ ２ ３ 
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【問 11】第二新卒者の今後の採用予定についてあてはまるもの 1 つに○をつけてくださ

い。 

１ 引き続き採用対象とする ３ 未定・わからない 
２ 今後は採用対象としない ４ その他（           ）

 
 
【問 12】貴社では過去 3 年間（注 1）に実際に第二新卒者を採用した実績がありますか。 

１ 採用した実績がある ２ 採用した実績はない 

 

 

 

（注 1）「過去 3 年間」とは、平成 13～15 年度（平成 13 年 4 月～平成 16 年 3 月）をさします。ただ

し、平成 16 年 4 月の採用実績も含めてください。 

 

 

問 12 で「1 採用した実績がある」と回答された方への質問です。 

【問 13】第二新卒者と新卒者を比較して、採用後、処遇面等について違いはありますか。 

１ 違いがある ２ 違いはない   

 
 

【問 13-1】それは具体的にどのような面においてですか。あてはまるものすべてに○を

つけてください。  （○はいくつでも） 

１ 研修・教育訓練 ４ 評価（考課） 
２ 配属 ５ 昇進・昇格 
３ 初任給 ６ その他（      ）

 
【問 13-2】具体的にはどのような点で違いを設けていますか。人事制度・処遇における

貴社の具体的な状況をご記入ください。（例；配属面で新卒者は、全国的に異動の

ある配属とし、第二新卒者は、異動のない配属とする等） 

 
 
 

 6 ページの【問 14】へ 

お進みください。    

 6 ページの【問 14】へ 

お進みください。    

【問 13】へお進みください。 
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【問 14】第二新卒者の採用について、国に対してご要望やご意見等あれば、ご記入くだ

さい。 

 
 
 
 
 

⇒8 ページの【F1】へお進みください。 

 

 

問 2 で「2 採用対象としなかった」と回答された方への質問です。 

【問 15】貴社で第二新卒者を採用対象としない理由についてあてはまるものすべてに○

をつけてください。  （○はいくつでも） 

１ 新卒者に比べて能力が低いから 
２ 新卒者に比べて職業意識が低いから 
３ 新卒者で十分人員が確保できるから 
４ 新卒者に比べて柔軟性・適応力が劣るから 
５ 他社での勤務経験があるのは好ましくないから 
６ 研修の費用が増加するから 
７ 社内の処遇制度が整備されていないから 
８ 即戦力にならないから 
９ その他（                      ） 
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【問 16】第二新卒者を採用対象とする今後の予定についてあてはまるもの 1 つに○をつ

けてください。 

１ 採用対象とする予定である ４ その他（         ） 
２ 採用対象とする予定はない ５ わからない     
３ 検討中である   

 
 
 

【問 16-1】今後、第二新卒者の採用を検討するのに必要なことはなんでしょうか。あて

はまるものすべてに○をつけてください。  （○はいくつでも） 

１ 第二新卒者の求職者に関する情報提供 
２ 第二新卒者の求職者に対する国の職業能力開発 
３ 第二新卒者の採用後の国による研修の実施 
４ 第二新卒者の処遇についての情報提供 
５ その他（                   ） 
６ 特にない 

 
 
【問 17】第二新卒者の採用について、国に対してご要望やご意見等あれば、ご記入くだ

さい。 

 
 
 
 
 
 

⇒8 ページの【F1】へお進みください。 

【問 17】へお進みください。
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すべての企業への質問です。 

＊2004 年 4 月 1 日現在の貴社の概要についてお答えください。 

【F1】貴社の主たる業種 1 つに○をつけてください。 

１ 建設業 ６ 卸売・小売業 １１ 教育・学習支援業 
２ 製造業 ７ 金融・保険業 １２ その他のサービス業 
３ 電気･ガス･熱供給･水道業 ８ 不動産業 １３ その他（     ）

４ 情報通信業 ９ 飲食店・宿泊業   
５ 運輸業 １０ 医療・福祉   
 

【F2】貴社の従業員数（正規従業員と非正規従業員の合計。派遣労働者、職場内の請負

社員は除く）についてあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１ 300 人未満 ３ 1000～4999 人 
２ 300～999 人 ４ 5000 人以上 

 

【F3】貴社の従業員数に占める非正規従業員の割合についてあてはまるもの 1 つに○を

つけてください。 

１ 25％未満 ３ 50～75％未満 
２ 25～50％未満 ４ 75％以上 

 

【F4】貴社の過去 3 年間の業績（売上高）の推移について最も近いもの 1 つに○をつけ

てください。 

１ 急速に上昇した ４ 緩やかながら下降気味に推移した 
２ 緩やかながら上昇気味に推移した ５ 急速に下降した 
３ ほぼ横ばいで推移した   

 
【F5】貴社の正規従業員の主な充足方法について、これまでと今後それぞれにあてはま

るもの 1 つに○をつけてください。 

 
主に新卒者を

採用 

主に中途を 
採用 

新卒者、中途 
どちらも重視 

これまで １ ２ ３ 
今後 １ ２ ３ 

 
■質問は以上です。ご協力いただきどうもありがとうございました■ 
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仕 事 に 関 す る ア ン ケ ー ト
  

アンケートページにアクセスしていただき、ありがとうございます。
 

アンケートにご協力いただける場合は、「開始」ボタンを押してください。 
  

開始

 
 

プライバシーの考え方 - 利用規約 - アンケート内容についてのお問い合わせ 
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Q1 学校卒業後、現在の仕事につくまでの間に、今の勤務先とちがう会社で正社員として働いたことがあります

か。 
 

(回答は 1 つ)   

 正社員として働いたことがある 

  正社員として働いたことはない 

 

次のページ

 
 

アンケート内容についてのお問い合わせ 

Copyright (C) 2004 Intage Interactive Inc. All Rights Reserved.

Copyright (C) 2004 Yahoo Japan Corporation. All Rights Reserved.   
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Q1-1 今の勤務先の前に正社員として働いていた勤務年数を通算でお答えください。 
 

(回答は 1 つ)   

 1 年未満 

 1～3 年程度 

 4～5 年程度 

 
 

Q1-2 前の会社についてあてはまるもの 1 つをお選びください。複数の会社での勤務経験がある場合には、現在の

仕事の直前の勤務経験についてお答えください。  
(回答は 1 つ) 

 

■業種    

 

 

 建設業  

 製造業  

 電気･ガス･熱供給･水道業  

 情報通信業  

 運輸業  

 卸売･小売業  

 金融･保険業  

 不動産業  

 飲食店･宿泊業  

 医療･福祉  

 教育･学習支援業  

 その他のサービス業  

 その他 
   

 
 

■職種  
  

 

専門･技術職 

…高度の専門的水準において、科学的知識を応用した技術的な仕事に従事する人、及び医療･法律･芸術･その他の

専門的性質の仕事に従事する人 
 

 
管理職 

…課(課相当を含む)以上の組織の管理に従事する人
 

 

事務職 

…一般に課長(課長相当職を含む)以上の職務にあるものの監督を受けて、事務及び事務用機械の操作の仕事に従事

する人 
 

 

営業･販売職 

…商品、不動産、証券などの売買、売買の仲立･取次･代理などの仕事、保険外交、商品の売買･製造などに関する取

引上の勧誘･交渉･受注の仕事に従事する人 
 

 サービス職 
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…理容･美容･クリーニング･調理･接客･娯楽など個人に対するサービス、居住施設･ビルなどの管理サービス及びその

他のサービスの仕事に従事する人 
 

 
保守的職業 

…工事現場での交通整理や事務所などの施設で保安職業に従事する人
 

 
運輸･通信的職業 

…機関車･電車･自動車･船舶･航空機の運転･操縦の作業、通信機の操作及びその他の関連作業に従事する人
 

 
技能工･労務職 

…採掘、製造･製作･機械運転及び建設、労務作業に従事する人
 

 

 

 その他 
    

 
 

■企業規模  
  

 

 

 300 人未満  

 300～999 人  

 1000～4999 人  

 5000 人以上    
 

 

Q1-3 前の会社を辞めた主な理由を 1 つお選びください。 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 会社の倒産･廃業  

 解雇  

 会社から退職をうながされた  

 自分からやめた  

 その他 
   

次のページ

 

アンケート内容についてのお問い合わせ 

Copyright (C) 2004 Intage Interactive Inc. All Rights Reserved.

Copyright (C) 2004 Yahoo Japan Corporation. All Rights Reserved.   
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Q1-4 学校卒業後、おもにやっていたことは次のうちどれですか。あてはまるもの 1 つをお選びください。  
(回答は 1 つ)   

 

 

 仕事  

 家事･育児･介護  

 趣味  

 ボランティア(NPO、NGO を含む)  

 勉強  

 職探し  

 病気･けがの療養  

 特に何もしていない 

 その他 
    

次のページ

 

アンケート内容についてのお問い合わせ 
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Q1-4 で｢仕事｣を選んだ方におうかがいします。  
Q1-4-1 どのような働き方でしたか。  
(回答は 1 つ)   

 

 

 アルバイト  

 自営業  

 派遣社員  

 契約社員･嘱託  

 その他 
   

 

Q1-4 で｢勉強｣を選んだ方におうかがいします。 
 

Q1-4-2 おもな勉強方法は。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 学校に通う  

 通信教育  

 自習  

 その他 
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Q2 現在の仕事の業種、職種、企業規模、就業形態についてあてはまるもの 1 つをお選びください。  
(回答は 1 つ) 

 

■業種    

 

 建設業 
 

 製造業 
 

 電気･ガス･熱供給･水道業 
 

 情報通信業 
 

 運輸業 
 

 卸売･小売業 
 

 金融･保険業 
 

 不動産業 
 

 飲食店･宿泊業 
 

 医療･福祉 
 

 教育･学習支援業 
 

 その他のサービス業
 

 その他 
    

  
■職種    

 

 

専門･技術職 

…高度の専門的水準において、科学的知識を応用した技術的な仕事に従事する人、及び医療･法律･芸術･その

他の専門的性質の仕事に従事する人 
 

 
管理職 

…課(課相当を含む)以上の組織の管理に従事する人
 

 

事務職 

…一般に課長(課長相当職を含む)以上の職務にあるものの監督を受けて、事務及び事務用機械の操作の仕事

に従事する人 
 

 

営業･販売職 

…商品、不動産、証券などの売買、売買の仲立･取次･代理などの仕事、保険外交、商品の売買･製造などに関

する取引上の勧誘･交渉･受注の仕事に従事する人 
 

 

サービス職 

…理容･美容･クリーニング･調理･接客･娯楽など個人に対するサービス、居住施設･ビルなどの管理サービス及

びその他のサービスの仕事に従事する人 
 

 
保守的職業 

…工事現場での交通整理や事務所などの施設で保安職業に従事する人
 

 
運輸･通信的職業 

…機関車･電車･自動車･船舶･航空機の運転･操縦の作業、通信機の操作及びその他の関連作業に従事する人
 

 
技能工･労務職 

…採掘、製造･製作･機械運転及び建設、労務作業に従事する人
 

 その他 
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■企業規模    

 

 

 300 人未満  

 300～999 人  

 1000～4999 人  

 5000 人以上    
  
■就業形態    

 

 

 正社員  

 パート･アルバイト  

 派遣社員  

 契約社員  

 その他 
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Q3 現在の仕事に就職したときの採用選考、入社時期についてあてはまるもの 1 つをお選びください(※｢新卒

者｣とは学校を卒業してすぐに就職する人のことをさします)。  
(回答は 1 つ) 

 

■ 採用選考について   

 

 新卒者と同じ 
 

 新卒者とは異なる 
 

 その他 
 

 わからない     
  
■ 入社時期について   

 

 新卒者と同じ 
 

 新卒者とは異なる 
 

 その他 
 

 わからない     
 

 

Q4 現在の仕事に就職したときの就職活動の方法について利用したものすべてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)    

 

 ハローワーク 
 

 民間職業紹介会社
 

 会社のホームページ 
 

 インターネットの就職サイト 
 

 新聞･チラシ等の求人広告 
 

 就職情報誌 
 

 学校･教師等からの紹介 
 

 家族･友人･知人などの紹介 
 

 紹介予定派遣 
 

 インターンシップ 
 

 ヘッドハンティング会社 
 

 直接スカウト 
 

 勤務先関係からの紹介 
 

 その他 
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Q5 Q4 で選んだ方法のうち最も効果があった方法はどれですか。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 ハローワーク 
 

 民間職業紹介会社
 

 会社のホームページ
 

 インターネットの就職サイト 
 

 新聞･チラシ等の求人広告 
 

 就職情報誌 
 

 学校･教師等からの紹介 
 

 家族･友人･知人などの紹介 
 

 紹介予定派遣 
 

 インターンシップ 
 

 ヘッドハンティング会社 
 

 直接スカウト 
 

 勤務先関係からの紹介 
 

 その他     
 

 

Q6 現在の仕事に就職したときの就職活動の状況についてあてはまるものすべてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)    

 

 新卒者に比べて既卒者を採用する会社が少ない
 

 既卒者を採用する企業についての情報が少ない
 

 新卒者に比べて採用条件が悪い(処遇が低い、昇進の見込みが低い等)
 

 学校のサポートがないので困った 
 

 他社での勤務経験が評価された 
 

 フリーター･無職･離職の経験がマイナスに評価された
 

 離職理由について詳しく質問された 
 

 その他 
  

 新卒者と特に違いはなかった     
 

 

Q7 現在の仕事に就職したときに就職活動中に「就職したい企業があったが、応募条件にあわなかった」という

経験がありますか。 
 

(回答は 1 つ)   

 
 ない 

 

 ある     
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Q7-1 あわなかった応募条件は次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)    

 

 年齢 
 

 学歴 
 

 職務経験 
 

 資格･免許の有無 
 

 その他 
    

 
 

Q8 現在の仕事に就職したときの就職活動の際のあなたのセールスポイントはなんでしたか。あてはまるものす

べてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)   

 

 他社での勤務経験
 

 意欲･積極性 
 

 人柄 
 

 基礎学力 
 

 専門知識･技術 
 

 ビジネスマナー 
 

 コミュニケーション能力 
 

 健康･体力 
 

 一般常識・教養 
 

 語学力 
 

 その他 
 

 特にない     
 

 

Q9 現在の会社に採用されるまでに、卒業後もしくは前の会社を離職後、自分を磨くために何かしましたか。あ

てはまるもの１つをお選びください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 おもに民間の教育訓練機関(専門学校･通信教育等)を利用した
 

 おもに公共の職業訓練機関を利用した
 

 特に何もしなかった
 

 その他 
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Q10 現在の会社の中の新卒で就職した同時期入社･同学歴の人と比べて違いはありますか。 
 

(回答は横の行ごとに 1 つずつ)   

 

 
 新卒者が有利 違いはない 既卒者が有利 わからない 比較できる人がいない 

研修･教育訓練      

配属      

給与      

職位･等級･ポジション      

昇進･昇格の見込み        
 

 

Q10-1 Q10 で挙げられている選択肢以外に違いを感じることがありましたらご自由にお書きください。 
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Q11 今後の転職の可能性について最もあてはまるもの 1 つをお選びください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 もっといい条件があれば転職すると思う 

 自分の能力や経験をもっと活かせそうな先があれば転職すると思う 

 多分現在の勤務先を変わらないと思う 

 わからない  

 その他 
     

 
 

Q12 学校卒業後、数年間就職以外の活動をしたり、就職した会社を数年でやめたりしたあと、企業に就職しよ

うとする人たちのことを｢第二新卒者｣といいます。また、学校を卒業してすぐに就職する人を｢新卒者｣といいま

す。第二新卒者は、新卒者と比べて採用する企業が少なく就職が難しいといわれていますが、この問題につ

いてあなたのお考えに最も近いものを１つお選びください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 卒業後数年たっている人も新卒者と同様に採用するべきだ 

 新卒者と同じでなくてもよいが、中途採用の枠を広げるべきだ 

 第二新卒者にもいろいろいるので、いちがいにいえない 

 新卒者と違う扱いになるのはやむをえない 

 その他 
     

 
 

Q13 第二新卒者の就職について、ご自由にご記入ください。 
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Q14 あなたの性別をお答えください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 男性  

 女性    
 

 

Q15 あなたの年齢をご記入ください。 
 

(回答は半角数字で入力)   

 

 

 
才 

   
 

 

Q16 今の仕事についたのはいつですか。西暦でお答えください。 
 

(回答は半角数字で入力)   

 

 

西暦 
 
年 

   
 

 

Q17 あなたの最終学歴をお答えください。(大学、大学院卒業後に専門学校等に行った場合には｢大学｣｢大

学院｣とお答えください) 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 高校  

 専門学校･各種学校 

 短大･高専  

 大学  

 大学院    
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Q17 で高校と回答した方へ 
 

Q17-1 卒業した学科をお答えください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 普通科  

 商業科  

 工業科  

 その他 
   

 

Q17 で大学または大学院と回答した方へ 
 

Q17-2 専攻分野をお答えください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 文系  

 理系  

 その他 
   

次のページ

 

アンケート内容についてのお問い合わせ 

Copyright (C) 2004 Intage Interactive Inc. All Rights Reserved.

Copyright (C) 2004 Yahoo Japan Corporation. All Rights Reserved.   

 

 

 



Yahoo! リサーチ・アンケート 

－261－ 

Yahoo! JAPAN - ヘルプ

 

仕 事 に 関 す る ア ン ケ ー ト  
アンケートページにアクセスしていただき、ありがとうございます。 

アンケートにご協力いただける場合は、「開始」ボタンを押してください。 

  

開始

 
 

プライバシーの考え方 - 利用規約 - アンケート内容についてのお問い合わせ 

Copyright (C) 2004 Intage Interactive Inc. All Rights Reserved.  

Copyright (C) 2004 Yahoo Japan Corporation. All Rights Reserved. 
  



Yahoo! リサーチ・アンケート 

－262－ 

※ このアンケートは、前のページに戻ることができません。ブラウザの「戻る」ボタンは使用しないでください。 

 
 

Q1 現在の仕事の業種、職種、企業規模、就業形態についてあてはまるもの 1 つをお選びください。 
 

(回答は 1 つ) 

 

■業種    

 

 建設業 
 

 製造業 
 

 電気･ガス･熱供給･水道業 
 

 情報通信業 
 

 運輸業 
 

 卸売･小売業 
 

 金融･保険業 
 

 不動産業 
 

 飲食店･宿泊業 
 

 医療･福祉 
 

 教育･学習支援業 
 

 その他のサービス業
 

 その他 
    

 
 

■職種  
  

 

 

専門･技術職 

…高度の専門的水準において、科学的知識を応用した技術的な仕事に従事する人、及び医療･法律･芸術･その

他の専門的性質の仕事に従事する人 
 

 
管理職 

…課(課相当を含む)以上の組織の管理に従事する人
 

 

事務職 

…一般に課長(課長相当職を含む)以上の職務にあるものの監督を受けて、事務及び事務用機械の操作の仕事

に従事する人 
 

 

営業･販売職 

…商品、不動産、証券などの売買、売買の仲立･取次･代理などの仕事、保険外交、商品の売買･製造などに関

する取引上の勧誘･交渉･受注の仕事に従事する人 
 

 

サービス職 

…理容･美容･クリーニング･調理･接客･娯楽など個人に対するサービス、居住施設･ビルなどの管理サービス及

びその他のサービスの仕事に従事する人 
 

 
保守的職業 

…工事現場での交通整理や事務所などの施設で保安職業に従事する人
 

 
運輸･通信的職業 

…機関車･電車･自動車･船舶･航空機の運転･操縦の作業、通信機の操作及びその他の関連作業に従事する人
 

 
技能工･労務職 

…採掘、製造･製作･機械運転及び建設、労務作業に従事する人
 

 その他 
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■企業規模  
  

 

 

 300 人未満  

 300～999 人  

 1000～4999 人  

 5000 人以上    
 

 

■就業形態  
  

 

 

 正社員  

 パート･アルバイト  

 派遣社員  

 契約社員  

 その他 
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Q2 現在の仕事に就職したときの就職活動の方法について利用したものすべてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)    

 

 

 ハローワーク  

 民間職業紹介会社 

 会社のホームページ  

 インターネットの就職サイト  

 新聞･チラシ等の求人広告  

 就職情報誌  

 学校･教師等からの紹介  

 家族･友人･知人などの紹介  

 紹介予定派遣  

 インターンシップ  

 その他 
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Q3 Q2 で選んだ方法のうち最も効果があった方法はどれですか。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 ハローワーク  

 民間職業紹介会社 

 会社のホームページ  

 インターネットの就職サイト  

 新聞･チラシ等の求人広告  

 就職情報誌  

 学校･教師等からの紹介  

 家族･友人･知人などの紹介  

 紹介予定派遣  

 インターンシップ  

 その他    
 

 

Q4 就職活動中に｢就職したい企業があったが、応募条件にあわなかった｣という経験がありますか。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 ない  

 ある    
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Q4-1 あわなかった応募条件は次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお選びください。  
(回答はいくつでも)    

 

 

 年齢  

 学歴  

 職務経験  

 資格･免許の有無 

 その他 
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Q5 就職活動の際のあなたのセールスポイントはなんでしたか。あてはまるものすべてをお選びください。 
 

(回答はいくつでも)   

 

 

 意欲･積極性  

 人柄  

 基礎学力  

 専門知識･技術  

 ビジネスマナー  

 コミュニケーション能力  

 健康･体力  

 一般常識・教養  

 語学力  

 その他 
 

 特にない    
 

 

Q6 現在の会社に採用されるまでに、自分を磨くために何かしましたか。あてはまるもの１つをお選びくださ

い。 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 おもに民間の教育訓練機関(専門学校･通信教育等)を利用した 

 おもに公共の職業訓練機関を利用した 

 その他 
  

 特に何もしなかった   

 
 

Q7 今後の転職の可能性について最もあてはまるもの 1 つをお選びください。 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 もっといい条件があれば転職すると思う 

 自分の能力や経験をもっと活かせそうな先があれば転職すると思う 

 多分現在の勤務先を変わらないと思う 

 わからない  

 その他 
    

  
Q8 学校卒業後、数年間就職以外の活動をしたり、就職した会社を数年でやめたりしたあと、企業に就職しよ

うとする人たちのことを｢第二新卒者｣といいます。また、学校を卒業してすぐに就職する人を｢新卒者｣といいま

す。第二新卒者は、新卒者と比べて採用する企業が少なく就職が難しいといわれていますが、この問題につ

いてあなたのお考えに最も近いものを１つお選びください。  
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(回答は 1 つ)   

 

 

 卒業後数年たっている人も新卒者と同様に採用するべきだ 

 新卒者と同じでなくてもよいが、中途採用の枠を広げるべきだ 

 第二新卒者にもいろいろいるので、いちがいにいえない 

 新卒者と違う扱いになるのはやむをえない 

 その他 
    

 
 

Q9 第二新卒者の就職について、ご自由にご記入ください。 
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Q10 あなたの性別をお答えください。 
 

(回答は 1 つ)   

 

 

 男性  

 女性    
 

 

Q11 あなたの年齢をご記入ください。 
 

(回答は半角数字で入力)   

 

 

 
才 

   
  
Q12 今の仕事についたのはいつですか。西暦でお答えください。  
(回答は半角数字で入力)   

 

 

西暦 
 
年 

   
 

 

Q13 あなたの最終学歴をお答えください。(大学、大学院卒業後に専門学校等に行った場合には｢大学｣｢大

学院｣とお答えください) 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 高校  

 専門学校･各種学校 

 短大･高専  

 大学  

 大学院    

次のページ
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Q13 で高校と回答した方へ 
 

Q13-1 卒業した学科をお答えください。 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 普通科  

 商業科  

 工業科  

 その他 
   

 

Q13 で大学または大学院と回答した方へ 
 

Q13-2 専攻分野をお答えください。 
 

(回答は 1 つ) 
  

 

 

 文系  

 理系  

 その他 
   

次のページ
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